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序章 ジョージ・H・W・ブッシュ政権のドイツ統一政策 
 
第 1節 問題の所在 
 
 1990年 10月 3日午前 10時頃，ジョージ・H・W・ブッシュ（George H.W. Bush）米国
第 41代大統領はホワイトハウスの大統領執務室から，ドイツ統一を達成したヘルムート・
コール（Helmut Kohl）連邦首相に祝福の電話をかけた。1989 年 11 月 9 日，ドイツと欧
州を東西に分断する「鉄のカーテン」の象徴たるベルリンの壁が取り壊された当地では，コ
ールの伝えるところによれば，昨晩，ドイツ統一を祝福するおよそ 100 万人が集まった。
それは「言葉にするのは困難な」ほど「素晴らしいものであった」という。戦後一貫して，
ドイツ統一を支持してきた米国歴代大統領，なによりもブッシュの存在あってこその統一
達成であると，同盟国であり友人たる米国への謝意をコールは伝えた。ドイツ統一交渉にか
かわれたこと，常に米国はドイツ国民とともにあったことを誇りに思うとブッシュは返答
した1。ベルリンの壁の崩壊からわずか 1 年足らずで，米ソの直接武力衝突を誘発すること
なく，平和的にドイツは統一した。 
 ドイツ統一という歴史的事件は，1980 年代後半に急速な進展を見せた米ソ間の核軍縮や
欧州における東西間の通常戦力の軍縮，東欧の革命と脱共産主義化といった事件とともに，
世界を変えた変革として記憶され続けている。ここでの世界とは言うまでもなく，「イデオ
ロギー対立と核兵器による人類全滅の脅威を背景とした米ソ間の政治的コミュニケーショ
ン機能の低下により発生した直接武力衝突にいたらない緊張状態」としての「冷戦」（Cold 
War）が影を落とす世界である2。東西軍縮や東欧革命が進展する中で達成されたドイツ統
一は，冷戦終結と欧州新秩序の到来を予感させるものであった。1990年 11月の CSCE（全
欧安保協力会議）パリサミットで，東西対立終結と新秩序形成を謳う「パリ宣言」が採択さ
れたことは，その一つの到達点であった。 
 冷戦は，その起源を複合的に持ちながらドイツの戦後処理をめぐって発生した。戦後，米
国の同盟国となった西ドイツが，ソ連の盟友たる東ドイツを吸収・合併する形で統一を果た
したことは，東欧を喪失し，1991年 12月に崩壊するソ連の行方を見届けた米国にとって，
〈勝利〉を意味するかに思える事件であった。けれども，ブッシュ政権に勝ち誇った様子は
なかった。壁が崩れたベルリンを包み込む歓喜と熱狂とは裏腹に，ブッシュは慎重だった3。
〈勝利〉に酔いしれることなく，米国はドイツ統一政策を遂行した。 
                                                   
1 “Memorandum for Telephone Conversation, Subject: Telephone Call to Chancellor Helmut Kohl of 
Germany (October 3, 1990)”, End of the Cold War Collection, WCDA. 
2 滝田賢治「冷戦概念と現代国際政治史―日米における議論を基礎に」細谷千博・丸山直起編『ポスト冷
戦期の国際政治』（有信堂，1993年），12頁。本博士論文執筆にあたり，冷戦史理解のため以下の文献を参
照した。佐々木卓也『冷戦―アメリカの民主主義的生活様式を守る戦い』（有斐閣，2011年）。 
3 本稿では，「慎重」を，「小心というわけではなく，いかなる可能性をも現実主義的に評価する」姿勢と
定義する。Ryan J. Barilleaux & Mark J. Rozell, Power and Prudence: The Presidency of George H.W. 
Bush (College Station: Texas A&M University Press, 2004), p.114.次の三つの資質を兼ね備えている場
合，その政策決定者は「慎重」であると評価できる。第一に，感情や衝動に拠る意思決定を避ける自制，第
二に，自らを取り巻く環境の変化に関する情報への開放さ，第三に，目的をプラクティカルに設定し，そ
の目的を追求するためのすべての可能性を吟味する冷静さである。J. Patrick Dobel, “Prudence and 
Presidential Ethics: The Decisions on Iraq of the Two Presidents Bush”, Presidential Studies Quarterly, 
Vol.40, No. 1, (March 2010), pp.59-60. 
2 
 
 なぜ，そしてどのように，ブッシュ政権はドイツ統一に，かくも慎重に対応したのか。 
 これは意義深い問いである。 
 第一に，東欧革命，ドイツ統一，ソ連解体という一連の冷戦終結過程を〈米国勝利論〉で
総括することは，21 世紀の国際秩序の現実を見落とす恐れがある。冷戦終結過程で克服し
てきたはずの NATO（北大西洋条約機構）とロシアの間の相互不信は，現在において根強
く，その淵源はドイツ統一過程にあると指摘されている。こうした余韻を残したドイツ統一
は，一方で，旧東ドイツ領内からソ連全軍が撤退し（1994年完了），他方で，統一ドイツの
加盟する NATO を通じ，核戦力を備えた在欧米軍 30 万人のおよそ 8 割（米陸軍 20 万人，
米空軍 4万人）が駐留する形で達成された。規模こそ大幅に縮小しているものの，現在でも
陸軍を中核とする「地域，そして欧州の同盟国への米国の目に見える関与の象徴」としての
在欧米軍は欧州に展開し，その大部分の受入国は4，およそ 2 万人の米陸軍を駐留させるド
イツである5。ソ連と対峙してきた在欧米軍は，どのような論理で冷戦後も欧州に居続ける
ことになったのか。果たしてそれは〈冷戦勝利論〉に酔うブッシュ政権が米国の軍事力を背
景に自由，民主主義という理念を世界大に拡大するための装置だったのか。そうでないとす
ればどのような論理があり得るのか。 
 第二に，ドイツ統一過程の分析は未来の朝鮮半島情勢を展望する上で有益である。冷戦は
ドイツを東西に分断しただけでなく，朝鮮半島を南北に分断した。この現状が永久に続くと
は考えにくい。朝鮮統一は軍事的なハードランディングか，非軍事的なソフトランディング
となろうが，半島情勢の展望には，統一朝鮮がとりうる安全保障形態の整理もさることなが
ら，分断国家の統一による国際秩序の変動期に，北東アジアへの米国の関与の在り方をめぐ
る考察も不可欠である6。現在，米韓相互防衛条約の下，半島南部には陸軍 1 万 5,000 人，
空軍 7,600 人を中核とする在韓米軍が駐留している。半島情勢に注視する日本の安全保障
にとり，在韓米軍の去就は，半島統一の際に厳しく問われよう。かつて米国はどのようにし
て，米軍の駐留継続を目指しつつ，分断国家，東西ドイツの統一に対応したのか。この問い
の解明は，米国の同盟国であり，地理的近接性から半島有事の影響を大きく受けることが予
想される日本の国家的難題を考えるにあたり，重要な視座を与えるものであるに違いない。 
 第三に，ブッシュ大統領はそのリーダーシップを発揮し，二度の大戦後の戦後秩序構想に
匹敵するドイツ統一や欧州新秩序形成に参画し，これを平和的に完遂した。これは至難の業
であったろう。戦後の歴代米国大統領は，敵対的な東西両陣営の存在にもかかわらず，核を
使用した全面的な東西紛争が勃発しない「長い平和」（ジョン・L・ギャディス）としての冷
戦秩序の〈ゲームのルール〉に従って行動すればよかったからである7。冷戦期には二つの
                                                   
4 “The Official Homepage of United States Army Europe” 〈http://www.eur.army.mil/about/defaul
t.htm〉2018年 8月 25日閲覧。  
5 “DoD Personnel, Workforce Reports & Publications”, 〈https://www.dmdc.osd.mil/appj/dwp/dwp_r
eports.jsp〉2018 年 8 月 25 日閲覧。2018 年現在，在欧米陸軍の駐屯地全 13 箇所のうち 8 箇所がドイツ
にある。その他はベルギー2箇所，イタリア 2箇所，オランダ 1箇所である。 
6 統一朝鮮がとりうる安全保障形態には，①統一朝鮮と他国の二国間同盟，②統一朝鮮，中国，ロシア，日
本，米国の 5 ヵ国のうち 3 ヵ国からなる多国間同盟，③統一朝鮮の中立，④協調的安全保障体制，⑤集団
安全保障体制などが考えられる。川上高司『米軍の前方展開と日米同盟』（同文館出版，2004年），225-230
頁。朝鮮半島統一に際する米韓同盟，日米同盟，北東アジア安全保障の展望については，以下に詳しい。村
田晃嗣『大統領の挫折―カーター政権の在韓米軍撤退政策』（有斐閣，1998年），終章。 
7 秩序とは，「所与の人間集団においてそこで適用されるルールが確立し，その成員が自発的あるいは強制
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ルールがあった。第一のルールは，全面核戦争を回避する米ソの慢性的対立を背景とし，相
手国による世界大での覇権の掌握を避けるためには核を使用する全面戦争も辞さないが核
の打ち合いは避けるという矛盾を孕んだものである。第二のルールは，全面核戦争は回避し
ながらも相手国の拡張を抑え，可能な限り自己の勢力圏は維持・拡張するというものであり，
米ソは冷戦の「中心」であるワシントン・モスクワ間，ベルリンでの武力衝突を回避しつつ，
冷戦の「周辺」第三世界でその覇を争った8。〈ゲームのルール〉が機能していた国際秩序と
しての冷戦が変容し，解体する過程にブッシュ政権は巧みに対応した。冷戦が終結してから
およそ四半世紀が経った 21世紀にあっても，依然として，安定的な国際秩序は見出せてい
ない。ブッシュ政権のドイツ統一政策の分析は，既存の国際関係理論の援用が困難な国際秩
序の動揺期にとりうる外交・安全保障政策の方針を提供する好個の素材となろう。 
 20 世紀のおそらく最もドラマチックな歴史的事件を詳述する冷戦研究の一成果としての
みならず，このような 21世紀の大きな現代的課題についてわずかな貢献ができることを望
みながら，本博士論文の物語を始めることにしたい。 
 
第 2節 研究の視点 
 
 1．冷戦終結研究 
 ドイツ統一をめぐるブッシュ外交の研究蓄積は十分とは言い難い。この点は冷戦終結研
究の展開ともかかわるため，学説史を整理しておこう。冷戦終結直後，米国ではロナルド・
レーガン（Ronald Reagan）政権（1981～1989年）内の保守派や一部の冷戦史家が〈米国
勝利論〉（triumphalism）を唱えていた9。自由，民主主義といった米国の理念とレーガン政
権の〈強さによる平和〉政策（Peace through Strength）が，ソ連・東欧の共産主義体制を
屈服させたと論ずるのである10。〈米国勝利論〉は自由，民主主義こそが「人類のイデオロギ
                                                   
的にそれに従い，その結果，集団内における行動の予測可能性が高められた状態」を指す。最上敏樹「世界
秩序論」有賀貞編『講座国際政治①』（東京大学出版会，1989 年），267 頁。秩序の一般的定義に従えば，
冷戦秩序は，「諸国家が，自発的あるいは強制的に，冷戦ゲームのルールに従い，その結果，冷戦期国際政
治の舞台における国家行動の予測可能性が高められた状態」と定義できる。ここで言う冷戦ゲームのルー
ルとは，「条約，協定のような明示的な形で表現されたルールではなく，行為主体が自己の目的を追求しな
がら，冷戦秩序全体の安定化，固定化を図ろうとした場合に守らざるを得ない暗黙のルール」を指す。武
者小路公秀『国際政治を見る眼』（岩波新書，1977年），32頁。 
8 武者小路『国際政治を見る眼』，32-36頁。 
9 冷戦研究の学説史の整理については，以下を参照。John Lewis Gaddis, “The Emerging Post-Revisionist 
Synthesis on the Origins of the Cold War”, Diplomatic History, Vol.7, No.3, (July 1983), pp.171-190.；
Timothy J. White, “Cold War Historiography: New Evidence behind Traditional Typographies”, 
International Social Science Review, Vol.75, No.3 & 4, 2000, pp.35-46.；益田実「新しい冷戦認識を求め
て―多元主義的な冷戦史の可能性」益田実・池田亮・青野利彦・齋藤嘉臣編『冷戦史を問いなおす―「冷
戦」と「非冷戦」の境界』（ミネルヴァ書房，2015年），1-24頁。 
10 冷戦終結の〈レーガン要因〉論争は，米国内では党派性の濃いものになりがちである。村田晃嗣「レー
ガン政権の安全保障政策―対ソ姿勢と政策プロセス」『同志社法学』第 58 巻，第 4 号，（2006 年 9 月），
1321-1324 頁。レーガン政権内部の保守派の主張の骨子とその限界については，以下を参照。Daniel 
Deudney & G. John Ikenberry, “Who Won the Cold War?” Foreign Policy, No.87, (Summer 1992), pp.123-
138.冷戦終結の〈レーガン要因〉を重視するポスト修正主義学派にギャディスがいる。John Lewis Gaddis, 
The United States and the End of the Cold War: Implications, Reconsiderations, Provocations (New 
York: Oxford University Press, 1992).〈レーガン要因〉史観が生まれる背景についての指摘として，以下
を参照。Edwina S. Campbell, “A Comment on Michael Cox’s’ Another Transatlantic Split? American 
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ー上の進歩の終点」であり，共産主義を含む様々な統治形態は，崩壊につながる欠陥や不合
理性を内包していたとする〈歴史の終焉論〉と近接している11。同史観によれば，ソ連，東
ドイツ，東欧の共産主義体制は将来的な体制崩壊につながる根本的矛盾を内包しているの
であるから，東ドイツの体制崩壊とその後の統一過程には，そもそもの関心が注がれること
はない。やがて〈米国勝利論〉を相対化すべく，学界では二つの潮流が形成されていった。 
 第一の潮流は，冷戦終結に果たしたソ連共産党書記長ミハイル・ゴルバチョフ（Mikhail 
Gorbachev）の役割を重要視する〈ゴルバチョフ要因論〉（アーチー・ブラウン）である12。
〈ゴルバチョフ要因論〉はゴルバチョフの経歴をつぶさに辿ることで，彼の半生の中に，冷
戦終結期の〈新思考〉（new thinking）発露の淵源を探る。冷戦終結を導いたゴルバチョフ
の〈新思考〉は，当時，国際関係理論における「第四次論争」の渦中にあったコンストラク
ティヴィズム（構成主義）の分析枠組に積極的に取り込まれた13。〈ゴルバチョフ要因論〉と
軌を一にする研究成果は以下の通りである。ケネス・ウォルツ（Kenneth N. Waltz）の構
造的現実主義は14，冷戦終結の説明に不適としたコンストラクティヴィストが編集した『国
際関係理論と冷戦終結』（1995年）15。ジェフリー・チェッケル（Jeffrey Checkel）の論文
「アイディア，制度，ゴルバチョフの外交変革」（1993年）16。トランスナショナル・リレ
ーションズ17，リベラル制度主義（liberal institutionalism）とコンストラクティヴィズム
                                                   
and European Narratives and the End of the Cold War”, Cold War History, Vol.8, No.1, (February 2008), 
pp.103-113.同史観は，現代米国においても，現実政治で，度々強調されている。“Donald Trump’s Terrorism 
Plan Mixes Cold War Concepts and Limits on Immigrants”, The New York Times, August 15, 2016. 
11 Francis Fukuyama, The End of History and the Last Man (New York: Free Press, 1992), p.xi-xii, 64. 
12 アーチー・ブラウン（小泉直美・角田安正訳）『ゴルバチョフ・ファクター』（藤原書店，2008年）。原
著は，1996年公刊。 
13 「第四次論争」は，国家行動を説明する際，物質的要因（material factor）を重視する構造的現実主義
と理念的要因（ideational factor）を重視するコンストラクティヴィズムの対立を軸に展開していた。国際
関係理論における数次の論争については，以下を参照。Robert Jackson & Georg Sørensen (eds.), 
International Relations: Theories and Approaches (Third Edition) (Oxford: Oxford University Press, 
2007), Chapter 2. 
14 構造的現実主義の始祖ウォルツは，国際体系上の極構造に着目し，国際体系が国家行動に与える影響を
考察したことで知られる。ウォルツは，冷戦期の国際体系は米ソ二極構造であり，二極構造下の米ソは，
相互の相対的国力を誤って判断することが少なく，ゆえに，不確実性と誤算が減少し，国際体系は安定的
と説いた。Kenneth N. Waltz, Theory of International Politics (New York: McGraw-Hill, 1979), Chapter 
8. コンストラクティヴィストは，ウォルツの安定的かつ持続的な国際体系を想定する二極構造論では，冷
戦終結，すなわち，米ソ二極構造の解体過程を説明できないと批判し，ゴルバチョフの〈新思考〉といった
理念的要因を分析枠組に取り込む必要性を強調した。 
15 Richard Ned Lebow & Thomas Risse-Kappen (eds.), International Relations Theory and the End of 
the Cold War (New York: Columbia University Press, 1995). 
16 Jeffrey Checkel, “Ideas, Institutions, and the Gorbachev Foreign Policy Revolution”, World Politics, 
Vol.45, No.2, (January 1993), pp.271-300. 
17 トランスナショナル・リレーションズとは，ジョセフ・ナイ（Joseph S. Nye, Jr.）とロバート・コヘイ
ン（Robert Keohane）によれば，「中央集権的な対外政策機関からのコントロールを受けない，国境を越え
た接触，連合，および相互作用」を意味し，行為主体として中央政府以外の非政府組織も重要である。リッ
セ＝カッペンは，それを，「少なくとも一方の行為主体が，中央政府あるいは政府間組織を代表しない非国
家主体である際に観察される，国境を越えた定期的な相互作用」と定義している。Joseph S. Nye, Jr. & 
Robert Keohane, “Transnational Relations and World Politics”, International Organization, Vol.25, No.3, 
(Summer 1971), pp.329-349.；Thomas Risse-Kappen (ed.), Bringing Transnational Relations Back In: 
Non-state Actors, Domestic Structures and International Institutions (Cambridge: Cambridge 
University Press, 1995). 
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が融合した知識共同体論（epistemic community）の一連の研究18。『冷戦研究ジャーナル』
の春季特集号「アイディア，国際関係，冷戦終結」（2005年）19，などである。米ソの核軍
縮を扱っている知識共同体論は別として，これらの研究の多くは，ゴルバチョフの〈新思考〉
が生まれた背景として，彼の経歴の中で形成された彼特有の個性，ソ連内部の改革派の側近
や西側とのトランスナショナルな相互作用を指摘している20。そしてゴルバチョフの〈新思
考〉の中でも，西側協調と，東欧へのソ連の軍事介入の論拠となっていた〈ブレジネフ・ド
クトリン〉の放棄に注目している21。〈新思考〉発生原因として，ソ連のパワーの相対的衰退
という物質的要因を重視する点で，コンストラクティヴィズムとは異なるものの，このテー
マについて現実主義学派も取り組んでいる。ウィリアム・ウォールフォース（William C. 
Wohlforth）は，コンストラクティヴィズムの批判にさらされていた構造的現実主義ではな
く，政策決定者による自国の相対的パワーに対する認識を指摘した古典的現実主義学派ハ
ンス・モーゲンソー（Hans J. Morgenthau）の洞察に拠りながら22，次のような自説を展
開している。冷戦終結期のソ連は，それまでの安全保障政策を弱体化しつつある自らのパワ
ーで維持することは困難と自覚し，ゴルバチョフの〈新思考〉につながった23。以上の〈ソ
連要因論〉は，〈新思考〉の下，東欧革命，ベルリンの壁崩壊に際し，東欧諸国に「それぞ
れの道を歩ませる」〈シナトラ・ドクトリン〉をゴルバチョフは抱き，ドイツ統一をも認め
たと評価する24。理論指向の強いこれらの研究では，ドイツ統一過程の詳細な分析は行われ
                                                   
18 知識共同体とは，「特定の領域の専門性と能力が認められ，政策に有効な権威的主張を行う専門家のネ
ットワーク」である。Peter M. Haas, “Epistemic Communities and International Policy Coordination”, 
International Organization, Vol.46, No.1, (Winter 1992), pp.1-35.; Matthew Evangelista, “The Paradox 
of State Strength: Transnational Relations, Domestic Structures and Security Policy in Russia and the 
Soviet Union”, International Organization, Vol.49, No.1, (Winter 1995), pp.1-38.；Matthew Evangelista, 
Unarmed Forces: The Transnational Movement to End the Cold War (Ithaca: Cornell University Press, 
1999).；Kai-Henrik Barth, “Catalysts of Change: Scientists as Transnational Arms Control Advocates 
in the 1980s”, Osiris, Vol.21, No.1, 2006, pp.182-206. 
19 Journal of Cold War Studies, Special Issue: “Ideas, International Relations, and the End of the Cold 
War”, Vol.7, No.2, (Spring 2005). 
20以下も参照。Thomas Forsberg, “Power, Interests and Trust: Explaining Gorbachev’s Choices at the 
End of the Cold War”, Review of International Studies, Vol.25, No.4, (October 1999), pp.603-621.；Robert 
English, Russia and the Idea of the West: Gorbachev, Intellectuals, and the End of the Cold War (New 
York: Columbia University Press, 2000).；Vladislav M. Zubok, “Gorbachev and the End of the Cold War: 
Perspectives on History and Personality”, Cold War History, Vol.2, No.2, (January 2002), pp.61-100. 
21 1986年，ゴルバチョフは，COMECON（経済相互援助会議）会合で，東欧諸国に対して，もはや「ソ
連が兄のようにふるまうことはない」と宣言し，また同年，別の機会に，東欧諸国に武力干渉しないとも
言明し，〈ブレジネフ・ドクトリン〉の放棄を確認した。1988 年 3 月，ゴルバチョフはユーゴスラヴィア
を訪問し，「新ベオグラード宣言」でソ連の東欧との対等性を改めて確認した。石井修『国際政治史として
の二〇世紀』（有信堂，2000年），289頁。 
22 本稿では，国家のパワーの構成要素として，軍事力，経済力，人口，地理的領域，および天然資源など
を基本的に想定している。モーゲンソーは，これらの構成要素からなるパワーの評価について，次のよう
に指摘している。「パワーの諸要因が自国および他国のパワーとどう関係しているかを正確に評価すること
は，（…）一国の対外政策の責任者たち（…）の仕事である。（…）いろいろな国のパワーを構成する個々の
要素における変化が，これら国家間の全体的な力関係にとって，どのような相対的な重みをもつかという
こと」が重要とモーゲンソーは指摘している。ハンス・モーゲンソー（原彬久監訳）『国際政治―権力と平
和＜上巻＞』（岩波文庫，2013年），356-358頁。 
23 William C. Wholforth, “Realism and the End of the Cold War”, International Security, Vol.19, No.3, 
(Winter 1994-1995), pp.91-129. 
24 Lebow & Risse-Kappen (eds.), International Relations Theory and the End of the Cold War.；Checkel, 
“Ideas, Institutions, and the Gorbachev Foreign Policy Revolution”；Jeremi Suri, “Explaining the End 
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ていない感は否めない。 
 第二の潮流は，〈米国勝利論〉が冷戦終結に寄与したと欧州政治の現実をあまりにも軽視
しているという批判である25。なぜ冷戦終結の〈レーガン要因〉が衆目を集めるのか。米国
外交史家マイケル・コックス（Michael Cox）は，その理由を次のように指摘する。 
  封じ込めのみでは，東欧からソ連を引き離すという望ましい結果をもたらすことは期
待できなかった。何かが必要だった。この「何か」こそ，実に多くの保守派の作家，政
治家，専門家が唱えるところのロナルド・レーガンであり，封じ込めという防御的政策
を越えて，ソ連との対決姿勢をとった彼〔ロナルド・レーガン〕の決定であった26。 
 これは戦後の欧州政治の実態に鑑み，米国の〈ナルシズム〉と批判された27。たしかに，
マーシャル・プランで西欧の戦後復興を後押ししたのは米国であり，NATO を通じた米軍
の駐留によって西欧の安全を保障してきたのも米国であった。米国は 2 個軍団（第 5 軍団
と第 7軍団）の 4個師団，合計 30万人の在欧米軍を前方展開させ28，通常戦力，在欧戦域
核29，米本土の戦略核による拡大抑止を同盟国に提供してきた30。だが，欧州には，伝統的
に統合の水脈があった。戦後には西欧では統合が進展していたし，冷戦秩序の克服を目指す
デタントの動きもあった31。欧州は冷戦の観衆ではなかったし，ありえなかった。〈米国勝
利論〉の相対化の中で提起された二つの潮流は，ソ連の内政や外交，国際関係史の視点から
冷戦史を分析する必要性を示しながら，ドイツ統一研究に大きな影響を及ぼした。 
 資料公開の充実もあり，理論研究は後景に退き，各国外交史，国際関係史の視点からのド
イツ統一研究が蓄積されが32，冷戦の第一義的行為主体である米国，かつ冷戦の最終局面に
                                                   
of the Cold War: A New Historical Consensus?”, Journal of Cold War Studies, Vol.4, No.4, (Fall 2002), 
pp.60-92. 
25 Geir Lundestad, “The Cold War According to Gaddis”, Cold War History, Vol.6, No.4, (November 
2006), pp.535-542.；Deudney & Ikenberry, “Who Won the Cold War?” 
26 Michael Cox, “Another Transatlantic Split? American and European Narratives and the End of the 
Cold War”, Cold War History, Vol.7, No.1, (February 2007), p.129.〔  〕内は筆者による補足。 
27 Campbell, “A Comment on Michael Cox’s’ Another Transatlantic Split?” p.103.  
28 元来，前方展開戦略は，NATO戦略として 1950年 9月に採用された「前方防衛戦略」（forward strategy）
に端を発していると考えられている。前方展開とは，「米軍を海外の同盟国もしくは友好国に駐留させ，そ
の海外駐留米軍と洋上移動兵力および米本土兵力を目的に応じて組み合わせて展開させること」と定義さ
れる。川上『米軍の前方展開と日米同盟』，5頁。 
29 在欧戦域核には，地対地ミサイル，地対空ミサイル装着型，航空機搭載型，火砲発射型，その他，核地
雷があった。在欧戦域核はまた，運搬手段の射程，あるいは行動範囲に応じて，長射程，短射程 INF（中
距離核戦力），SNF（短距離核戦力）に区分される。射程 1,000km 以上 5,500km未満が長射程 INF，500km
以上 1,000km未満が短射程 INF，500km未満が SNFと定義される。梅本哲也『核兵器と国際政治 1945-
1995』（日本国際問題研究所，1996年），140頁および 160頁文末注（7）。2017年時点で，約 150発の米
国所有の航空機搭載型の核爆弾 B-61が，ベルギー，ドイツ，イタリア，オランダ，トルコの 5ヵ国に配備
されていると言われている。Hans M. Kristensen & Robert S. Norris, “United States and Nuclear Forces, 
2017”, Bulletin of the Atomic Scientists, Vol.73, No.1, 2017, pp.54-55. 
30 拡大抑止とは，「西欧に対するいかなる攻撃も米国との間の核戦争につながる恐れがあることをソ連に
想起させることにより，そうした攻撃を抑止する政策」である。梅本『核兵器と国際政治』，137頁。 
31 デタントとは，「本来的に限定的和解しかありえない程に国益が根本的に異なる国家間の緊張緩和過程」
である。リチャード・スチーブンスン（滝田賢治訳）『デタントの成立と変容―現代米ソ関係の政治力学』
（中央大学出版部，1989年），16頁。 
32 Frédéric Bozo, Mitterrand, the End of the Cold War, and German Unification (New York: Berghahn 
Books, 2009).；Frédéric Bozo, “’I Feel More Comfortable with You’: France, the Soviet Union, and 
German Reunification”, Journal of Cold War Studies, Vol.17, No.3, (September 2015), pp.116-158.；
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対応したブッシュ政権の視点に立った研究といえば，同政権の NSC（国家安全保障会議）
に参画していたコンドリーザ・ライス（Condoleezza Rice）とフィリップ・ゼリコウ（Philip 
Zelikow）の大著『ドイツは統一し，欧州は変容した』（1995 年）以降33，際立った研究の
蓄積はない。たしかにブッシュ大統領図書館の最新史料を駆使した研究は存在するが，これ
らの研究は東欧革命，ドイツ統一，ソ連衰退という国際環境の変容にブッシュ政権は〈即席
の外交〉（improvisation）で対応したと評価するにとどまる34。外交当事者の回顧的文献で
述べられている内容と一致し35，真新しい議論を展開しない研究も少なくない36。最近では，
ジェフリー・エンジェル（Jeffrey A. Engel）は，従前のブッシュ外交研究，冷戦終結研究
の成果を盛り込んだブッシュの本格的な評伝を発表している。エンジェルの著作はブッシ
ュ外交の本質に迫る上で重要であるものの，個別事例の政策決定過程の解明が主たる関心
ではないことから，依然，ドイツ統一をめぐるブッシュ外交の全貌は明らかではない37。 
 唯一，研究蓄積が見られる領域は，統一ドイツの NATO 加盟問題である。もっとも，こ
れらの研究の第一義的な関心は，現在のNATO・ロシア間の相互不信の淵源とされている，
ソ連が統一ドイツの NATO 加盟を認める代わりに NATO を東方拡大させないとする当事
者間の〈約束〉の有無の精査に置かれている38。 
                                                   
Vladislav M. Zubok, “With his back against the Wall: Gorbachev, Soviet Demise, and German 
Reunification”, Cold War History, Vol.14, No.4, (October 2014), pp.619-645.；Kristina Spohr, “Germany, 
America and Shaping of Post-Cold War Europe: A Story of German International Emancipation through 
Political Unification, 1989-90”, Cold War History, Vol.15, No.2, (April 2015), pp.221-243.；高橋進『歴史
としてのドイツ統一―指導者たちはどう動いたか』（岩波書店，1999年）；Mary Elise Sarotte, 1989: the 
Struggle to Create Post-Cold War Europe, (Princeton: Princeton University Press, 2009).；Frédéric Bozo, 
Marie-Pierre Rey, N. Piers Ludlow, and Leopoldo Nuti, (eds.), Europe and the End of the Cold War: A 
Reappraisal (London and New York: Routledge, 2008). 
33  Philip Zelikow & Condoleezza Rice, Germany Unified and Europe Transformed: A Study in 
Statecraft (Cambridge: Harvard University Press: 1995). 
34  James Graham Wilson, The Triumph of Improvisation: Gorbachev’s Accountability, Reagan’s 
Engagement, and the End of the Cold War (Ithaca and London: Cornell University Press, 2014). 
35 例えば，以下を参照。Robert L. Hutchings, American Diplomacy and the End of the Cold War: An 
Insider’s Account of U.S. Policy in Europe, 1989-1992 (Washington DC: The Woodrow Wilson Center 
Press, 1997).；George Bush & Brent Scowcroft, A World Transformed (New York: Alfred A. Knopf, 
1998).；ジェームズ・ベーカー（仙名紀訳）『シャトル外交―激動の四年＜上巻＞』（新潮文庫，1997年）。；
ホルスト・テルチク（三輪晴啓・宗宮好和監訳）『歴史を変えた 329 日―ドイツ統一の舞台裏』（NHK 出
版，1992年）。；リヒャルト・キースラー&フランク・エルベ（田中謙次訳）『ドイツ統一の舞台裏で―六角
形の円卓会議』（中央公論事業出版，2003年）。；ミハイル・ゴルバチョフ（工藤精一郎・鈴木康雄訳）『ゴ
ルバチョフ回想録＜下巻＞』（新潮社，1996年）。また，以下も参照。Thomas Risse-Kappen, “The Cold 
War’s Endgame and German Unification: (A Review Essay)”, International Security, Vol.21, No.4, 
(Spring 1997), pp.159-185.；Kristina Spohr, “German Unification: Between Official History, Academic 
Scholarship, and Political Memoirs”, The Historical Journal, Vol.43, No.3, (September 2000), pp.869-
888.；Michael Cox & Steven Hurst, “’His Finest Hour?’: George Bush and the Diplomacy of German 
Unification”, Diplomacy and Statecraft, Vol.13, No.4, (December 2002), pp.123-150. 
36 Christopher Maynard, Out of the Shadow: George H.W. Bush and the End of the Cold War (College 
Station: Texas A&M University Press, 2008). 
37 Jeffrey A. Engel, When the World Seemed New: George H.W. Bush and the Ｅnd of the Cold War 
(New York: Houghton Mifflin Harcourt, 2017). 
38 このテーマについてはNATOの東方拡大に神経を尖らせている現在のロシアの安全保障観に鑑み，度々
論争を呼んでいる。2007年 2月，ミュンヘン安全保障会議で，プ―ティンは次のように発言した。 
  我々には，NATO の東方拡大は意図されたものであったのかと問いただす権利がある。ワルシャワ条
約機構解体後に西側が示した保証については，いったいどうなっているのか。1990 年 5 月 17 日のヴ
ェルナーNATO 事務総長の演説を引用させてもらおう。その時，彼はこう言った。「我々には NATO
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 多くの先行研究はこうした作業を通じ，統一ドイツの NATO 加盟をソ連に容認させるた
めのブッシュ政権の交渉手法や欧州新秩序構想についても言及している。前者について，ブ
ッシュ政権は，ゴルバチョフが置かれていた国内政治状況とドイツ統一過程が絡み合う中
で，NATO再定義という見返りをゴルバチョフに差し出し，ソ連に統一ドイツの NATO加
盟を認めさせたとの見解が示されている39。対照的に，「ソ連の行使できる影響力は限られ
ているとの前提に立って政策を組み立てていた」ブッシュ政権は，統一ドイツの NATO 加
盟も含め，「米ソ間の力の差を前提とした政策を一貫して押し通した」とする見解もある40。
後者について，ドイツ統一に対応していたブッシュ政権内には，すでに東欧への NATO 拡
大構想があったとする研究も存在する。例えば，国務省内の一つの政策文書に依拠しつつ，
メアリー・エリゼ・サロッテ（Mary Elise Sarotte）は，この見解を示し，より踏み込んだ
議論として，ブッシュ政権は欧州新秩序からソ連を排除することまで考えていたと評価し
ている41。サロッテらの先行研究を踏まえ，ジョシュア・R・シフリンソン（Joshua R. 
Shifrinson）は，ブッシュ政権は米国の影響力を東欧へ投射することを積極的に検討してお
り，その手段が統一ドイツの NATO 加盟であったと主張する42。どうやら，統一ドイツの
NATO 加盟問題は，米国が企図した冷戦後の欧州新秩序構想を検討する糸口となりそうで
ある。 
 冷戦終結直後に沸き起こった〈米国勝利論〉や〈歴史の終焉論〉は，ドイツ統一を自由，
民主主義を渇望した市民がソ連・東ドイツ共産主義に勝利した事件と捉え，ドイツ，欧州の
東西分断終結をもって，欧州が自由，民主主義の理念の下で一つになったとするイメージを
                                                   
軍をドイツの領域外に展開する用意はない。この事実により，ソ連の安全は確固として保証される」
と。そのような保障は，いったいどこにあるのか。 
 ロシアは，自国の安全保障を脅かす NATOの東方拡大は，ドイツ統一過程における「NATOが東方拡大
することはない」と西側がロシアに示した〈約束〉への〈裏切り〉と捉えている。この点については，明示
的な〈約束〉は交わされていなかったというのが，当時の政策決定者や冷戦研究者で共有されている定説
となっている。Steven Pifer, “Did NATO Promise Not to Enlarge? Gorbachev Says ‘No’”, Brookings Up 
Front Blog, November 6, 2014.；Mary Elise Sarotte, “Not One Inch Eastward? Bush, Baker, Kohl, 
Genscher, Gorbachev, and the Origin of Russian Resentment toward NATO Enlargement in February 
1990”, Diplomatic History, Vol.34, No.1, (January 2010), pp.119-140.；Kristina Spohr, “Precluded or 
Precedent-Setting? The “NATO Enlargement Question” in the Triangular Bonn-Washington-Moscow 
Diplomacy of 1990-1991”, Journal of Cold War Studies, Vol.14, No.4, (Fall 2012), pp.4-54.； Mary Elise 
Sarotte, “Perpetuating U.S. Preeminence: the 1990 Deals to “Bribe the Soviets Out” and Move NATO 
in”, International Security, Vol.35, No.1, (Summer 2010), pp.110-137.；Joshua R. Itzkowitz Shifrinson, 
“Deal or Not Deal? The End of the Cold War and the U.S. Offer to Limit NATO Expansion”, 
International Security, Vol.40, No.4, (Spring 2016), pp.7-44.『シュピーゲル』誌は，そうはいっても，ド
イツ統一をめぐる西側とソ連との交渉過程で，西側が NATOを東方拡大させないと〈約束〉したとロシア
側が捉えても仕方がない印象を与えていたことを指摘している。“Did the West Break Its Promise to 
Moscow?”, Spiegel Online, (November 26, 2009).以下も参照。吉留公太「ジョージ H.W.ブッシュ政権期の
対外的強制力行使に関する政策論争」『国際経営論集』第 44 号，（2012 年 10 月），1-19 頁。；森聡「ドイ
ツ統一と NATO の変容―統一ドイツの NATO 帰属合意をめぐる政治と外交」菅英輝編『冷戦と同盟―冷
戦終焉の視点から』（松籟社，2014 年），257-286 頁。「ドイツ統一交渉とアメリカ外交―NATO 東方拡大
に関する『密約』論争と政権中枢の路線対立（上・下）」『国際経営論集』第 54・55 号（2017 年 10 月・
2018年 3月）。 
39 Sarotte, 1989.；森「ドイツ統一と NATOの変容」。 
40 Sarotte, “Perpetuating U.S. Preeminence”.；吉留「ジョージ・H.W.ブッシュ政権期の対外的強制力行
使に関する政策論争」。 
41 Sarotte, “Perpetuating U.S. Preeminece”, pp.135-137. 
42 Shifrinson, “Deal or Not Deal?”, p.42. 
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想起させる。けれども，こうした一面的理解は，新たな開示資料の精査により否定されよう。
実際，欧州諸国は，ドイツ統一に伴う欧州秩序の動揺にどう対応するかに神経を尖らせてい
た。ベルリンの壁崩壊直後から，米国は統一を支持したが，ソ連，英国，フランスは統一ド
イツの強大なパワーと欧州秩序の動揺を憂慮した。マーガレット・サッチャー（Margaret 
Thatcher）は古典的なバランス・オブ・パワーの発想に固執し43，ゴルバチョフやフランソ
ワ・ミッテラン（François Mitterrand）は，東西の垣根を越えた欧州新秩序を形成し，ド
イツ統一に対応しようとした。悲願の祖国統一を目指すコールは，好機を逃すまいとし，そ
れでいて独善的に統一へ突き進むことはなかった。独ソ戦の記憶に縛られながらも，やがて
ゴルバチョフはドイツ統一を認める決断を下す。欧州新秩序をサッチャーは憂慮し，ミッテ
ランは構想した。そして，ブッシュは慎重だった。 
 
 2．国際関係理論 
 統一への道筋が開かれんとされた四半世紀前も，北米の学界では44，ドイツ統一に関心が
注がれていた。なぜか。それは，ドイツ統一問題は，欧州新秩序，具体的には，新たな欧州
の安全保障秩序をめぐる問題でもあったからである。このことは，米国の欧州への〈関与〉
（engagement）と〈孤立〉（isolation）の間でゆれる米国外交の今後を方向付けるものでも
あった。いかなる理論的根拠で，欧州新秩序や米国外交が構想されたのか。当時の論争を瞥
見してみたい。ここでも，国際関係理論が重要となってくる。 
 モーゲンソーは，ある国家がパワーを増大させ，二国ないしそれ以上の国家間の力関係の
逆転を目的とする現状打破を試みる際，他国はその政策に対し，国家間関係の均衡を図る行
動に出るとした45。スティーヴン・ウォルト（Stephen M. Walt）は，ある国家が保有する
パワーの合計，地理的近接性，攻撃的能力および意図から生起する脅威に対して均衡を図る
べく，他国は行動するとした46。では，ある国家の増大するパワーや脅威に対し，他国はど
のような行動に出るのか。多くの現実主義学派は，その代表的な国家行動として，次の二つ
                                                   
43 Pyeongeok An, “Obstructive All the Way? British Foreign Policy towards German Unification 1989-
1990”, German Politics, Vol.15, No.1, (March 2006), pp.111-121.；Jarrod Hayes & Patrick James, 
“Theory as Thought: Britain and German Unification”, Security Studies, Vol.23, 2014, pp.399-429. 
44 これについては，現実主義学派の論者が取り組んだ。現実主義学派は，国家とパワーの関係について，
安全保障さえ確保できれば，それ以上のパワーを求めることはないとする防御的現実主義（defensive 
realism），国家はパワーの極大化を求め，究極的には覇権の確立を目指すとする攻撃的現実主義（offensive 
realism）に区分される。また，国家行動の要因について，国際体系上の構造に着目する構造的現実主義，
国内に内在する諸要因を重視する新古典的現実主義（neoclassical realism）に区分される。序章で取り上
げる現実主義学派は，次のようにまとめられる。 
（表）現実主義学派の類型 
 防御的現実主義 攻撃的現実主義 
構造的現実主義 ケネス・ウォルツ ジョン・ミアシャイマー 
 
新古典的現実主義 
スティーヴン・ウォルト 
ステファン・ヴァン・エヴェラ 
ジャック・スナイダー 
クリストファー・レイン 
ウィリアム・ウォールフォース 
（出典） Jeffrey W. Taliaferro, “Security Seeking under Anarchy: Defensive Realism Revisited”, 
International Security, Vol.25, No.3, (Winter 2000-2001), p.135.を参照し，筆者作成。 
45 ハンス・モーゲンソ （ー原彬久監訳）『国際政治―権力と平和＜中巻＞』（岩波文庫，2013年），第 11章。 
46 Stephen M. Walt, “Alliance Formation and the Balance of World Power”, International Security, 
Vol.9, No.4, (Spring 1985), pp.8-15. 
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を指摘する。論者による細かな異同を捨象すれば，その要諦は次のようになる。 
 第一に，〈均衡政策〉（balancing）である。現実主義学派は，さらにこれを二つに区分す
る。一つは，〈対内均衡〉（internal balancing）であり，これは，自助の論理に基づき，国
家が自らのリソースを動員し，自国パワーを増大させるものである。いま一つは，第三国と
同盟を結び，脅威を与える国家との均衡を図る〈対外均衡〉（external balancing）である。
第二に，パワーを増大させる国家の側につき，自国の安全保障を維持する〈便乗政策〉
（bandowagoning）である47。こうした国家行動を想定する構造的現実主義学派は，諸国を
結び付け，互いの利害を調整するような国際制度の役割を過小評価するが48，ジョン・ダッ
フィールド（John Duffield）が指摘するように，国家行動を一定程度拘束する国際制度の
作用を見逃してはなるまい49。NATOは，対ソ軍事機構であると同時に，西ドイツのパワー
を抑制させるという「二重の封じ込め」の機能を果たしていたし，米国の欧州への軍事的関
与を担保する機能も有していた50。 
 以上の国際関係理論の洞察を踏まえ，当時の論争を振り返ってみよう。ベルリンの壁崩壊
によって，ドイツ統一の道筋が開かれたことは，統一ドイツのパワーを欧州諸国に警戒させ
るのに，十分な安全保障問題を生起させた51。ドイツ統一は，東西合併による領域拡大，兵
員数については東西の単純合計で 67 万人，GNP（国民総生産）1 兆 3,000 億ドル，人口
8,000 万人という強大なパワーを持つ統一ドイツが欧州の中心に出現することを意味した
からである。〈ドイツ問題〉（German Question）を52，地理的に近接し，軍国主義と数度の
対独戦の記憶が根強く残るソ連，英国，フランスは警戒した。衰退の一途にあったソ連には，
対独均衡のため自国の軍事力を強化する〈対内均衡〉は現実的でなかった。そのため，英国
やフランスに接近し，均衡を模索する〈対外均衡〉の動きを見せる時もあった。ソ連が統一
ドイツに〈便乗〉することも考えられた。ソ連には経済を建て直す上で，ドイツからの支援
は不可欠で，ドイツとしても，統一の鍵を握るソ連との良好な関係構築は必要であった。ま
                                                   
47 Waltz, Theory of International Politics, Chapter 6.；John J. Mearsheimer, The Tragedy of Great 
Power Politics (Updated Edition) (New York: Norton, 2014), Chapter 5. 
48 John J. Mearsheimer, “The False Promise of International Institutions”, International Security, 
Vol.19, No.3, (Winter 1994-1995), pp.5-49. 
49 国際制度については，ダッフィールドの包括的な定義が示唆的である。国際制度とは，「国際体系上の
行為主体とその活動に関連する，構成的，規制的，手続的な規範や規則の，比較的安定した組み合わせ」で
ある。John Duffield, “What are International Institutions?” International Studies Review, Vol.9, No.1, 
(Spring 2007), pp.1-22. 
50 Gunther Hellmann and Reinhard Wolf, “Neorealism, Neoliberal Institutionalism, and the Future of 
NATO”, Security Studies, Vol.3, No.1, 1993, pp.3-43. 
51 （表）主要国の国力（資料：90年度国連統計月報，世界銀行報告，ミリタリー・バランスなど） 
 GNP（億ドル） 人口（万人） 兵力（万人） 
米国 48,806 24,580 212 
ソ連 14,537 28,569 426 
日本 25,829 12,296 25 
統一ドイツ 13,385 7,764 67 
フランス 8,987 5,587 47 
英国 7,300 5,702 31 
（出典）『朝日新聞』1990年 5月 19日。 
52 1989 年末の〈ドイツ問題〉は，欧州に強大なドイツが誕生すれば覇権を掌握するのではないかという
「伝統的な問題」と統一ドイツの誕生により東西の軍事的均衡が崩れ，欧州が不安定化する「東西間の安
全保障問題」の性格を有していた。森「ドイツ統一と NATOの変容」，257-258頁。 
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さに，ジョン・ミアシャイマー（John J. Mearsheimer）が警鐘を鳴らした欧州政治が不安
定化する多極的世界へ向かう動態が存在していた53。同様の世界観を背景としつつも，ジャ
ック・スナイダー（Jack Snyder）は，統一ドイツのパワーを抑制し，欧州新秩序の安定化
に資する国際制度の役割を肯定的に想定した54。 
 スティーヴン・ヴァン・エヴェラ（Stephen Van Evera）は，ミアシャイマーほどの悲観
論に立たないが，欧州の過剰なナショナリズムやドイツ軍国主義の勃興を危惧した。ゆえに，
これらの欧州新秩序の不安定要素を抑え，ソ連圏から脱した東欧諸国を確たる主権国家と
して存続させるには，米国の欧州への関与が不可欠とした。ヴァン・エヴェラは，欧州新秩
序に均衡をもたらす役割を在欧米軍の中に見出し，欧州に対する米国の何らかの影響力行
使を提起していた55。翻って，クリストファー・レイン（Christopher Layne）は，〈孤立主
義〉傾向の強いケイトー研究所（Cato Institute）編纂の『40周年目のNATO』（1990年）
に寄稿した論文で，米国の欧州への軍事的関与の再考を訴えた。レインは，ソ連の衰退と欧
州の統合による多極的世界へ向かう動態に鑑み，米国の軍事プレゼンスの大幅削減を唱え
た。具体的には，CFE（欧州通常戦力）交渉を活用し，在欧米軍を 4 個師団から 2 個師団
に削減し，欧州配備の SNF（短距離核戦力）全廃に向けた対ソ交渉を開くことを提唱した。
というのも，これらの戦力は，東西紛争の際，〈導火線〉（tripwire）となり，米国を安全で
ない状態に追い込む恐れがあるからである。冷戦期の NATO や日米安全保障条約に特徴的
な〈導火線〉と〈瓶の蓋〉という同盟の二重機能（「二重の封じ込め」）とは対照的な論理で
ある米欧関係の〈ディカップリング〉の見地から56，究極的には，米軍の大幅撤退をも視野
に入れていたレインではあったが，これは米国の欧州や世界への不関心を意味するもので
はなく，米国は〈欧州国家〉ではなく，〈世界国家〉として，欧州の安定や安全保障に引き
続き関心を持つべしとした57。 
 北米の学界を賑わせたドイツ統一に伴う欧州新秩序や米国外交をめぐる論争は以上の如
きであるが，実際のドイツ統一，欧州新秩序の在り方は，どのようなものであったのか。
1990 年 10 月 3 日にドイツ統一を達成したコールは，11 月 19 日から 3 日間開催された
CSCEパリサミットで，全参加国 34ヵ国からドイツ統一の承認を受けた。サミット 2日目
の 20日，コールは次の諸点を挙げながら，統一ドイツが欧州新秩序の平和の礎となること
                                                   
53 John J. Mearsheimer, “Back to the Future: Instability in Europe after the Cold War”, International 
Security, Vol.15, No.1, (Summer 1990), pp.5-56.；John J. Mearsheimer, “Why We will Soon Miss the 
Cold War”, The Atlantic Monthly, Vol.266, No.2, (August 1990), pp.35-50. 
54 Jack Snyder, “Averting Anarchy in the New Europe”, International Security, Vol.14, No.4, (Spring 
1990), pp.5-41. 
55 Stephen Van Evera, “Primed for Peace: Europe after the Cold War”, International Security, Vol.15, 
No.3, (Winter 1990-1991), pp.7-57. 
56 米欧の地政的位置の懸隔から発生した〈ディカップリング〉の不安は，拡大抑止を提供してきた米国と
西欧同盟国の間で，〈見捨てられ〉（abandonment）と〈巻き込まれ〉（entrapment）の不安として，度々
惹起された。〈見捨てられ〉の懸念は，東西紛争に際し，戦略核はもとより在欧戦域核の使用をも拒否する，
不関与による〈ディカップリング〉として，〈巻き込まれ〉のそれは，米本土を危険にさらす戦略核の発動
回避を前提に在欧戦域核使用を敢行する，限定的関与による〈ディカップリング〉として表出した。梅本
『核兵器と国際政治』，137-139頁。 
57 Christopher Layne, “Ambivalent Past, Uncertain Future: America’s Role in Post-Cold War Europe”, 
in Ted Galen Carpenter (ed.), NATO at 40: Confronting a Changing World (Washington DC: Lexington 
Books, 1990), pp.239-261.また，以下も参照。Christopher Layne, “The Unipolar Illusion: Why New Great 
Powers Will Rise”, International Security, Vol.17, No.4, (Spring 1993), pp.5-51. 
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を強調した。まず 11 月 14 日のドイツ・ポーランド国境条約で，オーデル・ナイセ線を両
国間の国境と確認したことを改めて示した。続いて統一ドイツは，引き続き，NATO，EC
（欧州共同体），NPT（核不拡散条約）に加盟することを述べ，さらには前日に調印された
CFE 条約に付加された「連邦軍の兵員上限に関するドイツ政府宣言」を踏まえ，統一ドイ
ツの兵員を 37万人とすることを提示した58。ドイツは，NATOに加盟し，独自核武装の道
を放棄し59，兵員上限を設けて，統一を果たした。当地には，ソ連全軍撤退後も，SNF放棄
を表明しつつも，核を備えた米軍が継続的に駐留した60。当時の北米の学界で，現実主義理
論を基に予想された欧州新秩序や米欧関係のゆらぎ，すなわち，統一ドイツに対抗する〈三
国協商〉（ソ・英・仏）や〈独ソ枢軸〉の形成，在欧米軍（全軍）撤退による米国の〈孤立〉
への回帰は見られなかったのである。統一ドイツは NATO に加盟し，ゴルバチョフの〈欧
州共通の家〉（European Common Home）の夢は露と消え61，米国はドイツを中心に欧州へ
の軍事的関与を継続させた。 
 
                                                   
58 “Address given by Helmut Kohl to the CSCE Summit (Paris, 20 November 1990)”, 〈http://w
ww.osce.org/mc/16153?download=true.〉2017年 6月 23日閲覧。 
59 NPT第二条にはこうある。「締約国である各非核兵器国は，核兵器その他の核爆発装置又はその管理を
いかなる者からも直接又は間接に受領しないこと，核兵器その他の核爆発装置を製造せず又はその他の方
法によって取得しないこと及び核兵器その他の核爆発装置の製造についていかなる援助をも求めず又は受
けないことを約束する」。「核兵器の不拡散に関する条約（核不拡散条約）」松井芳郎編『ベーシック条約集』
（東信堂，2010年），992頁。西ドイツは，非核兵器国として，1969年に NPTに調印している（1975年
に批准）。統一ドイツが NPT に加盟することは，上記条文に鑑みると，独自に核兵器の製造，保有を行わ
ない核武装の選択肢を放棄したと評価できよう。 
60 NATO 新戦略概念（1991 年 11 月 8 日）で示された在欧戦域核については，核砲弾や地上発射型 SNF
を放棄する方針が掲げられた。金子譲『NATO北大西洋条約機構の研究―米欧安全保障関係の軌跡』（彩流
社，2008 年），271-273 頁。そのため航空機搭載型の核弾頭 B-61 の欧州配備は継続されることとなった。
1991 年の湾岸戦争に際し，イラク軍との戦闘に参加すべく，在欧米軍・第 7 軍団が湾岸地域に派遣され，
その後第 7軍団は解隊し，在欧米軍は 10万人態勢（米陸軍 1個軍団 2個師団）に移行した。2013年に残
りの第 5軍団も閉隊し，在欧米軍は 2個旅団戦闘団までに縮小されている。Army Times, March 1, 2013. 
（表）在欧米軍の主要部隊および在独海外兵力（1990年時点） 
在欧米軍 在独米陸軍 在独米空軍 在英米空軍 在伊米陸軍 在伊米海軍 在伊米空軍 
32万 1,300人 20万 3,100 4万 1,100 2万 5,000 4,100 5,700 5,600 
在独海外兵力 
（在ベルリン） 
米軍 カナダ軍 英軍 フランス軍 ベルギー軍 オランダ軍 
40万 1,000人 
（1万人） 
24万 4,200 
（4,300） 
7,100 
（――） 
6万 7,200 
（3,000） 
5万 2,700 
（2,700） 
2万 4,900 
（――） 
5,700 
（――） 
（出典）Military Balance 1990-1991, p.25, pp.68-69を参照し，筆者作成。 
61 〈欧州共通の家〉構想とは，「大西洋からウラルまで」の欧州全域で，東西の垣根を越えた協調的な欧州
秩序形成を目指すゴルバチョフの構想である。その一つの柱に，中欧の非核地帯設置案があった。ミハイ
ル・ゴルバチョフ（田中直毅訳）『ペレストロイカ』（講談社，1987年），295頁。この〈欧州共通の家〉の
根底には，ゴルバチョフのみならず，西欧諸国の左翼政党が唱道した〈欧州の非核化〉構想があった。Thomas 
Risse-Kappen, “Ideas do not Float Freely: Transnational Coalitions, Domestic Structure, and the End 
of the Cold War”, in Lebow & Risse-Kappen (eds.), International Relations Theory and the End of the 
Cold War, pp.187-222.；“Memorandum for the President from Brent Scowcroft, Subject: Scope Paper – 
Your Bilateral with Chancellor Kohl,” OA/ID 91116-001, German Unification Files, GBPL.米国の在欧戦
域核のドイツ配備が貫徹されたことで，〈欧州の非核化〉までをも目指したゴルバチョフの構想は頓挫した
といえよう。〈欧州共通の家〉に関しては，以下を参照。小泉直美「ゴルバチョフの「欧州共通の家」構想」
『外交時報』第 1267 号（1990 年 4 月），17-31 頁。；河原地英武「ゴルバチョフ政権の欧州政策―「欧州
共通の家」構想の考察」『京都産業大学論集・国際関係系列』第 16号，1993年，1-48頁。；Marie-Pierre 
Rey, “’Europe is our Common Home’: A Study of Gorbachev’s Diplomatic Concept”, Cold War History, 
Vol.4, No.2, (January 2004), pp.33-65. 
13 
 
 3．政策決定過程 
 国際関係理論の予測におおよそ沿わない形で，ドイツ統一は達成されたのである。そうで
あるならば，国際関係理論に伝統的な，合理的行為主体としての国家中心モデルではなく，
もう一歩踏み込んだ分析レベルが必要である。本博士論文では，米国外交史研究の従来の方
法である政策決定者レベルの視点に立ち，ドイツ統一をめぐるブッシュ政権の政策決定過
程の詳述を試みる。 
 政策決定過程の中心に立つ大統領の個性や政策決定スタイルは重要である。国連大使，米
中連絡事務所長（ニクソン政権），CIA（中央情報局）長官（フォード政権），副大統領（レ
ーガン政権）の要職を歴任してきたブッシュは，〈ワシントン・インサイダー〉であった。
だが，政治手腕はともかく，〈グレート・コミュニケーター〉と衆目の認めるところのレー
ガンに比してブッシュは慎重で，プラグマティックで，〈ビジョンなるもの〉（the vision 
things）を示していないとしばしば批判されていた。副大統領時代には『ニューズウィーク』
誌により「ブッシュは〈弱虫ファクター〉（wimp factor）と悪戦苦闘中」と酷評されている
62。こうしたイメージをブッシュが払拭しようとするまさにその時，ゴルバチョフは冷戦終
結に資する軍縮提案を打ち出し，西欧の〈ゴルビー・マニア〉を熱狂させていた。その一つ
の成果である 1987年 12月の INF（中距離核戦力）全廃条約が調印された後の欧州秩序は
大きく変容しており，米国はこれへの対応に追われた。ブッシュにとっての課題は，世界に
向けて〈ビジョンなるもの〉を示し，自身の〈弱虫〉イメージの払拭のみならず，〈ゴルビ
ー・マニア〉に傾く同盟国に今一度，西側の盟主としての米国のリーダーシップを発揮する
ことであった。ソ連との安定的関係の構築も急務であったことは指摘するまでもない。冷戦
終結の過渡期にあって，ブッシュは〈弱虫〉イメージの払拭という個人的要因にのみ突き動
かされる形で政策決定を行ったわけではなく，自らが置かれた国際・国内環境を正確に把握
し，ある決定が国際・国内環境に与えるインプリケーションについての想像力に長けており，
彼を取り巻く閣僚との意見交換を重視しながら政策決定を行う大統領だった63。 
 閣僚も主要な政策決定者である。政策決定過程において「注目すべきは，（…）人脈であ
る」と政治学者グレアム・アリソン（Graham Allison）も認めているが，ブッシュ政権の
場合，閣僚には実務経験に富んだ者が多く，ブッシュと仕事を共にした旧知の間柄でもあっ
た。ブレント・スコウクロフト（Brent Scowcroft）国家安全保障問題担当大統領補佐官は
フォード政権期も補佐官を務めており，ジェームズ・ベーカー（James Baker）国務長官は
元商務次官（フォード政権），元財務長官（レーガン政権），ディック・チェイニー（Dick 
Cheney）国防長官は元首席補佐官（フォード政権），コリン・パウエル（Colin Powell）JCS
（統合参謀本部）議長は元大統領補佐官（レーガン政権）をそれぞれ歴任していた。互いの
強固な信頼関係と豊富な実務経験に裏付けられた彼らは，政策決定過程で素直な意見交換
ができる関係にあった。 
 再びアリソンを引こう。古典的な合理的行為主体モデルによれば，政策決定過程の内実を
把握する上で不可欠な国家内部は〈ブラック・ボックス〉化され，政策決定は，国家の合理
                                                   
62 Newsweek, October 19, 1987. 
63  William M. Newmann, Managing National Security Policy: The President and the Process 
(Pittsburgh: University of Pittsburgh Press, 2003).；Dobel, “Prudence and Presidential Ethics”,；ジョ
セフ・S・ナイ（藤井清美訳）『大統領のリーダーシップ』（東洋経済新報社，2014年）。 
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的選択と見なされる。国家内部の〈ブラック・ボックス〉化を理論的に克服するために示さ
れたのが，組織過程モデルと官僚政治モデルである。これらのモデルでは，国家内部の組織
や政策決定者が分析単位とされ，政策決定については，それぞれ組織成果あるいは政策決定
者間の政治的駆け引きの成果と捉えられる64。だが，政権が直面する問題の性質にもよるが，
実際の政策決定過程は，上記のモデルが想定する以上に複雑である。とりわけ，安全保障問
題については，問題の性質上，迅速な決定や秘匿性といった要素も重要になってくる。時間
の経過とともに，外的環境からの刺激も変容する場合，従来型の政策決定過程では間に合わ
ない場合もある。これらを踏まえ，政治学者ウィリアム・ニューマン（William Newmann）
は，国際・国内環境からの刺激は，時に，政策決定過程の構造を変更させるような影響を及
ぼすとするエボリューション・モデルを提示した。従来型の政策決定過程の構造の修正とし
て，フォーマルな過程の狭小化，アドホックあるいはインフォーマルな政策決定グループの
形成などが挙げられる65。ブッシュ政権の場合，スコウクロフト，ベーカー，チェイニーの
三名の〈朝食会〉，大統領を除く閣僚が集まる〈プリンシパル委員会〉，大統領も交えた数名
の閣僚のみが招集される〈コア・グループ〉があり，NSC の次席補佐官，国務省，国防総
省の次官級からなるインフォーマルな省庁間協議体もアドホックに開催され，ドイツ統一
と密接に関連する対ソ政策，同盟政策，軍縮政策を議論する際に積極活用された。  
 ドイツ統一に対応するブッシュ政権の政策決定過程の全貌を把握できる先行研究は，今
のところ存在しないが，新たな開示史料が伝えるのは，欧州安全保障問題としてのドイツ統
一をめぐる政策決定過程で，国際・国内環境の変容を正確に認識しながら66，アドホックに
政策決定過程の構造を修正しつつ，対外政策決定を行うブッシュ政権の慎重な姿である。 
 
第 3節 本博士論文の課題，資料，構成 
 
 本博士論文は，第 1 節で触れた意義と第 2 節でまとめた研究状況を踏まえ，相互に関連
する 3つの課題に取り組む。第一に，ブッシュ政権を分析視角に据えることで，冷戦終結の
レーガン，ゴルバチョフ，欧州政治が果たした役割を相対化する。この試みは，冷戦終結の
米国外交の実態を〈米国勝利論〉で総括することへの批判的検討を意味する。 
 第二に，米国の欧州への軍事的関与の視点からドイツ統一を再考証する。そのため本博士
論文は，先行研究が積極的に設定してこなかった，あるいは看過してきた米本土の戦略核戦
力，在欧核，通常戦力の近代化，配備，撤去問題とドイツ統一問題の連繋を意識する。さら
                                                   
64 グレアム・アリソン&フィリップ・ゼリコウ（漆嶋稔訳）『決定の本質―キューバ・ミサイル危機の分析
〔第二版〕』（日経 BPクラシックス，2016年）。 
65 Newmann, Managing National Security Policy, p.33.また，以下も参照。高松基之「戦後アメリカ大統
領の政権運営スタイルと政策決定スタイルの特徴について―アイゼンハワー大統領の場合」『現代史研究』
第 13号，（2017年 3月），第 1節および第 2節。 
66 これについては，国家の対外政策分析において，国際体系上の構造のみならず，国内に内在する諸要因
を重視する新古典的現実主義理論とも親和性が高いといえる。新古典的現実主義学派については，以下を
参照。Gideon Rose, “Neoclassical Realism and Theories of Foreign Policy”, World Politics, Vol.51, No.1, 
(October 1998), pp.144-172.；Norrin M. Ripsman, Jeffrey W. Taliaferro, and Steven E. Lobell (eds.), 
Neoclassical Realism, the State, and Foreign Policy (Cambridge: Cambridge University Press, 2009).；
Norrin M. Ripsman, Jeffrey W. Taliaferro, and Steven E. Lobell (eds.), Neoclassical Realist Theory of 
International Politic (New York: Oxford University Press, 2016). 
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に，統一ドイツを NATO に加盟させ，欧州での軍事プレゼンスを維持したブッシュ政権の
意図についても考えたい。それは〈冷戦勝利論〉に酔うブッシュ政権が米国の軍事力を背景
に自由，民主主義の理念を世界大に投射するための装置だったのか。そうでないとすればど
のような論理があり得るのか。先行研究が指摘するように，ドイツ統一過程から，ブッシュ
政権は米国の影響力を，ドイツを越えて東欧に投射することまでも考えていたのだろうか。 
 第三に，政策決定過程の構造に注目しながら，ドイツ統一をめぐるブッシュ政権の政策決
定過程の全貌を描くことである。そのため本博士論文では，基本的に時系列に沿った描写を
試みる。本章を通じ，米国内の政策決定過程と欧州国際政治の相互作用が重視され，米国内
の官僚機構，連邦議会，世論のみならず，ソ連国内政治状況や西側同盟国からの制約を受け
ながら政策決定を進めたブッシュ政権の様子が活写される。 
 これらの課題に取り組むために活用される資料は，ブッシュ大統領図書館（テキサス州），
国立公文書館（メリーランド州），議会図書館（ワシントン DC）所蔵の未公刊史料，FOIA
（情報公開法）により国務省が新たに公開する史料である。国家安全保障文書館やウッドロ
ー・ウィルソン・センターをはじめ冷戦研究センターが提供するデータベースも活用する。
さらには，メリーランド大学とブルッキングス研究所のオーラル・ヒストリー・プロジェク
ト，ヴァージニア大学ミラーセンターのインタビュー・プロジェクトの成果，大統領をはじ
めとする政策決定者の回顧録，議会資料や新聞・雑誌記事，先行研究といった二次資料を多
角的に活用し，ブッシュ政権のドイツ統一をめぐる政策決定過程を詳述しようと思う。 
 最後に，本博士論文の構成についてである。本博士論文の本論は全 7章で構成される。第
1章では，ブッシュ政権を広い米欧関係史の文脈に位置付けるべく，米国の欧州への軍的的
関与の歴史を建国期にまで遡り瞥見する。第 2 章では，ブッシュ政権の政策決定過程の構
造とソ連，東欧，同盟，軍縮といった問題群を整理し，同政権の外交政策方針をまとめる。
第 3章では，ブッシュ新政権が直面した在欧核，通常戦力の近代化，配備，撤去問題を中心
に扱い，西側同盟の結束と東西軍縮のはざまでゆれる政権の実態を活写する。第 4章では，
東欧の脱共産主義化とベルリンの壁崩壊によって，国際秩序の再編が予想された事態に，ブ
ッシュ政権がソ連，東欧諸国，そして西側同盟国とどのように協調していったかを論じる。
第 5章では，国際秩序の再編期にあっても，ブッシュ政権が相当数の米軍を NATO同盟国
に駐留させ，引き続き欧州への軍事的関与を継続する方針を打ち出した政策決定過程を描
く。第 6 章では，ドイツ統一交渉の国際会議，「2 プラス 4」方式が生み出される過程と，
前章で述べた米国の安全保障政策を貫徹するためブッシュ政権が「2プラス 4」をいかに活
用するかについての交渉方針の検討過程が詳述される。第 7章では，ブッシュ政権が，西ド
イツと協調して，どのように統一ドイツの NATO 加盟をソ連に容認させたかについての政
治・外交過程をまとめる。終章では，第 1節で本論の要約を行った上で，第 2節で，ブッシ
ュ政権のドイツ統一政策を，米国外交理論のうちの選択的関与政策であったと評価する。
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第 1章 歴史的背景 
 
 本章では，建国期からレーガン政権期までの米国の欧州への軍事的関与の歴史を，次の三
点に焦点を当て瞥見する。第一に，米国は第一次，第二次世界大戦に参戦し，大規模な米軍
を派遣し欧州政治に組み込まれた。二度の大戦後，一方で，戦間期に米国は〈孤立〉へ回帰
したが，他方，第二次世界大戦後に米国は欧州への〈関与〉を継続させた。冷戦の発生がそ
の一大契機であったことは言うまでもない。 
 第二に，国際政治の原点に立ち返れば，大戦後，戦勝国を中心に平和な戦後秩序が構想さ
れ，〈戦勝国の協調〉と〈敗戦国の処理〉という二つの柱がこれを支えた。二度の世界大戦
によって欧州に〈勝者〉と〈敗者〉が生まれ，冷戦によってドイツ，欧州は東西に分断され
た。冷戦により米ソの戦後秩序構想は瓦解していくが，核心部分たる〈勝者〉（米ソ）と〈敗
者〉（ドイツ）の区分は生き残り，西側（米・西独）と東側（ソ・東独）の対立と結びつき
ながら冷戦秩序が形成された1。ドイツをめぐる問題は，第二次世界大戦の〈勝者〉ソ連に
とり，対独安全保障問題であり，欧州の平和をめぐる問題であった。西側同盟の盟主として
ソ連と対峙する米国にとって，米軍を同盟国に前方展開させ，対ソ安全保障を確保するとい
うこれもまた欧州の平和をめぐる問題であった。封じ込めとして知られる米国の軍事的関
与は，欧州の安定と北米大陸の安全保障を結びつける地政学者ニコラス・スパイクマン
（Nicholas Spykman）の戦略思想に基づいていたことは指摘するまでもない2。 
 第三に，欧州での米国の地位を保障したものは NATO であるが，米国とは異なる情勢認
識の下で行動する同盟国と米国の間で対立が見られたことも少なくなかった3。特に，西ド
イツを中心に前方展開された米軍に配備された戦域核は〈ディカップリング〉といった戦略
論から，ドイツ統一の可能性を減じさせてはならない，あるいは東西紛争の際にドイツのみ
が戦場であってはならないとするドイツ・ナショナリズムを惹起させるものであった。 
 
第 1節 二度の世界大戦の終結 
 
 1．建国期から戦間期 
 米国の欧州への軍事的関与にはかなりの歴史的淵源がある。まず建国期にまで遡ろう。独
立革命戦争を経た米国では，1789 年 3 月，ジョージ・ワシントン（George Washington）
が初代米国大統領に就任した。その 4ヶ月後の 1789年 7月，フランス革命が勃発し，欧州
政治が混乱する。1796年，ワシントンは「告別の辞」において，「外国民に対する我々の行
動の重要な原則は，（…）できる限り政治的結合をさけることである」と米国民に訴え，「わ
ざわざ盟約によって，欧州の政治に通例の栄枯盛衰や，欧州の友好，敵対関係によく見られ
る離合集散に，我々を捲込むことは，米国にとって賢明なことではない」と今後の米欧関係
                                                   
1 この洞察は，以下による。松村史紀『「大国中国」の崩壊―マーシャル・ミッションからアジア冷戦へ』
（勁草書房，2011年），4-6頁。 
2 ニコラス・スパイクマン（奥山真司訳）『平和の地政学―アメリカ世界戦略の原点』（芙蓉書房出版，2008
年）。 
3 青野利彦「同盟から冷戦を考える」益田実・池田亮・青野利彦・齋藤嘉臣編『冷戦史を問いなおす―「冷
戦」と「非冷戦」の境界』（ミネルヴァ書房，2015年），28-29頁。 
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の在り方を示した4。「告別の辞」こそ，米国外交における〈孤立主義〉（isolationism）的発
想の萌芽であり，これに具体的輪郭を与えたのが〈モンロー・ドクトリン〉であった。1823
年 12月，ジェームズ・モンロー（James Monroe）第 5代米国大統領は議会宛教書で次の
ように述べた。 
  欧州強国間の諸戦争には，それが欧州自身に関する事柄ならば，我々は決して介入しな
かったし，又介入することは我々の政策とも一致しない。我々が害悪に憤激し，我々自
身の防衛に備えるのは，我々の権益が侵害されるか，もしくは甚だしく脅かされる時の
みである5。 
 ここで，米国の権益は北米大陸を包摂する西半球の事柄にあり，欧州大陸の事柄にはない
ことが明示され，両地域における米欧間の相互不干渉主義が唱えられた。背景には大西洋の
向こう側の欧州強国間の諸戦争を支える論理としてのバランス・オブ・パワーの発想に対す
る米国の忌避感があった6。〈モンロー・ドクトリン〉により，〈新世界＝南北米大陸〉と〈旧
世界＝欧州大陸〉との政治的隔絶として把握しようとする論理が動き始めた。建国期の米国
が欧州強国との比較において，自らのパワーが相対的に脆弱であると認識したがゆえ，自国
の安全保障政策として〈孤立主義〉を採用した一面もあった7。 
 この頃，フランス革命とナポレオン戦争の影響が欧州全域に及んでいた。その後のウィー
ン体制により，欧州のバランス・オブ・パワーの回復に努めた欧州強国は保守反動化するが，
欧州各地ではナショナリズムの思想が広まり，1848年の〈諸国民の春〉につながった。1871
年には欧州の中心部にドイツ帝国が誕生する。以後，米国が忌避する〈友好，敵対関係によ
く見られる離合集散〉が繰り広げられ，欧州秩序は辛うじて維持されてきた。 
 第一次世界大戦は欧州のバランス・オブ・パワーの崩壊を意味した。大戦中の米国は，建
国期に比べ，パワーを飛躍的に増大させていたが〈孤立主義〉的発想は根強かった。中立姿
勢を続けた米国が参戦するのは大戦勃発から 3年後の 1917年の春であり，対独戦に参戦す
べく，200万人の米軍が大西洋を渡った。第一次世界大戦こそ，米国が欧州に軍事的関与し
た最初の出来事であった。1917 年 10 月のロシア革命後に誕生したソヴィエト政府とドイ
ツとの間のブレスト・リトフスク条約が締結され（1918年），ロシア軍は連合国の共同戦線
から離脱している。米国の参戦で勢いづいた連合国軍は対独戦に勝利し，ウッドロー・ウィ
ルソン（Woodrow Wilson）米国第 28 代大統領は，〈勝者〉の一員として，パリ講和会議
（1918年 1月～1920年 8月）で戦後秩序構想に乗り出した。 
 パリでは，ウィルソンが提唱する集団安全保障体制としての国際連盟創設をめぐり，米欧
間の認識の相違が表れた。もっともウィルソンにとり，バランス・オブ・パワーや同盟は忌
                                                   
4 「ジョージ・ワシントン「告別の辭」（1796年）」アメリカ学会編『原典アメリカ史＜第二巻＞』（岩波書
店，1951年），443-455頁。 
5 「モンロー教書（1823年 12月 2日）」アメリカ学会編『原典アメリカ史＜第三巻＞』（岩波書店，1953
年），132-150頁。 
6 本博士論文ではバランス・オブ・パワーと言った場合，多極的世界を示す勢力均衡状態と，そうした世
界観に基づいた，国家によるバランス・オブ・パワーを図る政策という二つの意味を想定している。この
用語法については，以下を参照。ジョセフ・S・ナイ&デイヴィッド・A・ウェルチ（田中明彦・村田晃嗣
訳）『国際紛争―理論と歴史〔原書第 8版〕』（有斐閣，2011年），101-110頁。 
7 滝田賢治「国際政治史のなかのアメリカ」滝田賢治編『アメリカがつくる国際秩序』（ミネルヴァ書房，
2014年），7-8頁。 
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み嫌うべきものであり，克服すべきものであった。これは米国に伝統的な対外認識の証左で
あった。ウィルソンの戦後秩序構想を側近として幇助したウォルター・リップマン（Walter 
Lippmann）は「彼の性格や精神は複雑であったものの，ウィルソンは，米国こそが欧州と
隔絶された新世界であるという，米国人に旧来の感情に突き動かされていた」と残している
8。リップマンは第二次世界大戦後の国際秩序を「冷戦」と形容した評論家として後世に知
られる。 
 対独戦の〈勝者〉フランスのジョルジュ・クレマンソ （ーGeorges Clemenceau）首相は，
ウィルソンの戦後秩序構想に懐疑的であった。フランスの対独安全保障の観点からドイツ
軍国主義の根を断つべく，徹底したドイツの戦後処理が不可欠で，軍国主義の復活に備える
べく，大戦時の同盟のような米英との安全保障条約を締結することしか，クレマンソーの頭
にはなかった9。パリ講和会議のフランス代表団のレオン・ブルジョア（Léon Bourgeois）
などは武力行使に即座に対応できる各国が兵力を提供する国際部隊の創設や国際連盟加盟
国の軍隊への国際監視体制の確立を提案したことがある。フランス代表団は米軍も含む連
合国軍によるドイツ国境付近のラインラントの永久占領を提案したこともあった。フラン
スの安全保障にとって，対独軍備制限だけでは飽き足らず，同地域を独仏間の緩衝地帯とし
たい思惑があった。無論，ウィルソンはこれらすべてに反対した10。 
 パリでまとめられたヴェルサイユ条約は，軍備制限に焦点を定めた懲罰的な対独講和条
約となった。同条約はドイツに対し，参謀本部の廃止，陸軍を 10 万人，海軍については，
1万トン以下の戦艦 6隻と小型艦に制限する軍備制限，ラインラントの非武装化，1,320億
マルクの賠償金を要求した11。パリから帰国したウィルソンに，米国内では国際連盟規約を
第一篇に据えるヴェルサイユ条約の批准問題が待ち受けていた。最大の争点は連盟規約第
10条についてであった。「連盟に加盟するすべての国の領土保全と政治的独立を保障するた
めに，果たして米国は自らの軍事力を行使する可能性のある集団安全保障体制に関与すべ
きかどうか，また仮に米国が連盟に加盟した場合，米国はこの関与に拘束されるのではない
か」といった点が争点となった12。ウィルソンは，連盟規約第 10 条が政治的独立や領土保
全を相互に尊重している点から，〈モンロー・ドクトリン〉に適うものと捉えていた。連盟
への米国の関与は，法的義務ではなく，道義的なそれによってのみ拘束されるとも考えてい
た。結局，ヴェルサイユ条約は上院で否決され米国は連盟への加盟を果たさなかった。ドイ
ツの賠償金未払い問題を発端とするフランス軍のルール占領で欧州政治が混乱した1923年
春，ラインラントから米国の欧州派遣軍の残留部隊が撤兵し米本土に帰還した。それは，米
国が欧州への軍事的関与を終了し，〈孤立主義〉に回帰した瞬間だった13。 
 第一次世界大戦後の東欧は，ドイツ帝国，ロシア帝国，オーストリア＝ハンガリー二重帝
国，オスマン帝国の解体に伴い，ポーランド，チェコスロヴァキア，バルト三国（エストニ
                                                   
8 Lloyd E. Ambrosius, Wilsonianism: Woodrow Wilson and His Legacy in American Foreign Relations 
(New York: Palgrave Macmillan, 2002), p.52. 
9 Ambrosius, Wilsonianism, p.52.；高松基之「国際主義と孤立主義の相克」滝田賢治編『アメリカがつく
る国際秩序』（ミネルヴァ書房，2014年）74頁。 
10 Ibid., p.56, p.70. 
11 石井修『国際政治史としての二〇世紀』（有信堂，2000年），35頁。 
12 高松「国際主義と孤立主義の相克」，77頁。 
13 Ambrosius, Wilsonianism, p.60, 63, 105. 
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ア，ラトヴィア，リトアニア），ユーゴスラヴィアなどの新生国家が誕生したが，米国の軍
事的関与なき欧州政治はやがて第二次世界大戦へと突き進む。アドルフ・ヒトラー（Adolf 
Hitler）率いるナチスが実権を握るドイツ第三帝国は，東は東欧の大平原からスターリング
ラード，北はバルト海，北海，西はドーヴァー海峡を越えてブリテン島までの欧州の現状に
挑戦する戦争を開始し，欧州各地の主要都市を次々と攻略した。第二次世界大戦勃発の原因
が複合的なものであることは言うまでもないが，若き日に大戦を経験したブッシュやスコ
ウクロフトの脳裏には，欧州政治の混乱を防ぐには米国の欧州への軍事的関与が不可欠で
あるという〈戦間期の教訓〉が刻まれた14。 
 
 2．戦後秩序構想と冷戦の発生 
 米国のフランクリン・ローズヴェルト（Franklin D. Roosevelt）政権には戦間期の戦後秩
序構想が戦争を阻止できなかったという悔恨の念があった15。戦後秩序を構想する上で，ド
イツの戦後処理が重要だった。1941年 8月，ニューファンドランド沖合でウィンストン・
チャーチル（Winston Churchill）英国首相とローズヴェルトは次の文言を含む大西洋憲章
を発表した。 
  第八に，両者は，世界のすべての国民が，（…）武力行使の放棄に到達しなければなら
ないと信ずる。陸，海又は空の軍備が，自国の国境外における侵略の脅威を与え又は与
えることのある国々において引き続き使用される限り，いかなる将来の平和も維持さ
れ得ないのであるから，両者は，一層広範かつ恒久的な一般的安全保障制度が確立され
るまでは，このような国々の武装解除は欠くことのできないものであると信ずる。両者
は，また，平和を愛好する国民のために，恐るべき軍備の負担を軽減する他のすべての
実行可能な措置を援助し，かつ，奨励する16。 
 大西洋憲章に集団安全保障体制としての国際連合設立のエッセンスが凝集されているこ
とは周知の事実であるが，ドイツを想定した侵略国家を，戦後恒常的に非武装化することを
示したこと点においても同憲章は重要である。同年 12月の日米開戦を機に，対独戦に参戦
するローズヴェルトは，平和的な戦後秩序を達成する方法は集団安全保障体制と考えてい
た。ローズヴェルトには，戦後欧州のバランス・オブ・パワーの回復に資するような米軍を，
恒常的に欧州に駐留させるという発想を持ち合わせていなかった。1945年 2月のヤルタ会
談で，ローズヴェルトはドイツ降伏後 2 年を越えて，米軍が欧州大陸に駐留することはな
いと述べている17。ここにも米国の〈孤立主義〉の伝統が看取できる。 
 1945年 5月に降伏したドイツはヤルタ会談の合意に基づいて，戦勝 4ヵ国（米・英・仏・
ソ）によって分割された。すでに，米国の対ソ不信が醸成されつつあった。ソ連軍は，欧州
各地を占領していたドイツ軍を駆逐後，バルト三国，東欧諸国，バルカン諸国の主要都市を
                                                   
14 George Bush & Brent Scowcroft, A World Transformed (New York: Alfred A. Knopf, 1998), p.230. 
15 滝田「国際政治史のなかのアメリカ」，14頁。 
16 「1941年 8月 14 日に連合王国総理大臣及びアメリカ合衆国大統領が発表した大西洋憲章として知られ
る原則宣言（大西洋憲章）」松井芳郎編『ベーシック条約集』（東信堂，2010年），1149頁。 
17 ヘンリー・キッシンジャ （ー岡崎久彦訳）『外交＜上巻＞』（日本経済新聞社，1996年），529，536，550，
569頁。；ルイス・ハレ （ー太田博訳）『歴史としての冷戦―超大国時代の史的構造』（サイマル出版会，1970
年），68頁。；ジョン・L・ギャディス（五味俊樹他訳）『ロング・ピース―冷戦史の証言「核・緊張・平和」』
（芦書房，2002年），89-91頁。 
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解放し，軍事占領を開始していた。ドイツの敗北は，欧州における〈力の空白〉を生み出し，
ソ連のみが行動を起こしやすい状況の出現を意味した。米国の戦略家たちはこう分析して
はいたが，戦後のバランス・オブ・パワー回復のために，米国が欧州に対し，何らかの影響
力を行使すべきとするコンセンサスは米国内にはいなかった18。同年秋，米国はソ連の東欧
支配の影響を危惧し始めていた。軍事的理由ばかりではない。東欧諸国の天然資源は，ソ連
の軍事力，経済力を強力なものにする恐れがあり，西欧への食糧，石油，鉱物資源の遮断を
も意味した。このことは米国経済や欧州復興に重大な影響を与え得る。西欧の経済社会的困
窮は，共産主義浸透の源泉になることも危惧され始めていた19。 
 なぜソ連は東欧支配に固執したのか。冷戦史家ヴォイチェフ・マストニー（Vojtech 
Mastny）は，ドイツからの奇襲攻撃がいつあるやもしれぬという強迫観念と軍事力を基礎
とする安全保障への飽くなき欲求というヨシフ・スターリン（Joseph Stalin）の心象をベ
ースにソ連は行動していたと説明する20。けれども，スターリンの心象を，当時の米国は知
る由もない。ドイツの戦後処理をめぐり，米国としては，ドイツがソ連の脅威とならないこ
とを確実にしつつも，ソ連の東欧支配の口実を除去することが重要であった。ここにディレ
ンマがあった。ドイツに懲罰的処遇を課して弱体化させることは，一方でソ連にとっての保
証措置となろうが，他方でドイツを含む西欧諸国を復興させ，その恩恵を米国経済に還元さ
せたい米国の立場を脆弱にさせてしまう。反対に，西欧経済復興に資するドイツ経済の復活
はソ連の対独不信を確たるものにしてしまう。ディレンマを打破する解はドイツの非武装
化であった。というのも，ソ連の東欧支配の口実となっているのは，ドイツの軍事力への警
戒心であるから，ドイツを非武装化すれば，ソ連にとっての東欧支配は必要でなくなるから
である。これが，1946年春のパリで開催された 4ヵ国（米・英・仏・ソ）外相会談で，四
大国軍縮条約の提案という形で示されたが，これにソ連が否定的反応を示したことは，米国
内で，ソ連の東欧支配が防御的なものではなく攻撃的な意図を持つものという認識を強め
た21。この頃，1946年 3月，チャーチルが有名なフルトン演説を行っている。 
  バルト海のステッティンからアドリア海のトリエステまで，大陸を横切る「鉄のカーテ
ン」がおろされた。この境界線の向こうには，中東欧の歴史ある国々の首都のすべてが
ある。ワルシャワ，ベルリン，プラハ，ウィーン，ブダペスト，ベオグラード，ブカレ
スト，ソフィア。これら有名な都市のすべてとその周辺の人々が，ソヴィエト圏と私が
呼ぶところにあり，何らかの影響を受けている。それはソ連に感化されたというだけで
はない，とても強く，時には支配の度合いを増した形で，モスクワに従属している22。 
 冷戦の発生により〈敗者〉ドイツの戦後処理をめぐる〈勝者〉たる米ソ間の協調の道は閉
ざされた。1947年，トルーマン・ドクトリンの下，ジョージ・マーシャル（George Marshall）
国務長官はドイツ西部をマーシャル・プランへ参加させ，経済復興させることを決定し，西
                                                   
18 ハレー『歴史としての冷戦』，2-8頁。；ギャディス『ロング・ピース』，89-90頁。 
19 Melvyn P. Leffler, “The American Conception of National Security and the Beginnings of the Cold 
War, 1945-48”, The American Historical Review, Vol.89, No.2, (April 1984), pp.357-364. 
20 ヴォイチェフ・マストニ （ー秋野豊・広瀬佳一訳）『冷戦とは何だったのか―戦後政治史とスターリン』
（柏書房，2000年），23-44頁。 
21 ギャディス『ロング・ピース』，95-96頁。 
22 〈https://winstonchurchill.org/resources/speeches/1946-1963-elder-statesman/the-sinews-of-peace/〉
2018年 8月 25日閲覧。 
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側への組み込みを開始した。1949 年には，ドイツ民主共和国とドイツ連邦共和国が成立し
た。「敗戦後 4年を経過しての最終的なドイツ分断は連合国による意識的な対独政策の帰結
というよりは，むしろ，（…）冷戦によって生じた意図せざる結果であった」と現代史家メ
アリー・フルブルック（Mary Fulbrook）は言う23。また，「ドイツ分断の固定化は，ソ連軍
と米軍の相互撤退の機会を失わせた」とするギャディスの評価はまったくもって示唆に富
んでいる24。1955年 5月 5日に西ドイツが NATOに加盟し，東側もワルシャワ条約機構を
設立すると，東西ドイツを正面に東西両軍事機構が対峙するのであり，米ソは相当数の自国
兵力を当地に展開させ，両者の相互撤退の機会は失われたのである。 
 米軍の西ドイツ駐留は西ドイツ政府の意思でもあった。統一を望む西ドイツ世論と対ソ
安全保障の観点から再軍備を求める西側の間に立たされていたコンラート・アデナウアー
（Konrad Adenauer）西ドイツ初代連邦首相は，西側との連携こそが統一への道とし，そ
の一環として再軍備をする道を選んだ25。1955年にNATOに加盟した西ドイツは米軍駐留
を確たるものにし，米国との協力を密にするほか，フランスとの経済協力をベースとする欧
州統合にも積極的役割を果たし，1967 年には西ドイツ，フランス，イタリア，ベルギー，
オランダ，ルクセンブルク 6 ヵ国による EC 結成に尽力した。1993 年に EU（欧州連合）
に発展するまで，EC 加盟国は 12ヵ国にまで拡大するのである。 
 
第 2節 冷戦と米欧関係の展開 
 
 1．米国の前方展開 
 1949 年は冷戦史における重要な年である。ソ連は東欧諸国に共産主義政権を樹立させ，
東欧支配を盤石なものにした。同年 8月末にソ連は原爆実験に成功している。分断国家，東
西ドイツの誕生もあり，核兵器を保有する米ソ間ではイデオロギー対立がいっそう強調さ
れ相互不信が強くなり26，米国の封じ込め政策が始動しようとしていた。その立役者，国務
省政策企画室長ジョージ・ケナン（George Kennan）はこう言う。 
  ソヴィエトの外交は，（…）反対勢力に対しナポレオンやヒトラーよりも敏感であるし，
その勢力が強すぎると考えられた場合に個々の外交戦線の面で比較的容易に譲歩する
し，また力の論理と表現の仕方においてより合理的である。（…）これらの事情からみ
て，米国の対ソ政策の主たる要素は，ソ連の膨張傾向に対する長期の，辛抱強い，しか
も確固として注意深い封じ込めでなければならないことは明瞭である27。 
 1949 年 4 月，米国と西欧諸国は NATO を結成した28。独立革命戦争期の米仏同盟以来，
                                                   
23 メアリー・フルブルック（芝健介訳）『二つのドイツ 1949-1990』（岩波書店，2009年），19頁。 
24 ギャディス『ロング・ピース』，111頁。 
25 倉科一希「「アメリカの世紀」と米欧関係―アイゼンハワーとアデナウアー」益田実・小川浩之編『欧米
政治外交史 1871～2012』（ミネルヴァ書房，2013年），138頁。 
26 滝田賢治「冷戦概念と現代国際政治史―日米における議論を基礎に」細谷千博・丸山直起編『ポスト冷
戦期の国際政治』（有信堂，1993年），14-15頁。 
27 ジョージ・ケナン（近藤晋一・飯田藤次・有賀貞訳）『アメリカ外交 50年＜増補版＞』（岩波書店，1986
年），158-159頁。 
28 本部はブリュッセル。冷戦終結期までに，米国，英国，フランス，ベルギー，カナダ，デンマーク，ア
イスランド，イタリア，ルクセンブルク，オランダ，ノルウェー，ポルトガル，トルコ，ギリシャ，スペイ
ン，西ドイツの 16ヵ国が加盟。 
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初めて西欧との軍事同盟に参画することを米国は決定したのである。経済復興という課題
と同時にソ連の脅威に直面していた西欧諸国は米国の軍事プレゼンスを歓迎した29。米国は
同年 11 月から翌年 1 月にかけて，COCOM（対共産圏輸出統制委員会）を設置し，ソ連，
東欧諸国，中国の軍事力に資する技術や産品の輸出統制を開始した30。NATO と COCOM
は対ソ封じ込めの重要な装置であり，西側同盟の盟主として米国の積極的な欧州関与を担
保する機能を果たした。北大西洋条約第 5条にはこうある。 
  締約国は，欧州又は北アフリカにおける締約国の一又は二以上に対する武力攻撃を，全
締約国に対する攻撃とみなすことに同意する。従って締約国は，右の武力攻撃が行われ
たときは，各締約国が，国際連合憲章第 51条の規定によって認められている個別的又
は集団的自衛権を行使して，北大西洋地域の安全を回復し及び維持するために，その必
要と認める行動（兵力の使用を含む）を個別的に及び他の締約国と協働して直ちに執る
ことにより，右の攻撃を受けた一以上の締約国を援助することに同意する31。 
 米国の〈有事の自動介入〉を保証する NATO は「自国の憲法上の手続きに従って」とい
う表現を第 5 条および第 3 条に持つ日米安全保障条約や米韓相互援助条約といった〈モン
ロー・ドクトリン方式〉（Monroe Doctrine Formula）の同盟とは異なる32。米欧間の集団
的自衛権を確立した NATO体制下では有事の際，「何を危険とみなすか」を米国が独自に判
断する一方性は許されていない。北大西洋条約調印後に設置された SACEUR（欧州連合軍
最高司令官）の役職を在欧米軍の米国人司令官に兼務させることで，平時での米国の欧州関
与の構図も編み出された。かくしてソ連の西欧に対する武力行使の際，米軍をはじめ NATO
の前方展開戦力が〈導火線〉となり，核を持つ米国との全面戦争につながる恐れをソ連に惹
起させ，武力行使を抑止させる〈対ソ封じ込め〉と，再軍備は認めるものの必要以上に西ド
イツの軍事力を増大させない〈瓶の蓋〉として機能する〈対独封じ込め〉の二重機能をNATO
は果たすようになった。「米国人を〔欧州に〕引っ張り込み，ロシア人を〔欧州から〕締め
出し，ドイツ人を〔欧州に〕押さえ込む」ことと初代 NATO 事務総長ヘイスティングス・
イスメイ（Hastings Ismay）卿はNATOの本質を的確に評している33。 
 COCOM は加盟国間の紳士協定に基づいて設置された委員会である。条約上の地位にな
いから，COCOM でなされた決定は加盟国に対する拘束的義務は伴わず，決定に違反した
個人，企業，あるいは政府に対する制裁を科すメカニズムも有していない。それゆえ，共産
圏への輸出規制を加盟国の各国政府の決定事項とする余地を残している。米国は，時に，共
産圏諸国のパワーの増大に資する西側の技術や産品を輸出する自国企業に制裁を科し，短
期的な東西貿易の便益を犠牲にしてまでも，長期的な視点に立ち，冷戦の勝利を目指そうと
した。米国が模範とならねば，対共産圏輸出を控えようとする同盟国の誘因は生まれないか
                                                   
29  Geir Lundestad, “Empire by Invitation? The United States and Western Europe, 1945-1952”, 
Journal of Peace Research, Vol.23, No.3, (September 1986), pp.263-277. 
30 本部はパリ。アイスランドを除く NATO 加盟国と日本，オーストラリアの 17 ヵ国が加盟。Michael 
Mastanduno, Economic Containment: COCOM and the Politics of East-West Trade (Ithaca and London: 
Cornell University Press, 1992), pp.4-5. 
31 「北大西洋条約」松井芳郎編『ベーシック条約集』（東信堂，2010年），921-922頁。 
32 村田晃嗣『大統領の挫折―カーター政権の在韓米軍撤退政策』（有斐閣，1998年），34-35頁。 
33 佐瀬昌盛『NATO―21世紀からの世界戦略』（文春新書，1999年），54-60頁。〔  〕内は筆者による
補足。 
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らである34。1980 年代に入ると，冷戦の勝利を目指すレーガン政権と東西貿易を活性化さ
せる同盟国の間で対共産圏輸出をめぐる対立が見られることになる。 
 北東アジアで突如勃発した朝鮮戦争（1950～1953年）に，米国は南進する北朝鮮軍の武
力行使をソ連の陽動作戦と警戒し，NATO の指導者は北朝鮮軍と同様，ソ連の指導の下，
東ドイツ軍がベルリンや西ドイツを強奪するのことを危惧した35。NATO軍の増強が緊急課
題であった。1951 年秋までに米国は米軍 4 個師団を NATO同盟国への前方展開を決定し，
1953年にはM48戦車，M59装甲兵員輸送車を派遣し，NATO軍の中核をなす在欧米陸軍
の増強に踏み切った。同年，核砲弾導入を皮切りに，榴弾砲，弾道ミサイルなどの戦域核の
在欧米陸軍配備も始まり，これらの戦力の多くは NATO 加盟後の西ドイツに配備が集中し
た36。こうして，早くも，冷戦期のほとんどの時期を通じて，NATO同盟国に前方展開する
核戦力を備えた在欧米軍 30万人の 4個師団体制が確立した。 
 1955 年 5 月，ソ連はワルシャワ条約機構を結成した。ワルシャワ条約機構軍の中でも，
ベルリン南方 30kmに本部を置くドイツ駐留ソ連軍（Group of Soviet Forces Germany）
は，兵員 38万人，戦車 7,000両，ヘリコプター300機，大規模な火砲を備える精鋭部隊で
あり，西側を常に脅かす存在となった37。1961 年のベルリンの壁建設により東西に分断さ
れたベルリンとともに，東西ドイツを NATO 正面とする冷戦秩序が確立した。ワルシャワ
条約機構軍の中核をなすドイツ駐留ソ連軍の去就は数度の危機の行方を左右するほどの大
きな存在であった38。ベルリンを東西に分断する壁が築かれ，ベルリン危機（1961 年）が
発生した際，NATO とソ連の戦車団は国境検問所チェックポイント・チャーリを挟んでに
らみ合いをきかせており，キューバ危機（1962 年）の際にも，ベルリンでは武力衝突の危
険性が高まった。ベルリンを囲む東ドイツ領内に展開する 30万人以上のソ連軍は臨戦態勢
にあり，モスクワからの要請を受けた東ドイツ軍も臨戦態勢を敷き，「いつでも戦闘可能な
状態にあった」とハインツ・ホフマン（Heinz Hoffmann）元東ドイツ国防大臣は回想して
いる39。1956年秋にハンガリーで勃発した反ソ暴動の際，兵員 15万人，戦車 2,500両を動
員し，ブダペスト市民を粉砕したソ連の行動に，東側諸国のイデオロギー引き締めとソ連軍
の攻撃性を見た NATOは，西ドイツ領内における即応態勢確保を急いだ。1961年 4月の時
点で，ソ連軍はのべ 175個師団で，東西紛争勃発から 30日後には 400個師団に膨れ上がる
と見積もられており，対するNATOの地上軍は米国，英国，フランス，西ドイツ，カナダ，
オランダ，ベルギー軍合わせて，およそ 22・2／3個師団であった。圧倒的な通常戦力を誇
るソ連軍に効果的に対応するためには，西ドイツ領内の前方防衛態勢強化が不可欠であり，
1966年のフランスがNATO軍事機構から脱退した後，東ドイツとチェコスロヴァキアの国
                                                   
34 Mastanduno, Economic Containment, pp.19-21. 
35 金子譲『NATO北大西洋条約機構の研究―米欧安全保障関係の軌跡』（彩流社，2008年），52頁。 
36 “The Official Homepage of United States Army Europe”, 〈http://www.eur.army.mil/about/defau
lt.htm.〉2017 年 6 月 23 日閲覧。米国の在欧戦域核については，以下を参照。David Miller, The Cold 
War: A Military History (New York: St. Martin’s Press, 1998), pp.438-439. 
37 David Miller, The Cold War, pp.250-252. 
38 ベルリンの壁建設によるベルリン危機やキューバ危機に際する米国外交については，以下に詳しい。青
野利彦『「危機の年」の冷戦と同盟―ベルリン，キューバ，デタント 1961-63年』（有斐閣，2012年）。 
39 Hansjakob Stehle, “Die Role der Streitikräfte der UdSSR und der USA sowie ihrer jeweiligen 
deutschen Bündnispartner in der Kubakrise”, Vierteljahrshefte für Zeitgeschichte, Vol.51, No.2, (April 
2003), p.294. 
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境地帯に，北から順に，オランダ第 1 軍団，西ドイツ第 1 軍団，英国第 1 軍団，ベルギー
第 1軍団（以上，NATO北部軍集団），西ドイツ第 3軍団，米国第 5 軍団，米国第 7 軍団，
西ドイツ第 2軍団（以上，NATO中央軍集団）の部隊が展開し，SACEURの米国人司令官
の指揮下に入った。NATO戦術空軍も拡充され，即応態勢が整えられた40。 
 
 2．米国の拡大抑止 
 東西武力紛争の可能性が慢性化しつつある中，ドワイト・アイゼンハワー（Dwight 
Eisenhower）政権（1953～1961年）は同盟国へのソ連の武力行使に対し，米本土からソ連
本土に到達可能な戦略核を含む，核の圧倒的報復で応じる大量報復戦略を策定したが，同戦
略には，スプートニク・ショック（1957 年）もあり，信頼性を持ちえないとの批判が寄せ
られた。米本土に到達可能なソ連の戦略核の存在から，米国は自らを危険にさらす米ソ間の
戦略核の応酬を回避し，ワルシャワ条約機構軍の西欧進撃には在欧戦域核の使用，つまり，
戦域を欧州に限定し，米国の戦略核と同盟国の安全が離間される〈ディカップリング〉の不
安を感じたのである。それゆえ，西欧諸国は米国の戦略核と在欧戦域核および通常戦力の連
携，〈カップリング〉を要求したのであり，NATO が柔軟反応戦略（1967 年）を採用する
と，米国と同盟国の間の情勢認識の相違は一時収束した41。だが，米国のヴェトナム戦争へ
の本格介入（1965年），西欧の経済発展は米国の慢性的な国際収支赤字と財政赤字を引き起
こしはじめ，「あらゆる代償を支払い，あらゆる重荷を担い，（…）自由の存続と繁栄を妨げ
るすべての敵と戦う覚悟」（ジョン・F・ケネディ）をもって，米国が世界大であらゆる関与
を行うことが困難になりつつあった。 
 リチャード・ニクソン（Richard Nixon）政権（1969～1974年）は米ソ間の核パリティ，
同盟国の経済成長，ヴェトナム戦争の泥沼化を前に，米国のパワーの限界を把握し42，米国
の対外関与の修正を図り，1969年 7月，ニクソン・ドクトリンを発表した。ニクソン・ド
クトリン発表で，米国は同盟国に拡大抑止は提供するが，西側諸国の防衛については〈負担
分担〉（burden sharing）するよう同盟国に要請したのである。1971 年 8 月には，国際収
支赤字と財政赤字に苦しむ米国は，金とドルの兌換停止を発表している。これ以降，米欧間
では通貨レート安定化や貿易摩擦問題が表面化する43。 
 米国のパワーの相対的低下を自覚しつつ，ニクソン政権は西側同盟の盟主としての米国
の地位を手放すことまでは企図せず，ニクソン・ドクトリンはあくまでも同盟国の米国への
軍事的従属が前提であった。またニクソン政権はドイツや欧州の東西分断という現状維持
を好ましい国際環境と認識しており44，現状を規定する在欧米軍を削減させるという米国内
                                                   
40 金子『NATO北大西洋条約機構の研究』，136-145頁。 
41 柔軟反応戦略とは，「あらゆる水準の侵略に対して，通常戦力および核戦力による柔軟かつ均衡の取れ
た一連の適切な対応」である。梅本哲也『核兵器と国際政治 1945-1995』（日本国際問題研究所，1996年），
137-144頁。 
42 Robert D. Schulzinger, “Détente in the Nixon-Ford Years 1969-1976”, in Melvyn p. Leffer & Odd 
Arne Westad (eds), The Cambridge History of the Cold War, Volume II: Crises and Détente, (Cambridge: 
Cambridge University Press, 2010), p.374. 
43  N. Piers Ludlow, “The Real Years of Europe? U.S.-West European Relations during the Ford 
Administration”, Journal of Cold War Studies, Vol.15, No.3, (Summer 2013), pp.155-159. 
44 大嶽秀夫『ニクソンとキッシンジャー―現実主義外交とは何か』（中公新書，2013 年），11-20 頁。；妹
尾哲志「デタントと動揺する欧米世界―ニクソンとブラント」益田実・小川浩之編『欧米政治外交史 1871
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の〈孤立主義〉言説に与することなど，ニクソン政権は持ち合わせていなかった45。 
 ニクソン政権の登場に，またも同盟国は米国の拡大抑止の信頼性を憂慮した。ニクソン政
権の論理とは裏腹に，同盟国はニクソン・ドクトリンに，米国の〈孤立主義〉傾向を46，キ
ューバ危機後のデタントの成果として 1972年に米ソが締結した ABM制限条約（弾道弾迎
撃ミサイル制限条約），SALT（戦略兵器制限条約）に，米ソが同盟国の利害を軽視し，冷戦
秩序の現状維持を管理するのではないかとの心理的不安を覚えた。〈盾〉としての弾道ミサ
イル防衛システム構築を制限し，防御態勢を敢えて脆弱にすることで，〈鉾〉としての第二
撃能力の確保をベースとするMAD（相互確証破壊）体制下で米ソの戦略的安定に ABM制
限条約は寄与するものであったが，SALTⅠ（第一次戦略兵器制限条約）といえば，通常戦
力面で東側優位の東西間の軍事的均衡を是正するものではなく，ソ連の新型中距離爆撃機
バックファイア，長射程 INFの SS-20，短射程 INFの SS-22，SS-23など SALTⅠの規制
対象外の在欧戦域核戦力の拡充により，核，通常戦力ともに東側優位の状況が容易に創出さ
れてしまう恐れがあった。それゆえ，NATO同盟国は米欧間の〈カップリング〉を再度，確
たるものにすることを求めた。デタントを推進するニクソン政権は，対ソ交渉における軍事
力を重要視していたことから，同政権は米本土の戦略核―戦略爆撃機 B-1，SLBM（潜水艦
発射型弾道ミサイル）トライデント，固定サイロ発射型 ICBM（大陸間弾道ミサイル）ミニ
ットマン III の MIRV 化（多弾頭化），新型移動式 ICBM ピースキーパー（MX ミサイル）
―，NATO 同盟国に配備予定の戦域核―核爆弾搭載可能の F-111 戦闘爆撃機，核弾頭装着
可能のランス・ミサイル―の研究開発・近代化を図り47，在欧米軍削減を否定し，4個師団
体制の維持を公表することで同盟国に対する米国の拡大抑止の信頼性回復に努めた。 
 欧州の現状維持を基調とするニクソン外交の影響を直接受ける西ドイツ情勢はどうであ
ったか。西ドイツでは SPD（社会民主党）のウィリー・ブラント（Willy Brandt）首相と
側近エゴン・バール（Egon Bahr）がドイツの東西分断という現状維持を前提としながら，
将来的にはこれを克服し，統一を目指す東方政策（Ostpolitik）を推進していた。東西ドイ
ツはいくらかの外交上の課題を抱えていた。まずドイツ・ポーランド国境をめぐる対立があ
った。1945年 5月にドイツを撃破したソ連軍は，オーデル川およびナイセ川以東のドイツ
領をポーランドに割譲し，東ドイツがこれを承認していた。西ドイツはこのオーデル・ナイ
セ線をドイツ国境として受け入れることはなかった。戦後の国境線は，将来の統一ドイツが
締結する講和条約によって確定されるとの立場をとっていたからである。さらにベルリン
問題もあった。ベルリンは西ドイツから 177km離れた東ドイツ領内の奥深くに位置してお
り，ドイツの東西分断後も西ベルリンはソ連や東ドイツにしてみれば厄介な存在だった48。 
 ブラントの東方政策は，こうした外交課題を共有するソ連，東ドイツ，ポーランドに対し
                                                   
～2012』（ミネルヴァ書房，2013年），202-203頁。 
45 ニクソン政権期の在欧米軍削減問題については，以下に詳しい。合六強「ニクソン政権と在欧米軍削減
問題」『法学政治学論究』第 92号，（2012年 3月），167-196頁。 
46 Robert S. Litwak, Détente and the Nixon Doctrine: American Foreign Policy and the Pursuit of 
Stability, 1969~1976 (Cambridge: Cambridge University Press, 1984), p.137. 
47 Melvin R. Laird, “A Strong Start in Difficult Decade: Defense Policy in the Nixon-Ford Years”, 
International Security, Vol.10, No.2, (Fall 1985), pp.5-26. 
48 山本健「ヨーロッパ冷戦史―ドイツ問題とヨーロッパ・デタント」李鍾元・細谷雄一・田中孝彦編『歴
史の中の国際政治』（有斐閣，2009 年），134-139 頁。；青野利彦『「危機の年」の冷戦と同盟』，18-21 頁。 
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て進められた。1970年 8月，西ドイツはソ連と武力不行使条約（モスクワ条約）を締結し，
既存の国境線と東ドイツの存在を事実上承認することを確認した。1970 年 12 月には，西
ドイツはポーランドとワルシャワ条約を締結し，オーデル・ナイセ線以東の旧ドイツ領の回
復要求を放棄した。1972年 12月，西ドイツは東ドイツと基本条約を締結し，両国関係の正
常化を達成した。米国，英国，フランス，ソ連の 4ヵ国は，1971年 9月，ベルリン大使級
協定を締結し，戦後初めてベルリンの現状維持について正式に合意した49。 
 「東と西の間を自由に動く」ブラントの東方政策の展開に，ヘンリー・キッシンジャー
（Henry Kissinger）国家安全保障問題担当大統領補佐官は，NATO軍事機構から脱退した
シャルル・ドゴール（Charles de Gaulle）と同様，西ドイツが西側同盟から離脱していく
ことを警戒していた。ニクソンも，〈社会主義者〉主導のブラント政権を快くは思っていな
かった50。ブラントの東方政策は，ヘルムート・シュミット（Helmut Schmidt）首相に継
承された。両者とも西欧防衛にとっての NATO や在欧米軍の役割は理解していたものの，
一方でブラントは，東西の軍事的均衡が欧州の安全を保障するという考えを疑問視し，経
済・人権をも包摂する安全保障概念を抱いていた。他方シュミットは，東西間の軍事的均衡
の維持に貢献する NATO が存在して初めてデタントが進展すると考えており，この点にお
いて米国の拡大抑止を重視していた。前者の発想は CSCE，後者は MBFR（中欧相互兵力
均衡削減）交渉（1973～1989年）として具体化し，両者の発想を基にした東方政策により，
東西の垣根を超えた欧州全域のデタントへの道が開かれた51。1975 年に開催された第一回
CSCEヘルシンキサミットで，米国，カナダを加えた欧州の 35ヵ国は「ヘルシンキ最終議
定書」を採択し，兵力・兵器の移動の事前通告などの具体的な信頼醸成措置のほか国境不可
侵，領土保全，内政不干渉，人権尊重などの行動原則，ならびに，経済・科学技術，人道分
野での交流・協力を約束した。対照的に，1989年 3月に CFE交渉に置き換えられるまで，
MBFR交渉は遅々として進展しなかった。 
 
 3．核共有体制下の西側同盟 
 米国の拡大抑止の一環で，1950 年代から 60 年代にかけて，米国製の在欧戦域核ミサイ
ルとして，ソアーが英国，ジュピターがトルコとイタリア，メース，各種パーシング・ミサ
イルが西ドイツに配備された。ソアーやジュピターはソ連本土を直接攻撃可能であったが
キューバ危機後に撤去された。西ドイツに配備された射程 2,500kmの新型巡航ミサイル・
メース B はモスクワやレニングラードなどソ連中枢を西ドイツ本土から直接攻撃可能であ
ったが，これも 1969年には退役している。すでにソ連は西欧諸国を射程に収める固定サイ
ロ配備型の単弾頭ミサイル SS-4，SS-5を保有しており，西ドイツ配備のパーシングⅠ，パ
                                                   
49 石井『国際政治史としての二〇世紀』，244頁。；山本「ヨーロッパ冷戦史」，144-145頁。；山本健「似
て非なる関係―南北朝鮮，東方政策，EC諸国，1969-1975年」細谷雄一編『戦後アジア・ヨーロッパ関係
史―冷戦・脱植民地化・地域主義』（慶應義塾大学出版会，2015年），223-225頁。 
50 ヘンリー・キッシンジャー（岡崎久彦訳）『外交＜下巻＞』（日本経済新聞社，1996 年），405 頁。；
Schulzinger, “Détente in the Nixon-Ford Years 1969-1976”, p.375.；妹尾「デタントと動揺する欧米世界」，
210頁。 
51 山本「ヨーロッパ冷戦史」，145 頁。；Gottfried Niedhart, “Ostpolitik: Transformation through 
Communication and the Quest for Peaceful Change”, Journal of Cold War Studies, Vol.18, No.3, 
(Summer 2016), pp.p.34-36. 
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ーシングⅠAミサイルはソ連本土に到達できない射程であった。 
 ソ連の軍事的脅威にさらされた米国の NATO同盟国は核共有（nuclear sharing）体制を
確立する。まず英国である。英国は無誘導弾（gravity bomb）の核爆弾 WE-177 を搭載可
能なバルカン爆撃機 140機（後にトルネード爆撃機に交代），ポラリス・ミサイルを搭載可
能な原子力潜水艦 4隻を保有していた。英国はソ連本土に到達可能な米空軍の F-111・170
機の受入国でもあった52。これは米国からの核供与を基調とする〈英国型〉の核共有である。
ドゴールは独立核戦力を獲得し，NATO軍事機構からも脱退し，〈フランス型〉の核戦略を
追求した。西ドイツ，ベルギー，イタリア，オランダなどは自国配備の米国製の核を有事の
際に共同運用する〈NATO型〉の核共有を米国側と確立した53。ワルシャワ条約機構地上軍
の西欧進撃を食い止める北部軍集団および中央軍集団の構成国である西ドイツ，ベルギー，
オランダなどは米欧間の〈カップリング〉の観点から，核共有体制を望んだ。イタリアも米
国との核共有を望んだ。1955 年のオーストリア国家条約に基づき，4 ヵ国（米・英・仏・
ソ）占領軍撤兵後のイタリア北部方面の〈力の空白〉に対応すべく，イタリアは短射程の戦
域核ミサイル，オネストジョンやコーポラルを備える米軍の第 85野戦砲大隊の受入国とな
った。1960 年には各 15 基のジュピターを備える 2 個戦隊をイタリア南東方面に受け入れ
た（キューバ危機後の 1963 年にジュピター撤去）。その後も米国とイタリアの核共有体制
は親米・反共主義のジュリオ・アンドレオッティ（Giulio Andreotti）国防大臣（後のイタ
リア首相）の下で進めらた54。 
 ソ連は SALT体制を迂回する形で核戦力の増強に乗り出していた。とりわけNATOを悩
ませたのが，西欧を射程に収める三個の核弾頭を搭載可能な SS-20 であった。西ドイツな
どは，ソ連本土に届く長距離 INFを持ち合わせていなかったため，〈ディカップリング〉の
懸念が再び米欧関係を襲った。ジミー・カーター政権（1977～1981年）はニクソン政権以
降，新型戦域核拡充の一環で進めてきた中性子爆弾開発を継承したが，『ワシントン・ポス
ト』がその実態を載せるや，米欧関係，特に米・西独関係は激しく揺れた。そもそも中性子
爆弾は，社会インフラを温存しつつ，人間を殺傷する性能を持ち，すでに展開している在欧
戦域核ランス・ミサイルや 8 インチ砲に装填される対戦車用兵器として開発されており，
米国にとっては，米欧間の〈カップリング〉に寄与するものであった。主たる受入国となる
西ドイツのシュミットにしてみれば，こうした対戦車用兵器の配備はかねてより懸念して
いた東西間の軍事的均衡の是正に寄与するものではなかった。ソ連本土に届かない短射程
の戦域核に装填される兵器ということから，結局は東西紛争が欧州，それもドイツに限定さ
れるのではないかとする〈ディカップリング〉の強い懸念を感じたのである。さらに，社会
インフラを温存しつつ，人間のみを殺傷する〈非人間的兵器〉として中性子爆弾開発・配備
に反対するトランスナショナルなネットワークが，西ドイツの有力政治家バールを起点に
欧州各地の反核運動と結びつきながら拡大し，反核・反米世論が高まりつつあった。同盟関
                                                   
52  Beatrice Heuser & Kristan Stoddart, “Difficult Europeans: NATO and Tactical/Non-strategic 
Nuclear Weapons in the Cold War”, Diplomacy & Statecraft, Vol.28, No.3, 2017, pp.457-460. 
53 核共有体制についての〈英国型〉，〈フランス型〉，および〈NATO型〉の類型については，以下による。
川上高司「アメリカからやってきた『日本核保有論』」『新潮 45』（2017年 11月），92-99頁。 
54 Leopoldo Nuti, “Extended Deterrence and National Ambitions: Italy’s Nuclear Policy, 1955-1962”, 
Journal of Strategic Studies, Vol.39, No.4, pp.562-568. 
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係を修復すべく，米国は中性子爆弾の開発中止を発表するが55，中性子爆弾問題を契機に，
「大西洋からウラルまで」の CSCE の枠組を通じて〈平和攻勢〉をかけ，米欧間に楔を打
ち込む誘因をソ連に与えてしまう。〈カップリング〉の観点から米国に新型戦域核配備を要
求する各国政府と，〈平和攻勢〉をかけるソ連と結びつく形で西欧の主要都市での大規模な
反核運動にゆれる米欧関係といった構図は，やがて訪れる〈ユーロ・ミサイル危機〉まで続
くのである56。 
 1970 年代後半，米国はソ連との SALTⅡ（第二次戦略兵器制限条約）交渉を進めたが，
米ソの利害は NATO 同盟国のそれと一致するものではなかった。米国は，ソ連のバックフ
ァイア開発への制限を，ソ連は長距離 GLCM（地上発射型巡航ミサイル），SLCM（潜水艦
発射型巡航ミサイル）を含む米国の巡航ミサイル開発禁止に関心が向いていた57。NATO同
盟国の視点に立てば，SALTⅡは結局のところ西欧の安全を不安定化させるものに他ならな
かった。SS-20を備えるソ連に対抗する NATO の戦域核は，米国が配備する F-111 爆撃機
と英国が保有するバルカン爆撃機のみであり，ソ連本土を攻撃可能とはいえ，ソ連の防空網
を突破し，効果的な攻撃を行えるかは疑問であった。ポラリスの後継ポセイドン・ミサイル
も SALTⅡの規制対象に組み込まれていたこともあり，英国，フランスの独立核戦力を除け
ば，NATOの手元には，SS-20に対抗する地上発射型ミサイルはなかった。1977年 10月，
ロンドンに本部を置く IISS（国際戦略研究所）主催の講演会でシュミットは SALTにより
米ソの戦略核が〈中立化〉され，西欧の安全が不安定化したことを強く訴え，東西の軍事的
不均衡を是正するための対応を早急に整備する必要性を主張した。シュミットは，与党 SPD
内や国内世論の反対論を押し切り，西ドイツが主導国となり，NATO 二重決定に漕ぎ着け
た。これにより一方で，ワルシャワ条約機構に軍縮を呼びかけ，他方で，東側の軍事力に対
抗すべく，1983 年から 1984 年までに，英国，西ドイツ，ベルギー，オランダ，イタリア
に，米国の新型戦域核パーシングⅡ・108 基と GLCM・464 基を，平時は米軍の飛行場の
移動式発射台に配備し，有事の際に作戦展開することが決まった58。 
 米欧関係を揺さぶるべくソ連は〈平和攻勢〉に出る。ソ連は各国共産党やメディアを通じ
プロパガンダ・情報戦を仕掛けるほか，ベルギーで開催された軍縮・安全保障欧州フォーラ
ム（European Forum for Disarmament and Security）で米国の〈帝国主義的軍拡〉を糾
弾し，西側の反米・反核世論を掻き立てた59。1980年代には，〈悪の帝国〉ソ連には〈強さ
による平和〉政策で臨むとしたレーガン政権が米国で誕生し，NATO二重決定に基づき 1983
年に，ソ連本土を攻撃可能な米国のGLCMが英国のグリーナムコモン空軍基地に搬入され，
「強力な防衛態勢は（…）ソ連との建設的関係を築くための絶対条件であり，抑止こそが
                                                   
55  Kristina Spohr, “Germany and the Politics of the Neutron Bomb, 1975-1979”, Diplomacy & 
Statecraft, Vol.21, No.2, (June 2010), pp.261-274. 
56 ソ連の〈平和攻勢〉と西欧の反核運動との関係についての詳細は，以下を参照。Holger Nehring & 
Benjamin Ziemann, “Do All Paths Lead to Moscow? The NATO Dual-track Decision and the Peace 
Movement- a Critique”, Cold War History, Vol.12, No.1, (February 2012), pp.1-24.; Gerhard Wettig, “The 
Last Soviet Offensive in the Cold War: Emergence and Development of the Campaign against NATO 
Euromissiles, 1979-1983”, Cold War History, Vol.9, No.1, (February 2009), pp.79-110. 
57 James A. Thomson, “The LRTNF Decision: Evolution of US Theatre Nuclear Policy”, International 
Affairs, Vol.60, No.4, (Autumn 1984), p.603. 
58 金子『NATO北大西洋条約機構の研究』，196-198，207頁。 
59 Wettig, “The Last Soviet Offensive in the Cold War”, pp.88-90. 
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（…）デタントの条件」との信念を持つサッチャーがこれを歓迎した60。GLCMとパーシン
グⅡの多くは，デタントの機運に乗じ祖国統一を果たすことよりも同盟の結束を優先する
という苦渋の選択をしたコール率いる西ドイツに配備が集中した。〈ユーロ・ミサイル危機〉
の渦中にある西側同盟国は，一方で，1983年のNATO国防相会議で，射程 500km以下の
米国製の在欧 SNFの近代化方針を決定し，対ソ核態勢強化に乗り出した。他方で，西欧の
主要都市では，ソ連の〈平和攻勢〉も重なり，大規模な反核運動が巻き起こり，各国政府は，
米国との同盟関係強化と反核・軍縮世論のはざまに立たされていた61。フォード政権期，デ
タントの陰でのソ連の大軍拡を目の当たりにし，レーガン政権期には，核配備を通じ，米国
が対ソ軍事政策のリーダーシップをとればとるほど，同盟国の反核・軍縮世論が高まるとい
う，西側同盟と軍縮のはざまに立たされる悩ましさを，ブッシュは学習するのであった。 
 
第 3節 レーガン政権期の冷戦 
 
 1．ICBM近代化計画 
 核兵器の登場以来，米国にとって米本土への核攻撃が最大の脅威であった。同盟国への拡
大抑止提供もさることながら，米国としては核報復の威嚇を通じて，核保有国による核攻撃
を抑止する自国防衛のための基本抑止も重要であった。米ソ双方がこの原理を受け入れた
場合，両者の間にはMAD体制が確立し，核の先制攻撃の誘因は低下する62。この基本抑止
を支えるのが，米本土からソ連本土を直接攻撃可能な戦略核戦力であり，この戦略核は第一
に，ICBM，SLBM，戦略爆撃機からなる〈核のトライアッド〉から構成される。第二に，
核兵器は弾頭，運搬手段，発射基からなるが，1970年代以降の米国の ICBM近代化計画と
言う場合，このうちの発射基に移動性（mobility）を持たせることを指す。第三に，生存性
（survivability）は核戦略において重要である。理論的には，ある国が他国に対し第二撃能
力を保有している場合，核抑止が成立する。核の第二撃能力を保有する敵を攻撃した場合，
その攻撃国は相手側の第二撃能力による核の応酬から免れないからである。基本抑止の確
保には，核の第二撃能力に生存性がなくてはならない。SLBMや戦略爆撃機と比較すれば，
地中の固定サイロ配備の ICBMは相対的に脆弱である（表 1－1）。 
 
（表 1－1）米国の戦略核の生存性比較表 
〈核のトライアッド〉 戦略爆撃機 SLBM ICBM 
代表的兵器 B-2 トライデント ミニットマンⅢ MX ミジェットマン 
配備形態 
（ソ連から見た標的） 
爆撃機 
（空中） 
潜水艦 
（海中） 
固定サイロ 
（地中） 
鉄道 
（地上） 
車両 
（地上） 
生存性 
（移動性の有無） 
高い 
（有） 
高い 
（有） 
低い 
（無） 
高い 
（有） 
高 
（有） 
                                                   
60 John Baylis & Kristan Stoddart, The British Nuclear Experience: The Roles of Beliefs, Culture, and 
Identity (Oxford: Oxford University Press, 2014), p.172. 
61 詳細な分析は，以下を参照。Leopoldo Nuti, Frédéric Bozo, Marie-Pierre Rey, and Bernd Rother (eds.) 
The Euromissile Crisis and the End of the Cold War (Washington: Stanford University Press, 2015). 
62 梅本『核兵器と国際政治 1945-1995』，16頁。 
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（注）当時の最新鋭のステルス製戦略爆撃機 B-2 の最初の飛行実験は 1989 年 7 月 17 日に成功している。 
（出典）米空軍ウェブサイト，その他，各種資料を参照し，筆者作成。 
 
 1968年 8月，米国はMIRV化 ICBMの初の飛行実験に成功し，1970年 6月には三弾頭
のミニットマン III の小隊をノースダコタ州マイノット空軍基地に展開させた。1973 年 8
月にソ連も初の MIRV 実験に成功している63。MIRV の登場によって理論的に，MIRV 化
ICBM を保有する側が核の先制攻撃をかけた方が相手側より有利となった。というのも，
MIRV 搭載のミサイル一基で同時に複数の弾頭を運搬し，複数の目標を攻撃できるだけで
なく，その強大な破壊力をもって相手の地中深くの固定サイロに先制攻撃をかけ，ICBM戦
力を一掃することが可能となったからである。 
 1972年 4月，ニクソン政権下の米空軍はミニットマン IIIの後継機種MIRV化 ICBMピ
ースキーパー，通称 MX ミサイル研究に着手した。すでにソ連は新型 MIRV 化 ICBM の
SS-18計画を進めており，米国にとってMXは重要な次世代 ICBM戦力と目されていた64。
元来，MXはミニットマン III用の固定サイロに配備することとなっていたが，固定サイロ
がソ連の攻撃に対しあまりにも脆弱であると考える連邦議会は，同案を受け入れず，1年間，
MX開発計画を停止させ，米空軍に，MXに何らかの移動性を持たせることの検討作業に入
らせた。1979年までに米空軍は，およそ 4,600箇所のシェルターの間を 200基のMXを移
動させるMPS（Mobile Protective Shelters）計画を策定した。多くのシェルターにダミー
のミサイルを配備させることで，ソ連にしてみればどこに本物のミサイルがあるか把握す
ることが出来ず，すべてのミサイルを破壊するためにはすべてのシェルターを攻撃しなく
てはならない。ソ連にとり，こうした先制攻撃は相当に手間がかかり，非効率的であろう。
1979年 9月，MPS計画は連邦議会によって承認され，MX研究が本格化したが，その開発
コストが膨大であるため，同計画はわずか 1年後に中止され，1982年までに効果的な移動
性を持たない MX 開発そのものが中止に追い込まれていた65。こうした経緯を持つ ICBM
近代化に再び着手するのがレーガン政権であった。一期目に軍拡に着手するレーガン政権
がMX開発を強調したのは当然の成り行きであった。1982年 5月に発表されたレーガン政
権の国家安全保障戦略に関す NSDD（国家安全保障大統領決定指令）第 32 号の「核戦力」
の項目では，「米国は長引く核戦争に耐えうる能力を開発することで戦略核による抑止を強
化する」ことが掲げられている66。「長引く核戦争に耐えうる能力」とは，移動性を持つ生存
性の高い新型 ICBM戦力を指している。 
 1970年代と同様，連邦議会は，MXは生存性の高いものでなくてはならないとしていた。
レーガン政権はMX・100基を超強固サイロに配備することを提案するが，連邦議会はこれ
をすぐさま却下した。対ソ強硬派のキャスパー・ワインバーガー（Casper Weinberger）国
防長官への議会側の不信感が MX をめぐるホワイトハウスと連邦議会を対立させていたき
                                                   
63 高榎堯『現代の核兵器』（岩波新書，1982年），33-35頁。 
64 Ibid., 27頁。 
65 〈http://www.designation-systems.net/dusrm/m-118.html.〉2017年 6月 23日閲覧。 
66 “National Security Decision Directive 32: U.S. National Security Strategy, (The White House, May 
20 1982)”, 〈https://fas.org/irp/offdocs/nsdd/nsdd-32.pdf,〉2018年 2月 5日閲覧。 
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らいもあった67。議会との妥協を探るべく，ロバート・マクファーレン（Robert McFarlane）
国家安全保障問題担当大統領次席補佐官は，軍事分野の有力議員との接触を図る。上院軍事
委員会にいた民主党の大物議員サム・ナン（Sam Nunn）やウィリアム・コーエン（William 
Cohen）共和党上院議員（メイン州選出，後のクリントン政権二期目国防長官）はマクファ
ーレンに，議会は国防長官への信頼を失っていることを吐露した。ジョン・タワー（John 
Tower）上院軍事委員会委員長は MX 計画について超党派委員会を設置することを提案し
た。マクファーレンは同提案をウィリアム・クラーク（William Clark）国家安全保障問題
担当大統領補佐官に伝え，クラークはこれを直ちに認めた。こうして 1983年 1月に設置さ
れたのがブルーリボン委員会であり68，委員長に就いた退役空軍中将の名にちなんでスコウ
クロフト委員会とも呼ばれた。 
 レーガンが冷戦に勝利することを目指したのに対し，スコウクロフトは，米国の安全保障
にとっては目下，米ソ関係を安定化させることが重要と考えていた。スコウクロフトにして
みればレーガンの軍拡は人類を全滅させる核戦争の可能性という視点を全く欠いたもので
あり，ICBM近代化は必要ではあるが，それは戦略的安定を達成させるための一部であるべ
きと捉えていた。スコウクロフト委員会は 3ヵ月にわたり，連邦議会，軍備，軍備管理の専
門家との意見交換を繰り返し，米国の ICBM 戦力の再検討作業に取り組み69，以下 3 つの
柱からなる政策提言をまとめた。 
  ①MXは固定サイロへ配備する。 
  ②生存性問題解決のため，小型で移動性を持つ単弾頭ミサイルを新たに開発する。 
  ③政権の軍備管理政策は，発射基ではなく，弾頭数にその重きを置くべきである70。 
 スコウクロフト委員会提案は意義深いものであった。まず MX の配備形態を明確にし，
生存性の高い新型ミサイル開発を示している。そればかりでなく，レーガン政権が開始した
対ソ START（戦略兵器削減条約）交渉における既定方針である発射基やミサイルの数のみ
を制限することに異を唱えている。このアプローチをとれば，発射基やミサイルの数が制限
されるのであって，限られたミサイルに多くの弾頭を搭載しようとする MIRV 化の誘因を
ソ連に与えてしまう恐れがあったからである71。スコウクロフト委員会の提言に賛成したホ
ワイトハウスと連邦議会の間で妥協が成立した。なぜ妥協が成立しえたのか。第一に，MX
計画を却下しない同提案をワインバーガーのような対ソ強硬派は歓迎した。第二に，MX計
画に不満を持っていたグループは車両搭載型の小型 ICBM ミジェットマンを新たに開発す
ることで，生存性問題が解決されると考えた。委員会メンバーだったスコウクロフト，ジェ
ームズ・ウールジー（James Woolsey），レス・アスピン（Les Aspin）民主党下院議員（後
のクリントン政権一期目国防長官）らは，将来的に締結される START で MIRV 保有を制
限すれば，戦略的安定は達成されると捉えた。START で MIRV 化 ICBM の保有を制限し
                                                   
67 Bartholomew Sparrow, The Strategist: Brent Scowcroft and the Call of National Security (New York: 
Public Affairs, 2015), pp.221-222. 
68  William M. Newmann, Managing National Security Policy: The President and the Process 
(Pittsburgh: University of Pittsburgh Press, 2003), p.119. 
69 David F. Schmitz, Brent Scowcroft: Internationalism and Post-Vietnam War American Foreign 
Policy (New York: Rowman & Littlefield Publishers, 2011), pp.73-74. 
70 Newmann, Managing National Security Policy, pp.119-120. 
71 Schmitz, Brent Scowcroft, p.76. 
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たとしても，米国が単弾頭ミサイルのミジェットマンを保有していれば，これも戦略的安定
に貢献しよう72。スコウクロフト委員会は，ICBM近代化と対ソ軍備管理を，米ソの戦略的
安定確立という構図の中に定位したのである。 
 広範なコンセンサスにもかかわらず，委員会提言は実行に移されなかった。1986年初頭，
〈双子の赤字〉―財政赤字と貿易赤字―を抱える連邦議会は，よりコストのかからないMX・
100 基のうち 50 基の開発を承認し，ミジェットマン開発を認めなかったのである73。この
頃から ICBM 近代化をめぐりレーガン大統領の〈強さによる平和〉を支持する軍部，国防
総省，連邦議会の対ソ強硬派からなる MX 派と，戦略的安定の観点から，生存性や軍備管
理を重視するプラグマティックな超党派のミジェットマン派という二つのグループが生ま
れた。この頃，ウィリアム・クロウ（William Crowe, Jr.）JCS議長は，米国の情報機関か
ら，今後 10年間のソ連の戦略核戦力の規模と能力についての調査・分析資料を受け取って
いた。資料によれば，現行の SALT体制で禁じられてない SS-24，SS-25などの移動式 ICBM
戦力にソ連は戦力の重心を移していくと分析している。また，ソ連は米国の移動式 ICBM
戦力に対抗するために，1996 年まで核弾頭数を増加させていく展望も示された74。ソ連の
戦略核戦力に対抗すべく，〈双子の赤字〉にもかかわらず，レーガン本人は〈強さによる平
和〉に固執し，1986年暮れ，MX鉄道配備とミジェットマン双方の全面開発を発表した75。
この ICBM 近代化計画はまたも二転三転する。レーガン政権末期の 1988 年 2 月，フラン
ク・カールッチ（Frank C. Carlucci）国防長官は連邦議会宛に『年次報告』を提出し，ゴル
バチョフ政権下のソ連の〈平和攻勢〉を評価しつつも，「しかしながらモスクワは軍事力を
増強し続け，機会があれば，いつでも，そしてどこへでも，ソ連の政治的，軍事的影響力を
拡張させている」と報告した。ソ連の軍事力増強については，①車両移動式 ICBM・SS-25，
鉄道移動式MIRV化 ICBM・SS-24を配備し，それらの生存性を向上させている，②SS-18
の後継 ICBMの飛行実験に着手し，③SS-N-20，SS-N-23などの SLBM搭載可能なタイフ
ーン級，デルタ 4級潜水艦の建造を継続していると指摘した。これらの脅威に対応すべく，
米国は米本土の ICBM戦力の生存性を高めるために，一方で，MX・100基の鉄道配備計画
                                                   
72 Sparrow, The Strategist, pp.228-229. 
73  United States General Accounting Office Report to Congress, ICBM Modernization: Status, 
Survivable Basing Issues, and Need to Reestablish a National Consensus, September 19, 1986. 
74 “IIA 86-100004: Soviet Strategic Forces in the 1990s in a No-Salt Environment, (September 3, 1986)”, 
Box.25, RG263, NARA. 
75 Barry Fridling & John Harvey, “On the Wrong Track? An Assessment of MX Rail Garrison Basing”, 
International Security, Vol.13, No.3, (Winter 1988-1989), p.113.MX鉄道配備計画は，ワイオミング州 F・
E・ワーレン空軍基地を主要作戦基地とし，米本土の他の 10の空軍基地（予定）を結ぶものであった。 
（表）MX鉄道配備計画の候補基地 
Barksdale Air Force Base    (Louisiana) 
Eaker Air Force Base       (Arkansas) 
Dyess Air Force Base        (Texas) 
Fairchild Air Force Base     (Washington) 
Grand Forks Air Force Base  (North Dakota) 
Little Rock Air Force Base     (Arkansas) 
Malmstrom Air Force Base     (Montana) 
Minot Air Force Base          (North Dakota) 
Whiteman Air Force Base      (Missouri) 
Wurtsmith Air Force Base      (Michigan) 
（出典） United States General Accounting Office Report to Congressional Requesters, ICBM 
Modernization: Status of the Peacekeeper Rail Garrison Missile System, January 12, 1989, pp.19-21. 
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を推進し，他方で，ミジェットマン計画は中止することを明かした76。それはミジェットマ
ン開発にはコストがかかり過ぎるという国防総省の判断だった。結局，ICBM近代化計画は
定まることなく，その行方はブッシュ次期政権に委ねられた。 
 
 2．東西貿易，西西貿易めぐる米欧対立 
 レーガン政権は米本土の ICBM に移動性を持たせる近代化計画を策定し，基本抑止の強
化を試みた。ソ連の SS-20 の脅威にさらされていた同盟国の要請に応える形で，パーシン
グⅡと GLCMの同盟国配備を通じて，拡大抑止も提供した。だが，東西対立と東西貿易は
切り離して考えていた同盟国には，米国の対ソ軍事政策に巻き込まれ，デタントの一環で進
める東西貿易を米国が遮ろうとすることは我慢ならないものであった。また米国は統合の
進む ECとの間で貿易摩擦問題も抱えていた。 
 米国の歴代政権は東西対立と東西貿易を連携させて捉えていた。1970 年代には，米ソ貿
易に制限を課すことでソ連に人権状況の改善を要請するリンケージ，1980 年代には，ソ連
の軍事力・経済力の強化に資するような技術品目の対ソ輸出制限の方法が模索された。前者
の代表例として，1974 年に制定された自由移民と人権を抑圧する共産国家に対し，最恵国
待遇を与えないとしたジャクソン＝バニック修正条項が該当する。カーター政権期，ズビグ
ニュー・ブレジンスキー（Zbigniew Brzezinski）国家安全保障問題担当大統領補佐官率い
る NSC に参画したハーバード大学の政治学者サミュエル・ハンチントン（Samuel 
Huntington）を中心に起草された PD（大統領決定）第 18号によって，米ソ貿易制限を梃
子にソ連の人権状況改善を迫るリンケージ方針も策定された。同方針をめぐり，対ソ強硬派
ブレジンスキーと懐柔派サイラス・ヴァンス（Cyrus Vance）国務長官の間で意見の不一致
があったが，1978年 7月，カーター政権はソ連の石油・天然ガス産業の発展に寄与する対
ソ技術貿易に対する米国独自の制裁措置を開始した77。 
 前述のNSDD第 32号で「ソ連の軍事力を制限するために，（…）ソ連の軍事力に資する
技術や資源の流れを阻止する」戦略を掲げたレーガン政権はソ連の石油・天然ガス産業の著
しい発展を深刻な問題として捉えていた。1970 年代以降，ソ連がシベリアで進める天然ガ
ス用パイプライン建設のための部品は西欧諸国の企業から購入されており，その建設費は
主に西欧諸国政府の信用供与や銀行団からの融資でまかなわれていたからである。さらに，
このパイプラインが完成すれば，年間 400 億立法メートルの天然ガスを西欧へ輸出し，ソ
連は毎年約 100億ドルの外貨を得ることが見込まれた。レーガン政権が発足した 1981年秋
には，米国の同盟国である西ドイツ，フランス，イタリアなどの各企業がパイプライン建設
資材の輸出に関する契約を次々とソ連と締結していた78。米国の情報機関は，ソ連が西側貿
易で得た軍事関連技術を自国の軍事力・経済力に転嫁している危険性をホワイトハウスに 2
                                                   
76  Report of the Secretary of Defense Frank C. Carlucci to the Congress on the Amended 
FY1988/FY1989 Biennial Budget, February 11, 1988. 
77 Charles William Carter, “The Evolution of US Policy toward West-German-Soviet Trade Relations 
1969-89”, The International History Review, Vol.34, No.2, (February 2012) p.228. 
78 山本健「天然ガス・パイプライン建設をめぐる西側同盟―1981～1982 年－」益田実・池田亮・青野利
彦・齋藤嘉臣編『冷戦史を問いなおす―「冷戦」と「非冷戦」の境界』（ミネルヴァ書房，2015年），125-
130頁。 
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年連続で報告している79。 
 1981 年 7 月初旬，ホワイトハウスで開催された NSC では，対ソ経済制裁の一環で
COCOM を通じ，石油・天然ガスに関連する機材の禁輸措置が討議された。ソ連の軍事力
を〈援助〉する東西貿易には強力な制裁措置が必要とするワインバーガー国防長官，ジーン・
カークパトリック（Jeane J. Kirkpatrick）国連大使，ウィリアム・ケイシー（William J. 
Casey）CIA長官らの意見が多数派であった。彼らは同盟国とソ連の間の東西貿易が進展す
ることで，西欧の対ソ傾斜を強く警戒していた。SACEURの任務を完了して間もないアレ
クサンダー・ヘイグ（Alexander Haig）国務長官は，東西貿易を厳しく規制すれば米国と
同盟国との間に深刻な対立が生まれ，かえってソ連の西欧への影響力を増大させてしまう
と考えていたが，彼の意見は少数派であった80。 
 その頃，ポーランドでは自主管理労組の全国組織「連帯」が創設され，1,000万人の参加
者とともに，労働者の賃上げを要求する大規模ストライキを行っていた。ポーランド政府は
戒厳令を布告し，「連帯」運動を強制的に潰そうとした。このポーランド危機に際し，レー
ガン政権はポーランドとソ連に経済制裁を発動し，対ソ経済制裁は，西ドイツ，フランス，
イタリアの各企業がソ連と契約を交わしていたパイプライン敷設に必要な機材の禁輸を含
むものでもあった。レーガンの決定に見切りをつけたヘイグは辞意を表し，ジョージ・シュ
ルツ（George Schultz）が国務長官の任に就いた81。すぐさま西ドイツ，フランスなどはレ
ーガン政権の決定に強く反発し，1982 年 7 月には，EC 委員会も米国務省に抗議文書を送
り，米国政府に制裁解除を求めた。シュルツ国務長官は米欧関係の動揺を収束に奔走し，結
局，同年 11月にレーガン政権は経済制裁を撤回した82。 
 これは米欧関係の動揺の束の間の収束に過ぎなかった。米国は，東西貿易のみならず EC
との「西西貿易」問題を抱えていた。1970 年代後半からの慢性的な貿易赤字により，米国
では，あらゆる通商法規を駆使して輸入の排除を図ろうとする動きが見られた。米国は 74
年通商法に新設された 301 条を根拠に外国の不公正貿易慣行の排除を進めた。この考えが
積極的に米国の貿易政策に組み込まれるのは 1985 年のプラザ合意の翌日に行われたレー
ガンの新通商政策演説以降である。レーガンは公正貿易という考え方を打ち出し，74 年通
商法 301条による一方的措置を積極活用し，外国の「不公正な」貿易慣行を打破し，米国製
品の輸出拡大方針を明らかにした83。この関連で，1984 年に対 EC 貿易が赤字に転じた米
                                                   
79  “Special National Intelligence Estimate: Dependence of Soviet Military Power on Economic 
Relations with the West, (Washington, November 17, 1981)”; “Special National Intelligence Estimate: 
The Soviet Gas Pipeline in Perspective, (Washington, September 21, 1982)”, FRUS, 1981-1988, Volume 
III, Soviet Union, January 1981-January 1983.  
80 “Minutes of a National Security Council Meeting, Subject: East-West Trade Controls, (Washington, 
July 6, 1981)”, FRUS, 1981-1988, Volume III, Soviet Union, January 1981-January 1983, pp.193-200. 
81 Carter, “The Evolution of US Policy toward West-German-Soviet Trade Relations 1969-89”, pp.232-
233. 
82 山本「天然ガス・パイプライン建設をめぐる西側同盟」，133頁。 
83 74年通商法 301条は，外国政府の行為，政策，慣行が「不当」，「不合理」もしくは「差別的」であり，
米国の通商に負担を負わせ，または制限している場合には，これら障害を排除する広範な権限を大統領に
与えている。外国政府の措置が，内国民待遇，最恵国待遇など米国が国際法上持つ権利を侵害していれば
「不当」または「差別的」であり，外国政府が米国企業の所有権を認めない，あるいは知的財産権の適切か
つ効果的な保護を実行していない場合などは「不合理」となる。「不当」，「不合理」，「差別的」か否かは，
米国政府の一方的判断により決められる。アメリカ学会編『原典アメリカ史＜第八巻＞』（岩波書店，2006
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国は ECの共通農業政策を「保護主義的」と攻撃した。 
 そもそも ECは共同体内の国民経済における農業比重，農村人口割合，自給率，農業構造
において，加盟国間に格差が存在することを背景に共通農業政策を導入していたが84，1985
年，レーガン政権は「共通農業政策の見直し」と題する青書を公表し，ECの共通農業政策
の価格支持政策の段階的廃止を訴えた。1986 年，米国は EC の新規加盟国，スペインとポ
ルトガルに対する共通農業政策適用により，年 10億ドルもの市場を失うと主張し，74年通
商法 301条に基づき，ECからの乳製品に対する関税引き上げ措置を行った85。乳製品以外
の農産品に関しても米・EC間の農業貿易摩擦があった86。1980年代半ばになると，さらな
る欧州統合の動きがあった。1986年 2月，EC加盟国は，1992年末までに域内のヒト，モ
ノ，カネ，サーヴィスを完全自由移動させるべく，単一欧州議定書に調印した。EC加盟国
の国内議会で議定書が批准される中，米国では〈欧州の要塞化〉を懸念する言説が流布して
いた87。ゴルバチョフの〈新思考外交〉もあって，EC 統合に見られる欧州政治の動態は，
米国とは異なる論理，言うなれば，米国を締め出す形で欧州新秩序が形成されていくのでは
ないかという懸念がブッシュ次期政権に〈インプット〉されるのである。
                                                   
年），207-217頁。 
84 詳細は以下を参照。辰巳浅嗣編『EU―欧州統合の現在』（創元社，2004年），110頁。 
85 藤原豊司「米・EC関係の 30 年―食い違う世界認識」『日本 EC学会年報』第 8 号，1988 年，113頁。 
86 ホルモン剤投与牛肉輸入をめぐる米・EC摩擦は，以下を参照。岩田伸人「米・ECの成長ホルモン牛を
めぐる貿易紛争の課題（その 1）」『青山経営論集』第 32巻，第 4号，（1998年 3月），117-132頁。 
87 ゲア・ルンデスタッド（河田潤一訳）『ヨーロッパの統合とアメリカの戦略―統合による「帝国」への
道』（NTT出版，2005年），100-101頁。 
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第 2章 ブッシュ政権の始動 
 
第 1節 ブッシュ新政権の陣容と課題 
 
 1．ジョージ・ハーバート・ウォーカー・ブッシュ 
 米国では，ケネディ家と同様，ブッシュ家は〈王朝〉と称されることがある。ブッシュ家
を取材してきたシュバイツァー夫妻（Peter Schweizer & Rochelle Schweizer）は，「一世
紀以上にもわたり，歴代大統領の友人，産業界のトップ，実業家，上院議員，下院議員，大
使，州知事，連邦裁判所判事，そして二人の大統領として，ブッシュ家は米国社会の中心に
居続けてきた」としているが1，たしかに，米国近現代史を瞥見しただけでも，ブッシュ家
の存在感は大きい。〈王朝〉と称される所以である。 
 第 41 代米国大統領ブッシュの祖父サミュエル・P・ブッシュ（Samuel Prescott Bush）
は，オハイオ州コロンバスでバックアイ鋳鉄会社を経営し，大手鉄道会社に貨車部品を，大
手自動車会社にトラック部品を，製造・提供していた。米国が第一次世界大戦に参戦した翌
年，戦時産業委員会の火砲・小銃火器・弾薬部門の責任者となり，レミントンなど兵器製造
会社と関わりを持っていた。息子プレスコット・シェルドン・ブッシュ（Prescott Sheldon 
Bush）は 1895 年に生まれた。イェール大学に進学したプレスコットには，同窓にアヴェ
レル・ハリマン（Averell Harriman）とディーン・アチソン（Dean Acheson）がいた2。後
に前者は商務長官，後者は国務長官として，トルーマン政権のマーシャル・プランと封じ込
め政策の推進者となる。大学卒業後,プレスコットは US ゴム会社に勤務し，コネチカット
州グリニッチに移った。その後プレスコットはウォール街の投資銀行の共同経営者となる。
彼にはメイン州ケネバンクポートに海岸別荘もあった。やがて生まれる息子が大統領とな
り，政府高官や各国首脳と意見交換を交わすため，この別荘を活用することとなる。 
 ジョージ・ハーバート・ウォーカー・ブッシュは 1924 年 6 月 12 日に生まれた。プレッ
プスクール卒業後，1942 年に海軍に入隊したブッシュには，海軍戦闘機のパイロットとし
て，太平洋上で日本軍と交戦し，被弾・墜落した経験がある3。1948年，イェール大学卒業
後，ブッシュはテキサスでザパタ・オフショア石油を設立し，ビジネスマンとしての道を歩
み始めた。 
 それから数年後，父プレスコットの投資銀行時代のビジネスパートナーだったウィリア
ム・ドレイパー（William H. Draper, Jr.）やゴードン・グレイ（Gordon Gray）は，アイ
ゼンハワー政権中枢にいた。ドレイパーは元陸軍次官でドイツの戦後処理の経済担当，グレ
イは弁護士で元陸軍長官という経歴の持ち主だが，両者とも，アイゼンハワー大統領の側近
となっていた。彼らと旧知の仲だったプレスコットは共和党上院議員（コネチカット州選出）
として，アイゼンハワーと親交を深めていた。反共主義者プレスコットを，尊敬の眼差しで
見ていたのは，当時の副大統領ニクソンだった4。 
                                                   
1 Peter Schweizer & Rochelle Schweizer, The Bushes: Portrait of a Dynasty (New York: Anchor Book, 
2005), p.xiii. 
2 越智道雄『ブッシュ家とケネディ家』（朝日新聞社，2003年），32-33頁。 
3 仲晃『アメリカの選択―ジョージ・ブッシュの挑戦』（共同通信社，1988年），49-53頁。 
4 Webster Griffin Tarpley & Anton Chaitkin, George Bush: The Unauthorized Biography (Washington 
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 石油ビジネスで成功をおさめたブッシュは，政治の世界へ目を向け始める。テキサスでは，
州知事選がジョン・コナリー（John Bowden Connally, Jr.）民主党候補とジャック・コッ
クス（Jack Cox）共和党候補の間で争われていた。ブッシュはコックスを応援していたが，
結果，コナリー知事が誕生した。1963年 11月 22日，コナリーは，テキサス州ダラス訪問
中のジョン・F・ケネディとともに凶弾に倒れた。ホワイトハウスでは副大統領のリンドン・
ジョンソン（Lyndon Johnson）が大統領に昇格し，内政では公民権法の成立，対外的には
ヴェトナム戦争の本格介入を行った。1964 年の大統領選は，ジョンソンと好戦的な反共主
義者バリー・ゴールドウォーター（Barry Goldwater）との争いとなった。テキサスでは，
ブッシュは上院議員選への出馬を表明し，ラルフ・ヤーボロ （ーRalph Webster Yarborough）
民主党上院議員と対決した。票集めのため，ブッシュは公民権法に反対し，中国の国連加盟
を否定し，ヴェトナムへの核攻撃までも主張してみせた。結果，ゴールドウォーター派と目
され，敗北を喫したことは想像に難くない。ホワイトハウスではジョンソン政権が発足した
5。ゴールドウォーター支持に奔走した応援演説が衆目を集め，2 年後のカリフォルニア州
知事に当選し，やがて大統領になるのが，レーガンだった6。 
 ジョンソンの一連の政策は米国政治に決して小さくない影響を与えた。公民権法成立は，
南部の保守的な白人層の民主党支持からの離反を，ヴェトナム介入は，学生や知識人を中心
とした反戦運動を誘発した。この過程で，民主党のリベラル路線に失望した知識人の一部は，
ネオコンを構成する7。その頃，ザパタ・オフショア石油を辞めたブッシュは，ニクソンの
助けを借りながら，テキサス州第七区から下院議員に選出された8。 
 ニクソンは，大統領になるや，ブッシュを国連大使に任命した。上院外交委員会にいた父
プレコットの友人たちは，外交経験のないブッシュに多くの知恵を授けた。国連総会の場で，
ブッシュはニクソン訪中を機に浮上した中国代表権問題に対応する。キッシンジャーが率
先する外交面でニクソンが成果を挙げていた 1972年の大統領選では，再選を目指すニクソ
ンとジョージ・マクガバン（George McGovern）民主党候補が対決した。結果はニクソン
の勝利に終わったが再選を果たした彼もウォーターゲート事件でホワイトハウスを去る。
ニクソン辞任後，ジェラルド・フォード（Gerald Ford）が大統領に就任した。この時，ブ
ッシュは米中連絡事務所長として北京におり，キッシンジャー訪中の手助けをしていた。国
連大使，米中連絡事務所長とした働いたころのブッシュは，〈キッシンジャーのクローン〉
として働いた。1975 年 11 月にキッシンジャーから電報を受け取ったブッシュは，ワシン
トンへ戻る。CIA 長官を務めあげるためであった9。この頃のワシントンには，スコウクロ
フト大統領補佐官，ベーカー商務次官，チェイニー大統領首席補佐官がいた。彼らが奉仕し
たフォード政権は，CSCEや先進国首脳会議などの多国間フォーラムに努力を注いでいた。 
 1972 年の大統領選と，ニクソン，フォード政権のデタント政策は，またしても米国政治
に影響を与えた。ニクソンとの大統領選の際，ヴェトナムばかりでなく，世界大での米軍の
                                                   
DC: Executive Intelligence Review, 1992), pp.52-55. 
5 Ibid., p.173.；仲『アメリカの選択』，58-59頁。 
6 村田晃嗣『レーガン―いかにして「アメリカの偶像」となったか』（中公新書，2011 年），107-111 頁。 
7 村田晃嗣『アメリカ外交―苦悩と希望』（講談社現代新書，2005年），126-133頁。 
8 Tarpley & Chaitkin, George Bush, Chapter 10. 
9 Ibid.,pp.214-225, p.287. 
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撤退を要求（Come home, America）したマクガバンに，民主党を基盤とするネオコンは辟
易していた。国防予算削減，反介入主義色の強い〈マクガバニズム〉に染め上げられつつあ
る党内に設置された反デタント団体，民主党多数派連合（Coalition for a Democratic 
Majority）を活用し，これを取り仕切ったアーヴィン・クリストル（Irving Kristol）の下，
ネオコンは党内で一定の地位を確保した。けれども，ネオコンを排除したカーター政権は，
彼らにとって〈マクガバンなきマクガバニズム〉（ジーン・カークパトリック）と映り，こ
れに冒された民主党から〈迫害〉を受けたネオコンは〈荒野をさまよう〉ことを余儀なくさ
れた10。彼らはキッシンジャー流の外交を批判し，デタントの陰で，拡張主義的傾向を見せ
るソ連を痛烈に批判した。レオニード・ブレジネフ（Leonid Brezhnev）は SS-18，SS-22
をソ連・東欧へ配備し，アフガニスタンへの侵攻を開始していた。ネオコンは〈強さによる
平和〉という考えの下，〈悪の帝国〉ソ連と戦うロマンチズムの香しいレーガン政権の強力
な支持者となった。そのレーガンもゴルバチョフと核軍縮に取り組み，ソ連という明確な敵
の姿が朧げになりつつあった 1980年代後半，ネオコンは再び〈荒野をさまよう〉のである
11。ブッシュは，米国政治の変容の中で，こうした経歴をたどりながら，東部外交エスタッ
ブリッシュメントとなった。そして，〈米国の偶像〉となりつつあったレーガンの後継者と
してホワイトハウスに入り，歴代大統領が経験したことのない，冷戦終結という変革の荒波
の中，米国外交の舵を取るのであった。 
 
 2．新政権の陣容 
 総じて，プラグマティックで均質性の高いスタッフたちがブッシュを支えた。ここではブ
ッシュ新政権の陣容について瞥見してみよう。 
 ブッシュ自身，共和党穏健派であり，保守派が忌み嫌う東部外交エスタブリッシュメント
であった。彼には良家の子弟にありがちな〈弱虫〉イメージがつきまとっていた。そんなブ
ッシュは副大統領に，ダン・クエール（Dan Quayle）共和党上院議員（インディアナ州選
出）を指名した。政治家としての実績は乏しかったが，宗教右派の寵児クエールを副大統領
に就任させることで，共和党保守派からの支持を得たいブッシュの思惑があった。クエール
は内政を担当したが，二人の関係は「愛と情熱のない結婚生活」に似ていた12。アーヴィン・
クリストルの息子ウィリアム・クリストル（William Kristol）は，クエールの首席補佐官の
立場にあった。ブッシュが新政権に参画させる人材として，重要視していたのは，ベーカー
とスコウクロフトである。彼らは，ブッシュが大統領選挙で勝利する 1988 年 11 月中に，
早くもブッシュから指名を受けた。 
 ジェームズ・アディソン・ベーカーIII世は，1930年 4月 28日，テキサス州ヒュースト
ンに生まれた。「III世」という言葉が示すように，ベーカー家はヒューストン市の古くから
の名門であり，ベーカーの曽祖父は，ヒューストンの町を最初に開いた開拓者の一人であっ
                                                   
10  Jay Winik, “The Neoconservative Reconstruction”, Foreign Policy, No.73, (Winter 1988-1989), 
pp.138-139. 
11 レーガンの対ソ政策の変遷と，それに対する保守派の動向については，以下に詳しい。Robert Samuel, 
“Conservative Intellectuals and the Reagan-Gorbachev Summits”, Cold War History, Vol.12, No.1, 
pp.135-157. 
12 村田晃嗣『現代アメリカ外交の変容―レーガン，ブッシュからオバマへ』（有斐閣，2009 年），75 頁。 
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た。彼はプリンストン大学，テキサス大学ロースクールを卒業し，地元の法律事務所で弁護
士として活動した。ベーカーはテキサス大学で学ぶ以前に，海兵隊で 2年間勤務したが，従
軍経験はない。ブッシュとベーカーの間には，すでに 30年以上もの友情があった。1960年
代末のある晩，ベーカーは，6歳年上のブッシュ下院議員が主催するハンバーガー・パーテ
ィーで彼と出会い，ここで二人は意気投合した。ベーカーは民主党員であったが，やがて共
和党に鞍替えし，1972 年の大統領選では，テキサス州をニクソンに取らせるために奔走し
た。1980 年の共和党大統領候補の争いで，ベーカーはブッシュの選挙対策本部長になり，
レーガンに挑んだ。ブッシュもベーカーもレーガンに敗れたが，レーガンは両者の才能を見
抜き，前者を副大統領に，後者を大統領首席補佐官，後に財務長官に就任させている。ベー
カーは財務長官として，1985年のプラザ合意，1987年のルーブル合意，米加自由貿易協定
交渉，第三世界の累積債務問題などに取り組んだ。1988年 8月にベーカーが財務長官を辞
めた時，『ワシントン・ポスト』紙は「一世を風靡する国際的人物，恐らくは現代米国史上
で最も影響力が大きかった財務長官」と賛辞を送っている。大統領選に臨むブッシュが世論
調査でマイケル・デュカキス（Michael Dukakis）民主党候補に引き離されて苦境にあえい
でいたとき，ベーカーはブッシュの選挙対策本部長になり，ブッシュの当選を強力に後押し
した13。大統領選投票日の 2日前，副大統領公邸で，ブッシュはベーカーにこう言った。「も
し勝ったら，きみに国務長官をやってもらいたい」。ベーカーには反対する理由などなかっ
た14。二人の間には強い友情があり，兄弟にも似た人間的結びつきがあった。 
 ブレント・スコウクロフトは，1925年 3月 19日，ユタ州オグデンに生まれた。1947年
にウェストポイントの陸軍士官学校を卒業し，コロンビア大学で修士号を取得後，陸軍士官
学校でロシア史の教鞭をとった。1959年 6月から 2年間，スコウクロフトは，駐在武官補
佐官として，ユーゴスラヴィアのベオグラード大使館に勤務する機会を得た。ここでの経験
は，「その後の経歴における東欧問題やナショナリズムについての彼の思考に大きな影響を
及ぼした」とスコウクロフトの評伝を手がけたデイヴィッド・シュミッツ（David Schmitz）
は言う。スコウクロフトは 1964 年から米空軍司令部に勤務し，1967 年にコロンビア大学
で博士号を取得した。ニクソン政権では，キッシンジャー大統領補佐官の下，大統領次席補
佐官としてホワイトハウスに勤務し，フォード政権では大統領補佐官に昇格している15。激
高しやすく，自己中心的で，意地の悪いキッシンジャーとは異なり，スコウクロフトは落ち
着きがあり，忍耐強く，注意深い人物だった16。スコウクロフトは 1975年に中将の階級で
空軍を退役した軍人だが，経歴からも分かるように，歴史と理論の洞察を兼ね備えた学者肌
の政策通だった。 
 再び，シュミッツを引こう。 
  この空軍中将にとり，第一次世界大戦は全く新しい闘争だった。19世紀後半から 20世
紀初頭は，科学的，経済的，社会的前進が約束されているという大いなる楽観主義と進
                                                   
13 仲晃『アメリカの選択』，118-124頁。 
14 ジェームズ・ベーカ （ー仙名紀訳）『シャトル外交―激動の四年＜上巻＞』（新潮文庫，1997年），52頁。 
15 David F. Schmitz, Brent Scowcroft: Internationalism and Post-Vietnam War American Foreign 
Policy (New York: Rowman & Littlefield Publishers, 2011), pp.7-10.  
16 Bartholomew Sparrow, The Strategist: Brent Scowcroft and the Call of National Security (New York: 
Public Affairs, 2015), p.83. 
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歩の時期だった。だが，第一次世界大戦は野蛮な闘争であり，欧州の自信を木端微塵に
し，自由主義国家は終わりつつあるとした反自由主義的思想や反民主主義的運動の台
頭を許してしまったとスコウクロフトは考えていた。（…） 
   彼〔スコウクロフト〕は，ウィルソンの構想を，十分練られたものでなかったと考え
ていた。「我々が，世界を民主的なものにすると言うならば，それはやり過ぎだ」とス
コウクロフトは言う。（…） 
   スコウクロフトはこう言う。「大学院に進学した時，ハンス・モーゲンソーの『諸国
間の政治』（Politics among Nations）〔邦題『国際政治』〕は国際政治学徒にとってバイ
ブルだった。モーゲンソーは，国際政治をパワーをめぐる闘争とし，パワーこそが唯一
問題となるものと説いていた（…）。だが，外交とは，パワーをめぐる闘争以上のもの
である」。（…）現実主義とは，スコウクロフトにしてみれば，「達成可能なものの限界
についての認識なのであって，我々の目的は何か，ではなく，我々は現実的に何ができ
るか，についての認識」であった17。 
 このような考えを持つスコウクロフトであったから，彼は，個人的にレーガンの外交・安
全保障政策にはかなり批判的だった。スコウクロフトの目には，政権一期目の対ソ強硬路線
は愚かなもので，政権二期目のゴルバチョフへの妄信はナイーブなものと映った18。 
 またスコウクロフトは，ニクソンがキッシンジャーに傾注し，政策決定過程からウィリア
ム・ロジャーズ（William Rogers）国務長官を締め出していたこと，カーター政権期のブレ
ジンスキー大統領補佐官とヴァンス国務長官の確執を間近で見てきた。それゆえ，1989 年
の早い段階で，スコウクロフトはベーカーに対し，彼への通達なく，自分が公の場で発言す
るのは控えること，自分や NSCスタッフが外国要人と会談したり，訪問することは避ける
ことを確認し，ニクソンやカーター政権期の大統領補佐官と国務長官の間の不健全な関係
を繰り返さず，良好な二人の関係， NSCと国務省の関係の維持に徹しようとした19。ベー
カーは，スコウクロフトを「理想的な大統領補佐官だった」と振り返り，「前任者たちに時
として見られた極度の自己顕示欲はなく，自分の考えをがむしゃらに押し付けようともし
なかった。それどころか，大統領の〈誠実な仲介人〉（honest broker）として忠実に役目を
果たそうと，つねに最大限の努力を怠らなかった」とスコウクロフトの人柄や仕事ぶりを絶
賛している20。 
 ニクソン政権以降，互いに要職に就き，親交を深めてきたブッシュとしては，スコウクロ
フトの外交についての学識が必要だった。大統領選直後の 1988 年 11 月 20 日の日曜日の
朝，副大統領公邸を訪れたスコウクロフトに，ブッシュは大統領補佐官となって欲しい旨を
伝えた。スコウクロフトは「イエス」と答えた21。 
                                                   
17 Schmitz, Brent Scowcroft., pp.10-13.〔  〕内は筆者による補足。 
18 Christopher Maynard, Out of the Shadow: George H.W. Bush and the End of the Cold War (College 
Station: Texas A&M University Press, 2008), p.7. 
19 Bartholomew Sparrow, “Organizing Security: How the Bush Presidency Made Decisions on War and 
Peace,” in Michael Nelson & Barbara A. Perry (eds.), 41: Inside the Presidency of George H.W. Bush 
(Ithaca and London: Cornell University Press, 2014), pp.83-89.；“Interview with Brent Scowcroft”, 
George H.W. Bush Oral History, Conducted by the Miller Center, University of Virginia. 
20 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，69頁。訳出については，適宜，原著を参照した。James A. Baker, 
The Politics of Diplomacy: The Revolution, War & Peace, 1989-1992 (New York: Putnam, 1995), p.25. 
21 Bush & Scowcroft, A World Transformed, pp.19-20. 
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 スコウクロフトの下，NSC 事務局には，豊富な実務経験者や学者がスタッフとして登用
された。スコウクロフトは，ロバート・ゲーツ（Robert Gates）を国家安全保障問題担当大
統領次席補佐官とし，彼の側近に据えた。ゲーツには空軍の軍歴があり，フォード政権の
NSCに若手スタッフとして参画し，レーガン政権期には CIA副長官を務めあげていた。 
 欧州ソ連担当上級部長のロバート・ブラックウィル（Robert D. Blackwill）は，欧州担当
国務次官補代理（1982～1983年）として国務省に勤務後，ハーバード大学ケネディスクー
ル副学院長（1983～1985年），MBFR交渉担当官（1985～1987年）を歴任している。「東
西ドイツでの米ソの軍事力削減と中欧の平和的変革の間には，明白なつながりがあるにも
かかわらず，欧州大陸の戦後秩序の根本的変革という長期の可能性を直視することに，西側
は準備ができていないままだ」という当時のブラックウィルの観察は，間もなく，欧州に大
きな変革が押し寄せることに鑑みれば，正鵠を射たものであったといえよう22。 
 欧州ソ連担当として，その才能を発揮したのが，若きソ連研究者ライス女史である。1954
年生まれのアラバマ州出身の黒人である彼女は，15歳でデンバー大学に入学し，ジョセフ・
コーベル（Joseph Korbel）の下，国際関係，軍事，ロシア語を習得した。19歳で卒業後，
修士課程をノートルダム大学へ進むも，博士課程はデンバー大学へ戻り，コーベルの指導の
下，博士論文『従属国支配の政治―チェコスロヴァキアの場合，1948-1975年』の執筆に打
ち込んだ。弱冠 26歳で博士号を取得し，スタンフォード大学助教授に着任した。彼女の指
導教授コーベルは，1909 年にチェコスロヴァキアに生まれた外交官であり，1939 年 3 月
のヒトラーのプラハ侵攻，1948 年のチェコスロヴァキアの共産主義政権樹立を目撃してい
る。祖国の共産主義化の直後，コーベル一家は米国へ亡命した。ウィリアム・クリントン
（William Clinton）政権期の国務長官マデレーン・オルブライト（Madeleine Albright）
女史は，彼の実娘である。ブッシュ新政権へ参画する契機となったのは，1984 年にスタン
フォード大学で催された晩餐会であった。この時，座談に退屈していたスコウクロフトは，
ライスと言葉を交わし，突然，我に返ったという。自身のソ連観とライスのそれとの間に意
見の一致を感じ取ったスコウクロフトは，「こういう人物を探していた」と回想する。1988
年の大統領選が終わり，ホワイトハウスのスタッフ選定に取りかかったスコウクロフトは，
いの一番でライスに打診している23。 
 NSC 欧州ソ連担当スタッフには他にも研究者出身者がいた。ヴァージニア大学で博士号
を取得したロバート・ハッチングス（Robert Hutchings）は東欧およびドイツ研究者であ
り，ゼリコウはフレッチャー法律外交大学院で博士号を取得した国際関係論の学者だった。 
 国務省では，ローレンス・イーグルバーガー（Lawrence Eagleburger）が国務副長官と
なった。彼は特別補佐官としてキッシンジャーに仕えた経験を持つ。ベーカーは，彼の献身
的な働きぶりを知っており，副長官にまさに最適と考えていた。かつて，ニクソンはベーカ
ーにこんなことを話している。「彼〔イーグルバーガー〕はとことん上司に忠実で，間違っ
ても勝手に計画を立てたりしない。それに，下水道のネズミみたいに頭が切れる」24。 
                                                   
22 Robert D. Blackwill, “Conceptual Problems of Conventional Arms Control”, International Security, 
Vol.12, No.4, (Spring 1988), p.32. 
23 アントニア・フェリックス（渡邊玲子訳）『プライドと情熱―ライス国務長官物語』（角川学芸出版，2007
年），15-16，90-92，126-127頁。 
24 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，87頁。〔  〕内は筆者による補足。 
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 国務省の中でも，ドイツ統一政策に最も直接的にかかわったのは，ロバート・ゼーリック
（Robert Zoellick）とデニス・ロス（Dennis Ross）である。ハーバード大学ロースクール
とケネディスクールを修了したゼーリックは国務省顧問に就き，ベーカーの〈第二の頭脳〉
として機能した。ロスはカリフォルニア大学で博士号を取得後，国防総省，国務省，NSCに
参画し，実務経験の豊富な人物だった。テーマや概念をまとめる能力に長けたロスを，ベー
カーは国務省政策企画室長に就任させた25。ハーバード大学でサミュエル・ハンチントンの
指導の下，博士号を取得し，ランド研究所研究員を務めた政治学者フランシス・フクヤマは，
この時の政策企画室にいた。ジャック・マトロック（Jack Matlock, Jr.）はレーガン政権期
から駐ソ大使に留まり，駐西ドイツ大使については，ほどなくリチャード・バート（Richard 
Burt）からヴァーノン・ウォルターズ（Varnon Walters）に交替した。 
 国防長官に，ブッシュはジョン・タワー共和党上院議員（テキサス州選出）を指名した。
テキサス州出身のタワーは，ブッシュの信頼のおける友人であり，上院軍事委員会委員長
（1981～1984 年）を務めたことから，軍事についての見識も深いと期待されていた26。だ
が，飲酒，女性問題のスキャンダルが発覚してしまう。彼の政敵であったサム・ナン上院軍
事委員会委員長はこれを攻撃し，1989年 3月 9日にタワーの国防長官の承認が上院本会議
で否決されてしまう。この日の午後，ジョン・スヌヌ（John Sununu）大統領首席補佐官は
ディック・チェイニー共和党下院議員（ワイオミング州選出）に，スヌヌのオフィスに来る
よう電話をかけた。午後 5 時，チェイニーはフォード政権期の職場であるホワイトハウス
の首席補佐官室を訪ねた。スコウクロフトも待っていた。「大統領がきみを国防長官に指名
したら，考えてくれるかね」と尋ねるスヌヌにチェイニーは即答した。「もちろんです」27。
翌日，ブッシュはチェイニーを新たに国防長官に指名することを決定した。3 月 14 日から
開始した上院軍事委員会での承認審査も順調に進み，17 日の上院本会議でチェイニーの国
防長官就任を全会一致で承認した28。わずか 1日足らずでチェイニーを指名したことにも表
れているように，旧知の仲だったチェイニーへのブッシュの信頼の厚さがうかがえる。チェ
イニー自身，こう回想している。「ブッシュの国家安全保障チームの強力な特徴の一つは，
お互いのことをすべて知り尽くしていたこと，かつて共に働いたことがあり，お互いを信頼
していたことだと私は思っている」29。登山仲間として，ワイオミング州の山々をチェイニ
ーとともに踏破したことのあるベーカーも，「我々はバディーとして，親密だった」と述懐
する30。「ソ連のパワーが復活し，ソ連の改革を期待しすぎる米国が裏切られでもしたらど
うするのだ」と常に言っていたチェイニーを保守的だったとパウエルは振り返る31。 
 チェイニー国防長官の下の OSD（国防長官官房）には，ウィリアム・タフト IV世（William 
                                                   
25 Ibid.，82-84頁。 
26 Bush & Scowcroft, A World Transformed, p.21. 
27 ボブ・ウッドワード（石山鈴子・染田屋茂訳）『司令官たち―湾岸戦争突入にいたる決断のプロセス』
（文藝春秋，1991年），48-50頁。 
28 Timothy Naftali, George H.W. Bush (New York: Times Books, 2007), pp.68-69.；『讀賣新聞』1989年
3月 11日付（朝刊）。 
29 Maynard, Out of the Shadow, pp.9-10. 
30 “Interview with James A. Baker, III”, George H.W. Bush Oral History, Conducted by the Miller 
Center, University of Virginia.  
31 “Interview with Colin Powell”, George H.W. Bush Oral History, Conducted by the Miller Center, 
University of Virginia. 
43 
 
Howard Taft IV）国防副長官がいた。やがてNATO大使になる彼は，ウィルソンの一代前
のウィリアム・タフト米国第 27 代大統領の曾孫である。他に，ルイス・リビー（I. Lewis 
“Scooter” Libby）国防副長官（1992～1993年），ポール・ウォルフォヴィッツ（Paul Wolfowitz）
政策担当国防次官（1989～1993年），ザルメイ・ハリルザド（Zalmay Khalilzad）政策担
当国防副次官（1990～1992 年）らがいた。彼らは米国の軍事政策に関する国務省や NSC
との公式，非公式の省庁間協議に度々参画した。彼らはネオコンである32。なお，国防総省
は，NSCや国務省と比べて，ドイツ統一外交に深く関与してはいない33。 
 JCS 議長には，1989 年 9 月 30 日まではウィリアム・クロウ海軍大将，以降はパウエル
陸軍大将が就任した。ソ連海軍と対峙してきたクロウ提督は，1980 年代にあっても，純粋
な冷戦思考を持った軍人であった。1988年 3月，上下両院で開催された予算委員会で，ソ
連を「一貫した米国の安全保障と安定的な国際環境にとっての重大な脅威」としたクロウ提
督は，ソ連の軍事力増強や第三世界への拡張主義を，ソ連が〈前衛〉として世界の共産主義
化を目指している証とし，イデオロギーに基づくソ連観を示している。また，「我々の主要
な懸念はソ連との戦略的均衡の維持である」とし，ICBM用強化サイロや移動式発射システ
ムを構築するソ連の動向に，相当な懸念を示した。その上で，クロウ提督はこう指摘した。 
  これらのことをすべて考慮し，〔レーガン政権が〕提案している戦略戦力やその計画は，
合衆国と我々の同盟国に対する直接的な核攻撃をしかけてくることを抑止し続けると，
それなりに私は自信を持っている。だが，こういった評価を確たるものにし続けるため
に，再度，強調しなくてはならないことは，我々の戦略戦力の近代化計画は，ぜひとも
遂行すべきということだ34。 
 彼には，ゴルバチョフ政権下のソ連を，従来のイデオロギー枠組をもって眺め，軍縮によ
って削減されたものよりも，配備中あるいは将来配備予定のソ連の軍事力動向を反映し，米
国の軍事力の整備を考えるきらいがあった。JCS 議長の任期満了（1989 年 9 月 30 日）を
待つクロウは，ブッシュ政権の国家安全保障の決定過程において，閣僚たちが連邦議会，マ
スコミ，世論に対する影響を念頭においていることは愉快なことでは決してなかった35。 
 1937年 4月 5日，ジャマイカ系移民の子として生まれたパウエルにはヴェトナム戦争の
従軍経験がある。陸軍軍人としての最初の勤務地は，西ドイツのゲルンハウゼンだった。そ
こで第 48 歩兵旅団第 2 機甲小銃大隊 B 中隊の小隊長として，40 人の部下の指揮をとった
パウエルは，1980年代には在欧米軍第 5軍団の指揮をとる陸軍中将にまで昇格した。やが
て，キッシンジャーやブレジンスキーがいたポストに自分がいることの感慨を噛み締めな
がら，レーガンの大統領補佐官を務めあげた36。ブッシュは，パウエルが JCS 議長になる
                                                   
32 Maria Ryan, Neoconservatism and the New American Century (New York: Palgrave Macmillan, 
2010), p.19. 
33 “Interview with Richard B. Cheney”, George H.W. Bush Oral History, Conducted by the Miller 
Center, University of Virginia. 
34 “Statement of Admiral William J. Crowe, Jr., USN Chairman of the Joint Chiefs of Staff before the 
House Budget Committee on the FY1989 Defense Budget (March 1, 1988),” “Statement of Admiral 
William J. Crowe, Jr., USN Chairman of the Joint Chiefs of Staff before the Senate Budget Committee 
on the FY1989 Defense Budget (March 3, 1988),” Box.139, Folder 4 (1), William J. Crowe Papers, LC.
〔  〕内は筆者による補足。下線強調は原文ママ。 
35 ウッドワード『司令官たち』，76頁。 
36 コリン・パウエル（鈴木主税訳）『マイ・アメリカン・ジャーニー』（角川書店，1995年），63-64，419
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や，誰とでも打ち解けられる彼の人柄をいたく気に入った37。 
 以上が，ブッシュ新政権の陣容である。外交問題評議会のデイヴィッド・ロスコフ（David 
Rothkopf）は，彼らは「緊密に連携し，一つのユニットのように」働き，「それはまるでジ
ャズのようだ」と評している38。かつてブッシュ政権の NSCに参画したスタッフの一人は，
こう記している。 
  私がこれまで見てきたいくつかの歴代政権における分断や脆さといったイデオロギー
的対立は不在だった。（…）ともすれば，〔ブッシュ新政権に〕参画した人材が登用され
たのは，彼らのプロフェッショナリズムと実務経験がためであろう。（…）ただ一つ，
私が見たイデオロギ 〔ー的対立〕は，ソ連が解体する時だった。（…）けれどもそれは，
主として，アイディアをめぐる論争であったように私には思えるのではあるが39。 
 
 3．希望，強さ，そして警戒 
 1989 年 1 月 20 日。その日，ワシントンの寒空には雲がかかっていた。ホワイトハウス
からキャピトル・ヒルへと向かう車の中で，レーガンは目の前にいるブッシュにこう言った。
「私がカリフォルニア州知事になった時のことだけれども，私が聖書の上に手をかざした
とたん，太陽が顔を出してね，私の手を温めたのだよ」。正午になった。ブッシュが連邦議
会議事堂前の演壇に上がるや，太陽が照ってきた40。 
 大統領就任演説でブッシュは次のように語っている。 
   ここに我々の心，そして我々の歴史に永続的な地位を得た人物がいる。レーガン大統
領，私は米国民を代表し，あなたが米国のために行った素晴らしいことに感謝する。（…） 
   私は，皆さんの前に立ち，約束に満ちた時期に大統領に就任する。我々が生きている
のは平和と繁栄の時代だ。しかし，我々はこれをもっと良くすることができる。なぜな
ら，新しい風が吹いており，自由で活気を取り戻した世界が再び生まれ変わったように
見えるからだ。事実はともかく，人の心の中では，独裁者の時代が終わったからだ。全
体主義の時代は過ぎ去りつつあり，その古い思想は，生命のない古代の木の葉のように
吹き飛ばされてしまった。新しい風が吹いている。自由で活気づいた国民は，前進する
用意が出来ている。（…）未来は深い霧がたち込めたように，見通しのつかないように
思える時がある。そんな時には，霧が晴れ，正しい道が現れるのを望みながら，座して
待っているだけだ。だが，今は，未来が真っすぐ歩いて通り抜けられる扉のように見え
る時代だ。その扉の向こうには，明日という名の部屋がある。（…） 
   我々は同盟関係と友情を強く堅持する一方で，ソ連との新たな親密な関係を維持し
て行くだろう。それは我々の安全保障とも進歩とも合致するものである。我々の新たな
                                                   
頁。在欧米軍第 7軍団は，アンドリュー・チェンバーズ（Andrew Chambers）中将の指揮下にあった。 
37 Bush & Scowcroft, A World Transformed, p.23. 
38 The National Security Council Project Oral History Roundtables: The Bush Administration National 
Security Council (April 29, 1999), Center for International and Security Studies at Maryland and the 
Brookings Institute, p.9；David Rothkopf, Running the World: The Inside Story of the National Security 
Council and the Architects of American Power (New York: Public Affairs, 2005), p.277. 
39 Rothkopf, Running the World., p.279.〔  〕内は筆者による補足。 
40 Jon Meacham, Destiny and Power: The American Odyssey of George Herbert Walker Bush (New 
York: Random House, 2015), p.356. 
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関係は，一つには過去の経験に希望や強さが打ち勝った結果だと言う人もいるかもし
れない。しかし，希望は良いものだ。強さも同様だ。そして警戒も。（…） 
   新しい風が吹き，物語のページが繰られている，そして今日，新しい章が始まる。団
結，多様性，寛大さを語る，小さいが荘厳な物語である。この物語を皆で分かち合い，
書いていくのだ。ありがとう。皆さんに神の祝福あれ。合衆国に神の祝福あれ41。 
 レーガンの就任演説と比べてみると，上記の演説のいたるところに慎重なブッシュの個
性がにじみ出ている。「自由の敵や潜在的な敵には，平和こそ米国民にとって最高の希望で
あることを思い起こしてもらいたい。我々はそのために交渉し，献身するが，屈服はしない。
現在も，そして今後も」。「我々の自制心を，決して誤解してはならない。（…）必要とあら
ば，我々は勝利するに十分な軍事力を維持する。そうすることで，軍事力を行使する必要が
なくなる可能性が最大化されることを知っているからである」42。同じ場所で，かつてレー
ガンは〈強い米国〉を訴えていた。それから 8年後，東欧では市民の民主化要求の声が高ま
りつつあり，「独裁者の時代，（…）全体主義の時代は過ぎ去りつつ」あるとブッシュが捉え
るのは当然であろう。ただ，こうした〈古い思想〉を吹き飛ばしたのは〈強い米国〉の成果
とブッシュはしていない。同盟の友情に触れたのは，レーガンの〈強さによる平和〉政策を
推し進めるあまり，同盟国との間に生じた亀裂の修復に努めようとするブッシュ政権の企
図の表れであった。そして，〈新思考外交〉の成果が確実に見えてはいるものの，ソ連の向
かうところは判然としない。そうであるがゆえのブッシュの言葉であった。 
 「希望は良いものだ。強さも同様だ。そして警戒も」。 
 〈レーガン政権三期目〉と見なされるのを回避しながら43，ブッシュは政権運営を開始す
る。だが，レーガンの影は容易には振り払えない。ブッシュはレーガンから〈双子の赤字〉
を引き継いだ。そればかりでない。すでに決定済みの二つの核兵器の近代化計画をも〈遺産〉
として継承した。一つは，米本土の ICBM近代化問題であり，いま一つは在欧 SNF近代化
問題であった。前者は，ニクソン政権期からレーガン政権期まで，度々，連邦議会や各省庁
間で物議を醸してきたこともあり，新政権の国家安全保障戦略文書の発出を待つことなく，
ブッシュ新政権が真っ先に取り組まなくてはならない問題であった。後者については，INF
全廃条約後の戦略環境の変化と東欧革命の波を直接感じる同盟国との間で亀裂を生じさせ
る可能性が大いにある問題であり，西側同盟の盟主として，ソ連と対峙する米国にとり重大
な問題であった。ブッシュ政権は，国家安全保障戦略の柱をなす対ソ，対欧，軍縮政策方針
を定めつつも，これらの核問題に対応するのであった。 
 
 4．ICBM近代化問題 
 レーガンが決定した ICBM近代化計画の今後はどうなったのか（表 2－1）。 
 ブッシュ新政権が発足して間もなく，1989年 2月，ハロルド・ブラウン（Harold Brown）
元国防長官（カーター政権期），マクファーレン元大統領次席補佐官（レーガン政権期），ス
コウクロフト大統領補佐官，ナン上院軍事委員長，アスピン下院軍事委員長からなる超党派
                                                   
41 “Inaugural Address, 1989-01-20,” Public Papers of President George H.W. Bush【PPP】；訳文は以下
を参考にした。『讀賣新聞』1989年 1月 21日付（夕刊）。 
42 村田『レーガン』，176頁。 
43 Naftali, George H.W. Bush, p.65. 
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グループは，レーガン政権が決定済みの ICBM 近代化計画に正面から反対する報告書をブ
ッシュ大統領に提出した。報告書は，スコウクロフトが中心に起草し，以下のことが強調さ
れていたた。「米国の〈核のトライアッド〉のうち，二つの〈足〉である爆撃機と潜水艦は
ソ連の生起され得る攻撃においても生存するだろう。（…）だが，サイロ配備の地上発射型
ミサイルにまで，こうした自信を持つことは我々にはできない」。ナンとアスピンはまた，
ブッシュ新政権に対し，前政権が示したミジェットマン計画中止案を撤回するよう迫った
44。この一幕から分かるように，1983 年のスコウクロフト委員会がたどり着いた結論，す
なわち，小型の車両移動式 ICBM の開発こそが米国の戦略核の生存性確保の最良策である
と，スコウクロフトをはじめ，ナンやアスピンらミジェットマン派は考えていた。 
 
（表 2－1）MXミサイルとミジェットマン・ミサイルの比較表 
MXミサイル 名称 ミジェットマン・ミサイル 
1986～2005年（配備期間） 年月 1986～1992年（研究開発期間） 
10個（MIRV化） 弾頭 単弾頭 
50基（1988年配備完了） 配備数（1989年時点） 0基（研究開発期間のため） 
・新たに 50基を製造・追加配備 
・鉄道配備（rail garrison）整備 
近代化計画の争点 ・新たにミサイル 500基開発 
・車両移動式システムの整備 
（注）MXの正式名称は「ピースキーパー」。ミジェットマンは小型 ICBM（SICBM）とも形容された。 
（出典）各種資料を参照し，筆者作成。 
 
 ブッシュ政権では，ミジェットマン派のスコウクロフトと，国防長官に着任した MX 派
のチェイニーが対立していた。500 基のミジェットマン開発には推計 200 億ドル以上かか
るが，MX鉄道配備システムの整備は 54億ドルという低コストに抑えられるというのがチ
ェイニーの主張だった。一方，スコウクロフトは，MXの軌道化・分散には数時間を要する
ことから，機動性に富む車両移動式のミジェットマンの必要性を訴えていた45。 
 数日後，アスピンは，スコウクロフトにメモを送付し，1989 会計年度予算の剰余分を，
どのように ICBM 近代化に割り当てるかについての考えを具体的に伝えた。アスピンは，
予算の割り当てについて，議会内で審議中の内容を詳細に綴っている。 
  （b）割り当て。（2）2億 5,000万ドルを小型 ICBM計画へ 
         （3）6億ドルをMXの鉄道配備計画へ 
  （c）支出限度額。上記サブセクション（b）（3）に書かれたもののうち，1989年 2月
15日までの支出額は，2億 5,000万ドルを超過してはならない。 
 これに加え，アスピンは，MX 用の支給額である 6 億ドルから 2 万 5,000 億ドルを差し
引いた 3 億 5,000 万ドルを，MX からミジェットマンに割り当てることも可能ではあると
した。「このアドヴァイスが有益であるように」とアスピンはメモを締めくくっている46。 
                                                   
44 Associated Press, February 3, 1989. 
45 「議会との協調姿勢を重視した米 ICBM近代化計画」『世界週報』1989年 5月 30日，30-31頁。 
46 “Memorandum to Brent Scowcroft from Les Aspin, Subject: ICBM Modernization, (U.S. House of 
Representatives Committee on Armed Services, February 7, 1989)”, OA/ID CF01337-012, Susan Koch 
Files, GBPL. 
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 国防総省も動きを見せた。タフト国防副長官はタワー上院議員と会い，MX鉄道配備計画
とミジェットマン計画の両方を継続させる可能性について話し合った。このアイディアは
直ちにブッシュに伝えられた。チェイニーもブッシュにメモを送付し，2億 5,000万ドルの
みでMX鉄道配備計画は可能とし，1989年 4月以降，MX計画のために毎月 6,000万ドル
の割り当てを主張した47。スコウクロフト率いる NSC は，これにすぐさま反応した。国防
政策担当のウィリアム・グラント（William J. Grant）は，「このチェイニーの提案は幅広
く解釈できるものであり，大統領がミジェットマンより鉄道配備式 MX に傾注しているか
の印象を与えてしまう」とし，この考えをグラントはスコウクロフトに伝え，同問題につい
てチェイニーと協議するよう促した48。チェイニーの提案を連邦議会も注視した。ナンとア
スピンら議会内のミジェットマン派は，これを批判した。彼らは，鉄道配備式ミサイルは展
開に時間がかかり，ソ連の第一撃に脆弱とし，MXは破壊されると一度に十発の弾頭を失う
とも指摘した49。彼らの主張はスコウクロフトのそれと同じであった。 
 さて，1989 年 4 月 21 日，ブッシュ，チェイニー，スコウクロフトは直接顔を合わせ，
ICBM 近代化問題について討議を行い，MX とミジェットマン双方の計画を進めるという
点で，ひとまず妥協を見た。23日に放送された米NBCテレビ・インタビュー番組の中で，
チェイニーは今後の米国の安全保障政策を一通り説明した後，戦略核戦力について次の点
を述べた。①固定サイロ配備中のMXミサイル 50基を鉄道配備にする，②ミジェットマン
は 1990 会計年度で研究開発の予算措置をとる。「つまるところ，我々は二つのミサイル・
システムを持つことになる」とチェイニーはまとめた50。ブッシュ政権は，1990 会計年度
予算に，1992年までのMXシステム整備に約 10億ドル，1997年までのミジェットマン開
発に約 1 億ドルを計上することに決めたのだった。この妥協は，連邦議会内のミジェット
マン派に対するいくらかの歩み寄りとなった。いくらか，というのは，ミジェットマン派の
代表格ナンが，政権の案に対し，二つの〈警告〉（caveats）を付けたからである。一つ目の
〈警告〉としてナンはこう言っている。 
  ブッシュ政権はミジェットマン開発に全力で取り組まなくてはならず，いったん 50基
の MX が鉄道に再配備された途端にこれを放棄してはならない。（…）『ピーナッツ』
の漫画にもあるけれど，チャーリー・ブラウンが蹴ろうとしたときに，フットボールを
引っ込めてしまうルーシーの役を演じては駄目ってことだ。 
 二つ目の〈警告〉は，ICBM近代化と軍備管理の間の連関が見えにくいから，これを明ら
かにすることであった51。ナンの考えには，以前のスコウクロフト委員会提案が影響を与え
ていることは明らかだ。こうして，ICBM近代化問題はひとまず落ち着くが，再度，政権内
で大きな争点となるのは，対ソ START交渉が本格化する 1989年秋以降であった。 
 
第 2節 ゴルバチョフの〈新思考外交〉 
                                                   
47 “Memorandum for the President, Subject: Report to the Congress on ICBM Modernization, (The 
Secretary of Defense, February 14, 1989)”, OA/ID CF01337-012, Susan Koch Files, GBPL. 
48 “Memorandum for Brent Scowcroft from William J. Grant, Subject: ICBM Modernization Report to 
Congress, (National Security Council, March 31, 1989)”, OA/ID, CF01337-012, Susan Koch Files, GBPL. 
49 『讀賣新聞』1989年 4月 23日付（朝刊）。 
50 『讀賣新聞』1989年 4月 24日付（夕刊）。；The Times, April 24, 1989. 
51 The Washington Post, June 14, 1989. 
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 1．ミハイル・セルゲイビッチ・ゴルバチョフ  
 レーガンを魅了させたゴルバチョフとは，どのような人物なのだろう。彼の半生，〈新思
考外交〉の原則，およびその成果について瞥見してみよう。 
 1931年 3月 2日，ゴルバチョフは北カフカースに位置するスタヴロポリ地方プリヴォリ
ノエ村の農民の子として生まれた。彼の幼少期は，ロシア史全体の最も悲劇的な時期と重な
っていた。1930 年代には農業の強制的集団化が強行され，飢餓とスターリンによる大粛清
があった。ゴルバチョフの両方の祖父は，捏造された政治的容疑をかけられ，〈人民の敵〉
として逮捕されたことがある52。10 歳になったゴルバチョフを襲ったさらなる不幸は独ソ
戦の開始である。人影が消えた村の様子，徴兵にやってくる騎手の馬の蹄の音，どこかの家
から聞こえてくる悲痛な泣き声など戦争のことはすべて覚えているとゴルバチョフは言う。
父セルゲイも出征した。自宅に配達される『プラウダ』が伝えたのは，祖国の街がドイツ軍
の手に落ちる悲報ばかりであったが，それを読んでは，軍歌をずさんでは赤軍がファシスト
を撃退してくれることをゴルバチョフ少年は願った。「他国の領土は寸毫も求めず。断じて
渡さずわが領土」。やがてスタヴロポリ地方はドイツ軍の侵攻にあい，1942年 8月から 1943
年 1 月まで占領下に置かれた。祖父が丹精をこめて育てた村の果樹畑は空襲を逃れるため
に偽装工作を行うドイツ軍の手でつぶされた。1943 年，スターリングラードでの赤軍の勝
利と時を同じくして，スタヴロポリからドイツ軍が撤退した。1944 年の夏の終わり頃，ゴ
ルバチョフ家に前線から一通の手紙が届いた。通知書には，セルゲイ・ゴルバチョフ曹長が
カルパチア山脈マグラ山で戦死した旨が記されていた（実際，父セルゲイはマグラ山の戦闘
を生き延びており，1976 年に死去）。ゴルバチョフはこう振り返る。「ソ独戦はソ連全体に
とって恐ろしい悲劇だった。大変な苦労をして築いたものすべてが破壊された。幸せな生活
の望みも絶たれた。家族も壊された」53。 
 1950 年，ゴルバチョフはモスクワ大学法学部に入学した。スターリンはトビリシの神学
校を中退，ニキータ・フルシチョフ（Nikita Khrushchev）はウクライナの炭鉱で働きなが
らドネツク工業大学労働者課程を修了，ブレジネフはウクライナの測量専門学校と冶金大
学，ユーリ・アンドロポフ（Yuri Andropov）はヴォルガ河の河船の船頭を養成する水運技
術学校を修了，コンスタンティン・チェルネンコ（Konstantin Chernenko）にいたっては
中学校を卒業したか定かではない。モスクワ大学で学んだゴルバチョフは，カザン大学法学
部卒業後，弁護士となったウラジミール・レーニン（Vladimir Ilyich Lenin）以来の〈知的
エリート〉だった54。モスクワ大学法学部には若きチェコ共産党員ズデネク・ムリナーシ
（Zdeněk Mlynář）がいた。やがて彼は 1968年の「プラハの春」の立役者となり，後には
「憲章 77」の共同起草者の一人として東欧の人権状況改善と反体制運動の下地を整える人
物となる55。1956年の第 20回党大会でフルシチョフの「スタ―リン批判」はゴルバチョフ
                                                   
52 アーチー・ブラウン（小泉直美・角田安正訳）『ゴルバチョフ・ファクター』（藤原書店，2008年），72-
74頁。 
53 ミハイル・ゴルバチョフ（工藤精一郎・鈴木康雄訳）『ゴルバチョフ回顧録＜上巻＞』（新潮社，1996年），
59-67頁。 
54 木村明生『クレムリン権力のドラマ―レーニンからゴルバチョフへ』（朝日選書，1985年），410-412頁。 
55 Daniel C. Thomas, “Human Rights Ideas, the Demise of Communism, and the End of the Cold War”, 
Journal of Cold War Studies, Vol.7, No.2, (Spring 2005), pp.118-119． 
49 
 
に衝撃を与えた。ゴルバチョフが初めて出席した 1961 年の第 22 回党大会でも，フルシチ
ョフは「スターリン批判」を再度展開していた。ゴルバチョフは「スターリン批判」の洗練
を受けた〈第 20回党大会の子どもたち〉（Children of the Twentieth Party Congress）の
一人だった。ブレジネフ政権期，西欧諸国を訪問したゴルバチョフは，資本主義国に関する
ソ連の宣伝と現実との間の食い違いを痛切に感じたという。こうした半生であったからゴ
ルバチョフは革新的なアイディアを持つ傾向にあった。 
 ブレジネフ政権期のソ連の社会状況は深刻だった。労働者の生産率低下，アルコール依存
症，汚職，腐敗が蔓延し，平均寿命，乳児死亡率は第三世界並みであった。社会の停滞に加
え，ブレジネフの大軍拡による軍事費の増大は，ソ連経済をさらに疲弊させていた。経済成
長率はゼロ成長からマイナス成長となり，体制維持のための抜本的改革が急務だった56。54
歳の若さでソ連共産党書記長になったゴルバチョフはペレストロイカ（建て直し）を断行す
ることで，こうした事態を打開しようとした。〈新思考〉アイディアの下，西側協調を推し
進めるソ連外交は，改革を要するソ連内政と連動していた。 
 
 2．〈新思考外交〉の原則 
 〈新思考外交〉はまずソ連指導部の人事再編から始まった。それまでの外交はアンドレイ・
グロムイコ（Andrei Gromyko）外相に代表される〈米ソ二極論〉的発想の下，対米対等を
目指すものであり，これが軍拡競争とソ連経済の負担となっていた57。この保守的な外務省
を刷新すべく，1985 年 7月，エドワルド・シュワルナゼ（Eduard Schevardnadze）がソ
連外相に選ばれた。ジョージア（グルジア）共和国トビリシの執務室で電話を受け取った外
交経験のないシュワルナゼにゴルバチョフはこう言った。「経験がないだって。そのほうが
良いかもしれない。我が国の外交には，新鮮な発想，大胆さ，ダイナミズム，新しいアプロ
ーチが必要だ。（…）私は自分の選択を疑っていない」58。 
 ゴルバチョフには，外務省と補完的かつ別の選択肢を提供できるシンクタンク機能をも
つ組織を充実させたい考えがあった。そのうちの一つが，党中央委員会国際部を以前にも増
してソ連指導部のシンクタンクとして活用することであった。1986年 3月，ゴルバチョフ
はアナトリー・ドブルイニン（Anatoly Dobrynin）駐米大使を党中央委員会書記兼国際部
長に就任させた。早速，彼は〈新思考外交〉の方針を明示した。ソ連共産党の雑誌『コムニ
スト』（1986年 9月発行）の論文で，彼は次のように確言した。 
  核の時代においては生存の相互依存が極めて重大であるし，近代兵器はいかなる国に
も，技術と軍事のみで最強の防衛力を築き，自国を防衛し得るという希望を与えない。
一国の安全保障と国際的な安全保障は分かちがたい概念である59。 
 1988 年末に引退した彼の後任は，駐西ドイツ大使を務め，外務省，党中央委員会での勤
務経験を持つドイツ専門家のヴァレンティン・ファーリン（Valentin Falin）が務めた60。 
                                                   
56 石井修『国際政治史としての二〇世紀』（有信堂，2000年），284頁。 
57 下斗米伸夫『ゴルバチョフの時代』（岩波新書，1988年），154-155頁。 
58 エドワルド・シュワルナゼ（朝日新聞外報部訳）『希望』（朝日新聞社，1991年），78頁。 
59 ダスコ・ドーダー＆ルイズ・ブランソン（大蔵雄之助訳）『ゴルバチョフ 1931-1991』（TBSブリタニカ，
1991年），246頁。 
60 ファーリンが党中央委員会国際部長となると，ゴルバチョフが企図していたような，ソ連指導部に代替
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 ゴルバチョフはソ連科学アカデミーのシンクタンク部門も積極的に活用する61。IMEMO
（世界経済国際関係研究所）所長に元駐カナダ大使のアレクサンドル・ヤコブレフ
（Aleksandr Yakovlev）が，ISKAN（アメリカ・カナダ研究所）所長に国際政治学者ゲオ
ルギー・アルバトフ（Georgii Arbatov）がそれぞれ就任した。ヤコブレフは〈米ソ二極論〉
ではなく，経済成長著しい日本，西欧（EC），米国からなる〈日米欧三極論〉を唱え，世界
経済が一体化しつつある相互依存が進んでいると認識していた62。1983年に IMEMO所長
に就任したヤコブレフは，マルクス・レーニン主義にとらわれない環境を IMEMO にもた
らそうとしたが，長くカナダにいたこともあり，IMEMOの組織的慣行に馴染めず，組織改
革は限定的なものに終わった。1985年，後任となったエフゲニー・プリマコフ（Yevgeniy 
Primakov）はソ連科学アカデミー東洋研究所所長を歴任しており，アカデミーでの経験が
豊富なプリマコフは，ヤコブレフよりも組織の脱イデオロギー化を強く押し進めた。その改
革は，ソ連指導部が IMEMOの研究者の意見を求めるまでに至った63。ソ連科学アカデミー
はイデオロギー要素や二元論的な世界観から脱却した〈新思考外交〉に貢献した。〈新思考
外交〉とはいかなる原則からなるものなのか。プリマコフは『プラウダ』（1987 年 7 月 10
日付）に論文「対外政策の新しい哲学」を寄稿している。論文の中で，プリマコフは次のよ
うに述べ，世界の相互依存性を確認した。 
  高まりつつある現代世界の相互依存性は，そのすべての部分にとって共通である生き
残りの問題に表されるのではなく，世界経済の存在と発展，環境保護や第三世界の後進
性の克服（…）と関わる〈全人類的価値〉の存在と先鋭化にも表されている。 
 そして，〈新思考外交〉の原則として次の四点を挙げた。 
  ①国家安全保障上で第一義的に重要視されるべきは，政治的方策である。（…）軍事力
の均衡ではなく，（…）信頼醸成措置こそ必要である。 
  ②防衛のために必要最低限の軍備を維持する〈合理的十分性〉。 
③一方の安全は他方の安全を犠牲にしては保障され得ないとする〈相互安全保障〉。 
④地域紛争をすべて米ソ対決に結び付けず，そのものとして解決するよう努める64。 
 これらの原則はゴルバチョフの演説に盛り込まれた。1986 年初頭の第 27 回共産党大会
で，ゴルバチョフは「唯一，その名にふさわしい安全保障というものは，〈相互安全保障〉
でなければならない」とし，「ソ連の軍事支出は，潜在的な敵，米国とあらゆる項目におい
て同水準であることを目指すのではなく，〈合理的十分性〉を基準とすべきである」と強調
した。1988年 12月 7日の国連総会演説では，ゴルバチョフは〈全人類的価値〉について，
                                                   
案を提示できるれっきとした部局に変貌した。ブラウン『ゴルバチョフ・ファクター』，417-427頁。 
61 ソ連アカデミー（1725 年設立）の起源はピョートル大帝の死後に開設された帝国サンクト・ペテルブ
ルク科学アカデミー。ソ連時代は，国内で最も権威のある機関の一つで，アカデミー会員の総会は共産党
に対しても一定の自立性を有した。構成部門は 17あり，①物理工学・数学，②化学テクノロジー・生物学，
③地球学，④社会科学の 4 つのセクションに区分される。付属研究所として，宇宙研究所，東洋研究所，
外交シンクタンクの IMEMO，ISKANなどがある。川端香男里・佐藤経明・中村喜和・和田春樹監修『ロ
シア・ソ連を知る事典〔増補版〕』（平凡社，1997年），103頁。 
62 下斗米『ゴルバチョフの時代』，156-157頁。 
63 Jeffrey Checkel, “Ideas, Institutions and the Gorbachev Foreign Policy Revolution,” World Politics, 
Vol.45, No.2, (January 1993), pp.277-294. 
64 和田春樹『ペレストロイカ―成果と危機』（岩波新書，1990年），25-27頁。 
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〈プロレタリア国際主義〉なる旧いソ連の似非国際主義とは異なると力説した65。1986 年
4月の惨憺たるチェルノブイリ原子力発電所事故の衝撃を受けたゴルバチョフは，膨大な数
の核・通常戦力，大規模な原子力発電所，化学製品工場が存在する欧州を冷戦の〈戦域〉か
ら〈共通の家〉に，西側との協力の下，欧州を再構築する必要性を痛感していた66。 
 
 3．〈新思考外交〉の成果 
 1970 年代後半の米国の対ソ不信を増大させたソ連軍のアフガニスタン侵攻についてであ
るが，1985年 3月，「ソ連はアフガニスタンへの軍事介入に終止符を打つべき」と進言した
アルバトフ ISKAN所長に対し，「もうそのことは考えている」とゴルバチョフは返答した。
1987 年，IMEMO 前所長で党書記を兼任したまま政治局員となったヤコブレフとともに，
ゴルバチョフはアフガニスタンからの撤退を決定し，翌年 4 月，これが正式に発表された
（1989年 2月までに撤退完了）67。米国の不信感を強めたもう一つの契機である SS-20の
撤去問題については，科学アカデミー宇宙研究所の物理学者ロード・ザグデエフ（Roald 
Sagdeev），ISKAN の歴史学者アンドレイ・ココーシン（Andrei Kokoshin），クルチャト
フ研究所所長のエフゲニー・ベリホフ（Evgenii Velikhov）の進言も助けとり68，ゴルバチ
ョフはレーガンとともに INF全廃条約に調印し，SS-20全廃を達成した69。 
 ソ連の通常戦力面の軍事力再編も進んだ。ココーシンとウレンティン・ラリオノフ
（Vlentin Larionov）将軍は，クルスクの戦い（1943年）の研究を行い，クルスクの戦い
におけるソ連軍の行動に，防御的な軍事ドクトリンを見た。ココーシンらの研究を基に，
1987 年，東ベルリンで開催されたワルシャワ条約機構の政治協議委員会で，ワルシャワ条
約機構軍の軍事ドクトリンを〈防衛的性格〉に改編する旨を発表した。軍事力の〈合理的十
分性〉との関連では，1986 年，ブダペストで開催された政治協議委員会で，東西双方とも
通常戦力を，奇襲攻撃あるいは攻撃的作戦を行えない水準にまで削減すると声明した70。ソ
連が〈ブレジネフ・ドクトリン〉放棄を宣言したのも，この頃である。1988年 10月 31日，
1ヵ月後の国連総会演説を控えていたゴルバチョフは演説内容について，シュワルナゼ，ヤ
コブレフ，ドブルイニン，ファーリン，アナトリ ・ーチェルニャーエフ（Anatoly Chernyaev）
外交政策担当補佐官と草稿作業を行っていた。ここで，ゴルバチョフは次のように語った。 
  何よりもまず，我々は〈新思考〉を定義しなくてはならない。（…）どのように我々が
変わりつつあるか，どのように変容する世界を把握しているか，そしてそれにどのよう
                                                   
65 ブラウン『ゴルバチョフ・ファクター』，429頁。 
66 ミハイル・ゴルバチョフ（田中直毅訳）『ペレストロイカ』（講談社，1987年），283-286頁。 
67 Ibid., 452-455頁。 
68 クルチャトフ研究所（1943年設立）の前身はロシア科学アカデミー所属の第二研究室（初代所長：クル
チャトフ），ソ連科学アカデミー測定装置研究所（1949 年），原子エネルギー研究所（1956 年），I.V.クル
チャトフ記念原子力研究所（1960年）。1988年，プリンストン大学プラズマ物理研究室の客員研究員を務
めたベリホフが研究所所長に就任した。Frank von Hippel, “Gorbachev’s Unofficial Arms-control,” 
Physics Today, Vol.66, No.9, (September 2013), p.42.；藤井晴雄『ソ連・ロシアの原子力開発―1930年代
から現在まで』（ユーラシア・ブックレット，2001年），24頁。 
69 彼らは個人的に西側諸国とネットワークを有していた「知識共同体」であった。「知識共同体」論から米
ソの核政策の転換を分析したものとして，本博士論文・序章脚注（19）記載の文献を参照。 
70 Andrei A. Kokoshin, Soviet Strategic Thought, 1917-1991 (Cambridge: the MIT Press, 1998), pp.186-
187. 
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に対応していくか，これを示したい。（…）我々の新しい軍事・政治ドクトリンの基本
原則も提示したい。できれば具体的に。（…）演説では，ソ連軍の兵員についての数値
を公に明かそうと思う。（…）概して，今回の演説は〈反フルトン演説〉でなければな
らない。（…）我々が確たる証拠を明かし，実際の段階を踏んでいることを彼らが目撃
しない限り，彼らは我々のことなど信じまい71。 
 これが国連演説の方針となった。1988 年 12 月 7 日，ニューヨークの国連総会の場で，
ゴルバチョフは 1991 年までに 50 万人のソ連兵，1 万両の戦車を削減するという軍縮提案
を発表し，西側諸国の〈ゴルビー・マニア〉を熱狂させた。ゴルバチョフは，〈新思考外交〉
の成果をあげ，東西の軍事的緊張緩和への布石を次々と打っていた。 
 1980 年代の西欧は，相互依存性が深まった様相を呈しており，ゴルバチョフは積極的な
対西欧政策を開始する。ソ連共産党書記長就任後，ゴルバチョフは西欧首脳陣と頻繁に会っ
ており，1986 年 5 月 23 日，ソ連外務省スタッフに向けて，ゴルバチョフは「対米関係と
いうプリズムを通じて欧州を捉えてはならない」ことを力説している72。経済の停滞という
喫緊の課題を抱えていたゴルバチョフにとり，欧州を協調の場と捉え，ソ連経済の負担とな
っていた軍備の縮小と西側との経済協力を整備することは，体制を維持する上で必要だっ
た。ゴルバチョフは〈日米欧三極〉の一つの極をなす ECと，東側の COMECON双方への
アプローチを開始した。ソ連の政策は，ECとCOMECON諸国の関係を強化するとともに，
COMECONも ECのような経済統合を目指すというものであった73。 
 ECを政治，経済的に重要な行為主体とみていたソ連科学アカデミーIMEMOの研究者は，
1992 年までに域内単一市場統合を目指す EC が，「質的に新たな段階にある」と分析した。
1985年 5月，ベッティーノ・クラクシ（Bettino Craxi’s）イタリア首相訪ソの際，ゴルバ
チョフは ECを〈政体〉（political entity）と認め，EC・COMECON間の交渉を開始した。
西欧を中心とする EC 統合によって，欧州の東西分断がさらに固定化することを危惧した
ゴルバチョフにとり，欧州分断の固定化は，東西の経済，技術的格差をさらに広げることと
なる。ゴルバチョフが〈欧州共通の家〉構想を頻りに提唱した理由の一つは，経済成長著し
い西欧諸国へのアクセスをソ連が狭めないことであった74。 
 ソ連は COMECON への政策も開始する。ソ連経済のペレストロイカを唱えるゴルバチ
ョフは，①COMECON 共同プロジェクトへの完全参加，②悪質な東欧製品の取引拒否，③
国際市場での原油購買の要請を東欧諸国に求めた。だが，輸出市場での競争激化，慢性的な
労働力不足，経済成長の鈍化に悩む東欧諸国は，ソ連を中心とする COMECON の経済統合
ではなく ECに期待を寄せ，独自に ECへの接近を開始する。ソ連の意図とは裏腹に，ソ連
を中心とする COMECON の統合強化は膠着し，東欧革命の進展も相俟って，東欧諸国が
EC と個別に通商関係を締結するという政治力学が生まれたのだ。「ゴルバチョフが『欧州
                                                   
71 “Conference with Advisers, October 31, 1988”, Reagan, Gorbachev and Bush at Governor’s Island: 
Previously Secret Documents from Soviet and U.S. Files on the 1988 Summit in New York, 20 Year 
Later, NSA-EBB, No.261, Document 3. 
72 Thomas, “Human Rights Ideas, the Demise of Communism, and the End of the Cold War”, p.125. 
73 Gerhard Wettig, Changes in Soviet Foreign Policy towards the West (London: Pinter Publishers, 
1991), p.99. 
74 F. Stephen Larrabee, “The New Soviet Approach to Europe,” Proceedings of the Academy of Political 
Science, Vol.38, No.1, 1991, p.6. 
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は共通の家である』とし，国際関係や科学技術協力の面で西欧との連携を強めようとするこ
とは，ソ連以上に『ヨーロッパ・アイデンティティ』の強い東中欧諸国のなかにより大きな
ソ連離れの機運を呼び覚ます可能性」があるとした東欧研究者の木戸蓊の予測通り75，ソ連・
東欧関係は急速に変化していった。東欧諸国はソ連ではなく，ECとの独自の経済協力の道
を模索し始めた。1988年，ECと COMECONが共同宣言に調印すると，東欧諸国は EC加
盟国との間で外交関係を樹立し，通商・経済協力に関する交渉を独自に開始した。同年 12
月，欧州理事会は「ロードス宣言」を採択し，「〔統合の水位の高まった〕92 年の欧州は要
塞ではなくパートナー」と謳い，COMECON諸国との経済協力に前向きな姿勢を示した76。 
 〈新思考外交〉による東西貿易の進展は，米国と西側同盟国の間の対立を引き起こした。
ソ連の軍事力への警戒を緩めていない米国は，ソ連海軍の潜水艦のスクリュー建造に必要
な工作機械が東芝やノルウェーのコングスベルク社から渡り，COCOM 規制への違反が起
きているとし，1988 年 1 月の COCOM 会議で対共産圏輸出統制の引き締め強化を確認し
ている77。しかし，東西対立と東西貿易を切り離して考えていた米国の同盟国，さらには米
国内産業界からも，ペレストロイカに取り組むソ連との貿易の規制を緩和する要請が相次
ぐようになった78。同盟国との調整に乗り出すアーラン・ウェント（Alann Wendt）国務副
次官補兼戦略貿易技術政策状況代表（後のクリントン政権一期目のスロヴェニア大使）は，
フランス，英国，イタリア，西ドイツを訪問し，西ドイツのコール首相が一大企業団を引き
連れモスクワを訪問し，15 億ドル相当のソ連との経済協力に合意した報を受けた。またウ
ェントは，中国と同レベル，具体的には，IBM 社製のコンピュータの輸出を可能にすると
いった具合に，対ソ輸出規制のレベルを引き下げてはどうかという同盟国の意見を受けて
いた79。こうした動きは，同盟国の利潤追求という一面のみならず，西側がソ連のペレスト
ロイカを積極的に支援していくという目論見もあった。特に，「ボンはソ連経済の近代化，
再建，変革を支持する準備ができている」とするゲンシャー外相率いる西ドイツが率先して
この任に当たっていた。西ドイツ世論も，SPD 系のシンクタンクの調査によれば，西ドイ
ツ国民の 84％がゴルバチョフに好印象を抱き，59％がソ連をもはや軍事的脅威と見なして
いないという状況であった80。ゲンシャー自身，1987 年のダボス会議でゴルバチョフの政
策を「額面通り」に受け取るべきと主張しており，ゲンシャー外相のイニシアティヴの下，
西ドイツが過度にソ連に傾斜し，西側同盟から逸脱していく〈ゲンシャリズム〉をレーガン
政権は警戒した81。ベルリンの壁が崩壊し，ドイツ統一問題に対応するブッシュ政権もまた，
                                                   
75 木戸蓊「東欧とソ連」木戸蓊・伊東孝之編『東欧現代史』（有斐閣選書，1987年），285頁。 
76 “Declaration by the European Council on the International Role of the European Community (The 
Rhodes Declaration, December 3, 1988),” in Christopher Hill & Karen E. Smith, (eds.), European 
Foreign Policy: Key Documents (London: Routledge, 2000), pp.149-151. 〔  〕内は筆者による補足。 
77 The New York Times, January 29, 1988. 
78 The New York Times, February 15, 1988. 
79 ブッシュ政権がコンピュータ，テレコミュニケーション機器を脱共産主義化，市場経済化へ移行する東
側諸国に拡大したのは 1990 年 1 月 19 日の NSC 決定以降であった。同年 6 月 7 日にパリで開催された
COCOM会議で，この方針が加盟国間で合意され，IBM 社製のコンピュータのソ連・東側諸国への輸出が
できるようになった。The Washington Post, June 8, 1990. 
80 The New York Times, October 24, 1988；The Washington Post, October 27, 1988. 
81 リヒャルト・キースラー&フランク・エルベ（田中謙次訳）『ドイツ統一の舞台裏で―六角形の円卓会議』
（中央公論事業出版，2003年），16頁。 
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統一ドイツが西側に留まるのか，それとも独ソ協調の下で欧州新秩序の形成を推進してい
くのか，という統一ドイツの安全保障政策の座標軸をめぐる議論の中に，〈ゲンシャリズム〉
を見るのであった。 
 
第 3節 ブッシュ政権の外交政策方針 
 
 ゴルバチョフの登場について米国内で様々な評価があった。それでいて，ゴルバチョフと
前任者には明らかな相違点は多くあったとも指摘される。ゴルバチョフの若さ，経歴に裏付
けられた世界観，問題解決能力の高さなどである。ゴルバチョフは「とても自信に溢れてい
て，（…）ゴルバチョフは自分の信念を開陳しないにせよ，直接的に話しかけてきたし，時
折，長々と持論を述べることもあり，自分の話している内容をちゃんと知っていた」とマト
ロック駐ソ大使は回想する82。ブッシュがゴルバチョフと最初に顔を合わせたのは，副大統
領時代の 1985年 3月，モスクワでのチェルニェンコの葬儀に参列した時であったが，この
時ブッシュがゴルバチョフに抱いた印象は，マトロックのそれと同じものであった83。 
 新たなソ連の指導者が登場したにもかかわらず，ブッシュは慎重だった。1988年 12月，
国連総会演説のためニューヨークを訪問したゴルバチョフは，ニューヨーク港のガヴァナ
ーズ島でレーガンが設けた非公式の昼食会でブッシュと会っている。ブッシュはゴルバチ
ョフにこんな会話を交わした。米国の投資家が今後 3 年から 5 年の間にペレストロイカか
ら何を期待したらよいだろうかというブッシュの質問に，「そのご質問にはイエス・キリス
トですら答えられないでしょう」とゴルバチョフは返答した。このことはブッシュをソ連の
改革路線に懐疑的にさせた84。国務長官となったベーカーはソ連の衰退が加速し，その変革
が後退すれば，米国はきわめて不安定な国際環境に直面し，最悪の場合，冷戦が熱い戦争に
つながる危険さえあると考えていた85。スコウクロフトは西側との協調によってソ連が自国
の経済力を復活させ，ソ連のパワーが再び強大になることを警戒し86，チェイニーはそもそ
もゴルバチョフの改革は失敗すると考えていた87。ブッシュ政権の対ソ認識は，ゴルバチョ
フの推し進める一連の政策の背後にある彼の企図は何なのか，彼の改革路線が成功するか
どうかの評価と密接にかかわるものであった。 
 早速，ブッシュ政権内ではNSR（国家安全保障政策の見直し）がNSCのフォーマルな手
続きに則って策定された。3月 14日，NSR第 3号が大統領に報告されたが88，対ソ政策の
具体性，想像性を欠いた同報告に，スコウクロフトは不服だった。この頃，国務省のロス，
ゼーリック，NSC のブラックウィル，ライスはインフォーマルなグループを結成し，対ソ
政策について研究を行っていた。話し合いの要諦は，ライスのメモ（think peace）にまと
                                                   
82 山内聡彦・NHK取材班『ゴルバチョフが語る冷戦終結の真実と 21世紀の危機』（NHK出版新書，2015
年），52-53頁。 
83 Bush & Scowcroft, A World Transformed, pp.3-4. 
84 Naftali, George H.W. Bush, pp.67-68. 
85 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，99頁。 
86 Bush & Scowcroft, A World Transformed, p.14. 
87 Newmann, Managing National Security Policy, p.145. 
88 “National Security Review 3: Comprehensive Review of US-Soviet Relations, (February 15, 1989)”, 
〈https://bush41library.tamu.edu/files/nsr/nsr3.pdf.〉2017年 6月 23日閲覧。 
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められており，それは次のようなものであった。 
  第一に，（…）我々の目標やアジェンダが明確に定まっていない段階で，ゴルバチョフ
と会ってはならない。第二に，我々の最優先事項が我々の同盟国との関係であるという
明確なシグナルを送る必要がある。NATO の核抑止の信頼性を〔核戦力の〕近代化を
通して強調することが重要である。（…） 
   第三に，（…），東欧についてのイニシアティヴをとるべきである。（…）第四に，地
域の安定化である。アフガニスタンや南アフリカをめぐる近年の動向は，米ソの協調が
世界の他の地域における合意に拍車をかけるだろうという希望を掻き立てた89。 
 実際，スコウクロフトとライスには，1956 年のハンガリー動乱について論評したことが
あった。ソ連軍に粉砕されたブダペスト市民に対し，米国は何も行動をとらなかった。この
エピソードから，彼らは，東欧情勢が動くとき，米国がそれに対応する準備が全くできてい
ないことが最大の問題と考えた。東欧情勢が動けば，真っ先に動くのはソ連軍であることは
明らかだ。このソ連軍を東欧から撤退させることが，東欧政策を語る上で，スコウクロフト
にとり重要であった90。東欧情勢が動きつつある 1980 年代末，これまでに軍備管理問題を
多く扱ってきたスコウクロフトは，これからの米国の対ソ政策は，軍備管理から東欧問題に
目を向けるべきだと考えていた91。そんなスコウクロフトであったから，東欧問題を，対ソ
政策，同盟政策とパラレルに捉えたライスのアイディアに，独創性を感じ取ったのだろう。
スコウクロフトはNSR第 3号でなく，ライスのメモを採用し，これをたたき台に，国家安
全保障政策の見直しを行い，これを近々予定しているブッシュの外交演説に盛り込み，対外
的に発表することにした。「我々は東欧問題を最初の手がかりとした。それは始まりにすぎ
なかったが欧州の共産主義国家の雪解けのサインを逃すまいとする重要な動きだった。ま
たモスクワが受け入れられるスピードで，〔東欧〕情勢を生産的な方向へと舵をとる意味に
おいても重要な動きだった」とスコウクロフトは述懐している92。 
 1989年 4月から 5月にかけての 5つの外交演説の中で，ブッシュ外交の方針が明かされ
た。ここでは，それぞれの演説の内容を瞥見してみよう。 
 4 月 17 日，東欧系移民の労働者が多く住むミシガン州ハムトラミックで，ブッシュは，
5日にポーランド政府が権力の一極集中の放棄に合意したことを念頭に，米国はポーランド
への経済支援を提供することを表明した。また次のような演説を続けた。 
  いまや東側も西側も，軍縮から環境にいたる広範な問題について交渉をしている。（…）
冷戦は東欧において始まった。（…）冷戦は終わらなくてはならず，米国民は自由で，
繁栄した，平和的な中東欧を見たいと望んでいる。慎重さ，現実主義，そして忍耐をも
って，我々は自由の変革を促進させていこうと思う。（…） 
  ポーランドの実験が成功すれば，他の諸国もそれに続くだろう。（…）ポーランドはす
べての人々に二つの教訓を示している。第一に，政治的，経済的自由化なくして，進歩
はない。第二に，西側からの援助は自由化と共同する。我々の友人や欧州の同盟国は，
                                                   
89 Bush & Scowcroft, A World Transformed, pp.40-41.；Rothkopf, Running the World, pp.276-277.
〔  〕内は筆者による補足。 
90 Schmitz, Brent Scowcroft, pp.95-96. 
91 Ibid., p.96. 
92 Bush & Scowcroft, A World Transformed, p.52.〔  〕内は筆者による補足。 
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この哲学を共有している。（…） 
  我々はヒト，モノ，アイディアが自由に行き交う壁のない〔欧州〕を夢見ている93。 
 第二の演説は，5 月 12 日にテキサス A＆M 大学の学位授与式の際に行われた。演説中，
まず，ジョージ・ケナン，ディーン・アチソン，ジョージ・マーシャルらが推進した対ソ封
じ込め政策について触れた後，同政策が効果的に作用し，「ソ連はいまや，公の場で厳しい
現実に直面している」とブッシュは述べた。そして「世界平和の構築を希求し，戦後の自ら
の政策を批判している」ソ連の昨今の姿勢を歓迎し，1990 年代には「封じ込めを越えて
（beyond containment）」，「諸国家共同体の中にソ連を統合させること」を通じて，新たな
米ソ関係を構築したい旨を発表した。同時に，ソ連軍の通常戦力の大幅削減を呼びかけてい
る。ブッシュはこう演説を結んでいる。 
  43 年前，テキサス A＆M 大学に 1945 年に在籍していたアルバート・コツェビュー
（Albert Kotzebue）という名の若き中尉はエルベ河でソ連兵と握手をした最初の米軍
兵士だった。もう一度，我々には手を差し伸べる用意ができている94。 
 第三の演説は，5 月 21 日にボストン大学で行われた。つい先週末，ブッシュはメイン州
ケネバンクポートでフランソワ・ミッテランと会談を持ち，レーガン政権期に悪化した米仏
関係の修復に努めていた。ミッテランも同行したボストン大学での演説で，ブッシュは，次
のように語った。 
  本日は欧州の将来について話そうと思う。（…）米国にとっての特別な友人ミッテラン
大統領とともにこの場に立っていることはまことにふさわしい。（…）閣下，間もなく，
自由，平等を求めたフランス革命 200周年祭を観るために，私はパリへと向かいます。
このことこそ，まさしく，二つの大陸の特別な紐帯を表す一つの例でしょう。（…） 
  西欧諸国は，1992 年に欧州単一市場を設けるという野心的な目標に向かって，大いな
る経済統合へと向かっている。（…）強力な，統合された欧州は強い米国と同義だと我々
は信じている95。 
 演説後，ミッテランとの共同記者会見に臨んだブッシュは，NATO 同盟の重要性を強調
し，西側の〈ゴルビー・マニア〉に対して釘を刺した。 
  今世紀中，二度にわたって，欧州の地より始まった戦争により，米国人の血が流れたこ
とを我々は決して忘れない。（…）このことが，大西洋同盟が我々の外交政策において
中心的地位を占めている理由である。そして，このことが，欧州の自由を保全してきた
同盟と戦略に米国がコミットし続ける理由である。（…）NATOの柔軟反応政策は，米
国と欧州を連携させるものである。（…）欧州に配備され，随時，近代化される我々の
短距離抑止戦力〔在欧 SNFを指す〕は，米国の権益が西欧と切っても切れないほどに
結び付いていることを示している。（…）大いなる変革の時代には，我々は楽観主義を
抑えなくてはならない。私は慎重さを持った楽観主義者ではあるのだが。（…）ソ連の
〈新思考〉は，まだ，完全に旧きものを克服していないことは明らかではないか96。 
                                                   
93 “Remarks to Citizens in Hamtramck, Michigan, 1989-04-17”, PPP. 
94 “Remarks at the Texas A&M University Commencement Ceremony in College Station, 1989-05-12”, 
PPP. 
95 “Remarks at the Boston University Commencement Ceremony in Massachusetts, 1989-05-21,” PPP. 
96 Maynard, Out of the Shadow, pp.23-24.〔  〕内は筆者による補足。 
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 第四の演説は，5 月 24 日に沿岸警備隊アカデミーの卒業式で行われた。ここでブッシュ
は，西側同盟国への核抑止にコミットし続けるが，同時に軍縮をも希求する姿勢を打ち出し，
より低い水準の規模で抑えられた軍事力をもって，米国が欧州の安定に貢献していくこと
を明らかにした。以上 4つの演説は，ブッシュ外交の方針を対外的に明らかにすることで，
政権発足から続いた国家安全保障政策の見直しの終了を意味するものであった97。 
 第五の演説は，NATO首脳会談翌日の 5月 31日，西ドイツのマインツで行われた。ここ
でブッシュは，40 年間の米国と西ドイツの強い結びつきを強調し，西ドイツを「リーダー
シップのパートナー」と位置付けた。続いて，4度の外交演説の中に込めた内容に沿う形で，
今後の米国外交の方針を改めて確認した。 
 まず，西側同盟の結束については，「40年前，NATOと呼ばれる崇高な，共通の大義の下
で，西側が結束したがため，〔平和，自由，繁栄という祖先からの〕遺産は可能となった」
とし，ブッシュ政権が NATOを重視することが確認された。「封じ込めを越えて」新たな米
ソ関係を模索するブッシュ政権の対ソ政策の方針も繰り返された。東欧については，「ヘル
シンキ最終議定書」にある民族自決原則に基づく民主化を支持し，一つにまとまった自由な
欧州（whole and free Europe）を建設することを呼びかけた。その障壁となっているベル
リンの壁を〈共産主義失敗のモニュメント〉と形容し，取り除かれなくてはならぬとも喝破
した。1987年 6月，「ゴルバチョフよ，この壁を壊したまえ」と雄弁をふるったレーガンを
意識したに違いない。最後に，先日までベルギーのブリュッセルで開催されていた NATO
首脳会談の場で発表した，次のようなブッシュの通常戦力面での東西軍縮提案の要点が再
度，確認された。 
  ①航空機，ヘリコプターを現在のNATO保有量の 15％に削減する。 
  ②「大西洋からウラルまで」に駐留する米ソの兵員の上限を 27万 5,000人とする 
  ③軍縮交渉を加速化させ，6ヵ月以内に合意し，1992～1993年までに通常戦力削減を
達成させる98。 
 最後に，一連のブッシュの外交演説に込められた外交方針のシグナルをまとめてみよう。
第一に，ソ連が外交の脱軍事化と脱イデオロギー化を成し遂げれば，「封じ込めを越えて」
米国はソ連を国際社会に歓迎する。第二に，米国は東欧革命を道徳的，経済的に支援する。
また，米国は，東欧情勢の変化に対応できるように，ソ連の軍事力を大幅に削減させること
で，ソ連の東欧における影響力を減退させることを目指す。第三に，これとの関連で，米ソ
双方とも欧州における兵員の大幅削減を呼びかける。米国の包括的な対ソ政策と在欧米軍
の関連については，同年 9 月に発出された NSD（国家安全保障指令）第 23 号に次のよう
にまとめられている。軍事力の在り方について，在欧米軍の役割は，ソ連経済に圧力をかけ，
対ソ優位を図るものではなく，今後の欧州情勢の展開に伴う不確実性に対応するものであ
るとする。ソ連軍については，ソ連の国益保持に必要な水準の軍事力の必要性を認めつつも，
その規模は強大であってはならないとした99。 
                                                   
97 Ibid., p.24. 
98 “Remarks to the Citizens in Mainz, Federal Republic of Germany, 1989-05-31”, PPP.〔  〕内は筆
者による補足。 
99 “Document No.84: National Security Directive (NSD) 23: United States Relations with the Soviet 
Union (September 22, 1989)” in Svetlana Savranskaya, Thomas S. Blanton, and Vladislav Zubok (eds.) 
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 第四に，これが最も重要であるが，東西の軍事的緊張が緩和しつつある中でも NATO の
重要性を訴えた点である。ライスが米国と同盟国の関係が最優先事項としていたが，このア
イディアはなぜ生まれたのか。「ソ連の脅威が西側諸国を結束させていたのだが，いまや情
勢が変わり，西側陣営に働く〈求心力〉と〈遠心力〉が拮抗する状態になっていた」とベー
カーは振り返るが100，ゴルバチョフの軍縮提案や東欧革命の進展によってNATOを取り巻
く国際環境は大きく変わろうとしていた。その渦中にあったブッシュ新政権を悩ませたの
が，レーガン政権期に決定済の SNF近代化をめぐる問題であった。米国の「拡大抑止」の
象徴たる SNFの同盟国配備は，かつては西側陣営の〈求心力〉を強めたが，東欧革命の機
運を直接感じ取っていた西ドイツをはじめとする同盟国は，近代化 SNFの再配備を躊躇う
ようになった。ゴルバチョフの大胆な軍縮提案も西側陣営に働く〈遠心力〉を助長させた。
そうであったから，ブッシュ政権が西側同盟の結束を示すことが最優先かつ最重要課題だ
った。ブッシュのNATO首脳会談での軍縮提案，そしてマインツでの演説に至る過程には，
米国と西ドイツ，ひいては同盟内対立の様相を呈していた SNF近代化をめぐる問題があっ
たのである。この問題は，米国の対西独政策の代名詞とも言える問題にまで発展しており，
同じ年の秋にベルリンの壁が崩れ，ドイツ統一の機運が一気に高まることになろうとは，こ
の頃のブッシュ政権内で予測していた者は誰一人としていなかった101。
                                                   
Masterpieces of History: The Peaceful End of the Cold War in Europe, 1989 (Budapest: Central 
European University Press, 2010), pp.525-529. 
100 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，103頁。 
101 「証言いかに冷戦は終結したか―ドイツ再統一と NATO加盟問題」『フォーリン・アフェアーズ・リポ
ート』（2014 年 12 月），6-7 頁。；“Interview with Brent Scowcroft”, George H.W. Bush Oral History, 
Conducted by the Miller Center, University of Virginia. 
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第 3章 西側同盟と軍縮の間 
 
第１節 INF全廃条約後の欧州安全保障 
 
 1．INF全廃条約のインパクト 
 1987 年 12 月 8 日，レーガンとゴルバチョフは INF 全廃条約に調印した。同条約では，
米ソが中距離ミサイル（IRM：Intermediate-Range Missile，射程距離 1,000～5,500km）
と準中距離ミサイル（SRM：Shorter-Range Missile，射程距離 500～1,000km）の飛行実
験，生産，それらの発射基の生産の禁止が規定されている。具体的には，同条約は，既配備，
未配備を含め，ソ連側には 3,136 個の弾頭を運搬できる 1,836 基のミサイル，米国側には
859 個の弾頭を運搬できる 859 基のミサイルの廃棄を求めた。米ソが保有する核運搬手段
の一部の廃棄を規定したに過ぎないものの，東西紛争において早期にかつ先制的に使用さ
れる可能性の高かった核戦力の一つのカテゴリーを全廃した点で，同条約の意義は大きい。
同条約は米ソ START交渉への活路を開くものでもあった1。 
 INFの全廃は，一見すると東西の軍事的緊張の緩和に大きく貢献したように思われるが，
実際には深刻な安全保障問題を NATOに突きつけた。INF全廃条約は，圧倒的な通常戦力
を擁するワルシャワ条約機構と NATO の間の軍事的不均衡の現実を露わにさせたからであ
る。元来，NATO は柔軟反応戦略を採用しており，その要の戦力の一つが INF であった。
この INF が条約によって全廃されれば米国の拡大抑止の信頼性が低下する恐れがあり，米
国としては，この信頼性のみならず，東西間の軍事的均衡を回復させる必要が急務であった。
これに二つの方策が考えられた。一つは通常戦力増強であり，いま一つは INF 全廃条約の
対象外となっていた在欧 SNFの近代化であった。だが，これらの方策は容易に遂行できる
ものではなかった。米国内，西側同盟，東西軍縮という国際・国内環境の変化が，米国の同
盟政策に大きな影響を与えていた。こうした変化はゴルバチョフの登場によって引き起こ
されたことは言うまでもない。〈ブレジネフ・ドクトリン〉の放棄，軍事力の〈合理的十分
性〉を謳うゴルバチョフの〈新思考外交〉と，これに後押しされた東欧革命の進展により，
すでに東欧では大規模なソ連軍の撤退が始まっていた。 
 
 2．東側諸国の軍縮とゴルバチョフの欧州秩序観 
 1988年 12 月，国連総会演説でゴルバチョフは 1991 年までに 50 万人ものソ連軍を削減
することを明かした。この提案により，50 万人のソ連兵のうち，東ドイツ，ハンガリー，
チェコスロヴァキアに駐留する兵員 5万人，戦車 5,000両が撤退することとなった。以降，
ソ連は東欧からのソ連軍撤退を相次いで表明し，東側諸国も自国兵力の一方的削減を提示
することとなる。東側の軍縮イニシアティヴを瞥見しておこう。 
 まず，ソ連である。1989 年 1 月，ヴィクトル・クリコフ（Victor Kulikov）ソ連軍元帥
は，東ドイツから 4 個機甲師団，チェコスロヴァキア，ハンガリーからそれぞれ 1 個機甲
師団の撤退を，ニコライ・チェルヴォフ（Nikolai Chervov）将軍は，「大西洋からウラルま
で」の地域からのソ連兵 1 万人の撤退，東欧に駐留する 6 個機甲師団の撤退，解体を発表
                                                   
1 ジョゼフ・ゴールドブラット（浅田正彦訳）『軍縮条約ハンドブック』（日本評論社，1999年），49-50頁。 
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した。2月には，ドミトリ・ヤゾフ（Dimitri Yazov）国防大臣が『イズベスチア』紙のイン
タビューで，東欧から撤退した 6 個機甲師団は今後解体され，いかなる地にも配備されな
いことを語り，東欧残存のソ連軍がいかに改編されているかを強調した。ヤゾフは，「大西
洋からウラルまで」の東側の削減兵力は今まで発表された削減案を合わせると，兵員 29万
6,300人（ソ連：24万人，東欧諸国：5万 6,300人），戦車約 1万 2,000両（ソ連：1万両，
東欧諸国：1,900両），火砲 9,130台（ソ連：8,500台，東欧諸国：630台），航空機 930機
（ソ連：800機，東欧諸国：130機）にのぼると説明した。 
 次に，東ドイツである。当地には 19 個師団，兵員 38 万人のドイツ駐留ソ連軍がいた。
1989年 1月，エーリッヒ・ホーネッカー（Erich Honecker）党第一書記は，撤退が表明さ
れたソ連の 4 個機甲師団のうち，第 25 戦車師団と第 32 戦車師団は今年中に，第 7 戦車師
団と第 12戦車師団は来年中にでも撤退することを明かした。10月，ソ連のヤゾフ国防大臣
は 2個戦車師団，2個飛行中隊，1個訓練連隊，3個空挺大隊などの東ドイツからのソ連軍
撤退が完了したことを発表した。東ドイツの自国兵力について，ホーネッカーは東ドイツ兵
1万人，国防予算 10％削減を発表している。 
 ポーランド，ハンガリー，チェコスロヴァキアについてはどうであったか。ポーランドに
は，2 個師団，兵員約 4万人のソ連兵が駐留していた。1989年 1 月下旬，ソ連とポーラン
ドは，1989年中に 3個連隊の撤退を発表した。フローリアン・シヴィツキ（Florian Siwicki）
ポーランド国防大臣は自国兵力 1万 5,000人，国防予算 4％削減を発表した。6月にポーラ
ンドからのソ連軍撤退が始まり，9 月には主要部隊撤退が完了した。1956 年のブダペスト
動乱を経験したハンガリーにはソ連軍 4個師団が駐留していた。1989年 1月末，ソ連軍と
ハンガリー国防省は今後 2 年間でソ連軍のおよそ 25％の部隊を撤退させることを明らかに
した。翌年 2 月には，ハンガリーはソ連軍の完全撤退を視野に入れた計画についてソ連と
の二国間協議を開始している。自国兵力については，1988年 12月時点で，フェレンツ・カ
ルパティ（Ferenc Karpati）ハンガリー国防大臣は国防予算の 10％から 17％の削減を，
1989年 1月にはミクローシュ・ネーメト（Miklos Nemeth）首相が全兵力の 10％削減をそ
れぞれ発表している。1968 年の「プラハの春」以降，5 個師団，兵員 7 万から 8 万人のソ
連兵が駐留していたチェコスロヴァキアでは，他の東欧諸国と同様，1989年 3月中旬にソ
連軍撤退が開始した。1990年 1月，バツラフ・ハヴェル（Vaclav Havel）大統領とアレク
サンダー・ドゥプチェク（Alexander Dubcek）議長が選出されるや，チェコスロヴァキア
は同年末までに全軍を撤退させるようソ連に要請している。自国兵力について，1989 年 1
月にチェコスロヴァキア国防委員会は兵員 1万 2,000人，戦車 850両，装甲兵員輸送車 650
両，航空機 51機の削減を決定した。翌年 1月には，ハヴェルが自国の兵員 5万人の削減を
発表している2。つい数年前まで，東西紛争の際，ワルシャワ条約機構の地上部隊 80～90個
師団が，戦域核と戦術空軍とともに，大挙して西欧に進撃するとしていた米国の想定に鑑み
れば3，ソ連軍の東欧撤退は驚くべき出来事であった。 
 ソ連軍の東欧撤退に見られる東側の軍縮は，ゴルバチョフの〈欧州共通の家〉構想と合致
するものであった。ゴルバチョフ自身の文明観とソ連科学アカデミーに所属する彼の側近
                                                   
2 SIPRI Yearbook 1990, pp.460-467. 
3 “NIE 11-14-81: Warsaw Pact Forces Opposite NATO”,；“NIE 11/20-6-84: Warsaw Pact Nonnuclear 
Threat to NATO Airbases in Central Europe”, Box.18, RG263, NARA.  
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のアイディアに多くの影響を負っている〈欧州共通の家〉構想について，確認しておこう。 
 ゴルバチョフは最新の兵器で武装した最強の東西の軍事同盟が対峙している欧州の現状
を憂いた。工業化，都市化の進んだ欧州は，東西の垣根を越えて，世界の他の地域の発展に
貢献する潜在力を持っているにもかかわらず，膨大な核，通常戦力を保有する東西の軍事同
盟が衝突すれば，この地はすぐさま焦土と化してしまう。「各自が集団として共存という賢
明な規範にしたがうことにより，欧州人は初めて自分たちの〈共通の家〉を維持し，大火そ
の他の災難から守り，それをより住みやすく安全なものにし，秩序を保つことができる」と
いうゴルバチョフの言葉は4，相互依存性という世界観に基づく〈新思考外交〉の原則を反
映したものといえよう。軍事力についても同様で，ゴルバチョフはこう言う。 
  軍備は一般的に見て十分と思われる程度，つまり防衛上必要な最低限度まで縮小すべ
きだと我々は考える。二つの軍事同盟がそれぞれの戦略的思考を修正し，より防衛の目
的に沿ったものに変える時期に来ている。〈欧州の家〉の各部屋の住人は，侵入しよう
とする者から身を守る権利はある。だが，各自は隣人の財産を損なうことなく，それを
行うべきだ。 
 ここに軍事力の〈合理的十分性〉，〈相互安全保障〉の原則が看取できる。この原則を達成
するために，ゴルバチョフは，最終的には SNF全廃，通常戦力の大幅削減，奇襲を可能と
する攻撃用兵器の除去，東西双方の軍隊を〈防衛的性格〉に改編するといった軍縮，信頼醸
成を重視している。また彼は中欧の非核地帯設置も考えており，「大西洋からウラルまで」
の欧州全域で，東西の垣根を越えた協調的な欧州秩序形成を目指す〈欧州共通の家〉構想は，
本質的に，〈欧州の非核化〉を目指すものであった。1970年代後半以降の〈ユーロ・ミサイ
ル危機〉でトランスナショナルに形成された反核主義の声が高まっていた西欧諸国の世論
は，ゴルバチョフの構想を歓迎していた。 
 東西ドイツでも中欧の非核地帯設置構想は活発化していた。1986 年に東ドイツの SED
（ドイツ社会主義統一党）と西ドイツの SPD（社会民主党）は中欧の非核回廊（Kernwaffen 
freien Korridors）を共同提案していた。同提案は，第 1段階として，東西軍事同盟の境界
線から150kmの非核回廊を設置し，第2段階として，この回廊を東西両方面でさらに300km
延長させることを想定している。非核回廊での，戦術核（atomaren Gefechtsfeldwaffen），
戦域核（nuklearen Mittelstrecknewaffen），戦略核（strategischen Waffen）の配備・展開
を禁止していることから5，INF・SNF全廃，さらには，西ドイツに対する米国の核の傘を
否定する論理が見て取れる。西ドイツでは，野党 SPDの政治家だけでなく，コール連立政
権内の FDP所属のゲンシャー外相も，〈欧州共通の家〉構想を支持していた。このゴルバチ
ョフの〈平和攻勢〉に神経質だったのが，〈欧州共通の家〉に〈部屋〉が用意されているか
いぶかっていた米国であった。これについてゴルバチョフはこう言う。 
  欧州に対するソ連の方針を反米主義の表れと見るのはばかげている。（…）〈欧州共通の
家〉という概念には，だれかを締出すという意味合いは含まれていない。（…）過去に
社会主義国はヘルシンキ会議〔第 1 回 CSCE ヘルシンキサミット〕への米国とカナダ
                                                   
4 ミハイル・ゴルバチョフ（田中直毅訳）『ペレストロイカ』（講談社，1987年），282-284頁。 
5 “Aktennotiz für den Stellvertreter des Ministers und Chef des Haup-(解読不能)”； “Grundsätze für 
die Schaffung eines von Kernwaffen freien Korridors in Mitteleuropa”, Warsaw Pact Records- The 
Insipient Decline, 1980-1987, Parallel History Project on Cooperative Security. 
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の参加を歓迎している6。 
 米国の警戒とは裏腹に，ソ連は米国を排除するどころか，欧州秩序の安定を維持するため
には，米国の軍事力の必要性を理解していた7。1989年 2月 1日，ソ連科学アカデミー社会
科学セクション最高会議常任幹部会で，〈欧州共通の家〉構想が欧州の軍事的，経済的，政
治的分断を終了させるものであり，異なる社会体制の国家が共存する欧州新秩序を指して
いるという認識が共有されていた。数日後，同様の会議がソ連外務省でも議論され，同構想
の精神に沿って，通常戦力の軍縮や他国領土からのソ連軍撤退などが議論された。ソ連科学
アカデミーもソ連外務省も，同構想を実現するために，東西間の信頼醸成と軍縮，経済協力，
人的交流を重視する CSCE の枠組みを活性化させ，近々，〈欧州共通の家〉構想を実現する
ために，〈第二のヘルシンキ〉型会議を開催することを検討していた8。ソ連軍の東欧撤退や
東側諸国の軍縮は，〈欧州共通の家〉の精神に適ったものであった。 
 
 3．在欧米軍削減の圧力 
 ソ連軍撤退の動きと並行し，米国内では在欧米軍削減の声が強まっていた。当時，米国は
〈双子の赤字〉を抱えており，連邦議会からブッシュ新政権に対し，国防予算削減が要求さ
れることは必至であった。1989年 1月 9日，レーガンは全体的に緊縮気味の総額 3,152億
ドルの予算案を提示したが，この予算案は，財政赤字削減を目指す国防予算削減派の強い反
発を生み，ブッシュ新政権による大幅な修正が予想された。最終的に連邦議会は 1990会計
年度予算として 3,029億ドルを承認した。100億ドルもの予算削減により，レーガンが打ち
出した SDI（戦略防衛構想）に関しては 10億ドル，C-17戦略輸送機は 4億ドル，B-2爆撃
機は 3億 2,000万ドル，ATF（次期戦術戦闘機）は 2億ドルが削減されることとなった9。
この関連で，国防予算削減派は在欧米軍も削減すべきとの声を強めていた。 
 在欧米軍削減の声は，米国の財政要因のみならず，西側の同盟要因からも寄せられていた。
レーガン政権末期の米国では NATO 経費の公平な〈負担分担〉が強い調子で打ち出されて
いた10。例えば，『ニューズウィーク』誌（1987年 12月 7日付）で，「3兆 5,000億ドルの
規模を持つ経済を背景とした 3 億 7,400 万人の欧州の人々が，わずか 1 兆 9,000 億ドルの
GNP しか持たぬ 2億 7,500万人の対立陣営から自国を守るために，経済規模 4 兆ドルの 2
億 4,100 万人の米国人に大きく依存する必要はないはずである」とブレジンスキーは述べ
ている11。同盟の〈負担分担〉が議論された 1988年 2月の上院本会議では，ジェームズ・
                                                   
6 Ibid., 301-302頁。〔  〕内は筆者による補足。 
7 Sergei A. Karagonov, “Towards a New Security System in Europe”, in Vilho Harle & Jyrki Iivonen 
(eds.), Gorbachev and Europe (London: Pinter Publishers, 1990), p.49. 
8 Eugene B. Rumer, “The German Question in Moscow’s “Common European Home”: A Background to 
the Revolutions of 1989”, The Rand Corporation, N-3220-USDP, 1991, pp.14-15. 
9 Military Balance 1990-1991, p.15. 
10 “Interview with Richard B. Cheney”, George H.W. Bush Oral History, Conducted by the Miller 
Center, University of Virginia. 
11 単純な財政的数値の比較ではなく，NATO加盟国が提供しているものの量的比較を通した検討も必要で
ある。例えば，フランスやスペインを除外した場合，加盟国は NATO兵力中，師団の 95％，兵力の 90％，
火砲の 90％，戦車の 80％，航空機の 80％などを提供しており，これらのデータを考慮すると，NATOに
対する米国以外の加盟国の貢献度が低いとする結論はすぐさま導かれない。SIPRI Yearbook 1989, pp.141-
143. 
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サッサー（James R. Sasser）民主党上院議員（テネシー州選出）が「共同防衛面での〈負
担分担〉減少の流れを，数年間で変えなくてはならない。合衆国はもはや単独で世界中の自
由と民主主義を守るために必要な膨大な軍事支出を維持することはできない」と訴えてい
る12。また，アンドリュー・アイルランド（Andrew Ireland）共和党下院議員（フロリダ州
選出）はブッシュ新政権に対して共同防衛での公平な〈負担分担〉を同盟国に要求するリー
ダーシップを発揮するよう要請していた13。ネオコンの知識人アーヴィン・クリストルは西
欧が米国に依存する形で同地域の共同防衛を怠っていることに不満を呈し，いっそ米軍を
撤退させ，NATOを全欧的機構（all European Organization）に改編させる案を提示して
いた14。この提案の背後には，〈双子の赤字〉に悩む米国に共同防衛面で依存することなく，
世界大の自由と民主主義の保護に貢献することを西欧諸国は自覚すべきとするネオコンの
主張が看取できる。米欧関係の専門家デイヴィッド・カレオ（David P. Caleo）ジョンズホ
プキンス大学SAIS教授も「NATOの欧州化は〈地政学上の効率化〉（geopolitical efficifency）
を通じた米軍削減を期待できる解決策である」と論じている15。このように，在欧米軍削減
の圧力は米国の財政要因を越えて，米国の同盟関係，ひいては米国の欧州への軍事的関与の
在り方を問う論議であった。 
 このような感じであったから，〈ゴルビー・マニア〉に傾く NATO 同盟国が INF 全廃条
約後の欧州安全保障に対応すべく，通常戦力の増強に踏み切ることは期待できなかった。そ
もそも，ソ連軍の東欧撤退による国際環境の変化により，米国は通常戦力増強よりもその削
減に重点を移さざるを得なくなっていた。残る解決策は在欧 SNF近代化である。けれども，
これはいわば〈二度目のユーロ・ミサイル危機〉として，米国と同盟国の間で深刻な対立を
生起させ，西側同盟内での米国のリーダーシップをめぐる問題を惹起させるものであった。 
 
第 2節 SNF近代化をめぐる同盟内政治 
 
 1．SNF近代化問題の起源 
 1989 年 3 月にウィーンで開始される CFE 交渉に関する NATO 内のタスクフォース
（High Level Task Force on Conventional Arms Control）の推計によれば，ソ連軍の東欧
撤退が開始しているとはいえ，NATO とワルシャワ条約機構の通常戦力は，依然として，
圧倒的に東側優位であった（表 3－1）。 
 INF 全廃条約調印後，東西間に再び軍事的均衡をもたらすべく西側が検討したのが，老
                                                   
12 “U.S. Defense Costs Overseas”, (Citation: 134 Cong Rec S 1047, Section: Senate, Document 
Date: February 22, 1988), in ProQuest Congressional 〈http://congressional.proquest.com/congress
ional/result/congressional/pqpdocumentview?accountid=26790&groupid=88103&pgId=bcfac77f-63b8-4
abf-8d39-4b4f0a9dca93&rsId=14B776B414B.〉2017年 6月 23日閲覧。 
13 “The INF Treaty and Defense Burden-Sharing”, (Citation: 135 Cong Rec E 630, Section: Exte
nsion of Remarks, Document Date: March 2, 1989), in ProQuest Congressional 〈http://congressi
onal.proquest.com/congressional/result/congressional/pqpdocumentview?accountid=26790&groupid=8
8103&pgId=78680df1-cdbb-4993-a2cd-26708484649d&rsId=14B778B27E5.〉2017年 6月 23日閲覧。 
14 Jeffrey Record & David B. Rivkin Jr., “Defending Post-INF Europe”, Foreign Affairs, Vol.66, No.4, 
(Spring 1988), pp.742-743. 
15 David P. Calleo, Harold van B. Cleveland, & Leonard Silk, “The Dollar and the Defense of the West”, 
Foreign Affairs, Vol.66, No.4, (Spring 1988), p.857. 
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朽化した SNF，ランス・ミサイルの近代化であった。SNF は NATO 同盟にとり，重要な
意義があった。SNFは政治的には，西欧防衛に米国が積極的に関与している戦略的連携（カ
ップリング）の象徴として，軍事的には，欧州における戦略上のトライアッド（ミサイル・
火砲・航空機）の柱の一つとして見なされてきた（表 3－2）。 
 
（表 3－1）NATO・ワルシャワ条約機構の通常戦力データ(推計) 
 NATO ワルシャワ条約機構 
①戦車(TANKs) 2万 2,809両 5万両 
②火砲(ARTILLERY) 1万 7,739台 4万 2,715台 
③装甲兵員輸送車(ATCs) 2万 8,610両 5万 5,800両 
④ヘリコプター(HELOs) 2,267機 3,664機 
⑤航空機(AIRCRAFT) 5,400機 1万 3,986機 
⑥兵員(MANPWR) 279万 7,384人 401万 9,000人 
（注）NATO，ワルシャワ条約機構のデータ（推計）はそれぞれ 1989年 4月，1月時点のもの。 
（出典）“CFE Initiative”, OA/ID 91121-001, CFE Files, GBPL を参照し，筆者作成。 
 
（表 3－2）INF全廃条約後のNATOの地上発射型 SNFの基本データ 
 発射基（①～③） 核ミサイル（①），核砲弾（②，③） 
同盟国 在欧米軍 総計 同盟国 在欧米軍 総計 
①ランス 52 36 88 553 1,186 1,739 
②8インチ砲 716 342 1,058 473 314 787 
③155mm砲 3,510 767 4,277 381 192 573 
（出典）”NATO Worldwide Holdings Land-Based Nuclear-Capable Systems of Less Than INF Range 
(French Forces Excluded)”, NATO Records- NATO Military Plannning, Parallel History Project on 
Cooperative Securityを参照し，筆者作成。 
 
 ブッシュ新政権が，〈欧州の非核化〉を目指すゴルバチョフとの SNF 削減に向けた軍備
管理交渉ではなく，SNF配備を維持する方針を固めていたことは，これまでの米国のNATO
戦略上，当然の帰結であった。1972年に配備が開始したランスは 1980年代後半になると，
液体燃料を原因とする金属疲労，腐食などの老朽化問題を抱え，1995 年が耐用期限となっ
ていた。従来のランスを改修するという選択肢もあったが，INF 全廃条約後の東西の軍事
的均衡の変化も相俟って，限られた射程距離（射程 120㎞），精度，再装填に要する時間な
どの他の問題も考慮するといっそランスを近代化するという方針が浮上したのである16。 
 もっとも，NATO内では SNF近代化は決定済みの事項であったため，ランス近代化の方
針は 1980年代のNATOの核戦略にも沿うものであった。1983年のカナダ，モンテベロで
の NATO国防相会議では，①ランスの後継機種（Follow-on to Lance：FOTL），②戦術空
                                                   
16 Ronald D. Asmus, “The Politics of Modernizing Short-Range Nuclear Forces in West Germany”, The 
Rand Corporation, R-3846-AF, (November 1989), pp.24-25. 
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対地ミサイル（Tactical Air-to-Surface Missile：TASM），③核砲弾，④核搭載航空機の近
代化が要求されていた。その後，ゴルバチョフの登場により，米ソは INF 交渉に注力して
いたため，SNF近代化が問題となったのは，大幅な西側の戦略変更を迫る形となった INF
全廃条約の調印後であった。こうした状況の中，1988年 10月末にオランダ，スヘフェニン
ゲンで開催されたNATO国防相会議では，INF全廃条約後の核戦略の再構築には，NATO
にとって SNFの保持が不可欠であり，必要な時期が来れば近代化を行うという方針が確認
された17。 
 この一連の SNF近代化をめぐる議論に抵抗したのは西ドイツであり，後に，米英との対
立を深めていくこととなる。通常戦力で西側諸国よりも圧倒的に優位な東側に対し，東西紛
争を抑止する上でも SNF近代化が必要，というのが米英の主張であった。一方で，SNFの
大部分は自国領内に配備され，その短い射程を考慮するに，東西紛争の主戦場となるのはド
イツとなる。いわば「ドイツ人同士を打ち合う」ための SNFの近代化，配備を決定するリ
スクを冒すことはできないと西ドイツは反論したのである。事実，1988 年初頭に西ドイツ
で行われた世論調査によると，西ドイツ全人口の 68％が核兵器の近代化に反対，79％が自
国領内からの核兵器撤廃を求めていた。核兵器のない西ドイツがソ連の脅威に脆弱である
かという質問に対しては，57％の西ドイツ国民がノーと回答していた。こうした議論は
CDU／CSU（キリスト教民主同盟／キリスト教社会同盟）と FDP から成るコール連立政
権内でも見られた。与党 CDU内でも，フォルカー・リューエ（Volker Rühe）党事務局長
などは，50～80％の核兵器削減を主張していた。野党 SPD や緑の党は，SNF 全廃という
〈トリプル・ゼロ〉を求める声を高めていた18。西ドイツでは，次第に SNF 近代化問題が
コール政権の運営にかかわる国内政治上の争点となり，1988 年末にコール政権が SNF 問
題を連立与党内で協議するハイレベル作業部会を設立するまでに至っていた19。 
 
 2．SNF近代化をめぐる米・西独対立 
 政権発足間もないブッシュ大統領宛に，主要国首脳からの電話が相次いだ。1 月 23 日，
ゴルバチョフからの電話に対し，ブッシュはまず，ゴルバチョフからの新政権発足の祝辞に
対する謝意を述べ，続いて，レーガン政権で構築された良好な米ソ関係を今後も維持してい
                                                   
17 『朝日新聞』1988 年 10 月 29 日付（朝刊）。スヘフェニンゲン NATO 国防相会議の数日前，ベルギー
国防省スポークスマンは「東西の緊張緩和を考慮すれば，SNF近代化を決めるのは時期尚早」とし，「会議
に提出される SNF 近代化に関する NATO 高官グループ作成の報告書の承認に反対する」との意向までも
海外メディアに明かしていた。会議当日は，カールッチ米国防長官とジョージ・ヤンガ （ーGeorge Younger）
英国防相がガイ・コーム（Guy Coëme）ベルギー国防相を説得し，SNF近代化方針の一応の合意が見られ
ていたのである。だが，会議後「FOTLは来年中に決めるべき」（ヤンガー英国防相），「核の近代化よりも
軍備管理，軍縮に関する包括構想作成を優先すべき」（コームベルギー国防相），「包括構想作成に重点が置
かれていることには満足。核近代化問題は同構想の中で検討されるべき」（ショルツ西ドイツ国防相）とい
ったように，NATO加盟国の間で，SNF近代化と削減をめぐる意見の不一致が見られていた。『朝日新聞』
1988年 11月 11日付（朝刊）。 
18 もともと INF交渉では，当初撤廃の対象となっていたのは射程距離 1,000㎞以上の IRM で，これを全
廃することが〈ゼロ・オプション〉と呼ばれていた。その後，射程距離が以下 500 ㎞までの SRM も交渉
に含まれ，〈ダブル・ゼロ・オプション〉と呼ばれるようになった。射程距離 500㎞以下の SNFをめぐる
問題では，IRM，SRM以下の射程のミサイルも含まれるという意味で〈トリプル・ゼロ・オプション〉と
いう用語が生まれるに至った。 
19 Asmus, “The Politics of Modernizing Short-Range Nuclear Forces in West Germany”, pp.12-26. 
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くことを確認した。サッチャーはブッシュに，西側が対処すべき喫緊の課題として，NATO
首脳会談の準備，核兵器の近代化決定，西側の結束の維持を挙げた。特にサッチャーは核兵
器の近代化の必要性を強い調子で訴え，〈ゴルビー・マニア〉に傾く西側諸国内のユーフォ
リアに対する懸念も示した。コールからの電話では，核兵器の近代化ではなく，リビアの化
学兵器工場建設に西ドイツが関与している疑惑について意見交換が行われた20。24 日，ミ
ッテランとの電話では，ブッシュはミッテランからの祝辞に謝意を表すとともに，昭和天皇
崩御（1989 年 1 月 7 日）に伴い 2 月 24 日に東京で催される予定の「大喪の礼」にミッテ
ランが参列するかどうか尋ねた。ミッテランはまだそれを決めかねているが，おおかた参列
するつもりであると答えた。ここでブッシュは米仏の友好関係の確認と主要な問題の討議
のために，2月 23日あるいは 24日に東京で昼食を取りながら会合を開くことを提案した。
これにミッテランは，東京に行き大統領からの誘いを受けることに賛成した21。この 2日間
に行われた主要国首脳との電話会合の様子から明らかなように，ブッシュ新政権は，①米ソ
関係を進展させると同時に慎重に対ソ政策を策定すること，②同盟の結束の誇示，そのため
の 5月末のNATO首脳会談を成功のうちに開催すること，③対ソ政策，同盟政策の一環と
しての核兵器近代化などの課題を認識していたことが分かる。 
 2 月初旬，ベーカー国務長官はブッシュ新政権が欧州を重視していることを示すために
NATO 同盟国の訪問に乗り出した。2 月 10 日から 8 日間で米国を除く全加盟国の 15 ヵ国
を訪れるという旅程であった。2 月 10 日，ブッシュとベーカーはカナダを訪れ，ブライア
ン・マルルーニ（Brian Mulroney）首相，ジョー・クラーク（Joe Clark）外相，デレック・
バーニー（Derek Barney）首相補佐官らと会談した。会談中，マルニーニはブッシュに，
ゴルバチョフ人気に西側が後手に回っているから米国が主導権を取るべきだと語った。こ
れに同意したブッシュは，対ソ政策策定の際には同盟国との密な協議が不可欠であると述
べ，ベーカーの欧州訪問は同盟国と協働し，ゴルバチョフ提案に受け身ではなく，攻勢に出
る方法を模索する格好の例だと伝えた22。 
 大西洋を渡ったベーカーはロンドンでサッチャーとジェフリー・ハウ（Geoffrey Howe）
外相と会談した。サッチャーはベーカーに，SNF 近代化は急務であり，これに消極的なコ
ールは間違っていると強い調子で伝えた。他方，西ドイツでは，ベーカーはコールから，ミ
サイルはサッチャー女史のものではないという SNF近代化を求める英国の主張を退ける発
言を受けた。ゲンシャー外相も SNF近代化を西ドイツの忠誠心を測る踏絵にすべきでない
と主張した。1989 年か 1990 年に近代化を進めれば，1990 年 12 月の総選挙でコール政権
は失墜してしまうだろうから，近代化決定は 1991 年か 1992 年まで先延ばしにすべきだと
ゲンシャーは言った。西ドイツに続く北欧諸国訪問では，北欧の首脳はサッチャーとは異な
                                                   
20 コールはこの一件について西ドイツ企業の関与を強く否定した．“President’s Telephone Conversation 
with Soviet General Secretary Mikhail Gorbachev, (The White House, January 23, 1989)”,；“Phone Call 
between the President and Prime Minister Margaret Thatcher of Great Britain, (The White House, 
January 23, 1989)”,；“President’s Telephone Conversation with FRG Chancellor Helmut Kohl, (The 
White House, January 23, 1989)”, OA/ID 91111-001, Presidential Telcon Files, GBPL. 
21 “The President’s Telephone Conversation with Prime Minister Mitterand of France, (The White 
House, January 24, 1989)”, OA/ID 91111-001, Presidential Telcon Files, GBPL. 
22 “President’s Meeting with Prime Minister Mulroney, (Embassy of the United Staets of America)”, 
OA/ID 91107-001, Presidential Memcons Files, GBPL.；ジェームズ・ベーカー（仙名紀訳）『シャトル外
交―激動の四年＜上巻＞』（新潮文庫，1997年），188-189頁。 
67 
 
り，SNF 近代化のマイナス面を強調した。ベーカーが SNF 近代化は NATO の決意表明の
意味があるのだと述べたところ，グロ・ブルントラント（Gro Brundtland）ノルウェー首
相は，SNF 近代化問題の決意表明に，どれほどの意味があるのかと反問した。ウッフェ・
イエンセン（Uffe Ellemann-Jensen）デンマーク外相もブルントラントと同様，SNF近代
化問題はまったくの軍事問題ではなく，政治問題だと主張した。一連の欧州訪問の中でもベ
ーカーは，オランダのハンス・ファンデンブルック（Hans van den Broek）外相との会談
が最も有意義であったと述懐している。ファンデンブルックは，核の近代化は西ドイツを困
惑させ，他の同盟国にとっても問題を解決することにはならないと主張した。また，ソ連と
の SNFの軍備管理交渉に米国が消極的であることは理解しているが，NATO首脳会談で発
表する計画案には軍縮問題が盛り込まれていなければならないとも語った23。 
 ベーカーの欧州歴訪での主要議題となった SNF近代化問題は，ブッシュ新政権発足直後
からNSC，国務省，国防総省の省庁間会議で議論されていた。1月末，NSC 欧州ソ連担当
上級部長ブラックウィルを議長とする省庁間会議で，SNF 近代化と軍備管理について，米
国と近代化 SNF配備の当事者西ドイツの間で共同歩調をとるべく，米国と西ドイツの二国
間協議をすぐにでも開催することが決められていた24。最初の米・西独協議は，ベーカーの
欧州訪問のほぼ同時期に開催された。2 月 21 日，西ドイツの政治家エゴン・バールとユル
ゲン・ルース（Jürgen Ruhus）駐米大使がスコウクロフトのオフィスを訪れ，スコウクロ
フトと NSC欧州ソ連担当のブラックウィル，ゼリコウを交えた協議が行われた。バールは
NATO首脳会談で採択される予定の包括構想（Comprehensive Concept）と SNF近代化問
題を取り上げた。具体的には，包括構想は欧州安全保障のすべての要素を包摂するものであ
るべきで，核兵器についても除外されることはないとし，通常戦力と併行してソ連との SNF
の軍備管理交渉を早期に開始すべきだとする西ドイツ政府の見解をスコウクロフトに伝え
た。この背景には，「ドイツ人同士を打ち合う」SNFの削減を望む西ドイツ国内要因の他に，
心理的要因も作用していた。ポーランド領も射程に収める近代化SNFの配備（射程 450㎞）
が，ドイツがポーランドに侵攻してから 50 周年にあたる 1989 年に開始されることは，西
ドイツ政府として避けたい決定であった。西ドイツ側の主張に，スコウクロフトは，包括構
想の重要さについては賛同するものの，通常戦力を取り扱う CFE 交渉と SNF 交渉は，併
行して行うのではなく，CFE 交渉が成功した後に行うべきとする米国の見解をバールに伝
えた25。この頃から，NATO の SNF 近代化計画とソ連との SNF の軍備管理交渉のタイミ
ングをめぐり，米国と西ドイツの間に見解の不一致があった。 
 2 月 24 日，東京で「大喪の礼」が催された。日本は，ブッシュ大統領の最初の外遊先と
なった。前日の 23 日，先月の電話での約束通り，ブッシュはミッテランと会っているが，
フランス大統領以外にも，2日間にわたって，ブッシュは東京の米国大使宿舎で各国代表と
次々と会談していた。24日午後，ブッシュはリヒャルト・フォン・ヴァイツゼッカ （ーRichard 
von Weizsaecker）西ドイツ大統領と会談した。ヴァイツゼッカーは，1977年以来，西ドイ
                                                   
23 Ibid., 189-196頁。 
24  “Memorandum for Brent Scowcroft, from Don Mahley, Subject: Next Steps on SNF, (National 
Security Council, January 30, 1989)”, OA/ID 91120-002, SNF Files, GBPL. 
25 “Meeting with SPD Parliamentarian Egon Bahr of the Federal Republic of Germany, (The White 
House, February 21, 1989)”, OA/ID 91120-001, SNF Files, GBPL. 
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ツ世論は防衛問題に対し，より敏感になっており〔ユーロ・ミサイル危機を指す〕，西側同
盟国に共通の問題に対しては，同盟内で解決の方法を探れるはずだと述べた。これにブッシ
ュは，同盟は重要であり，同盟国の異なる意見も尊重しなくてはならない。ただゴルバチョ
フのプロパガンダには勝利して欲しくはない。我々は結束しなくてはならないと答えた26。
ブッシュ・ヴァイツゼッカー会談でも同盟の結束を示すために SNF 近代化を説く米国と，
自国領に配備される SNF 近代化に消極的な西ドイツという基本構図が見られた。やがて，
この構図は米・西独間の溝を深めるばかりでなく，NATO 加盟国全体の対立に発展しブッ
シュ政権の政策決定過程に大きな影響を与えることとなる。 
 3月 11日，NSCのゼリコウは，コールの外交顧問ホルスト・テルチク（Holst Teltschik）
から，コールが近日中に SNF問題を検討するためのチームをワシントンに派遣するかどう
かを決定するという知らせを受けた。派遣されれば3月14日に到着する予定であったが27，
結局，西ドイツチームのワシントン派遣は行われなかった。3 月 12 日のヘッセン州，西ベ
ルリンの地方選挙で与党 CDU の下野が決まるという国内政治の変化によってコール政権
の安定という立場上，西ドイツ政府が米国との二国間協議の準備を 4 月までに行うことが
難しくなっていた28。これを受け，3 月 16 日，すぐさま NSC はワシントンでの協議の際
に，西ドイツ側に伝える予定であった内容を文書形式にしたため，同文書をスコウクロフト
のオフィスから連邦首相府のテルチク宛という形で送る手はずを整え，送付した。同文書に
は，同盟全体に関わる SNF近代化問題は米国と西ドイツ両政府にとり重要であり，1988年
の NATO 決定で示された核兵器の近代化ならびに包括構想の形成を達成するための最善策
を両政府が模索しなくてはならないことが強調されていた29。 
 西ドイツチームのワシントン訪問中止を受け，米国は 5月末に控えたNATO首脳会談の
前に，SNF近代化問題を解消することに焦りを感じ始めていた。SNF近代化問題による同
盟内対立を首脳会談で浮彫にさせることは，西側の結束を示したい米国にとり，対ソ政策の
観点からも何としても避けたいものであった。問題解消のためには，これを検討する米国と
西ドイツの二国間協議を改めて速やかに開く必要があった。 
 3月 20日，ベーカーはブッシュに対し，NATO首脳会談よりも前に，SNF近代化問題を
何とか解決させるために，西ドイツ政府には強力な手段を取らなくてはいけないとし，コー
ルに米国側の主張をしたためた親書を大統領の名で送付することを提案した。コールへの
伝達役として，ベーカーはバート元駐西ドイツ大使（1989年 2月 17日退任）を選定した。
ベーカーが草稿した手紙には，数日前にテルチク宛に送られたメッセージの内容を踏まえ
ながら，次のことが記載された。 
  親愛なるヘルムート 
                                                   
26 “President’s Meeting with President Richard von Weizsaecker of the Federal Republic of Germany, 
(The White House, Febrary, 24, 1989)”, OA/ID 91107-001, Presidential Memcons Files, GBPL.〔  〕
内は筆者による補足。 
27  “Memorandum for Brent Scowcroft from Philip Zelikow/Don Mahley, Subject: Preparations for 
Meeting with Germans on SNF, (National Security Council, March 11, 1989)”, OA/ID 91120-001, SNF 
Files, GBPL. 
28 “Memorandum for Brent Scowcroft from Philip Zelikow, Subjet: Next Steps with the Germans on 
SNF, (National Security Council, March 13, 1989)”, OA/ID 91120-001, SNF Files, GBPL. 
29 “Memoandum for Brent Scowcroft from Don Mahley, Subject: Message to Horst Teltschik, (National 
Security Council, March 16, 1989)”, OA/ID 91120-001, SNF Files, GBPL. 
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   貴殿が提案した専門家チームが短距離核戦力と包括構想について協議すべく，先週
のワシントン訪問が叶わなかったことは残念です。（…） 
   SNF問題は，同盟全体の懸念事項ですが，我々両政府にとって特に重要なものです。
我々がこの問題に対し共同歩調をとることができれば，〔SNF近代化問題についての〕
NATO内のコンセンサスを形成することもさらに容易となるでしょう。 
   （…）我々は連邦共和国内で核配備問題が政治的に敏感なものであることは理解して
おり，我々の二国間協議の場で，貴国の要件を考慮する準備はできています。私は我々
の要件を貴国が考慮する準備ができていることも理解しています。 
   我々の核戦力の再編問題について，解決策は，CFE 交渉の結果如何に関わらず，地
上発射型 SNFが必要となる柔軟反応〔戦略の〕原則に沿うものでなければならないで
しょう。（…） 
   ランスの後継機種導入を含む我々の〔核〕戦力の再編により，長射程の兵器に，〔我々
の核戦力についての軍事的焦点を〕移すことが可能となります。また，これにより，短
射程の火砲などのシステムの大幅削減を含む，〔核戦力の〕総保有量の大幅削減をも可
能となるでしょう。（…） 
   可能な限り，二国間のハイレベルの代表団からなる小規模なグループによる協議を
継続させることを心待ちにしています30。 
 ベーカーの草稿は，すぐさま NSC欧州ソ連担当スタッフ，チェイニー国防長官，クロウ
JCS議長に回覧された。21日，JCSは草稿中，核戦力再編の一環での大幅削減の対象とし
て具体的に述べられていた火砲の単語の削除を希望しており，現段階で短射程の核戦力の
削減に米国が意欲を持っていると見なされることを避けたい国防総省は，核戦力再編のパ
ラグラフ全体の削除を望んでいた。NSC のブラックウィルらは，チェイニーとイーグルバ
ーガー国務副長官とともに，軍部と国防総省の意見を念頭に，懸案となっているパラグラフ
を次のように修正した。 
  ランスの後継機種の導入を含む我々の〔核〕戦力の再編により，〔核戦力の〕総保有量
の大幅削減が可能となり，我々の〔核戦力についての軍事的〕焦点が短射程の兵器から
長射程のものに移ることになるでしょう31。 
 22日の朝，〈朝食会〉でチェイニー，ベーカーとコール宛親書について最終確認を行った
後32，スコウクロフトはブッシュに，NSC 修正案に書きかえたコール宛親書を渡した。ブ
ッシュは親書の末尾に自署し，バート元駐西ドイツ大使とNSCのブラックウィルがこの親
書をコールに渡しに西ドイツの連邦首相府へと向かった33。この頃から，CFE 交渉の結果
を待つことなく，「核の軍備管理交渉開始とミサイル近代化延期について，ドイツ人はます
                                                   
30 “Memorandum for the President from James A. Baker, III, Subject: Presidential Letter to Kohl on 
SNF, (The Secretary of State, March 20, 1989)”, OA/ID 91120-001, SNF Files, GBPL.〔  〕内は筆者
による補足。 
31 “Memorandum for Brent Scowcroft from Linton Brooks/Robert Blackwill, Subject: Letter to Kohl, 
(National Security Council, March 21, 1989)”, OA/ID 91120-001, SNF Files, GBPL. 
32 “Memorandum for Brent Scowcroft from Linton Brooks/Robert Blackwill, Subject: Breakfast Item—
SNF, (National Security Council, March 21, 1989)”, OA/ID 91120-001, SNF Files, GBPL. 
33 “Memorandum for the President from Brent Scowcroft, Subject: Letter to Chancellor Kohl, (The 
White House, March 22, 1989)”, OA/ID 91120-001, SNF Files, GBPL. 
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ます融通がきかなくなっていった」とブッシュは振り返る34。米国は SNF 近代化問題を，
西ドイツとの純粋二国間の問題と捉えていたが，これがやがて同盟内対立にまで発展する
こととなる。 
 
 3．SNF近代化をめぐる同盟内対立 
 ブッシュ政権の調整もむなしく，4 月に入ると状況が暗転する。4 月 11 日，ベルギーの
ヴィルフリード・マルテンス（Wilfried Martens）首相は上下両院合同委員会で，西ドイツ
を中心に配備されているランスの近代化決定を 1991 年から 1992 年以降にし，近代化する
場合も射程距離を現在の 120km を超えないものにするべきと述べ，ソ連との SNF の軍備
管理交渉の早期開始を望むと発表した。翌 12日には，東ベルリンで開催されたワルシャワ
条約機構外相会議も SNF 交渉を NATO 側に呼びかけた。交渉を求める声の高まりは来週
に予定されているNATO国防相会議に大きな波紋を呼ぶ危険性を孕んでいた35。 
 こうした状況の中，5月末のNATO首脳会談の前に何とか SNF近代化問題を解消したい
ブッシュはコールと電話会談を行った。4 月 12 日の朝，電話会談の中で，西ドイツ国内の
政治状況に理解を示しつつも，ブッシュは SNF近代化について米・西独協議を早期に行う
ために，コールあるいは彼の側近テルチクの訪米を強く望んだ。それが叶わないにしても，
西ドイツの安全保障問題の専門家の訪米を希望しているとコールに伝えた。これにコール
は，この件についての回答を来週までにはブッシュ大統領に電話すると答えた。ブッシュは，
NATO 首脳会談が同盟の結束を弱める雰囲気に包まれないよう，西ドイツに早い対応を迫
った36。同日夕方，ブッシュはワシントンを訪れていたマンフレッド・ヴェルナ （ーManfred 
Wörner）NATO事務総長と会談した。ここで，ヴェルナーはブッシュの置かれた状況を理
解し，来たるNATO首脳会談は「ブッシュ大統領の首脳会談」であるべきと述べた。NATO
における米国のリーダーシップを強く望むヴェルナーにとり，SNF 近代化問題をめぐり，
西ドイツを同盟の結束から離してしまうことは避けたかった。ヴェルナーは，米・西独の妥
協点として，生産，配備の早期決定をしないが SNF近代化方針は貫く，〈トリプル・ゼロ〉
などあり得ないが軍備管理は必要と私見を述べた37。 
 4月 19日から 2日間，ブリュッセルで NATO国防相会議が開かれた。ブッシュ政権にと
ってこれは初の国防相会議であり，会議では SNF近代化問題が中心に話し合われたが，結
局一致した結論に達することはなく，5 月末の NATO 首脳会談での妥協達成に努力するこ
とが確認されるにとどまった。会議が終了した 21日の記者会見で，会議に出席したチェイ
ニーは，核戦力の保持は必要で，〈トリプル・ゼロ〉は避けるべきである，ソ連は〈欧州の
非核化〉を主張しているが，通常戦力で圧倒的に東側優位であることには変わりなく SNF
交渉を開始するのは間違いで，ウィーンでの CFE交渉に大きな努力を払うべきだと米国側
の見解を述べた38。同日，ホワイトハウスでは，ブッシュはようやく米・西独協議に関して，
                                                   
34 George Bush & Brent Scowcroft, A World Transformed (New York: Alfred A. Knopf, 1998), p.64. 
35 『朝日新聞』1989年 4月 13日付（朝刊）。 
36 “The President’s Telephone Call to West German Chancellor Helmut Kohl, (The White House, April 
12, 1989)”, OA/ID 91111-001, Presidential Telcon Files, GBPL. 
37 “Meeting with Manfred Woerner of NATO, (The White House, April 12, 1989)”, OA/ID 91107-002, 
Presidential Memcons Files, GBPL. 
38 『朝日新聞』1989年 4月 21日付（朝刊）。 
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来週 24 日にゲンシャー外相とゲアハルト・シュトルテンベルク（Gerhard Stoltenberg）
国防相を派遣するというコールからの返答を受けた。ブッシュは戦艦アイオワの爆発事故
による犠牲者を悼む式典に参加するため，米・西独協議に参加しないが，代わりに米国側か
ら数名の高官を協議に同席させると答えた39． 
 4 月 24 日に，ようやくワシントンで米・西独協議が行われた。米国側からはベーカー国
務長官，チェイニー国防長官，スコウクロフト大統領補佐官が，西ドイツ側からはゲンシャ
ー外相，シュトルテンベルク国防相が参加した。2日間のうち，SNF近代化要求と SNF交
渉の早期開始という対立構図は解消されず，ほどなく協議は終了した。国務省報道官による
と，協議中，ベーカーは何度も対ソ SNF交渉開始は誤りだと主張していたが，コール政権
の維持という理由から，西ドイツの主張は変わることはなかった。『ワシントン・ポスト』
紙（1989年 4月 25日付）はコール政権の実情について，簡潔にまとめている。 
  この数ヵ月，コール保守政権は西ベルリンとヘッセン州の地方選挙での敗退で打撃を
受けている。コールは国内問題においては右派を演じることで，衰運の流れを変えよう
としつつも，声を高める中立主義者，反核主義者を宥めるために，対外政策では左寄り
にシフトしつつある40。 
 この頃から，ベルギーを始め，デンマーク，ノルウェー，イタリアなどの NATO 加盟国
も，SNF交渉は冷戦終結への道を開くとの声を高めていた41。〈欧州の非核化〉を掲げ，西
側に軍縮を呼びかけるゴルバチョフの〈新思考外交〉がこれに拍車をかけていたのは指摘す
るまでもない。4 月 27 日，突然コールは政権の所信表明演説の中で，ランスの後継機種の
導入，製造，配備が不可欠か否かを 1992 年に決定するという引き延ばし案を明らかにし，
米・西独関係に亀裂が走った42。同時に，西ドイツと英国との対立も深まっていた。4月末
の毎年英国と西ドイツの間で開催されている政府・産業・学術レベルの英・西独会議で，
NATOの柔軟反応戦略維持のため，SNF近代化の即時決定の必要性をサッチャーは強調し
たが，コールはこう返した。「NATOについて講義を受ける必要はないし，柔軟反応戦略の
ことも分かっている」。続けてコールは，事実，西ドイツは他のどの国よりも SNFの影響を
受けている。自分は長年に渡り，米国の従属者だと攻撃されてきたと思ったら，今度は突然，
裏切り者呼ばわりされている。SNF 交渉に反対することはできないと興奮気味に語った。
コールとの会議を終えたサッチャーは，ブッシュに会議の様子を電話で伝え，米英が断固と
した態度を維持すれば，NATO 首脳会談では満足のいく結果を得ることができるであろう
と私見を述べた43。そして，こうも言い放った。「NATO はドイツではない。ボンが同盟を
牛耳ることは許さない」44。東西の軍事的緊張の緩和という国際環境の変化によって，SNF
の近代化計画を追求する米国は，いまや〈孤高の冷戦の闘士〉となりつつあった45。 
                                                   
39 “Telephone Conversation with Helmut Kohl of the Federal Republic of Germany, (The White House, 
April 21, 1989)”, OA/ID 91120-002, SNF Files, GBPL. 
40 The Washington Post, April 25, 1989. 
41 The Guardian, April 25, 1989. 
42 高橋進『歴史としてのドイツ統一―指導者たちはどう動いたか』（岩波書店，1999年），131頁。 
43 マーガレット・サッチャー（石塚雅彦訳）『サッチャー回顧録―ダウニング街の日々＜下巻＞』（日本経
済新聞社，1993年），405-406頁。 
44 Bush & Scowcroft, A World Transformed, p.68. 
45 The Globe and Mail, April 29, 1989. 
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 5月になった。NATO加盟国は米国との二国間経路を利用し，ブッシュ政権に SNF近代
化問題の妥協を訴え始めた。5月 3日，ノルウェーのブルントラント首相は，首脳会談では
我々は共通の立場を示すべきであると妥協点の模索を訴えたが，これにブッシュはこう返
した。 
  人々は NATO 首脳会談に大きな関心を寄せています。（…）モスクワとの早期の SNF
交渉は深刻な誤りであり，平和を台無しにさせる恐れがあります。〔SNF 交渉ではな
く〕西側は CFE交渉とソ連の通常戦力面での圧倒的優位性を減らす必要性に注目すべ
きでしょう。 
 ベーカーもこう続けた。 
  ボンでは政治的問題を引き起こしているランスの後継機種についての決定は議論され
続けています。（…）何千何万もの在欧米軍の展開について，世論と連邦議会の間で頻
繁に論争が起きる米国も似たような状況です。在欧米軍を本国に帰還させよとする世
論があるのです。我々はランスの後継機種が我々の兵士を守る上でも必要だと考えま
す。政権としては，〔先日訪米した西ドイツの〕ゲンシャーとシュトルテンベルクにこ
れを強調したところです〔SNF 近代化は〕軍事，戦略問題以上に，国内政治の懸案事
項ともなっています46。 
 〈孤高の冷戦の戦士〉となりつつあるブッシュの対応に，米国内からも批判が起こった。
例えば，INF交渉に参加したポール・ニッツェ（Paul Nitze）は，SNF交渉の可能性を認
めようとしない米国はNATO内で孤立しつつある。SNF近代化を真に支持しているのは米
国とサッチャーだけだとブッシュ政権への批判を『ワシントン・ポスト』紙上で展開した47。 
 5月 4日，ワシントンを訪れたカナダのマルルーニ首相はブッシュに，リーダーシップは
しばしば妥協とも折り合いをつけるものだと伝えた。クラーク外相も首脳会談には SNF近
代化問題をめぐる同盟国間の意見の不一致によるリスクがあると訴えた。ブッシュは会談
を NATOの成功と社会主義の失敗を謳うものにすると応答するにとどめている48。 
 同盟国首脳からの訴えの傍ら，5月 5日，ブッシュはコールと電話で話し合った。コール
はブッシュに，大統領と首脳会談の成功を願っているため，SNF 近代化問題を解決するた
めの特使をボンに派遣して欲しいと頼んだ。コールの要請に応じて，すぐに，ゲーツ大統領
次席補佐官と国務省顧問ゼーリックが特使として派遣されたが，西ドイツが自国の立場に
固執したため，目立った成果は得られなかった49。「ブッシュ最初の外交危機」と銘打った
『ニューズウィーク』誌（1989年 5月 8日付）は，ブッシュ政権をこう酷評している。 
  ジョージ・ブッシュ最初の外交危機のきっかけは，軍備管理の根幹をめぐる西ドイツと
の対立という，いたってありきたりなものだ。だが，これまでになかった，とどのつま
りは，NATO における長年の従順なジュニア・パートナーだったボンが，西側同盟全
体を揺るがしている問題〔SNF 近代化問題〕をめぐり，ワシントンに反旗を翻したこ
                                                   
46 “President’s Meeting with Gro Harlem Brundtland, Prime Minister of Norway, (The White House, 
May 3, 1989)”, OA/ID 91107-003, Presidential Memcons Files, GBPL.〔  〕内は筆者による補足。 
47 The Washington Post, May 4, 1989. 
48 “Meeting with Prime Minister Brian Mulroney of Canada, (National Security Council, May 4, 1989)”, 
OA/ID 91107-003, Presidential Memcons Files, GBPL. 
49 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，201-205頁。 
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とである。多くの西欧人と同様，ドイツ人もゴルバチョフの〈新思考〉に欺かれている。
〈欧州共通の家〉の呼びかけや彼の眩い一方的な振舞い―東欧からの兵士，戦車団撤退
の約束―は，多くの西側の人々をして，ソ連の軍事的脅威はなくなったと確信させてい
る。（…）ブッシュはソヴィエトの指導者とつり合うような〈ビジョン〉を示していな
い。5 月末に NATO 首脳会談を控えているものの，大統領と彼の補佐官たちはいまだ
にグランドデザインを模索している段階だ50。 
 SNF は西側同盟の〈求心力〉ではなく〈遠心力〉を強める代物と化していた。これに拍
車をかけていたのは，ソ連の〈平和攻勢〉による国際環境の変化と，これと共振する西側同
盟国の国内環境の変化であった。SNF 近代化問題への対応はブッシュ政権にとり，大胆か
つ魅力的な軍縮提案を打ち出すゴルバチョフとのイニシアティヴ競争，そして，世界大に打
ち出したいブッシュの〈ビジョンなるもの〉を模索する過程と重なっていた。INF全廃条約
後の欧州安全保障を米国はいかに再構築していけばよいか。長らく，米国の欧州への軍事的
関与を基礎づけてきた SNF だけでなく，通常戦力の在り方も問い直され始めた。これは，
変革の波が押し寄せる欧州における在欧米軍の在り方をめぐる問いでもあった。 
 
第 3節 CFE交渉への米国のアプローチ 
 
 1．CFE交渉の開始とブッシュ政権内の議論 
 ソ連軍の東欧撤退が進んでいた 1989 年春，CSCE 第 3 回再検討会議（1986 年 11 月～
1989年 1月）で開始が決まっていた CFE交渉が NATOとワルシャワ条約機構の間で間も
なく始まろうとしていた。1989 年 1 月 10 日に合意されたマンデートに謳われたように，
CFE 交渉の目的は，東西の通常戦力の均衡維持，安定性を損なう東西の不均衡の是正，奇
襲攻撃および大規模攻勢を行う軍事能力の除去であった。東西両同盟の全加盟国の 23ヵ国
は限定的な中欧だけでなく，「大西洋からウラルまで」の欧州全域での通常戦力削減に取り
組むこと，削減対象兵器に海上戦力，化学兵器，および SNFを含まないことにも合意して
いた51。CFE 交渉に臨む米国の目標は，欧州における通常戦力の不均衡の是正とより安定
的な軍事的状況の創出であった52。 
 1989年 3月初旬，CFE交渉の開幕会議がウィーンのホーフブルク宮殿で開かれた。会議
中，東西両同盟を代表する形での軍縮提案がソ連のシュワルナゼ外相と英国のハウ外相に
よってなされた。シュワルナゼ提案は，1988 年のワルシャワ条約機構首脳会談最終コミュ
ニケで公表された，以下のような〈三段階削減構想〉を発展させたものであった53。 
  ①第一段階（1991～94年）として，東西双方の戦力を保有数の低い水準に合わせた上
で 10～15％削減し，不均衡を解消する。非武装地帯を設置し，SNFも相手側の領域
に届く射程外に引き下げる。 
  ②第二段階（1994～97年）として，さらに 25％，兵員数で 50万人を削減する。 
  ③第三段階（1997～2000年）として，双方の軍隊を〈防衛的性格〉に改編する。 
                                                   
50 Newsweek, May 8, 1989.〔  〕内は筆者による補足。 
51 SIPRI Yearbook 1990, p.478. 
52 “Department of State, Briefing Paper: CFE”, OA/ID CF01337-031, Susan Koch Files, GBPL. 
53 「隔たり大きい東西双方の軍縮提案」『世界週報』1989年 3月 21日，7頁。 
74 
 
 加えてシュワルナゼは，ワルシャワ条約機構のさらなる一方的な兵力削減の方針も確認
した。一方，ハウ外相は，東側提案中の東西戦力の 10％削減案に同調し，以下の西側提案
を行った。 
  ①戦車，装甲兵員輸送車，火砲の上限を，それぞれ 2万両，2万 8,000 両，1万 6,500
台に設定する。 
  ②特定の国が NATO およびワルシャワ条約機構全体の保有武器の 30％を超えて保有
しない。 
  ③奇襲能力のある部隊の他国への駐留を制限する。 
 CFE交渉の第一ラウンドが終わる頃には（ラウンド計 7回），全参加国は交渉で議論する
削減対象兵器を戦車，装甲兵員輸送車，火砲とすることで合意した。だが，東側が削減対象
兵器への追加を要求してきたヘリコプターと航空機については，次のラウンド交渉での議
論を待つ形となった。 
 交渉開始から間もなく，在欧米軍削減の声が高まりつつあった米国内では，西側の立場は
あまりにも慎重すぎであり，将来の欧州の〈ビジョンなるもの〉を示していないとする不満
の声が上がっていた。目立った論調は「NATOの削減案は現兵力のおよそ 10％分という比
較的小規模であり，在欧米軍削減の規模も，国防予算削減分に関しても不透明なままである」
という批判であった54。 
 この頃，第 2 章で見たように国家安全保障政策の見直しに取り組んでいたブッシュ政権
内では，省庁間の協議体である軍備管理政策調整委員会によって，NSR 第 14 号が策定さ
れていた。NSR 第 14 号中の通常戦力の軍備管理の項目には，CFE 交渉に関連する安定化
措置，同交渉で東側が提起した軍事演習規制，西側が当初提起した東西軍事機構の削減分を
さらに上回る戦力削減の持つ軍事的，政治的インプリケーションの諸点の見直しが記され
ていた55。ブッシュ政権は，5月末にNATO首脳会談を控えていたが，この場で，米国が将
来の欧州の〈ビジョンなるもの〉を示すべく，政権内では，省庁間の連携の下，米国側がと
るべき CFE関連のイニシアティヴの意見調整が行われていた。 
 次の三つの案があった。一つは，CFE交渉の枠内で現兵力の 15％分を削減するというさ
らなる削減案である。これに，OSD（国防長官官房），JCS，ACDA（軍縮軍備管理局）は
賛成，国務省と USIA（米国文化情報局）は，これを NATO 首脳会談でのイニシアティヴ
とすることを不適と考えてはいたが，内容それ自体には賛成していた。 
 二つは，常設監視団の交換である。これは，米国の監視団を東欧に駐留するソ連軍部隊へ，
ソ連の監視団を西欧，とりわけ西ドイツに駐留する米軍部隊へ，それぞれ派遣する制度であ
る。この制度によれば，一方で，ソ連軍の〈防衛的性格〉の判定を可能にすることのみなら
ず，CFE の包括的な査察体制に寄与することが期待された。他方で，米ソの監視団を自国
領内の軍施設に立ち入らせることについて，西ドイツをはじめとする各国が自国の主権侵
害であると反発する恐れがあった。同案については，国務省が反対，USIAは反対こそしな
いものの大統領の手によるイニシアティヴとすることは不適であるとした。OSD，JCS は
                                                   
54  “Memorandum for Robert M. Gates from Don Mahley, Subject: NATO Summit Preparations, 
(National Security Council, April 14, 1989)”, OA/ID 91121-001, CFE Files, GBPL. 
55 “National Security Review 14: Review of United States Arms Control Policies, (April 3, 1989)”, 
〈https://bush41library.tamu.edu/files/nsr/nsr14.pdf.〉2017年 6月 23日閲覧。 
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このイニシアティヴに賛成し，ACDAは明確な立場を示していない。 
 三つは，CFE 条約締結後のさらなる兵力削減案である。これは，一方で，本格的な将来
の欧州の〈ビジョンなるもの〉を示すのに絶好なものであるが，他方，欧州からの米軍（全
軍）撤退のシグナルとしても映る可能性があるものであった。これについて，国務省，ACDA，
USIAは賛成，OSDと JCSも部分的に賛成していた56。 
 以上の CFE 関連のイニシアティヴをめぐる省庁間の意見調整に見られる興味深い点は，
おおかたの関係省庁が，当初の西側提案よりもさらなる在欧米軍の削減自体に賛成してい
た点である。ただし，国防総省や軍部が欧州から米軍撤退のシグナルと映る水準にまでの削
減案には慎重だったことに留意せねばなるまい。いずれにせよ，関係省庁は，NATO 首脳
会談を，ブッシュ政権の〈ビジョンなるもの〉を示すのに絶好の機会と捉えていた。 
 
 2．SNF近代化問題と CFE交渉のリンケージ 
 時を同じくして，4 月下旬には，ブッシュ政権は NATO 内で SNF 近代化問題をめぐる
米・西独対立が同盟内対立へ発展しようとしていた。繰り返しになるが，これはブッシュ政
権にとり，深刻な事態であった。というのも，米国は，5 月末の NATO 首脳会談の場で，
NATO 結成 40 周年を祝い，同盟の結束を世界大で示すことを目標にしていたからである。
この首脳会談の場で，同盟の結束ではなく SNF近代化問題をめぐる同盟内対立を露呈する
ことを，何としてもブッシュ政権は回避したかった。つまり，ブッシュ政権は同盟内で強力
な米国のリーダーシップを発揮する必要性に駆られていたのである。5月に入ると，この方
策を模索すべく，ブッシュ自身が同盟国首脳と意見交換をしていたのは，既述の通りである。
5月 9日，オランダのルード・ルベルス（Ruud Lubbers）首相，ファンデンブルック外相
との会談で，ブッシュは現在の同盟内対立の様子を伝えた。ルベルスは，包括構想はワルシ
ャワ条約機構に対し，NATO と同等の水準までの SNF 削減を呼びかけるもの，その後に
NATOは〈トリプル・ゼロ〉ではなく，均衡する上限までの削減に向けた将来の交渉の準備
ができていると示すものにするのはどうかと提案した。つまり，NATO と同等の水準まで
ソ連が SNFを一方的に削減することと CFE交渉の進展を，SNF交渉のための前提条件と
して示したのである57。SNF 交渉開始の条件を提示したオランダ提案は，これまでの同盟
国の訴えに比べ，NATO 内の米国のリーダーシップや西ドイツの立場を保つ上で，実践的
な提案であった。 
 こうした中，5 月初旬，ベーカーはモスクワを訪れ，ゴルバチョフと会談した。ここで，
ベーカーはお決まりの〈爆弾発言〉を受け取る。ゴルバチョフは，ソ連は今年中に東欧から
500基の SNFを撤去すること，1991年までに東欧からすべての SNFを撤去することを決
定したと明言した。「それは明らかに不公平な申し出だった」とベーカーは述懐する。在欧
SNF に関して，NATO が保有する 88 基のランス・ミサイルに対して，ソ連のフロッグ，
スカッド，SS-21は 1,365基であり，明らかにソ連が圧倒的な戦力を保有していたからであ
                                                   
56  “Memorandum for Robert M. Gates from Don Mahley, Subject: NATO Summit Preparations, 
(National Security Council, April 14, 1989)”, OA/ID 91121-001, CFE Files, GBPL. 
57 “Meeting with Ruud Lubbers, Prime Minister of the Netherland, (The White House, May 9, 1989)”, 
OA/ID, 91107-003, Presidential Memcons Files, GBPL. 
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る58。ゴルバチョフ提案をベーカーは〈政治的アピール〉と捉えたが，翌朝の『ニューヨー
ク・タイムズ』紙が「ゴルバチョフ書記長，ベーカー国務長官に驚くべき軍縮提案を手渡す」
と見出しを掲載したように，ゴルバチョフによる魅力的な軍縮提案に比して，ブッシュ政権
が SNF近代化に固執するあまり，同盟の結束についても軍縮についても，何も手を打てて
いない様子が広く知らしめられた。もはや，米国が大胆で政治的に独創的な提案を持ち出す
ことができなければ，ブッシュがゴルバチョフに外交面で出し抜かれる恐れがあった。 
 モスクワからの帰途，ベーカーは，ゴルバチョフが米国の対欧政策に大きな影響を与えて
いると同時に，SNF近代化が抱えるディレンマを痛感していた。同盟の結束を示す SNF近
代化は同時に，西ドイツのコール連立政権を不安定化させ，結果的に同盟の結束を弱めてし
まうというディレンマである。これを克服する鍵として，ベーカーは SNF近代化問題の解
消と CFE 交渉をリンクさせて捉え始めた。SNF 近代化の戦略論的根拠であった大規模な
東側の通常戦力との不均衡が是正されれば SNF 近代化も先送りできるため，米国にとり，
まずこれを大幅に削減するCFE条約調印にこぎつけることが不可欠であるとするリンケー
ジが，ベーカーの頭の中に浮かんできた59。このリンケージ構想は，先のオランダ提案がベ
ースになっていると言えよう。 
 5 月 17 日，先日のテキサス A&M大学での外交演説を終えたブッシュは，ベーカーとと
もに昼食をとっていた。新政権の外交方針を打ち出す一連の外交演説の日程を控えていた
ブッシュは，スコウクロフトに，チェイニー国防長官とクロウ JCS議長と協議して，CFE
交渉について大胆な提案をまとめるようにすでに指示していた。昼食中，ベーカーはテキサ
ス時代からの 30年来の友人にこう言った。「あなたが頂点に立たなけりゃダメです」60。 
 
 3．在欧米軍 27万 5,000人という解 
 NATO 首脳会談が差し迫る中，迅速な決定と，首脳会談よりも前に政権外に情報がもれ
れば，同盟国や世界大にアピールする大胆な軍縮提案のインパクトに欠けることから，徹底
した秘匿性が重要になってきた。そのため，ホワイトハウスとメイン州ケネバンクポートの
大統領別邸で，ブッシュは，数名の閣僚のみを招集し，大胆な通常戦力の削減案についての
議論を繰り返した。ここでベーカーは，いかなる提案も政治的影響があるものであるべきと
考えていた。政治的影響とはすなわち，国内外に〈ビジョンなるもの〉を示すこと，特に西
側同盟内で米国のリーダーシップを発揮することであった。この前提の下，ベーカーは在欧
米軍 30 万 5,000 人のうち 25％に当たる約 7 万 5,000 人の削減を提案した。一方，クロウ
JCS 議長は，ブレジネフがいまだクレムリンを動かしているかの如く，あらゆる提案に反
対した。クロウは，ベーカー提案は NATO 戦略を放棄させるものとなるという理由から，
削減数の半数の 3万人の削減を主張し，同提案に反対した61。チェイニー国防長官はそれほ
ど教条主義的でなかったが，ゴルバチョフはいずれこちら側に歩み寄ってくるのに，どうし
てこちらから動くのかといかぶっていた。これにベーカーは，大統領が大胆な提案をする必
要性として，以下の点を指摘した。東欧からのソ連軍撤退を強く望んでいたスコウクロフト
                                                   
58 Asmus, “The Politics of Modernizing Short-Range Nuclear Forces in West Germany”, p.25. 
59 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，159-198頁。 
60 Ibid., 203頁。 
61 The Washington Post, June 11, 1989. 
77 
 
大統領補佐官は，基本的にベーカー提案に同調していた。 
  ①大統領は NATOにおいてリーダーシップを発揮しなくてはならない。 
  ②通常戦力の軍縮提案により，SNF近代化問題を先送りできる。 
  ③ゴルバチョフからソ連軍削減についてさらなる譲歩を得られるかもしれない。 
 大胆な在欧米軍削減案に消極的なクロウとチェイニーに対し，ブッシュは「できない理由
を述べ立てることはやめてもらいたい。どうすればできるか，だけを教えて欲しい」と告げ
た。ブッシュのこの発言を経て，その後，彼らは，最終的に「大西洋からウラルまで」の米
ソ兵力の上限を 27 万 5,000 人とする提案を編み出した。その他，CFE 交渉にインプット
する予定の提案として，以下の案が編み出された。 
  ①戦車，装甲兵員輸送車，火砲の上限をそれぞれ，2 万両，2 万 8,000 両，1 万 6,500
～2万 4,000台とする。 
  ②航空機，ヘリコプターを現在のNATO保有量の 15％削減する。 
  ③6ヵ月以内に CFE交渉で合意に達し 1992～1993年までに条約を発効させる62。 
 これらの提案は，〈ビジョンなるもの〉を示していないとする CFE 交渉開始時からの米
国内からの批判をかわすのにまさに適したものであった。決定された在欧米軍の上限 27万
5,000人は 3万人の在欧米軍削減を意味するが，CBO（議会予算局）の推計によると，この
ブッシュ提案は，人件費・運用費合わせて年間 210億ドルを節約し，数年間で調達費 60億
ドルの削減が見込まれるものであった63。 
 ブッシュ政権の閣僚は，SNF 近代化問題の暫定的な解消とソ連の通常戦力の大幅な削減
を伴う CFE交渉の早期調印に一挙に取り組むために，米国がイニシアティヴを握る形での
通常戦力の大胆な軍縮提案を発表することを決断したのだ。いずれにしても，この方針転換
により，早急な SNF近代化の必要性が薄れた。残るは同盟国との調整である。5月 19日，
米・西独両政府は，圧倒的なソ連の通常戦力を削減する CFE交渉に重大な進展が見られた
後にソ連との SNF 交渉を行うこと，また 1992 年よりも早く米国の新型ミサイルを配備し
ないことについて合意した64。翌 20 日から 2 日間，ブッシュは訪米したミッテランと会談
を行っていた。ブッシュはミッテランに，通常戦力と核戦力削減交渉をリンクさせる米国の
方針を伝えた。ミッテランは，国内世論に左右され，ソ連との交渉を望むコールの面子を保
つ必要があり，SNF近代化は喫緊のものではないから，1992年まで引き延ばすこともでき
ると私見を述べた65。この会談後，ブッシュはNATO首脳会談に向けて出発する。会談後，
ブッシュはミッテランとともに三度目の外交演説のために，ボストン大学に向かった。その
後，首脳会談に参加すべく，ブッシュは NATO本部のあるブリュッセルへと飛んだ。 
 米国が決定した軍縮提案に，同盟国を同調させ，これをもって同盟の結束を示す必要があ
った。首脳会談前の同盟国首脳との根回しが必要であった。ゲーツ大統領次席補佐官とイー
グルバーガー国務副長官が，この任に当たった。二人は，サッチャー以外の首脳は，ブッシ
ュ提案を快諾すると見ていた。確かに，ソ連との SNF交渉の可能性を認めないサッチャー
                                                   
62 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，203-204頁。 
63  Congressional Budget Office Staff Working Papers: Budgetary Effects of the President’s 
Conventional Arms Proposal, June 1989, p.1. 
64 The Washington Post, May 20, 1989. 
65 Bush & Scowcroft, A World Transformed, p.77. 
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は，5 月 19 日に明かされた米国の方針転換に対して不快感を募らせていた66。ロンドンを
訪問したゲーツとイーグルバーガーは，〈校長先生に呼び出された小学生〉の如く，目の前
の英国首相に軍縮提案が記載された親書を手渡した。サッチャーは，とりわけ空軍力の削減
に当惑していた様子であったが，「もちろん，合衆国大統領のイニシアティヴを支持します
よ」と米国からの特使に伝えた。ボンでは，提案の大胆さと〈ビジョン〉に感激したコール
は，ブッシュを全面的に支持する旨を語った。イタリア，フランス，NATO本部，オランダ
での首脳陣との根回しを終えたゲーツとイーグルバーガーは，大統領のブリュッセル行き
の飛行機と入れ違いでワシントンへ戻った67。 
 1989年 5月 30日，かくして，ブッシュはNATO首脳会談で軍縮提案を発表し，この提
案は西側同盟国に大いに歓迎され，ブッシュは同盟内のリーダーシップ発揮のみならず，
SNF 近代化問題を発端とする同盟内対立を一時，収束させることに成功した。さらには，
CFE 交渉の第一ラウンドで東側が提案していた，ヘリコプターと航空機も削減対象兵器に
含めたブッシュ提案は，東側にも歓迎された。やがて，CFE 交渉の舞台ウィーンでは，ブ
ッシュ提案をベースにした新提案が NATO 側から提案され，CFE 交渉にインプットされ
た。新提案には，上限として戦車 2 万両，装甲兵員輸送車 2 万 8,000 両，火砲 1 万 6,500
台，航空機 5,700機，ヘリコプター1900機，兵員 27万 5,000人（米ソのみ）とすることが
盛り込まれ，結果的に，CFE交渉の加速化に資するものとなった68。NATO首脳会談では，
国務省のゼーリック，ロスが各国外交団と共同で作成した「軍備管理と軍縮に関する包括構
想」が採択され，CFE 交渉を早急に進め，条約締結後に SNF の部分的削減交渉に入るこ
と，ランスの後継機種の導入と配備は 1992 年に扱われることが発表された69。ブッシュの
軍縮提案と，この要点を盛り込んだ包括構想を掲げることで，ブッシュ政権は同盟の結束を
見事に演じきった。この決定により，SNF 近代化問題をめぐり亀裂が生じた米・西独関係
も回復された。その象徴が，「リーダーシップのパートナー」と西ドイツを位置付けたマイ
ンツでのブッシュの演説であった。一連の仕事を振り返り，スコウクロフトはこう言う。 
  コンセンサス形成と協議を通じて，彼〔ブッシュ〕はドラマチックな通常戦力の提案を
押し通した。（…）東欧のソ連陸軍の削減に向けた第一歩となった。我々はNATOの防
衛戦略を守り抜き，同盟を再び活性化することができた。くたくたになったが，満足感
に浸る〔我々の〕チームは〔米国へ帰還する〕エアフォースワンに乗り込んだ70。 
 「最初の外交危機」を克服し，西側同盟の盟主としての米国のリーダーシップを世界大で
示すことに成功したブッシュは，今回の仕事を成し遂げる上で欠かせなかった「信頼できる
友人」スコウクロフトとベーカーに感謝の手紙を送り，こう結んだ。「いまはしっかり休ん
でくれ。たくさんの戦いが待ち受けていることだろうから」71。それから数ヵ月も経たぬ間
                                                   
66 サッチャー『サッチャー回顧録＜下巻＞』，407頁。 
67 Robert M. Gates, From the Shadows: The Ultimate Insider’s Story of Five Presidents and How They 
Won the Cold War (New York: Simon & Schuster Paperbacks, 1996), pp.463-464. 
68 SIPRI Yearbook 1990, pp.487-488. 
69 “North Atlantic Treaty Organization Communique: A Comprehensive Concept of Arms Control and 
Disarmament, 1989-05-30”, PPP.；包括構想の最終版をめぐる各国外交団たちの調整については，以下を
参照。ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，206-208頁。 
70 Bush & Scowcroft, A World Transformed, p.85.〔  〕内は筆者による。 
71 George Bush, All the Best: My Life in Letters and Other Writings (New York: Scriber, 2013), pp.427-
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にベルリンの壁が崩壊し，二度の大戦後の戦後秩序構想に匹敵する欧州新秩序の形成とい
う，新たな〈戦い〉にブッシュ政権は対処することになるのであった。 
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第 4章 ヤルタからマルタへ 
 
第 1節 東欧の脱共産主義化 
 
 1989年 4月から 5月にかけての一連の外交演説の中で，ブッシュ政権は東欧革命を道義
的，経済的に支援することを表明していた。米国の東欧政策には，こうした支援をする米国
の意思を，革命の担い手たる東欧諸国の民主化指導者と市民に確実に伝達すること，革命が
進展しやすい国際環境を創出すること，つまりは通常戦力の軍縮を通して，東欧におけるソ
連の軍事プレゼンスを減退させること（もっとも，米国のイニシアティヴを待つことなくゴ
ルバチョフは一方的な軍縮措置を講じていた），それでいて東欧を喪失し，冷戦に〈敗北〉
した印象をソ連に与え，ソ連の反ゴルバチョフ派を刺激し，東西関係における緊張を再燃さ
せることは何としても回避する慎重さが求められた。米国のもう一つの外交課題であった
西側同盟の結束について，5 月の NATO 首脳会談で確認したブッシュ政権は，7 月に入る
と，本格的に東欧外交に乗り出した。ターゲットとなる国は，民主化が急速に進んでいたポ
ーランドとハンガリーであった。 
 ポーランドでは，かつて独立系労働組合「連帯」を弾圧した統一労働者党のボイチェフ・
ヤルゼルスキ（Wojciech Jaruzelski）党第一書記が，自国の経済問題を解決するため，「連
帯」と提携していく方針を明らかにし，1989 年 2 月，ポーランド政府と「連帯」の間で，
「円卓会議」が設けられた。「円卓会議」では，4月にかけて「連帯」合法化の手続き，6月
の総選挙の方式について妥協的な解決に到達した。やがて新設された上院で自由選挙が行
われ，100議席中 99議席が「連帯」系によって占められるに至った1。 
 ハンガリーでは，1988 年 11 月に首相に就任したミクローシュ・ネーメトが，彼の盟友
で，〈ハンガリーのゴルバチョフ〉と目されるイムレ・ポジュガイ（Imre Pozsgay）ととも
に社会主義労働者党の党内改革を行っていた。ネーメトはハーバード大学ビジネススクー
ルに学び，カールマルクス経済大学（現，コルヴィヌス大学）で教鞭をとった経済の専門家
で，ポジュガイはマルクス主義の理論家，歴史家であった。1988 年当地を訪れた米国人ジ
ャーナリストにポジュガイはこう言った。「もう終わりは見えていますね。共産主義は，政
治，社会，経済など，あらゆる分野で進歩の妨げになっています。我々は，もう一度ゼロか
らスタートしなければなりません」2。12 月，ネーメト首相は政党結成を容認する結社法，
集会の自由を認める集会法の二法案を国会に上程し，1989年 1月に法案が可決され，政党
活動の自由に法的保障が与えられた3。2月には複数政党制への移行が決定された。同じ頃，
ポジュガイは，1956 年のハンガリー動乱は「国民蜂起であった」と発言し，動乱後に処刑
されたイムレ・ナジ（Imre Nagy）首相の名誉回復が行われた。同じくネーメトも，1968年
の「プラハの春」鎮圧にワルシャワ条約機構軍の一翼を担った当時のハンガリー政府を糾弾
した4。改革を推進するネーメトの頭には，民主化を望む東欧市民を，ソ連軍が粉砕したブ
                                                   
1 木戸蓊『激動の東欧史―戦後政権崩壊の背景』（中公新書，1990年），202頁。 
2 マイケル・マイヤー（早良哲夫訳）『1989―世界を変えた年』（作品社，2010年），74頁。 
3 三浦元博・山崎博康『東欧革命―権力の内側で何が起きたか』（岩波新書，1992年），56頁。 
4 木戸『激動の東欧史』，204頁。；James Graham Wilson, The Triumph of Improvisation: Gorbachev’s 
Adaptability, Reagan’s Engagement, and the End of the Cold War (New York: Cornell University Press, 
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ダペストやプラハでの悲劇がつきまとっていた。3月，ネーメトはクレムリンに赴き，複数
政党制への移行に際する総選挙の実施計画について，ゴルバチョフと極秘会談を行った。こ
こで，ネーメトは単刀直入にゴルバチョフに質問をぶつけた。「もし総選挙の日付を発表し
選挙を実施したら，ソ連は 1956年と同じように介入しますか」。これにゴルバチョフは「い
いえ」と答え，かすかに笑みを浮かべてこう続けた。「少なくとも，私がこの椅子に座って
いる限りは」。ハンガリーの改革を進めてよいというモスクワからのシグナルだった5。 
 6 月 16 日，名誉回復されたイムレ・ナジの再埋葬式がブダペストの英雄広場で執り行わ
れた。葬儀中，青年層を中心に結成された政党，青年民主主義連盟の指導者で，26 歳の若
き活動家ヴィクトル・オルバーン（Viktor Orbán）が演説を行い，市民からの惜しみない拍
手を受けていた。 
  過去 40年間に，我々は何を学んだのだろうか。それは，共産主義と民主主義は並存し
得ないということだ。（…）共産主義者は国家を裏切り，国民を裏切った。1956年，彼
らは罪を追求しないと約束した。それなのに，何週間も経たないうちに彼らは非武装の
市民に銃を発射した。何千人もが投獄された。共産主義者の政治家の約束は信じられな
い。我々に対して，政府と党が二度と武力を行使しないようにしなければならない。党
に自由選挙の結果を遵守させよう。1956 年の理想を失わなければ，我々はソ連軍の撤
退を要求するような政府を選出できるはずだ6。 
 この呼びかけは，翌年初頭のハンガリーとソ連の間の，ソ連軍撤退に関する二国間協議と
して結実する。この青年オルバーンは，脱共産主義化した後のハンガリーの首相となる。 
 さて，ブッシュ政権である。4 月 17 日のミシガン州ハムトラミックでの演説で表明され
た，他の東欧諸国の民主化の試金石となるようにポーランド改革をサポートする米国の企
図は，7 月 9日から 11 日のブッシュのポーランド，ハンガリー訪問という形で結実した。
ブッシュの東欧訪問は，NSC 欧州ソ連担当のロバート・ハッチングスが主導し，その下地
を整えた。ブッシュや他の閣僚が SNF近代化問題を発端とする同盟内対立の調整に腐心し
ていた 5月，ハッチングスはポーランド，ハンガリーを訪問し，大統領の訪問の事前調整を
行っていた。ハッチングスは，ワルシャワ駐在のジョン・ディヴィス（John Davis）駐ポー
ランド大使の宿舎にて，民主化の旗手である「連帯」の指導者と会談し，米国のポーランド
支援について意見交換を行った。ここでハッチングスは，米国の支援についての道義的支援，
西側諸国による協調的アプローチ，ポーランド政府が民主化を弾圧しないこと，そして，ポ
ーランド改革を達成させた米国が冷戦に〈勝利〉したという印象をソ連に与えることを避け
る必要性を確認した。ブダペストでは，ハッチングスは主として，当地で予定しているブッ
シュ大統領の 2 箇所の演説場所の選定を行った。第一の候補地は，ブダ地区のバッチャー
ニ広場であった。そこは 1848年の〈諸国民の春〉でオーストリア軍を撃退しつつも，翌年，
ハンガリー革命派を駆逐したオーストリア軍の手により処刑されたハンガリー王国初代首
相のバッチャーニ・ラヨシュ（Batthyány Lajos）の名を冠した広場であり，1956年のハン
ガリー動乱では反ソ派にとり，民主化の象徴たる場所だった。けれども，保安上の問題から，
同広場は候補から外れ，国会議事堂前のコッシュート広場が選ばれた。同広場はやはり，
                                                   
2014), p.165. 
5 マイヤー『1989』,111-112頁。 
6 Ibid.,159-160頁。 
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1848年の革命の英雄コッシュート・ラヨシュ（Kossuth Lajos）の名に因んだ場所だった。
第二の候補地として，ハッチングスは，経済学の自由市場原理を重視するカールマルクス経
済大学を選定した7。 
 ワシントンに帰還したハッチングスは，他の NSC 欧州ソ連担当スタッフとともに，大統
領の東欧訪問に合わせ，ホワイトハウスでのシンポジウムの調整を行った。シンポジウムの
目的は，政府のみならず様々なセクターを捲き込んだ米国の東欧支援についての認識共有
であった。7月 6日木曜日の午後，ホワイトハウスにて，ブッシュ，スコウクロフト，ブラ
ックウィル NSC 欧州ソ連担当上級部長，イーグルバーガー国務副長官らの閣僚と，財界，
学界，その他東欧専門家が一堂に会するシンポジウムが開催された。ブッシュは，開会の辞
として，次のように述べた。 
  ご来場の皆さん，ホワイトハウスにようこそ。ご周知のように，今週の日曜日，私は，
ポーランド，ハンガリーを訪問します。（…） 
   ポーランドにおいて，我々は戦後初めて行われた公開選挙と，自由選挙によって選出
された上院の設置を目の当たりにしました。ポーランド上院では，「連帯」系候補者が
100議席中 99議席を獲得したのです。（…）ポーランドが民主主義，そして民族自決に
向けて変革することを約束するものです。 
   ハンガリーもまた，民主的改革の途上にあります。そのパターンは異なっているもの
の，変革は，まさに根本的なもので，約束されたものであります。共産党が，同国にお
ける自らの立場の再評価に乗り出し，複数政党制―真に政治的多元主義―の輪郭がく
っきりと浮かび上がっています。ハンガリー経済は東欧において，最も開かれたもので
あり，自由市場，そして，世界経済との再接合へと移行しています。 
   これらは歴史的転換点です。真に問題となるのはポーランド，ハンガリーにおける経
済，政治的自由化への動きではなく，戦後欧州の分断状況に終止符を打つことです。ポ
ーランドとハンガリーはこれを主導することが期待されますが，深刻な経済，政治的問
題を抱えています。これらの国々は我々の支援を必要としているのです（…）8。 
 7月 9日日曜日，ホワイトハウスで掲げた目標を果たすべく，ブッシュの外交チームはグ
ダンスク，ブダペスト，フランス革命 200周年祭と G7サミットの開催地パリに飛んだ。グ
ダンスクでブッシュは，4月のハムトラミック演説で表明した経済支援策に基づき，数日後
に控えた G7サミットで，一体化した西側の対ポーランド，ハンガリー支援を本格化させる
ために，米国がリーダーシップを発揮することを約束した。また，米国が独自の政府主導型
の企業基金（Polish-American Enterprise Fund）設立を通し，ポーランドの市場経済化を
支援することも明らかにした。グダンスクでは，「共産主義をぶっ潰せ！」,「ソ連は出てい
け！」と書かれたプラカードを掲げる 25万人の群衆が，米国大統領訪問を歓迎した。ブダ
ペストでは，コッシュート広場，カールマルクス経済大学にて，ブッシュはそれぞれ演説を
行い，民主化を推し進めるハンガリー国民に敬意を表し，ハンガリーへの経済支援に加え，
                                                   
7 Robert L. Hutchings, American Diplomacy and the End of the Cold War: An Insider’s Account of U.S. 
Policy in Europe, 1989-1992 (Washington DC: The Woodrow Wilson Center Press, 1997), pp.54-59. 
8 “Memorandum for Brent Scowcroft from Robert L. Hutchings, Subject: White House Symposium on 
Eastern Europe, (National Security Council, July 5, 1989)”; “Remarks to White House Symposium on 
Eastern Europe, (The White House, July 6, 1989)”, OA/ID 91124-003, USSR Chronological Files, Soviet 
Power Collapse in Eastern Europe (June-July 1989), GBPL. 
83 
 
ブダペストに地域環境センターを設立させ，平和部隊（Peace Corps）によるボランティア
計画を始動させることも表明した9。 
 ブッシュにとって米国大統領として初の東欧訪問は現地からの熱烈な歓迎とソ連の強烈
な対抗心を煽ることなく，成功のうちに終わった。次なる課題はフランスの首都パリ訪問で
あった。第 2章第 3節で見たように，ECは COMECON諸国との経済協力という名の下に
〈東欧拡大〉の動きを見せようとしており，こうした動きはフランスのミッテラン大統領の
欧州新秩序像とも共鳴していた。東欧革命以前から，ミッテランは ECを軸に「大西洋から
ウラルまで」の〈大欧州〉（grande Europe）建設を目指しており，これがやがて，1989年
暮れの演説で彼が打ち出す〈欧州国家連合〉構想につながる。ミッテランはゴルバチョフの
〈欧州共通の家〉構想に理解を示しつつ，CSCE のヘルシンキ宣言に沿った〈欧州国家連
合〉の具体化を示したのであった10。ここに，安定的な欧州秩序を維持する上で，NATOを
重視する米国とは別の論理で，EC や CSCE の活性化を通じた欧州新秩序の形成を目指す
ソ連やフランスの企図があった。統合進展による〈欧州の要塞化〉は，米国の経済的利益を
保護しなくてはならないブッシュ政権にとり問題ではあったが，ブッシュ政権は統合自体
への反対は非生産的としていた。また，レーガンとは異なり，ブッシュは，米・EC間の農
業貿易摩擦を悪化させる発言を控えていた11。米国は，むしろ，東欧革命が進展する東欧諸
国への経済支援を EC が主導的に行うような ECの〈東欧拡大〉に神経を尖らせていた。ソ
連軍撤退，民主化，市場経済化が進む東欧革命について，米国がこうした動きの〈触媒〉
（catalyst）になるべきと考えていたブッシュ政権にとり12，西側同盟内のリーダーシップ
発揮という観点からも，米国主導の積極的な東欧支援は極めて重要な外交課題であった。 
 こうした問題意識の下，ブッシュはフランスを訪問したが，パリでの G7サミット（アル
シュサミット）では，フランスの提案により，ブッシュ政権の思惑とはずれ，米国がリーダ
ーシップを発揮する G7 ではなく，EC 委員会主導の G24 体制で東欧支援を行うことが決
定された13。東欧支援での ECとの協調に異論はないものの，アルシュの一件で，西側同盟
内でのリーダーシップ発揮という観点からブッシュ政権は独自の東欧支援策を打ち出すよ
うになる。翌年に米国が設立した，東欧の民主化促進に資する民間セクター同士の調整機能
を果たす委員会組織，通称「民主主義部隊（democracy corps）」は，その一例であった14。 
 ハンガリー，ポーランドの動きに触発されて，チェコスロヴァキアでも，共産党指導部の
一部と「憲章 77」の活動家が横断的に参加する市民運動が盛り上がりを見せていた。11月
19日には「市民フォーラム」が組織され，バツラフ・ハヴェルが代表に就任し，12月には
                                                   
9 Hutchings, American Diplomacy and the End of the Cold War, p.67. 
10 Frédéric Bozo, Mitterrand, the End of the Cold War, and German Unification (New York: Berghahn 
Books, 2009), pp.65-69.；Marie-Pierre Rey, “’Europe is our Common Home’: A Study of Gorbachev’s 
Diplomatic Concept”, Cold War History, Vol.4, No.2, (January 2004), p.54. 
11 ルンデスタッド『ヨーロッパの統合とアメリカの戦略』，102-103頁。 
12 George Bush & Brent Scowcroft, A World Transformed (New York: Alfred A. Knopf, 1998), p.115. 
13 Ibid., pp. 62-68, p.214. 
14 “Memorandum for Sichan Siv from Robert M. Gates, Subject: White House Initiatives on Freedom 
and Democracy (The White House, May 1990)”, “Memorandum for Brent Scowcroft from Robert L. 
Hutchings, Subject: Secretary Baker’s Draft on a “Democracy Corps” for Eastern Europe (National 
Security Council, April 12 1990)”, USSR Chronological Files, Soviet Power Collapse in Eastern Europe 
Files (May 1990), OA/ID 91125-005, GBPL.  
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「市民フォーラム」の中心メンバーで組閣された非共産党系の国民和解政府が発足し，1968
年の「プラハの春」の再評価が行われた。ハンガリーの改革が，1956 年の動乱の見直し抜
きに進まなかったように，チェコでも「プラハの春」の再評価が分水嶺であった15。 
 ここで，ソ連軍撤退，民主化，市場経済化といった東欧革命の〈触媒〉となったのは，こ
のようなブッシュ外交だけではなく，ゴルバチョフの〈新思考外交〉も東欧革命の〈触媒〉
となっていた点を指摘しなくてはならない。1989年 7月 6日，ストラスブールの欧州議会
での演説で〈欧州共通の家〉構想を再度提示したゴルバチョフは16，翌日，ルーマニアのブ
カレストで開催されたワルシャワ条約機構首脳会議に出席した。会議が始まると，依然とし
て共産主義体制の維持に固執していたルーマニア，チェコスロヴァキア，ブルガリア，東ド
イツの首脳が，ハンガリーのネーメト首相による改革路線を〈危険な実験〉と糾弾していた。
ニコラエ・チャウシェスク（Nicolae Ceaușesc）ルーマニア大統領がブダペストの改革派を
弾圧すべくハンガリーへの武力行使を叫んでいる最中，ネーメトはテーブル越しに座るゴ
ルバチョフに視線を向けた。この時，ゴルバチョフは数度ネーメトにウィンクをした。それ
は，3 月の極秘会談で確認したように，「『自分の意見は連中とは違うよ』と伝えたかった」
ゴルバチョフの真意とネーメトは捉えた。首脳会議の終わりに，ゴルバチョフは正式に〈ブ
レジネフ・ドクトリン〉の放棄を表明した17。 
 つまりはブッシュ政権が企図し，1989 年夏に成功を収めた米国の主導的な東欧政策は，
ゴルバチョフの〈新思考外交〉の成果であるソ連軍の撤退や〈ブレジネフ・ドクトリン〉の
放棄によって，東欧におけるソ連の軍事プレゼンスが実際に減退する過程において達成さ
れたものと評することが適切である。そうであるならば，ここでも，ゴルバチョフ自身の声
に耳を傾けてみたい。この時の欧州情勢について，彼は次のように回想している。 
  〈欧州共通の家〉構想の提唱は，1989 年半ばの現状に適用できるものであり，私の演
説の基本的テーマだった。私が念頭に置いたのは欧州の秩序改編であり，その動きは始
まっていた。秩序改編は欧州共通の価値の出発点になるはずだった。つまり，この秩序
改編によって旧来のバランス・オブ・パワーからバランス・オブ・インタレストに転換
すること，そして軍事衝突，武力の使用，武力による脅威，とりわけ同盟に対する同盟
の，あるいは同盟内のいっさいの軍事的脅威の公算を排除することが可能となるのだ
った18。 
 まさにゴルバチョフは欧州秩序を改編する上での発想の転換を重視していた。けれども，
ゴルバチョフが東欧諸国に「それぞれの道を歩ませる」〈シナトラ・ドクトリン〉を認めた
こと，多くの東ドイツ市民の西側への脱出を後押しするハンガリーが国境を開放したこと，
                                                   
15 三浦・山崎『東欧革命』，180頁。 
16 ゴルバチョフは，〈欧州共通の家〉構想の具体的内容として，①欧州における軍縮，②東西間の経済協
力，③資源，エネルギー，災害などの地球環境問題，④人権などの諸問題を，東西間の対話と協力を通し，
解決する全欧的かつ包括的な安全保障体制であることを明らかにした。「ストラスブールでの欧州議会にお
ける演説要旨（1989年７月 6日）」ミハイル・ゴルバチョフ（ソ連内外政策研究会訳）『ゴルバチョフ演説・
論文集 IV』（国際文化出版社，1991年），244-249頁。 
17 マイヤー『1989年』，166頁。；高橋進『歴史としてのドイツ統一―指導者たちはどう動いたか』（岩
波書店，1999年），137頁。 
18 ミハイル・ゴルバチョフ（工藤精一郎・鈴木康雄訳）『ゴルバチョフ回想録＜下巻＞』（新潮社，1996年），
225頁。 
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そして，東ドイツの SED（ドイツ社会主義統一党）の党員の些細な勘違いという複数の糸
が絡み合い，ベルリンの壁が崩壊し，にわかに，古典的な欧州のバランス・オブ・パワーの
輪郭が浮かび上がろうとしていた。1989 年暮れ，スコウクロフト自身，ブッシュ大統領宛
のメモにこう記している。 
  1848年の民主革命が王政に迫り君主政を覆すことで頂点に達しようとしていた頃，〔欧
州〕社会は旧き外交上の敵対関係に影を落とす方向へ向かうように思われた。ヴィクト
ル・ユーゴーは，（…）「我々は運命づけられた世代である。（…）もはや互いを憎しみ
合うことはない」と語った。この希望は当時そうだったように，今なおロマンティック
で誤ったものである。古典的な欧州の敵対関係の輪郭が，浮かび上がろうとしている19。 
 
第 2節 ベルリンの壁の崩壊 
 
 1．国境の開放 
 ベルリンから約 650km離れたブダペスト，そして，さらに 130km離れたバラトン湖は，
夏期休暇を利用する東ドイツ市民の人気の観光地であった。ハンガリーは，自国から逃亡し
ようとする東ドイツ市民にとり主要な経由地でもあった。1989 年夏には東ドイツ市民が大
挙してハンガリーを訪れることが見込まれた。ハンガリーのネーメト首相も当然，このこと
を予想していた。1989年 2月，オーストリア国境を訪問したネーメトは，幅 10kmにも及
ぶ国境警備地帯，高圧電線で覆われた鉄条網，そして監視塔に大きな衝撃を受けた。改革派
ネーメトの目には，国境地帯の実態はハンガリーを監獄にしている〈もう一つのベルリンの
壁〉のように映った。ハンガリーの政治，経済事情に鑑みても，この国境線の維持は理に適
ったものではなくなっていた。3月，ゴルバチョフと会談した際，ネーメトはこう告げてい
る。「同志ゴルバチョフ，もはや国境の障壁を維持することは不可能です。なにしろ障壁が
古びて時代遅れになり，破損し始めていますから。警報が鳴るんで現場に急行すると，犯人
はウサギなんですよ。それも頻繁に。（…）国境のフェンスを修理するのに 1フォリントも
使う気はありません」20。 
 改革派ネーメトには，ハンガリーを囲む〈もう一つのベルリンの壁〉を引き倒し，その機
会をうかがう数万人規模のハンガリーに滞在する東ドイツ市民を西側へ脱出させる考えが
あった。閣議で国境警備網の解除を決定したネーメトは，2 月 13 日にオーストリア首相フ
ランツ・フラニツキ（Franz Vranitzky）にこの旨を伝えた21。4月，ネーメトは西ドイツの
コール首相と彼の補佐官テルチクに，その理由を述べつつ，近日中にハンガリーがオースト
リア国境のフェンスを撤去する予定であることを伝えた。ネーメトは「西ドイツはハンガリ
ーを支援してくれるか」と西ドイツ側にうかがったところ，コールは迷うことなく，こう答
えた。「我々はハンガリーが必要とする支援をすべて提供します」22。 
                                                   
19 “Memorandum for the President from Brent Scowcroft, Subject: U.S. Diplomacy for the New Europe 
(The White House, December 22, 1989)”, OA/ID 91116-002, German Unification Files, GBPL.〔  〕
内は筆者による補足。 
20 マイヤー『1989』，132-134頁。 
21 高橋『歴史としてのドイツ統一』，19頁。 
22 マイヤー『1989』，135-136頁。 
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 夏になった。夏期休暇を利用しハンガリーを訪問する東ドイツ市民の数はすでに 3 万人
に達していた。この時，オーストリアから一人の男性がハンガリーを訪れていた。王家の子
息オットー・フォン・ハプスブルク（Otto von Habsburg）は，ハンガリー東部のデブレツ
ェンを訪問していた。彼の父は第一次世界大戦で解体したオーストリア・ハンガリー二重帝
国最後の皇帝カール I世である。オットー・フォン・ハプスブルクは，彼の父が創設した大
学で講義をすることになっていた。その夜の夕食会の席上，ハンガリーの新政党，「民主フ
ォーラム」のメサロシュ・フェレンツ（Mészáros Ferenc）がオーストリア国境沿いでピク
ニックを行おうと風変わりな提案を行った。かつて，ハプスブルク家の統治下で，オースト
リアとハンガリーは一つの帝国であった。この夕食会の 10日後，「民主フォーラム」の会議
で，メサロシュは再度，この話を持ち出した。早速，メサロシュは計画の具体案を練り，次
の事柄が決まった。開催場所はハンガリー側のショプロン，日時は 1989年 8 月 19 日，名
称は「汎ヨーロッパ・ピクニック」。メサロシュは，オットー・フォン・ハプスブルクと党
政治局員ポジュガイにピクニックの支援者になるよう要請した。改革派ポジュガイにとり，
この要請は〈天からの授かり物〉だった。ネーメトにとっては，これこそ，ハンガリーに滞
在する東ドイツ市民の問題に対する解決策だった23。7月以降，東ドイツからの入国者は最
大 28万人にまで膨れ上がり，ブダペストの西ドイツ大使館，ハンガリー各地の西ドイツ領
事館に亡命申請に押し掛ける東ドイツ市民が後を絶たなかった。「汎ヨーロッパ・ピクニッ
ク」計画に参加した東ドイツ市民が大挙してオーストリア側に脱出していた 8 月，ボン郊
外のギムニッヒ城では西ドイツとハンガリー両政府の極秘会談が行われ，ハンガリー政府
は 9月 10日に東ドイツからの避難者の西ドイツへの出国を認め，西ドイツ政府はこれに応
じてハンガリーの改革派政府に多額のクレジットを供与することで合意した24。そして東ド
イツ市民の体制に対する不満はベルリンの地で頂点に達しようとしていた。 
 
 2．運命の記者会見 
 東ドイツ市民の国外流出に対し，SED になす術はなかった。体制の動揺もさることなが
ら，77 歳のエーリッヒ・ホーネッカー党第一書記の健康問題と思考の硬直化は，事態の混
乱に拍車をかけていた。7月，ブカレストでのワルシャワ条約機構首脳会議の途中，急性胆
嚢炎で帰国したホーネッカーは療養生活に入り，8 月にいったん政務に復帰するが，15 日
の政治局会議を最後に，手術に備えた休養に入り，以後，東ドイツでは指導者不在の時期が
続いていた。ソ連，東欧を長年取材してきた米国人ジャーナリスト，マイケル・マイヤー
（Michael Meyer）は，ソ連，東欧で変革の波が押し寄せる中，〈運命の女神〉はホーネッ
カーの人生に〈三度の場面〉を用意していたと観察する。〈第一の場面〉ではゴルバチョフ
が，〈第二の場面〉では彼自身の足元でホーネッカー打倒計画を秘密裏に進めるエゴン・ク
レンツ（Egon Krenz），ギュンター・シャボウスキー（Günter Schabowski）が登場する。
〈第三の場面〉に登場するのは，「我々こそが国民だ！（Wir sind das Volk）」と謳う東ドイ
ツ市民である。東ドイツ市民にとり，我々を無視することはもう許さないということである
                                                   
23 Ibid., 175-176頁。 
24 リヒャルト・キースラー&フランク・エルベ（田中謙次訳）『ドイツ統一の舞台裏で―六角形の円卓会議』
（中央公論事業出版，2003年），30頁。 
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25。ホーネッカーの思考の硬直化は深刻だった。8月，一時的に政務に復帰したホーネッカ
ーに SED政治局員クレンツ（治安・青年問題担当）は，自国民の国外流出問題を討議する
よう提案したが，これに高齢の党第一書記はこう答えた。「それで，どうするつもりかね。
何のために出国者数の統計なぞ出すのか。それがどうした。壁を築く前に逃げた連中ははる
かに多かったよ」26。国外脱出をせずに，東ドイツの主要都市で改革の声を上げる市民の数
は日ごとに増していった。9 月 25日，ライプチヒでの 8,000 人規模の初の自発的デモを皮
きりに，10月 2日，ライプチヒにて「月曜日デモ」が始まり，これに 10万人の東ドイツ市
民が参加した。11月 4日には東ベルリンで，6日にはライプチヒで，それぞれ 50万人，100
万人以上が参加するデモが行われていた。虚しいことに，ホーネッカーは新しい時代の潮流
を感じ取れずにいた。10月 7日，東ドイツで建国 40周年を迎えるパレードが開催され，ゴ
ルバチョフも出席した。パレードに動員された FDJ（自由ドイツ青少年団）は行進しなが
ら「エーリッヒ！」ではなく，「ゴルビー！ゴルビー！」と叫んでいた。東ドイツでは，ゴ
ルバチョフは SED政治局員と会っていた。この時の演説で，ゴルバチョフはソ連のペレス
トロイカに触れ，いかに改革が困難を伴うかについて語った。そしてこう説いた。「人生は
遅れてくる者を罰する」。けれども，ホーネッカーは〈東ドイツのゴルバチョフ〉ではあり
得なかった。彼は東ドイツの輝かしい将来像を語り，東ドイツはソ連のような問題など抱え
ていないと自画自賛した。「あれは現実離れをしていた。街頭ではデモが繰り広げられてい
るというのに」とシャボウスキーは感じたという27。 
 ホーネッカーの自己賛美のための大言壮語は，東ドイツの体制の動揺を促進させ，東ドイ
ツ市民をいきり立たせる役目を果たしたに過ぎなかった。建国 40周年記念日は失敗に終わ
った。それから数日が経った 10 月 18 日，クレンツ，シャボウスキーらを首班とする党内
クーデタにより，ホーネッカーは「健康上の理由」により引退を表明した。クレンツがその
後任に就いた。そして 11月 9日がやってくる。 
 1989 年 11 月 9 日木曜日午前 5 時。クレンツは浅い眠りから目覚めた。昨日から開催さ
れている SED 中央委第 10 回総会で議論されていた東ドイツの破滅的な政治，経済的混乱
への対処法が，彼の眠りを妨げていた。すでに，東ドイツでは，市民の国外脱出が後を絶た
ず，主要都市でのデモの存在感も日ごとに増していた。起床したクレンツは日課としていた
ジョキングの後，新聞記事と郵便物に一通り目を通した。クレンツ宛の手紙には SED中央
委員会および候補者に一括してあてたものが多かったが，この中でも，もっとも苦情が多か
ったのは，新旅行法改正案に関するものであった。11 月 6 日に一般の論議を求めるために
新聞発表された新旅行法改正案は，東ドイツ市民の批判の対象となっていた。「好きな時に，
その気になった時に，身分証明書を持つだけで国境を越えて旅行できること」を要求してい
た東ドイツ市民は，国家の公安，公共の秩序，保健または公徳，他人の権利と自由を守るた
めに必要とされる場合，ビザ発給を当局が拒否できる点に不満だったのである。9日の午後，
クレンツは総会の議事日程から外れる決心をし，SED 中央委員会に，喫緊の課題たる新旅
行法改正案の文言に注意を喚起した。その内容は次のようであった。 
                                                   
25 マイヤー『1989』，247-248頁。 
26 三浦・山崎『東欧革命』，4-5頁。 
27 マイヤー『1989』，247-250頁。 
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  ①1988年 11月 30日の東ドイツ市民の国外旅行に関する条例は，新旅行法の実施まで
の間，適用を見合わせる。 
  ②東ドイツから外国への旅行および恒常的な出国については，以下の一時的経過規定
が直ちに実施される。 
   （a）国外への個人旅行は前提条件（旅行の理由および親戚関係）を提示することな
く申請することができる。（…）拒否理由は特別の例外のケースについてのみ適用さ
れる。 
   （b）当該の人民警察郡庁の旅券・住民登録部には，恒常的な出国のための現行前提
条件を提示せずとも，恒常的出国ビザを遅滞なく出すよう指示が出されている。（…） 
   （c）恒常的な出国は西ドイツないし西ベルリンへの東ドイツの国境通過地点のどこ
でも行うことができる。 
   （d）これに伴い，東ドイツの外国代表部で暫定的に行われてきた許可および東ドイ
ツ身分証明書での第三国経由の恒常的な出国は行われない。 
  ③一時的経過規定については，添付の報道発表文が 11月 10日に発表される。 
 クレンツがこの文言を読み上げると，ハンス・ヨアヒム・ホフマン（Hans Joachim 
Hoffmann）東ドイツ文化相が「一時的」の単語を条例から削除するよう提案した。条例が
短期間しか適用されないと一般に理解された場合，東ドイツ政府への大きな反発が生ずる
可能性があったから，この修正提案は理に適ったものであった。修正提案は満場一致で承認
された。総会で論議が続く中，SED ベルリン市第一書記兼中央委メディア担当のシャボウ
スキーがクレンツに話しかけてきた。午後 6 時の定例記者会見でこれまでの中央委の経過
を報告するため，会議を中座するという。新旅行法改正案について報道陣の前で話してもよ
いかと尋ねてきた彼に，クレンツはこう言った。「ぜひ，そうしてくれ。世界的なニュース
だよ」。立ち去ろうとしたシャボウスキーに，クレンツが何かを即決したかのように彼の動
きを制し，自分が中央委総会で読み上げていた例の文書に添付された報道発表文を手渡し
た。「これを持っていけ。きっと役に立つから」28。記者会見場に向かう車中，シャボウスキ
ーは渡された文書に一度だけ，それも斜め読みで目を通した。そして午後 6 時からの会見
に臨んだ。午後 7時の少し前，新旅行法改正案について発表するシャボウスキーに，一人の
記者が，その新旅行法がいつから施行されるかと質問してきた。シャボウスキーは眼鏡を鼻
の先のほうにずらして，手元の書類をめくってみる。いつ新しい規則が施行されるか，どこ
にも記述が見当たらない。目に入ってきた文言は「直ちに実施される」。シャボウスキーは
記者の質問に困惑した様子でこう答えた。「私の得た情報が正しければ，私の知るとことで
は，直ちに実施される」。実際，報道発表用の「直ちに実施される」は，「11 月 10 日から」
を意味していた。だが，この内容をクレンツは正確にシャボウスキーに伝えていなかった。
加えて，シャボウスキーの手元の書類には，「11月 10日」の日付が明記されていなかった。
これは些細な勘違いから生まれた，運命の記者会見となった。 
 このニュースを聞き，その真意のほどを確かめようと東ドイツ市民は，夜にもかかわらず，
ベルリンの壁に殺到した。一人また一人とハンマーを手に，東ドイツ市民はベルリンの壁を
                                                   
28 エゴン・クレンツ（佐々木秀訳）『国家消滅―「ベルリンの壁」を崩壊させた男 50 日の真実』（徳間書
店，1990年），22-27，46-48頁。下線強調は筆者による。；三浦・山崎『東欧革命』，22-24頁。 
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叩き始めた。国境警備隊はただ当惑するだけであった。午後 9時以降，国境検問所チェック
ポイント・チャーリー周辺も騒がしくなってきた。1961 年のベルリン危機で米ソ両軍の戦
車団が対峙したこの場所では，西側へ脱出を図ろうとする東ドイツ市民とそれを待ち受け
る西ベルリン市民の姿があった。午後 11 時 17 分，チェックポイント・チャーリーの東ド
イツ側現場指揮官はゲートを開けるように命令を発した。ゲートは一挙に開かれ，大波のよ
うな勢いで群衆が西ベルリンに流れた。ベルリンの壁は崩壊した。この様子はテレビに映さ
れ，世界に向けて繰り返し放送された29。歴史的な日となった 11 月 9 日の晩，東ドイツ出
身のある物理学者は，ベルリンの壁ではなく別の場所へ向かっていた。女友達とともに，毎
週木曜日の習慣にしていたサウナへと向かっていたのはアンゲラ・メルケル（Angela 
Merkel）だった30。メルケル女史は統一後の初の東ドイツ出身の連邦首相となる。 
 翌朝，日課のジョキングを断念したクレンツは，いつもより早い時間にベルリンに車を走
らせた。そして，ベルリンを東西に貫く大通りウンター・デン・リンデンに近い旧博物館前
で集会を催した。この時，参集した群衆の中から，どこからともなく掛け声が聞こえてきた。
「我々は一つの国民だ！（Wir sind ein Volk）」。それはドイツ統一を暗示する言葉であっ
た。同じ日，数日間続いていた中央委総会のコーヒータイムの場で，クレンツは，なかば放
心状態でこうつぶやいていたという。「いったい誰がこんなことをしやがった」31。 
 
 3．米国の慎重な反応 
 1989 年 11 月 9 日のワシントン。その日，ブッシュはホワイトハウスの大統領執務室に
いた。突然，興奮した様子のスコウクロフトが部屋に飛び込んできた。どうやら，ベルリン
の壁が崩れたようだ。ブッシュはテレビをつけ，ベルリンからの報道を見た。それから間も
なく，マーリン・フィッツウォーター（Marlin Fitzwater）報道官が部屋に入り，ブッシュ
にこう尋ねた。 
  「声明を出すお考えはありますか」。 
  「どうしてだ」。大統領は聞き返す。 
  「どうしてですって。今日は信じられないような歴史的な日です。国民はどんな意味が
ある日なのか知りたいでしょう。彼らは，世界は大丈夫だと大統領に請け合ってもらい
たいと思っています」とフィッツウォーターは言う。 
 大統領は目の前の報道官をじっと見，こう言った。 
  「いいかね，マーリン。私はベルリンの壁をめぐってどたばたする気はない。冷戦に勝
ったとか，ベルリンの壁を倒したとか言って自慢する気は全くない。東欧ではこんな自
慢話は役に立つまい」 
  「分かりました，大統領。しかし我々はこの歴史的意義を理解していることを明らかに
しなければなりません。大統領が自慢する必要はありませんが。（…）代表取材の記者
たちを大統領執務室に連れてきます。大統領は机に座っていれば結構です。すべて威厳
をもって大統領にふさわしい形で運びます」 
                                                   
29 クレンツ『国家消滅』，49 頁。；マイヤー『1989』，276-280頁。 
30 The Guardian, November 5, 2009. 
31 クレンツ『国家崩壊』，52 頁。；マイヤー『1989』，283-284頁。；三浦・山崎『東欧革命』，27頁。 
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  「分かった」と答える大統領。「いつやるかね」 
  「大統領の準備ができ次第です。（…）3時半ではどうですか」 
 予定の時刻となった。記者団を従えたフィッツウォーターは大統領執務室に入った。そこ
にはブッシュ，スコウクロフト，スヌヌ首席補佐官，そして，コラソン・アキノ（Corazón 
Aquino）フィリピン大統領との昼食会を終え，フォギーボトムから駆け付けたベーカー国
務長官がいた。4人は，今後の東西関係，NATOの試練，ドイツ統一のスピードの予測，統
一への米国の支援などをすでに議論していた。記者会見が始まると，ブッシュは全く気乗り
のしない態度をとった。ブッシュは椅子に寝そべるように体をずらし，抑揚のない口調で応
答し，下を向き腕組みをしたままだった。CBSニュースのレスリ ・ースタール（Lesley Stahl）
女史は大統領にこう聞いた。 
  「ただ今のお話からすると，大統領の意気は上がっていないわけですね」 
  「私は情緒的な人間ではない」と大統領は答える。 
  「では，どのくらい意気が上がっているのですか」 
  「とても喜んでいる」 
 冷や汗をかきながら記者会見の場にいたフィッツウォーターは会見終了の合図を送った。
大統領が退室した後，フィッツウォーターは急いで自分の部屋に行き，そこから CBSのレ
スリー・スタールに電話をかけ，こう続けた。 
  「レスリー，今日の大統領の気持ちについてちょっと説明させてくれ。彼は米国がほく
そ笑んでいるように受け取られることを心配しているんだ。ゴルバチョフや東欧の他
の指導者たちを怒らせることになるからね。（…）彼は自慢する必要がないのだよ。彼
は未来の計画を進めているんだ」 
  「ではどうしてそう言わないの」と彼女は聞いた。 
  「それは適切じゃないと思ったんだよ」とフィッツウォーターは返した。彼は，彼女の
言うことは正論で，まさに大統領が言うべきだったと感じていた。 
  レスリーはこう返した。「違うと思うわ。彼は何が起きたかを理解していないと思う。
人々が街中で踊っている。それは自由を得たことを祝っているのよ。私たちは世界中か
らの映像を見ている。人々は冷戦の終結を祝っているのにブッシュは寝ているように
振る舞っているのよ」 
 こう語ったレスリーはその後，大統領は注意散漫でベルリンの壁崩壊に関心がないよう
に見えたと報道した。他の記者たちもこの部分を拾い，同様の見方で報道した32。 
 事実，ブッシュは記者会見に全く乗り気でなかった。まず，ブッシュはベルリンの壁崩壊
の情報が正確なものかどうかを詳細に把握する必要があった。そればかりでない。ブッシュ
はソ連においてゴルバチョフ，そして反ゴルバチョフ派がこの事態にどう反応するかに思
いを馳せる必要性を痛感していた。この年 6 月 4 日に起きた天安門事件のように，ソ連軍
がベルリン市民を粉砕し，歓喜が悲劇に一転する可能性もあり得た。そうであったから，ブ
ッシュはスタール記者の報道に苛立ち，派手なパフォーマンスをブッシュに求める議員か
らの要請にも心底辟易した。ジョージ・ミッチェル（George Mitchell）民主党上院議員（メ
                                                   
32 マーリン・フィッツウォーター（佐々木伸・菱木一美訳）『ホワイトハウス報道官―レーガン・ブッシュ
政権とメディア』（共同通信社，1997年），314-316頁。 
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イン州選出），ディック・ジェファート（Dick Gephardt）民主党下院議員（ミズーリ州選
出）はブッシュに，ベルリンに行き，崩れた壁の上でダンスすべきだと諭していた。ブッシ
ュにはベルリンの壁でダンスをする気など毛頭なかった33。スヌヌ首席補佐官はこう回想す
る。 
  ホワイトハウス内部で，我々は東ドイツでの事態の重要性をしっかりと把握していた。
ポーランド，ハンガリーで起きたことは，共産主義政権との協調や同意により，変革へ
と向かう平和的革命であった。けれども，東ドイツにおいては，共産主義政権が，近隣
諸国での変革に勇気づけられた大衆の手により実質的に転覆させられたのである。全
東欧諸国で起きたドラマチックな変革は確かなものであったが，ポーランドやハンガ
リーと同じように，〔東ドイツでの〕変革が平和裏に進むことは，明白でなかった34。 
 東ドイツの変革が平和裏に進むかどうかは，ひとえに，ベルリンでの事態に対するゴルバ
チョフの反応にかかっていた。11月 10日，ゴルバチョフはブッシュを含め西側諸国の指導
者に親書を送付してきた。そこには，「状況は混沌としていて，予測のつかない事態に陥る
可能性があり」，西ドイツが「政治的急進主義」に走る危険性があると警告が綴られていた。
ここでいう「政治的急進主義」とは，以下のことを意味した。 
  戦後の現実，つまり〈二つのドイツ〉の存在を，容赦なく拒否しようとする感情を掻き
立てるような何らかの声明が西ドイツから発せられたら，そうした政治的急進主義は，
現況のダイナミックな民主化プロセス，社会生活のあらゆる面での刷新を台無しにす
ることを目的としていると捉えられても無理はない。そして将来的には，中欧のみなら
ず，より広範囲にわたって不安定な状況を引き起こす可能性がある。 
 ベルリンの壁崩壊直後から，ゴルバチョフは欧州秩序の安定のために〈二つのドイツ〉を
維持すること，裏を返せば，東西ドイツ統一などはあり得ないとする姿勢をとっていたこと
がうかがえる。ゲーツ大統領次席補佐官とNSC のライスは，このソ連からの不吉なメッセ
ージの分析にすぐさま取りかかった。そして，ゲーツは彼の上司であるスコウクロフトに電
話をかけ，西ドイツ側にゴルバチョフの親書の件について意思疎通を図るよう促した。これ
を受けスコウクロフトはカウンターパートである西ドイツ首相府のテルチク補佐官に電話
をかけた。西ドイツ側にもゴルバチョフからの親書が送られてきてはいたが，そこには，米
国宛にあった戦勝 4ヵ国会議開催の要請は書かれていなかった（戦後，米国，英国，フラン
ス，ソ連 4ヵ国は占領軍としてドイツに関し，ある種の法的権限を有していた）。この点を
確認したスコウクロフトとテルチクは，ソ連側の戦勝 4 ヵ国会議開催の要請一切を拒否す
ることで一致した。ちょうど数日前，西ドイツ首相府は「ドイツ人の頭越し」の戦勝 4ヵ国
のいかなる接触を拒否する方針で一致していた35。 
 ホワイトハウスは，親書への返答をソ連側にすぐに行うのではなく，まずは西ドイツ，英
国，フランスの間で共同歩調をとることを優先した。西ドイツとの電話の際，ゲンシャー外
                                                   
33  Bush & Scowcroft, A World Transformed, pp.148-149.； John Sununu, The Quiet Man: The 
Indispensable Presidency of George H.W. Bush (New York: HarperCollins Publishers, 2015), p.132.
〔  〕内は筆者による補足。 
34 Ibid., p.133. 
35  Philip Zelikow & Condoleezza Rice, Germany Unified and Europe Transformed: A Study in 
Statecraft (Cambridge: Harvard University Press: 1995), p.107. 
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相の秘書が興奮した口調でベーカーにこう伝えた。 
  「米国に神のご加護を。感謝の申し上げようもありません」 
 ゲンシャーもこれに続いた。「我が国にとって，記念すべき瞬間となりました。貴国のご
協力のおかげです。第二次世界大戦以来，貴国がドイツのために，とりわけベルリンの
ためにしてくださったことを，米国民に感謝しています」 
 さらにゲンシャーは伝えた。「ドイツは NATO と EC にとどまるつもりです。（…）ドイ
ツが独自の道を歩むことはありません。我々は，同盟諸国と協調して政策を推し進めて
いく覚悟です。（…）東ドイツ国民はいま，移動の自由という権利を行使しています。
次は，自由選挙です。（…）自由で民主的なドイツであれば，近隣諸国にとって脅威に
はなり得ません。その危険があったのは，全体主義が我が国を支配した時だけです」 
 このように語ったゲンシャーと，ベーカーは戦勝 4 ヵ国会議開催が名案ではないことを
確認し，電話を切った。11月 11日，ベーカーは新たに英国外相に就任したばかりのダグラ
ス・ハード（Douglas Hurd）に電話をかけ，昨日のゲンシャーとの会話の内容を伝え，米
国，英国，フランスの共同歩調の必要性を確認し合った。ハードは欧州秩序の安定を維持す
ることが肝要だと強調した上で，そっけなく言い添えた。「英国のマスコミは，考えられる
将来の展開のうち，非現実的な説ばかりをきっと報道しますよ」36。ハードが奉仕していた
のは，他ならぬ，ドイツ統一に強い拒否反応を示すサッチャーであった。ベルリンの壁崩壊
以前，サッチャーはゴルバチョフとの会談の中で，ドイツ統一の可能性を以下の調子で強く
否定している。「ドイツ統一は戦後の国境線を変更することにつながり，すべての国際状況
の安定性を覆しかねず，英国の安全保障にとっても脅威となりかねない」から「我々は統一
ドイツなど望んでいない」37。別の機会で，安全保障を担保する上での核抑止力の必要性を
ゴルバチョフに説明した際にも，ドイツを〈悪玉〉にし，こうも言っていた。「第二次世界
大戦前，ソ連はヒトラーよりも多くの兵器を備えていた。だが，ソ連への攻撃とおぞましい
破壊をもたらすヒトラーを止めることはできなかった。（…）我々は将来の核のない世界を
夢見ることはできるが，現在の状況下では，核戦力の不在は通常戦力を使用した戦争につな
がる。さらに核を保有しない国々による新たな軍拡競争につながる恐れがある」38。ベルリ
ンの壁崩壊に対する英国の最初の反応は，ドイツ統一を警戒するものであった。サッチャー
はコールに電話で，統一は英国政府の議事日程には上がっていないと伝えたとされ，壁崩壊
から 4日後には，下院で「大いなる不安定の時代であり，危険ですらある」と警告し，「壁
開放を過剰に喜ぶのは不適切である」として，ベルリン情勢に対する警戒心を隠さなかった
39。こうしたサッチャーにも，米国宛と同様のゴルバチョフから親書が送られていた。米国
としては，ゴルバチョフへの返答の際に，彼の警告を無視し，ソ連が東ドイツの変革を支持
していることを歓迎する点，西ドイツが東ドイツの変革について，段階を踏んで安定的なプ
ロセスを経ることに西側は疑ってはいない点のみを強調したい思惑があったが，サッチャ
                                                   
36 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，344頁。 
37 “Record of Conversation between Mikhail Gorbachev and Margaret Thatcher Moscow, September 
23, 1989”, The Thatcher-Gorbachev Conversations, NSA-EBB, No.422, Document 7. 
38 “Record of Conversation between Mikhail Gorbachev and Margaret Thatcher Moscow, March 30, 
1987”, The Thatcher-Gorbachev Conversations, NSA-EBB, No.422, Document 1. 
39 ゲルト・ヨアヒム・グレースナー（中村登志哉・中村ゆかり訳）『ドイツ統一過程の研究』（青木書店，
1993年），233頁。 
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ーはサッチャーだった。彼女はゴルバチョフ宛の返信の中に，ゴルバチョフの懸念に共感す
る旨をしたためていた40。 
 この懸念はサッチャー特有のものではなかった。ベルリンの壁崩壊後，西側の要人として
初めてモスクワを訪問したロラン・デュマ（Roland Dumas）フランス外相はシュワルナゼ
外相との会談にて，両国が現況の段階でドイツ統一を希求することに深刻な懸念を持って
いることを確認していた41。ドイツの現況について，ブッシュ政権は，西側の主要国，英国，
フランス，西ドイツの間で共同歩調をとることを目指したが，早速これが失敗した。それは
大西洋を挟んでドイツと向き合う米国とは異なり，ドイツと地理的に近接し，ドイツ軍国主
義と数度の対独戦の記憶が根強く残る英国，フランスに特有の〈ドイツ問題〉に対する認識
が原因であった。ベルリンの壁崩壊により，ドイツ統一の道筋が開かれたことは，ソ連を含
め欧州諸国に警戒させるのに，十分な安全保障問題を生起させた。対独均衡のためのソ連軍
増強（あるいはソ連の軍事介入），ソ連，英国，フランスの対独包囲網形成，独ソ急接近の
可能性も，理論的には考えられた。これに米国はどう対応していけばよいか。壁が崩れたベ
ルリンを包み込む歓喜と熱狂とは裏腹に，ホワイトハウスには慎重さが求められていた。 
 11 月 13 日，米国外交の御意見番キッシンジャーがホワイトハウスを訪問し，ブッシュ，
スコウクロフト，ベーカーと夕食をともにした。ここでのキッシンジャーの意見は，ブッシ
ュ以下三人が感じていたものと同じであった。ドイツ統一は「避けられないこと」であり，
もし悲願を達成しようとするドイツ人の努力に米国が水を差している印象を与えれば，結
局は米国にツケが回ってくるとキッシンジャーは述べた。まさにブッシュ政権にとり，「避
けられないこと」を，米国の国益を損ねることなく進展させることが課題となった42。 
 
第 3節 米ソマルタ首脳会談 
 
 1．米ソ首脳会談の設定 
 ブッシュとゴルバチョフの初の米ソ首脳会談となるマルタ会談の構想は，7月にアルシュ
で行われた G7サミットの合間に，ブッシュ，スコウクロフト，ベーカーとの会話から生ま
れたものであった43。7月といえば，すでに西側同盟の結束をアピールし，東欧の政治改革
プロセスを経済的，道徳的に米国が支援し，さらに東西軍縮を呼びかけることで，ソ連軍撤
退を促し，東欧を含む一つにまとまった自由な欧州（whole and free Europe）建設を世界
に呼びかけるのに成功した頃であった44。「大統領は 5月の NATO首脳会談で自らの提案に
よって NATO の結束を強化し，またポーランドとハンガリーにおける改革のペースを自ら
の目で確かめた時点で，ゴルバチョフと差しで会談するための下地ができたと感じたと思
                                                   
40 Zelikow & Rice, Germany Unified and Europe Transformed, pp.107-108. 
41 Ibid., p.109. 
42 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，344頁。 
43 “Interview with James A. Baker, III”, George H.W. Bush Oral History, Conducted by the Miller 
Center, University of Virginia.  
44 Secretary Baker, “Challenges Ahead for NATO and Developments in East-West Relations”, Current 
Policy (United States Department of States Bureau of Public Affairs), No.1186, (June 1989), Box2, RG59, 
NARA. 
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われる」とするベーカーの指摘は正鵠を射ていよう45。 
 ブッシュ自身，こう回想している。 
  私の欧州歴訪が終わろうとしている頃，私はゴルバチョフとの会談を先延ばしにする
ことが危険なものになりつつあると実感した。東欧では多くのことが起きているのを
私はこの目で見たし，もしも二超大国がこうした出来事を管理しようとしなければ，こ
ういった出来事が東欧，ひいては米ソ関係を不安定なものにさせてしまうだろう。 
   （…）我々は注意深くポーランドとハンガリーの地に足を踏み入れ，いまだに当地に
て軍事プレゼンスを誇るソ連を刺激することを回避した。幸先の良いスタートであっ
た。だが，〔東欧情勢に軍事〕介入せよとする保守派がゴルバチョフに向けている圧力
を私は理解していた。（…）さらに多くの〈天安門〉が起きることが予測できた46。 
 アルシュにて，自分の側近であり，信頼できる旧来の友人たちに，ブッシュはこう語った。
「先延ばしにするよりは，できるだけ早い時期に〔ゴルバチョフに〕会った方がいい。いま
躊躇って，何か利点があるだろうか」。ベーカーはゴルバチョフとの会談に賛成だったが，
スコウクロフトは反対した。首脳会談が行われれば，その成果に期待を抱かせることになる
し，米国はペレストロイカという政策を支持しているのだが，それがゴルバチョフという人
間に対する支持だと混同される恐れがあるとスコウクロフトは反問した。これにブッシュ
はこう返し，話をまとめ上げた。「いいか，あの男がペレストロイカなんだよ」47。 
 一連の歴訪を終え，帰国の途につくエアフォースワンの機内で，ブッシュはゴルバチョフ
宛の一通の手紙をしたためた。手紙には，早期の米ソ首脳会談開催を望んでいるブッシュの
考えが述べられた後，首脳会談の開催時期と場所として，9月末の国連総会に合わせ，大統
領別荘であるメリーランド州キャンプデーヴィッド，あるいはブッシュ家の別荘であるメ
イン州ケネバンクポートで，首脳会談を開催する提案が挙げられた。両候補地とも，「勝者
はどちらか」，「いかなる合意に至ったか」，「今回の会談は成功，もしくは失敗だったのか」
にばかり目を向ける多くの報道陣を排除したいブッシュの思惑により選定されたものであ
った。そして，手紙の最後には，こう綴られていた。 
   ブレント・スコウクロフト将軍，ジム・ベーカー国務長官，そして首席補佐官ジョン・
スヌヌだけが，唯一，私が個人的にしたためているこの手紙について知っている。〔手
紙についての〕ことが「リーク」されないことを願ってやみません48。 
 ブッシュは米ソ首脳会談でのアジェンダ設定についての外部からの圧力を回避するため
に，会談の構想について，徹底した秘匿性を重視した。そのため，ブッシュの手紙をソ連側
に通達する際，従来の国務省ルートではなく，スコウクロフトの独自の外交ルートが利用さ
れた。7 月末，ワシントンを訪れたゴルバチョフの軍事顧問セルゲイ・アフロメーエフ
（Sergei Akhromeyev）ソ連軍元帥に，スコウクロフトからブッシュの手紙が手渡された。
8月，今度はアレクサンドル・ベシュメルトニフ（Alexander Bessmertnykh）ソ連副外相
の手により，首脳会談開催に賛同するゴルバチョフの返事がワシントンに届けられた。首脳
                                                   
45 Ibid., 350頁。 
46 Bush & Scowcroft, A World Transformed, pp.130-131.〔  〕内は筆者による補足。 
47 Ibid., p.129.；ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，350-351頁。〔  〕内は筆者による補足。 
48 George Bush, All the Best: My Life in Letters and Other Writings (New York: Scriber, 2013), pp.433-
434.下線強調は原文。 
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会談開催について，ソ連側から賛同を得た。残るは開催時期と場所である。11 月末にイタ
リア訪問を控えていたゴルバチョフはイタリア周辺で会談することを逆提案してきた。こ
れについて，バッキー・ブッシュ（William “Bucky” Bush）が，兄の大統領に，最近旅行し
て気に入った地中海の島国でゴルバチョフと会うことを勧めてきた。かくして，12 月初旬
にマルタの港町マルサシュロック沖合で米ソ首脳会談を開催することが決まった。1941 年
8 月にニューファンドランド沖合でのローズヴェルトとチャーチルの大西洋会談を彷彿さ
せる米ソ首脳会談の開催に，海軍の軍歴のあるブッシュは乗り気であった49。徹底した秘匿
性が保たれたマルタ会談開催についての発表については，開催日の 1ヵ月前の 11月 1日に
報じられることになっていたが，前日付の『ワシントン・ポスト』紙が米ソ首脳会談の決定
と報じる記事に触れたとき，ブッシュは出所不明のリークについて憤りを隠さず，「ゴルバ
チョフとの約束を破ってしまった！」と叫んだとフィッツウォーターは言う50。 
 
 2．対ソ交渉方針―START問題 
 それから 1ヵ月間，ブッシュ政権はマルタ会談の準備に注力した。米ソ間には，ペレスト
ロイカへの米国の支援，東欧革命およびベルリンの壁崩壊へのソ連の対応，そして戦略核削
減を目指す START など，多くの問題が横たわっていた。「死にゆく帝国が平和的に過ぎ去
ることは滅多にない」と考えていたブッシュ政権には，「ソ連経済を救いつつも，ソ連の軍
事的脅威の増大を阻止するためにできることは何か」という大きな問いが，重くのしかかっ
ていた51。 
 レーガン政権から続く米ソ首脳会談での重要なアジェンダの一つは軍縮であった。1987
年 12月の INF全廃条約はその典型であり，同条約は米ソ START交渉の活路を開くもので
あった。START交渉は，レーガン政権から継続していたが，ブッシュ政権はソ連との条約
締結を急ぐことには慎重だった。それは以下の理由に拠った。第 2 章で見たように，第一
に，ブッシュ政権は，発足当初，ゴルバチョフ率いるソ連に懐疑的な目を向けていた。第二
に，発足直後にブッシュ政権は，ソ連の戦略兵器の拡充に対応すべく，ICBM近代化問題の
暫定的解決策として，鉄道配備型MX・100基と車両配備型ミジェットマン・500基の研究
開発方針を決定していた。ICBMを削減対象とする START体制下では，MXやミジェット
マンといった移動式 ICBM も規制対象となりうる。ICBM 近代化方針が定まらなければ，
政権の START 交渉の方針の議論をすることはできない。ICBM 近代化問題をめぐる MX
派とミジェットマン派の対立は，間接的に，ブッシュ政権を START交渉から遠ざけていた。
そして第三に，ソ連との軍縮に慎重な姿勢をとることで，共和党保守派に配慮するブッシュ
政権の思惑もあった52。 
 だが，ゴルバチョフの〈新思考外交〉により事態は急展開する。1989年 9月，ワイオミ
ング州での米ソ外相会談の際，シュワルナゼ外相はベーカーに，ソ連側が，長らく米ソ間の
                                                   
49 Bush & Scowcroft, A World Transformed, pp.132-133.；Christopher Maynard, Out of the Shadow: 
George H.W. Bush and the End of the Cold War (College Station, Texas A&M University Press, 2008), 
pp.38-39.；Sununu, The Quite Man, pp.128-129. 
50 The New York Times, November 2, 1989. 
51 Maynard, Out of the Shadow, p.129.；フィッツウォーター『ホワイトハウス報道官』，298頁。 
52 Jack Matlock Jr., Reagan and Gorbachev: How the Cold War Ended (New York: Random House 
Trade Paperback Edition, 2004), p.314. 
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START 交渉において，条約締結の妨げになってきた米国の SDI 構想に対する反対姿勢を
撤回することを明かしたのである。これは劇的な進展であった53。この外相会談の成果は，
START交渉を加速化させることになった。 
 マルタ会談の開催が差し迫る中，ブッシュ政権は START 交渉方針を定められないでい
た。政権内ではマルタ会談にて START 関連の軍縮提案をするべきか否かが問題となった。
いくつかの案があった。ニクソン政権以降，SALT，START 交渉の米国側交渉団を率い，
ブッシュ大統領の軍縮顧問を務めていたエドワード・ロウニー（Edward Rowny）は，
「STARTを議論することから得られる利益は少なく，潜在的リスクもある。（…）マルタで
の議論は軍備管理に焦点を当ててはならない」と綴ったメモを，ブッシュ，スコウクロフト，
ベーカーに送付していた54。省庁間レベルでは，ゼーリック国務省顧問，ロス国務省政策企
画室長，NSC のブラックウィル，ライスらも，マルタ会談で米国側から軍縮提案を行うべ
きか否かについて分析を始めていた55。また，別のインフォーマルな省庁間協議体も組織さ
れ，同様の分析が行われた。ブラックウィル，アーノルド・カンタ （ーArnold Kanter）NSC
国防・軍備管理担当，レグ・バーソロミュー（Reg Bartholomew）軍備管理・国際安全保障
担当国務次官，ポール・ウォルフォヴィッツ政策担当国防次官，JCSのハワード・グレイブ
ズ（Howard Graves）将軍からなるインフォーマルなグループ〈リトル・ファイブ〉（a 
principal-only “little five”）は，マルタ会談で米国は，ソ連側に軍備管理提案を行うべきと
いう結論に至った。欧州秩序再編と密接に関連する CFE交渉に〈リトル・ファイブ〉の関
心が注がれる中，STARTについては次のような案がまとめられた。 
  ①STARTが規制対象とする弾頭について現行案の 6,000個からさらに 20％引き下げ，
4,800個の弾頭を規制対象とする。これと同時に， 
  ②固定，移動式を問わず，すべてのMIRV化 ICBMの保有を禁止する 
 〈リトル・ファイブ〉の案には，米国のMIRV化 ICBMミニットマン III（固定サイロ），
MIRV化 ICBM 鉄道配備型 MX とソ連のMIRV化 ICBM，SS-18，SS-24 をトレードし，
MIRV 化 ICBM の保有を禁ずることで，戦略的安定を保つという意図が込められていた。
この案はスコウクロフトに伝えられた56。ミジェットマン派であったスコウクロフトは，こ
の提案を好んだ。このように，ブッシュ政権内では，マルタ会談で軍縮提案をすべきか否か
をめぐって，相反する案が存在していたのであった。これの最終的な決定は〈朝食会〉で，
スコウクロフト，ベーカー，チェイニーの間で調整された。MX 派のチェイニーは，〈リト
ル・ファイブ〉の案に懐疑的だった。彼にとって，MIRV化 ICBM保有禁止という方針は，
国防総省が推進する ICBM 近代化に対立するものであった。そればかりでなく，MIRV 化
ICBM 保有禁止をめぐる交渉がソ連とうまくまとまったとしても，ミジェットマンの研究
                                                   
53 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，314-315頁。 
54  “Memorandum to the Secretary from ART-E. Rowny, Subject: Malta Meeting, (United States 
Department of State, November 17, 1989)”, Bush and Gorbachev at Malta, NSA-EBB, No. 298, 
Document 3.; “Memorandum to the President from E. Rowny, Subject: Malta Meeting, (United States 
Department of State, November 17, 1989)”, OA/ID CF01337-031, Susan Koch Files, GBPL. 
55  William M. Newmann, Managing National Security Policy: The President and the Process 
(Pittsburgh: University of Pittsburgh Press, 2003), p.149. 
56 “Memorandum for Brent Scowcroft from Arnold Kanter and Robert D. Blackwill, Subject: Possible 
Initiatives in the Context of Malta, (National Security Council, November 24, 1989)”, OA/ID 91122-003, 
START Files, GBPL. 
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開発に明確な支持を表明していない連邦議会の姿勢に鑑みると，米国の戦略的安定が損な
われる可能性があるとチェイニーは懸念していた57。議論の末，チェイニーの意見にスコウ
クロフトもベーカーも同調し，MIRV 化 ICBM の保有禁止提案はマルタ会談ですべきでな
いとする〈朝食会〉の意見が，ブッシュに伝えられた58。 
 
 3．対ソ交渉方針―ドイツ統一問題 
 軍縮問題にも劣らない米ソ間に横たわる喫緊の課題はドイツ統一問題であった。11月 28
日，コール首相が西ドイツ連邦議会でドイツ統一に向けた「10 項目提案」（第 6 章で詳述）
を突如発表し，ドイツ統一問題が国際的アジェンダとなった今，コールとしては，西ドイツ
が主導し，ドイツを統一させるには，超大国が当事者たるドイツ抜きで，ドイツの命運を決
定したヤルタ会談のような解決はあってはならなかった。10 項目提案の発表直後，コール
はブッシュに親書を送り，10 項目提案の概要に加え，マルタ会談に臨むブッシュに対し，
西ドイツ側の要望をしたためた。親書冒頭の〈マルタの哲学〉とする項目には，「ジョージ，
あなたに是非とも願いたいのは，ヤルタとマルタをパラレルに捉えることを拒否すること
です」と，マルタ会談を〈第二のヤルタ〉にしないで欲しいとするコールの心中が述べられ
ていた59。同じ日，東ドイツのクレンツからもブッシュ宛の親書が届いた。そこでは〈二つ
のドイツ〉の存在が欧州安全保障の基本であることが強調されていた。東西ドイツ政府から
の対極的な内容をもつ親書を前にして，ホワイトハウスではコールの意向を支持すること
の必要性を認識し始めていた。 
 11月 29日，ブッシュとコールは電話会談を持った。マルタ会談に向けての米・西独間の
意見調整が目的だった。コールは，今後ドイツは独善的な行動をしないことを確約し，こう
述べた。「ドイツ人は幸福です。歴史は我々の手に良いカードを与えてくれました」。これに
ブッシュは，マルタ会談で，ソ連と二国間でドイツ統一問題の解決策をとることはないとし，
マルタ会談が〈第二のヤルタ〉とならないことを願うコールの意向を尊重することを表明し
た60。30日，マルタ会談を直前に控えたブッシュはNSCを開き，会談に臨む大統領の意気
込みが語られた61。 
  ソ連の変革に関し我々がゴルバチョフを支援する用意があることをはっきり示したい。
形式にとらわれない今回の会談は，完全に形式を整えた首脳会談の圧力もなく良い機
会だ。我々は軍備管理や欧州の将来について交渉するのではない。米ソが直面している
障害について明確な認識を持ち，双方の違いについて正確な理解を得るようにしたい。
（…） 
  我々はソ連を助けるべきだ。（…）ソ連を世界経済に参加させよう。我々の中にはどん
                                                   
57 Michael Beschloss & Strobe Talbott, At the Highest Levels: The Inside Story of the End of the Cold 
War (Boston: Little Brown & Co., 1994), pp.144-145. 
58 Newmann, Managing National Security Policy, p.150. 
59 “Letter from Helmut Kohl to George H.W. Bush, (November 28, 1989)”, The Soviet Origins of Helmut 
Kohl’s 10 Points, NSA-EBB, No.296, Document 2. 
60 高橋『歴史としてのドイツ統一』，179-180頁。 
61 “National Security Council Meeting, Date: November 30, 1989, Location: Cabinet Office, Time: 9:30 
am-10:30 am, (The White House)”, Bush and Gorbachev at Malta, NSA-EBB, No. 298, Document 7.； 
フィッツウォーター『ホワイトハウス報道官』，298-299頁。〔  〕内は筆者による補足。 
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な形でも助けたくないと思う人もいる。それは間違いだ。この問題をヒューイ・フィリ
ップス〔常にブッシュを批判していた政治扇動家〕に任せてはいけない。 
 12月 2日から 2日間開催されたマルタ会談で，ブッシュは，ソ連側代表団とともに，ソ
連経済，東欧情勢，軍縮，ドイツ統一問題など広範にわたる国際的課題について議論し，従
来のホワイトハウスの方針通り，これらの課題について，米ソの認識の共有が行われ，軍縮，
ドイツ統一に関する明確な提案などは一切提示されることはなかった62。マルタ会談が〈第
二のヤルタ〉とならなかったことに西ドイツのみならず東欧諸国も安堵した。というのも，
当時の東欧の民主化指導者たちは，度々ホワイトハウスを訪れていたキッシンジャーがブ
ッシュに進言したであろう彼の現実主義理論，すなわち，自分たちの頭越しで，米ソ二超大
国が結託し，欧州の東西分断，東欧の現状維持を認め合い，革命を圧殺することを強く懸念
していたからである63。このマルタ会談は，ブッシュとゴルバチョフの間の個人的なつなが
りを強めるきっかけとなった。マルタ島を後にしたブッシュは NATO 首脳会談に参加すべ
く，NATO本部のあるブリュッセルへと直ちに向かった。 
 ブッシュが大統領の立場として初めてゴルバチョフとの会談を行うこととなったマルタ
会談への道のりを辿るに，ブッシュの対ソ交渉方針が，政権発足後に取り組まれた国家安全
保障政策の見直しの過程で重視された NSC のライスのメモ（think peace）で示された枠
組に沿って行われたものと捉えることができる。ライスのメモを振り返ってみよう。 
  ①米国は，外交方針が定まっていない段階で，ゴルバチョフと会ってはならない。 
  ②米国は，西側同盟を結束させ，これを明確な対外的シグナルとするべきである。 
  ③米国は，東欧革命を支援するといった，イニシアティヴを発揮するべきである。 
 ブッシュ政権は，西側同盟の結束と東欧諸国への支援を外交方針に据え，これを順に達成
した後，ゴルバチョフとの会談を設定した。ただ唯一，従来の枠組で想定していなかった事
態はベルリンの壁崩壊であった。急浮上したドイツ統一問題は，〈ドイツ問題〉を警戒する
西側同盟国と，西ドイツの立場を支持する米国との間の結束を動揺させ，さらには，統一ド
イツの NATO加盟やNATOそのものの存続を問うリスクを有していた。米欧関係に目を転
じてみれば，冷戦期，NATOを通じ，西ドイツを中心に，大規模な米軍を駐留させることで
米欧関係を維持してきた米国にとり，ドイツ統一は米国の欧州への軍事的関与の在り方を
厳しく問う事件でもあった。こうした理由から，マルタ会談直後，ブリュッセルにて，ブッ
シュは，欧州の東西分断を基調とするヤルタ体制が崩れようとする中でも，米国は同盟国と
協調する形での欧州への軍事的関与を継続させることを打ち出すのである。 
 ドイツの将来は米国の将来でもあった
                                                   
62 マルタ会談の議事録については，以下を参照。“Soviet Transcript of the Malta Summit, (December 2-
3, 1989)”, Bush and Gorbachev at Malta, NSA-EBB, No.298, Document 10.；“At Historic Crossroads: 
Documents on the December 1989 Malta Summit”, Cold War International History Project Bulletin, 
Issue 12/13, (Fall/Winter 2001), pp.229-343.；“Document No.110: Soviet Transcript of the Malta Summit 
(December 2-3, 1989)” in Svetlana Savranskaya, Thomas S. Blanton, & Vladislav Zubok (eds.) 
Masterpieces of History: The Peaceful End of the Cold War in Europe, 1989 (Budapest: Central 
European University Press, 2010), pp.619-646.〔  〕内は筆者による補足。 
63 元ハンガリー独立労働組合民主連盟代表とのインタビュー（2017年 10月 2日，ブダペスト）。 
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第 5章 在欧米軍駐留継続の方針 
 
第 1節 ブッシュ政権の欧州情勢認識 
 
 1989 年 11 月 9 日のベルリンの壁崩壊当日，ホワイトハウスでの記者会見で，ブッシュ
大統領は抑制的なコメントを述べるにとどまったことは第 4 章で見た。ブッシュ政権は，
東欧の脱共産主義化やベルリンの壁崩壊を米国が歓迎している様子を対外的に示すことに
よって，ソ連の保守派を刺激し，西側協調政策のかじ取りをするゴルバチョフが政権の座か
ら追われることを危惧していた。この慎重姿勢は，レーガン政権のとりわけ二期目の過度な
対ソ傾斜政策とは距離を置き，一定の対ソ警戒論を保持しながら政権運営を始動させたブ
ッシュ政権の性格に鑑みるに，当然の帰結であった。ソ連軍の東欧撤退をかねてから望んで
いたスコウクロフトも，東欧革命を無批判に歓迎することはなく，すぐさま，ソ連が戦後，
対独安全保障のための緩衝地帯として維持してきた東欧を喪失する意味，〈ドイツ問題〉が
ソ連外交にもたらす影響の分析に着手した。 
 1989 年 11 月末までにブッシュ政権内で共有された欧州の情勢認識は以下の通りであっ
た。まず，東ドイツの民主化に対しては，ソ連は全くもって受動的であり，自国のペレスト
ロイカと同様，東ドイツの国内改革は平和裏に行われることを期待しているようだが，この
ゴルバチョフの期待は誤っているとした。というのも，他の東欧諸国とは異なり，東ドイツ
の脱共産主義化の先に待ち受けているのは西ドイツとの統一であり，これは欧州における
〈ドイツ問題〉の浮上を意味したからである。そして，統一ドイツの NATO 加盟がソ連に
とり，最悪の事態であることは，ブッシュ政権も認識していた。この頃，ワルシャワ条約機
構は，結束力を急速に失いつつあり，仮に東ドイツがワルシャワ条約機構から離脱し，機構
が解体すれば，ソ連の防衛線がウクライナ国境まで後退することを意味する。これはソ連に
とっての深刻な問題であることは明らかであった。それゆえ，COMECON を活性化させ，
東ドイツ経済改善を図り，東ドイツ国家の存続をソ連は目指すはずである。〈二つのドイツ〉
方針をソ連外交の軸に据えつつ，英国やフランスに対し，同方針の支持獲得にソ連が乗り出
すことを，ブッシュ政権は予想した。そして，ソ連の欧州への影響力が悪化した場合，ソ連
は「大西洋からウラルまで」の欧州全域で，東西の垣根を越えた協調的な欧州秩序を構築し，
その枠内で〈ドイツ問題〉解決を要求してくると結論づけた1。ブッシュ政権にとっての問
題は，ドイツ統一問題に対応すべくソ連，英国，フランスがとる外交政策とその先にある欧
州新秩序構想の中に，米国の軍事プレゼンスが予定されているか否かであった。 
 ベルリンの壁が崩壊した頃，すでに衰退の一途にあったソ連には，対独均衡のため自国の
軍事力を強化する〈対内均衡〉は現実的でなかった。そのため地理的に近接し，ドイツ軍国
主義と数度の対独戦の記憶から対独脅威認識を抱く英国やフランスにソ連が接近する〈対
外均衡〉を模索することは想像に難くなかった。後述するが，このブッシュ政権の欧州情勢
認識はほとんど正鵠を射たものであった。実際，ドイツ統一が不可避となったとしても，自
身の〈欧州共通の家〉構想の下，全欧的な欧州新秩序を設計し，その枠内で統一ドイツのパ
                                                   
1  “Memorandum for the President from Brent Scowcroft, Subject: The Soviets and the German 
Question (The White House, November 29, 1989)”, OA/ID 91116-001, German Unification Files, GBPL. 
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ワーを抑制させることをゴルバチョフは模索していた。 
 ソ連の対独均衡のカウンターパートと目されていた英国やフランスは確かに対独脅威認
識を抱いていた。サッチャーは自著の中で，ドイツに対する認識を以下のように述べている。 
  統一ドイツは欧州における単なる一つの国というには，あまりにも強大である。そのう
え，ドイツは常に西側だけでなく，東方も睨んできた。（…）かくして，ドイツは欧州
にあって，その本質からして安定勢力であるよりは不安定勢力なのである。米国が政治
的，軍事的に欧州に関与すること，欧州におけるあと二つの最も強力な主権国家，すな
わち英国とフランスとが緊密な関係を維持すること――ドイツの力との釣り合いをと
るのに十分なのは，これだけである。そして，超国家的欧州の内部では，このようなこ
とは不可能であろう2。 
 無論，英国が総体としてこのような対独認識を持っていたわけではない。英国外務省は，
1989年 10月から 11月にかけてドイツ統一が英国，欧州の安全保障に与える影響について
研究を行っているが，〈不安定勢力〉として統一ドイツを捉えるサッチャーに倣う見解があ
る一方で，強大な統一ドイツの出現は必ずしも英国の国益を損ねるものではなく，EC や
NATO といった〈超国家的欧州〉の内部に統一ドイツをつなぎとめることでパワーを抑制
させることは可能との見解も出されていた3。サッチャーも英国外務省も異なる論理を持っ
ていたが，結局，英国は NATO に加盟する形でのドイツ統一を認める。サッチャーとして
は，ドイツに米軍が引き続き駐留することで欧州のバランス・オブ・パワーは保たれるから，
NATO に加盟する形であれば統一は認められる，英国外務省は，EC や NATO といった西
側につなぎとめることでドイツの欧州全域での覇権獲得を阻止できるという観測があった
4。サッチャーは対独均衡のための米軍の存在は不可欠と考えていた。 
 米国の軍事プレゼンスのほかに，サッチャーが対独均衡のために関係を強化しようとし
ていたフランスも，英国と同様にドイツ統一に対する警戒心を持っていた。フランスのデュ
マ外相は，英国のイーウェン・ファーガソン（Ewen Fergusson）駐仏大使に対独均衡のた
めの英仏協力の必要性を繰り返し伝えている5。12月 8日にストラスブールで開催されてい
た EC首脳会談では，ミッテランはサッチャーと非公式に接触し，コールの「10項目提案」
により現実味を帯びてきたドイツ統一の可能性について，第一次世界大戦前夜の〈1913年〉，
ヒトラーの膨張政策を許した 1938年の〈ミュンヘン〉のアナロジーを挙げながら，統一を
早期に達成させてしまえば，欧州の安定を損ねるとの対独脅威認識を共有していた。また，
米国内における連邦議会からの国防予算削減の圧力により，さらなる在欧米軍削減が予想
される米国が〈ドイツ問題〉に何ら対処せず，強大なパワーを持つ統一ドイツの出現により
                                                   
2 マーガレット・サッチャー（石塚雅彦訳）『サッチャー回顧録―ダウニング街の日々＜下巻＞』（日本経
済新聞社，1993年），411頁。 
3  “No.21, Letter from Mr Dinwiddy (Bonn) to Mr Ramsden, Subejct: ‘German Reunification’ and 
‘Exploson in the GDR’ (October 19, 1989)”；“No.44, Sir C. Mallaby (Bonn) to Mr Hurd, Subject: Your 
Visit to Bonn 15 Novembert: Scene Setter (November 13, 1989)”；“No.102, Minute from Mr Cooper 
(Policy Plannning Staff) to Mr Weston, Subject: Germany (Janury 18, 1990)”, DBPO. 
4 “No.99, Minute from Mr Hurd to Mrs Thatcher, Subject: The German Question (January 16, 1990)”, 
DBPO. 
5 “No.118, Sir E. Fergusson (Paris) to Mr Hurd, Subject: Call on Dumas: Development in Europe 
(February 2, 1990)”, DBPO. 
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欧州秩序が不安定化するシナリオについての懸念を共に抱いていた6。フランスは確かにド
イツ軍国主義と数度の対独戦の記憶に縛られていた7。このことは，フランスのとある外交
官が米国側に語った一節にも看取できる。 
  ドイツ人というものは，〔欧州〕大陸で自らが有しているものに決して満足することは
ありません。ドイツ人は常により多くを欲し，決して止まることはないのです8。 
 とはいえ〈ドイツ問題〉が生起する度に，その解として欧州統合を選択してきたフランス
は，サッチャーとは異なり，EC統合を強化することで統一ドイツのパワーを抑制すること
は可能と考えていた。さらにミッテラン自身は，ベルリンの壁崩壊以前のブッシュとの会談
で，「ドイツ国民が望むのであれば，〔統一に〕反対しない」としていたが，壁崩壊後，統一
が現実のものとなりつつある状況では，ミッテランは統一支持の一貫した姿勢を示すこと
を渋っていた9。 
 ブッシュ政権にとっての問題は，ミッテランの抱く欧州新秩序像が，時折，米国，NATO
との関係を重視する大西洋主義と，欧州統合を推し進めつつも究極的には，脱共産主義を達
成した東欧諸国をも包摂する「大西洋からウラルまで」の全欧的な〈欧州国家連合〉を建設
するという汎欧州主義の間で揺れていたことであった。前者については，1989年 5月のメ
イン州ケネバンクポートの大統領別邸での米仏首脳会談とボストン大学での演説で，ブッ
シュとミッテランは大西洋主義の重要性を確認し合っていたが，ブッシュ政権は，フランス
のこうした対米姿勢には全幅の信頼を寄せていたわけではない。というのも，汎欧州主義的
な後者の〈欧州国家連合〉構想は，究極的には欧州における米国の影響力を排除するドゴー
ル主義の伝統に強く影響され，ミッテラン構想の根底には，戦後欧州秩序の安定化に努めて
きた在欧米軍を（全軍）撤退させるというフランスの真意が隠れているのではないかとブッ
シュ政権は懸念していたのである10。ドイツ統一への支持よろしく，在欧米軍の駐留継続に
ついてのフランスの姿勢は不鮮明であった。 
 英仏の観測通り，この頃，ブッシュ政権は米国内で国防予算削減の圧力にさらされていた。
例えば，ウィリアム・カウフマン（William W. Kaufmann）MIT名誉教授は，今後 10 年
間で国防予算を 3,050 億ドルから 1,600 億ドルまで削減できると提言していた。CFE 交渉
に関連するものとしてカウフマンは，米陸軍に対しては米国内の 1 個師団を削減し，欧州
では CFE 条約調印まで現存戦力水準を維持することを，空軍に対しては B-2 爆撃機を 13
                                                   
6 “Mitterrand and Thatcher on German Unification, December 1989”, in Jussi Hanhimäki & Odd A. 
Westad, (eds.), The Cold War: A History in Documents and Eyewitness Accounts (Oxford: Oxford 
University Press, 2003), p.611.；事実，こうした懸念は，当時，研究者レベルでも議論されていた。例え
ば，フランソワ・イズブール（Francois Heisbourg）IISS所長は，合衆国（アンクル・サム：US）なき後
の英仏協力の下での欧州防衛についての論考を『インディペンデント』紙に寄稿している。The 
Independent, December 28, 1989。 
7 Geneviève Giroux, “La Mémoire officielle Francaise et la reunification allemande”, French Politics, 
Culture & Society, Vol.31, No.1, (Spring 2013), pp.69-83. 
8 “Memorandum for the President from Brent Scowcroft, Subject: U.S. Diplomacy for the New Europe 
(The White House, December 22, 1989)”, OA/ID 91116-002, German Unification Files, GBPL.〔  〕
内は筆者による補足。 
9 George Bush and Brent Scowcroft, A World Transformed (Alfred A. Knopf, 1998), pp.74-78.〔  〕
内は筆者による補足。 
10  “Memorandum for the President from Brent Scowcroft, Subject: Reviving the Spirit of 
Kennebunkport (The White House, April 5, 1990)”, OA/ID 91116-005, German Unification Files, GBPL. 
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機に縮小するほか，C-17 戦略輸送機の開発中止，ATF（次期戦術戦闘機）生産延期を提言
していた11。これまで米国が対峙してきた東側陣営が瓦解していく東欧革命の進展を反映し，
国防予算削減の声はさらに強まりつつあった。ブッシュ自身，時間の経過とともに変容して
いく国際・国内環境に置かれた政権の難しさを，1989年 10月に訪米したヴェルナーNATO
事務総長に吐露している。ここで，ブッシュは「我々は国防予算削減に悩まされている。こ
のことが米国の NATO への関与を制約するものと考えたくない」とヴェルナーに伝えた。
対するヴェルナーは以下のことを述べた。「移行期には不安定要素が潜在的に存在するから，
変革の時こそ『適切な防衛（good defense）』が必要です。（…）私はあなたに二つのことを
伝えましょう。一つは，変革期の西側政策を管理するための唯一安定した礎は NATO であ
ること，二つは，我々はNATOをより政治同盟として認識する必要があることです」。この
言葉を踏まえた上で，ヴェルナーは「たとえ在欧米軍の兵員数が低下しても，防衛面のみな
らず，あなたのリーダーシップと影響力を発揮する道具として，政策調整のための政治的プ
ラットフォームとして NATO を利用することは米国の国益にかのうものではないでしょう
か。（…）NATOの役割は目に見える米国の指導権と同義でしょう」と語った12。 
 この会話の中には重要な点がいくつかある。第一に，国際・国内環境が変容する中で不安
定要素に対処するためには「適切な防衛」，つまり軍事力の存在が不可欠であること，第二
に，変革期にある西側同盟を確固たるものにする基盤は NATO であり，米国の強いリーダ
ーシップと強固な NATO 同盟の結束は渾然一体であること，第三に，そのため，やはり，
在欧米軍の存在が変容する欧州秩序にも，NATO同盟にとっても不可欠であることである。 
 これらの点が具体性を帯びる形でブッシュ政権の政策決定過程にインプットされる契機
になったのが，言うまでもなく，ベルリンの壁崩壊によるドイツ統一問題の浮上であった。
ドイツ統一問題が米国の欧州への軍事的関与政策に与える影響については，ブッシュ大統
領宛のスコウクロフトのメモに描かれている。「欧州安全保障への集団的アプローチを取り
決めるために，我々は同盟と CFEプロセスを利用しなくてはならない。（…）欧州の安定と
紛争抑止に対する米国の関与は低下するものではない。我々は，同盟国から望まれる限り，
関与政策を支える欧州における核・通常の前方展開戦力を維持するつもりだ」13。 
 このメモから伝わる焦燥感は何なのだろうか。当時，統一ドイツが NATO 加盟にこだわ
れば統一は実現しないと考えられており，統一を果たす筋道は統一ドイツの中立化である
と思われていた14。東西ドイツが統一し，強大なパワーを有する統一ドイツが，西側から離
れ，欧州が不安定化するシナリオを米国は恐れた。壁崩壊から間もなくの 11 月 21 日，訪
米したゲンシャー外相はブッシュに対し，統一機運が高まり今後の西ドイツの外交進路が
懸念される中でも，西ドイツは「断固として西側に留まる」ことを示し，「米国の参加なく
して〔欧州の〕安定は保障されない」と米国の欧州関与継続を求めた。この時すでに，ブッ
                                                   
11 The Washington Post, November 21, 1989. 
12 “Memorandum of Conversation, Subject: Meeting with Manfred Woerner, NATO Secretary General 
(The White House, October 11, 1989)”, OA/ID 91111-003, Presidential Telcon Files, GBPL. 
13 “Memorandum for the President from Brent Scowcroft, Subject: Your Meetings in Brussels with 
NATO Leaders, (National Security Council, December 3-4)”, OA/ID 91116-001, German Unification 
Files, GBPL. 
14 「証言いかに冷戦は終結したか―ドイツ再統一と NATO加盟問題」『フォーリン・アフェアーズ・リポ
ート』（2014年 12月），12頁。 
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シュは翌月にマルタ島での米ソ首脳会談を控えていたが，ゲンシャーとの会談中，来る 12
月のマルタ会談で「ゴルバチョフは米ソ在欧兵力全軍撤退を提案してくるかもしれない」と
ブッシュは懸念を素直に示した。欧州から兵力の大部分を撤退させるソ連の動きと並行し
て，米国も相応の在欧米軍を撤退すべきとする〈パラレリズム〉を，ブッシュは懸念してい
た。これにゲンシャーは「ゴルバチョフはドイツ領内の米軍プレゼンスに満足している」か
ら，そうした提案は起こりえないと私見を述べた15。実際に，マルタ会談では，様々な国際
問題についての意見交換のみが交わされ，CFE 交渉に関しては，翌 1990 年中の条約調印
に向けて米ソが協力することが確認されるにとどまった16。マルタ会談で，ソ連から在欧米
軍撤退要求はなされなかったが，情勢の進展如何によっては，〈パラレリズム〉の可能性は
消えたわけでもなかった。とはいえ，マルタ会談は，米国の対ソ政策方針を定める上で重要
な会談となった。12 月 5 日，ブッシュは NSC を招集した。ライスが設定した議題を基に
開催された NSC では，今後の米ソ間の重要な問題である軍備管理として，1990 年中に，
CFE条約と STARTに調印すること，経済分野については，米ソ貿易を進展させるために，
ジャクソン＝バニック修正条項放棄を視野に入れることなどが閣僚の間で確認された17。 
 12月 22日，スコウクロフトは「新たな欧州に対する米国外交」と題したメモを大統領に
送った。「将来は依然として不明瞭である」という文句から始まる同メモは，ヴィクトル・
ユーゴーの一節を引きながら，「古典的な欧州の敵対関係の輪郭が浮かび上がりつつある」
と続き，欧州秩序を不安定化させる可能性のある〈ドイツ問題〉に言及している。そして，
このような欧州秩序が変容する中で，米国が〈孤立主義〉に籠ることは「欧州の安定と米国
の世界大でのリーダーシップにとって悲劇的である」とし，東欧革命については米国が積極
的な役割を果たすことが述べられていた。特に「ポーランド，ハンガリー，チェコスロヴァ
キア，東ドイツにおける共産主義体制の崩壊による〈力の空白〉の出現は，西ドイツがこの
〈空白〉を埋め西側から離れていくというリスクを生み出すと同時に，同地域での米国の建
設的な役割を強化する機会を与える」と観測した18。要するに，ブッシュ政権にとって，統
一ドイツを西側につなぎとめ，欧州秩序の安定に資する NATO を維持する上で，通常戦力
の軍縮が進む中でも，相当程度の在欧米軍を駐留させる必要があったのである。 
 
第 2節 大西洋主義下の米欧関係維持 
 
 問題はフランスであった。ドイツ統一の可能性や在欧米軍の去就をめぐり，ブッシュ政権
                                                   
15 “Memorandum of Conversation, Subject: Meeting with Foreign Minister Hans-Dietrich Genscher of 
the Federal Republic of Germany (The White House, November 21, 1989)”, OA/ID 91107-006, 
Presidential Memocons Files, GBPL. 〔  〕内は補足による補足。. 
16 “Fact Sheet: The President’s Initiatives during the Malta Meeting, December 2-3, 1989, (The White 
House, December 4, 1989)”, CF01337-030, Susan Koch Files, GBPL. 
17  “Document No.86: Memorandum from Rice to Scowcroft (December 5, 1989)” in Svetlana 
Sevranskaya & Thomas S. Blanton (eds.) The Last Superpower Summits: Gorbachev, Reagan, and Bush 
Conversations that Ended the Cold War (Budapest, Central European University Press, 2016), pp.565-
567；“National Security Council Meeting (The White House, December 5, 1989)”, NSA-EBB No.298, 
Document 12. 
18 “Memorandum for the President from Brent Scowcroft, Subject: U.S. Diplomacy for the New Europe 
(The White House, December 22, 1989)”, OA/ID 91116-002, German Unification Files, GBPL. 
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には対仏不信感があった。互いに酷似した欧州新秩序像を抱くゴルバチョフとミッテラン
が，ドイツ統一の動きに歯止めをかけ，〈二つのドイツ〉の併存という考えの下で接近する
ことを，ブッシュ政権は懸念していた。1989年 12月のマルタ会談を終えたブッシュは，マ
ルタ島を後にし，ブリュッセルの NATO 本部に赴き，次のように演説し，大西洋主義下の
米欧関係維持を強調した。 
  共通安全保障の取組みの一環としての我々の軍事プレゼンスを同盟国が望む限り，合
衆国は欧州に相当数の軍事力を維持するつもりであることを，本日，固く約束しましょ
う。（…）合衆国は〈欧州国家〉であり続けます。このことは，合衆国が欧州の将来と
共同防衛に関与し続けることを意味するものです19。 
 一方，ゴルバチョフは，マルタ島からウクライナのキエフに飛び，ここでミッテランと首
脳会談をもった。マルタでは，軍備管理や欧州の将来についての何らかの決定をソ連との間
で取り交わさないというのが米国側の交渉方針であったから，マルタ会談の席上，統一ドイ
ツの NATO 加盟について米国側の意見を尋ねたゴルバチョフに対し，ブッシュは明確な返
答をすることはなかった20。これに不満であったゴルバチョフは，キエフでミッテランに「米
国は立場を明らかにしていない」と吐露している。そして，両者は，欧州人の手によって東
西の枠を越える汎欧州主義的な秩序形成の必要性を確認し合っていた21。無論，この会談で
ソ仏首脳が交した具体的内容をブッシュ政権は知る由もない。ブッシュ政権内では，キエフ
にてソ仏首脳が当面の間，〈二つのドイツ〉の併存，そしてドイツ統一問題を CSCEの枠内
で討議する〈ヘルシンキ II 型〉会議の開催という方針で同意したのではないかとする憶測
が広がっていた。またストラスブールでの EC首脳会談（12月 8日），東ベルリン訪問（12
月 20日）を控えていたミッテランの外交日程に鑑み，ドイツ統一を含む欧州新秩序の行方
を担う重要な鍵をフランスが握っているとブッシュ政権は認識していた22。 
 こうした中，東ドイツの政治体制は大きく動揺していた。1989年 12月 6日，SED書記
長に就任後，わずか 2ヵ月足らずのクレンツは，前任者のホーネッカーと同様に，辞任に追
い込まれていた。また東ドイツでは改革派が軍事施設を襲撃する事件が発生していた。東ド
イツの変革は急速に進んでおり，ソ連はこうした事態への動揺を隠せなくなっていた。東ド
イツにある KGB施設も襲撃を受けた。最終的に西ドイツ主導の統一を容認し，東ドイツの
体制を守ることに務めなかったゴルバチョフに失望し，東ドイツ情勢が混乱する中，家族と
ともにソ連へ脱出したのは若きKGB将校のウラディミール・プーティン（Vladimir Putin）
だった23。 
                                                   
19 “Outline of Remarks at the North Atlantic Treaty Organization Headquarters in Brussels,1989-12-
04”, PPP. 
20  Vladislav M. Zubok, “With his back against the Wall: Gorbachev, Soviet Demise, and German 
Reunification,” Cold War History, Vol.14, No.4, (October 2014), p.628. 
21 “Record of Conversation between M.S. Gorbachev and President of France F. Mitterrand (December 
06 1989)”, WCDA.； “Document No.114: Record of Conversation between Mikhail Gorbachev and 
Francois Mitterrand (December 6, 1989)”, in Svetlana Savranskaya, Thomas S. Blanton, and Vladislav 
Zubok (eds.) Masterpieces of History: The Peaceful End of the Cold War in Europe, 1989 (Budapest: 
Central European University Press, 2010), pp.657-659. 
22 “Memorandum for the President, Subject: Scope Paper- Your Meeting with President Mitterrand on 
December 16, 1989, at St. Martin (The White House, December 15, 1989)”, OA/ID 91116-002, German 
Unification Files, GBPL. 
23 Jeffrey A. Engel, When the World Seemed New: George H.W. Bush and the End of the Cold War 
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 緊迫した雰囲気の中，ベーカーはベルリンを訪問して欧州情勢に関する演説を行うこと
になっていた。12月 12日のベーカーのベルリン訪問は，西ベルリンでのコールとの朝食会
で始まった。ここで，コールはベーカーにこう伝えた。「ドイツで起こる変革が，欧州の方
程式を書き換えることを意味し，それがひいては欧州および全世界の構造の変化につなが
ることは承知しています」。すでに 11月 28日に「10項目提案」を提示し，ドイツ統一への
道筋を対外的に明らかにしていたコールは統一に歯止めをかけようとする姿勢を見せるソ
連，フランス，英国にコールは苛立っていたが，先般ブッシュ政権が発出した，米国がドイ
ツ統一を支持するとした「4項目提案」（第 6章で詳述）で安心感を得た様子も見せていた。
朝食の後，崩壊したベルリンの壁を訪れたベーカーはベルリン報道協会に向かい，ここで，
「新しい欧州，新しい大西洋主義，新しい時代の設計」と題したブッシュ政権の対欧政策の
基本方針を示す演説を行った。この演説の草稿は，国務省政策企画室と西欧局から提出され
た原稿を基に，国務省顧問のゼーリックがまとめたものであった。演説中，ベーカーは「新
しい大西洋主義」の三つの制度的支柱として，NATO，EC，CSCEを挙げた。NATOにつ
いてはワルシャワ条約機構が解体しても存続するとし，ECについては〈欧州の要塞化〉を
恐れる米国が欧州統合に反対するのではと恐れていた欧州の人々を安心させるために，手
放しで称賛した。ベーカーが個人的に扱いにくい制度と考えていた CSCE については，東
欧諸国を変革させる上で役立つ組織になるための一連の提案を行った。また，ドイツ統一に
関する米国の「4項目提案」も再び取り上げ，ベーカーは演説を締めくくった24。 
 演説を終えたベーカーは東ドイツのポツダムへと向かった。12 月 20 日に西側首脳とし
て初めて東ベルリンを訪問することを予定していたミッテランの外交日程を考慮し，フラ
ンス大統領よりも先に東ドイツへ行くことが，ドイツ統一問題についての米国のリーダー
シップを示す契機になると米国は考えていた。ベーカーは，東ベルリン以外の東ドイツの地
に足を踏み入れた最初で最後の国務長官となった。ポツダムを訪問したベーカーの目には，
衣服も建物も人間もムードも，すべてが〈灰色の世界〉に見えた。ベーカーは聖ニコライ教
会で，改革を要求するデモに参加していたルーテル派教会の 6人の指導者たちと会談した。
この教会は 1945 年に連合軍の爆撃とソ連軍の砲弾によって破壊され，1980 年にようやく
再建されたばかりのものであった。ドイツ統一問題に話題が移ると，聖職者たちはベーカー
にこう力説した。 
  「私たちには，西側の人間と同じ生活を送る権利があります。いまの動きはナショナリ
ズムの動きから生まれたものではなく，もっといい生活がしたいという願望のなせる
わざなのです」 
 もう一人が次のように付け加えた。 
  「統一によって生活水準が即座に向上することが分かっているのに，なぜ自分たちは待
たされなくてはならないのかという思いが東ドイツ国民にはあります」 
 その晩，ベーカーは「東ドイツと西ドイツは経済面で事実上の統一を達成するだろう」と
ブッシュ大統領に電報を打った。東ドイツ訪問を終えたベーカーは，ブッシュとミッテラン
が会談する場所に設定されていたカリブ海のサン・マルタン島へと向かった。 
                                                   
(New York: Houghton Mifflin Harcourt, 2017), pp.316-318. 
24 ジェームズ・ベーカー（仙名紀訳）『シャトル外交―激動の四年＜上巻＞』（新潮文庫，1997年），357-
361頁。 
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 12月 16日，米仏首脳会談の席上，ミッテランはベーカーに先般のベルリン演説の意図す
るところを問うた。これにベーカーは「欧州における米国のプレゼンスが低下する時期に，
NATO，EC，そして CSCEを評価し直したものです。重要な点は，在欧米軍のプレゼンス
が低下する時こそ，我々は大西洋を越えた政治的結束を強化すべきということです」と答え
た。国際環境の変容に伴う，米国内での国防予算削減の圧力について，ブッシュはミッテラ
ンに「東欧での変革を受け，米国内では国防予算をめぐって深刻な問題が存在している。（…）
米国内では狂った雰囲気が漂っている。国防予算を 500 億から 1,000 億ドル分削減し，そ
れらを社会事業に〈平和の配当〉すべきと説く人もいる。これは全くのユーフォリアだ」と
伝えた。ベーカーも「昨日，ソ連は国防予算 8％の削減，2000 年までの海外駐留の全軍の
帰国を明かした」ことに触れ，ブッシュはこの言葉に乗じ「これらは我々に米軍削減を促す
大きな圧力となっている」と苦言を呈した。こうしたミッテランとの会話の中には，すでに
述べたような在欧米軍削減の圧力にもかかわらず，在欧米軍駐留を継続させたいブッシュ
政権の意図が込められていよう。これらのやり取りの後，ミッテランは「我々は新しい欧州
を築くために，軍備管理，EC 統合，欧州通貨同盟，米・EC 間協力を同時に進めなくては
ならない。さもなくば〈1913 年〉に逆戻りし全てを失いかねない」と述べた。ドイツ統一
問題について，ミッテランはこう表現した。「もし馬たちが同じスピードで走らなかったら，
馬車は事故を起こします」25。米国側としては，統一問題に際し，あくまでもNATO同盟を
重視する大西洋主義をとる姿勢を，大西洋主義から，ドゴール主義が介在する汎欧州主義の
間を揺れ動くフランス側に伝えたい意図があった。このことはまさに，1989年 5月のケネ
バンクポートで米仏両首脳が確認したことであった。この〈ケネバンクポート精神の復活〉
について，ECをベースとする欧州統合を支持しつつも，NATOを維持した上で〈ドイツ問
題〉に対応する点を，1990年 4月のミッテランとの会談でブッシュは再確認している26。 
 12月 20日，ミッテランは予定通り東ドイツを訪問しているが，ここで「自分は〔統一へ
の動きに〕ブレーキをかける連中の一人ではない」と発言し，統一を支持しているのか，そ
うでないのか，不鮮明な態度を見せた。フランスとの対独均衡を模索していたサッチャーの
目には，ミッテランの態度は〈分裂症的〉と映った27。ミッテランの補佐官を務めたジャッ
ク・アタリ（Jacques Attali）は「ドイツは統一に必死だったが，英国は何としても反対だ
った。そして我々フランスは微妙な態度をとっていた」と率直に回顧する。またゴルバチョ
フもこう振り返る。「ミッテランは迷っていた。そしてこうも言っていた。『我々は，ドイツ
の人々を敬愛してやまない。だからドイツが二つの国に分かれたままでも受け入れられる』
と。統一をめぐる交渉の過程はぎくしゃくしていて，各国が歩み寄っては，またお互いが火
花を散らして批判する，そんな状態だった」28。けれども，戦後の欧州統合は仏・西独枢軸
                                                   
25 “Memorandum of Conversation, Subject: Meeting with President Francois Mitterrand of France 
(The White House, December 16, 1989)”, OA/ID 91121-005, CFE Files, GBPL.；ベーカー『シャトル外
交＜上巻＞』，367頁。 
26  “Memorandum for the President from Brent Scowcroft, Subject: Reviving the Spirit of 
Kennebunkport (The White House, April 5, 1990)”, OA/ID 91116-005, German Unification Files, GBPL. 
27 ミッテランの〈分裂症的傾向〉を打破すべく，翌年 1月 20日の英仏首脳会談に臨んだが，結局，英仏
間でドイツ統一に対する共通姿勢を確認することができなかった。サッチャー『サッチャー回顧録＜下巻
＞』，416-421頁。〔  〕内は筆者による補足。 
28 山内聡彦・NHK取材班『ゴルバチョフが語る冷戦終結の真実と 21世紀の危機』（NHK出版新書，2015
年），200-201頁。 
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をベースに力強く進展してきた事実があった。第 1 章で見たように，米ソ対立が欧州政治
に大きな影響を与えていた 1980年代であっても，西ドイツとフランスの間では，両国の首
脳，外相，外務省局長級の協議が毎月のように開催され，伝統的な欧州統合の水脈を絶たせ
ぬように腐心していた29。こうした両国の協調の精神は，ベルリンの壁が崩れてもなお存在
しており，こうした精神の下，EC 統合を経済レベルから政治レベルに拡大させるとする
1990年 4月のコールとミッテランの共同宣言がなされた頃には，統一への消極姿勢をフラ
ンスはきっぱりと捨て去るのである30。 
 ミッテラン自身はベルリンの壁崩壊後の欧州政治の変革に動揺していたのは確かであっ
たが，米国の同盟国の世論は，在欧米軍の駐留継続について好意的であった。調査によれば，
「米国の軍事プレゼンスを望むかどうか」という質問に対し，「望む」と回答した被験者は，
1989年 12月時点で，英国で 53％，西ドイツで 63％であった。米軍の欧州関与を保障して
いたNATOについて，「NATOは依然として必要かどうか」という質問に対し，「必要」と
回答した被験者は，1989年 12月時点で，英国で 77％，フランスで 62％，西ドイツで 67％
であった31。こうした世論調査のデータはあったものの，フランスの外交姿勢もあったこと
から，米国はドイツ統一支持という確固たる姿勢を示し，NATO を通じて在欧米軍を同盟
国に駐留させる大西洋主義の下，欧州に引き続き関与する米国の方針を，ブッシュの NATO
本部での演説およびベーカーの外遊先での演説や各国首脳との会談で，対外的に発信した
のであった。米軍駐留を望む声がある一方で，〈ゴルビー・マニア〉に傾き，〈平和の配当〉
を訴える世論も少なくなかった。国際・国内からの米軍撤退圧力がかかる中で，どの程度の
兵力を欧州に展開させるかが，ブッシュ政権の次なる課題であった。 
 
第 3節 ブッシュ政権の一般教書演説 
 
 相変わらず米国内では国防予算削減の声が高まっていた。この事態に国防総省は，1991
会計年度中に本格的な国防予算削減を行うことを発表した。続く 3期分（1992～1994会計
年度）の大幅な国防予算削減に関しても，国防総省は随時検討していく旨も発表し，11 月
27 日にはソ連の軍事的脅威の減少を受けて，西側もソ連提案とつり合った軍縮提案をして
いく旨までも明かした。ブッシュ政権側も国防予算削減に本格的に取り組む方向に傾きつ
つあったが，ブッシュは改めて「米ソ関係が修復されたとしても，すぐさま共同防衛面での
〈責任分担〉を放棄することに対しては警告を発する。〈平和の配当〉もあり得ない」とし，
                                                   
29  Hélène Miard-Delacroix, “Ungebrochene Kontinuität: Francois Mitterrand und die deutschen 
Kanzler Helmut Schmidt und Helmut Kohl 1981-1984”, Vierteljahrshefte für Zeitgeschichte, Vol.47, 
No.7, 1999, pp.557-558. 
30 Kristina Spohr, “German Unification: Between Official History, Academic Scholarship, and Political 
Memoirs”, The Historical Journal, Vol.43, No.3, (September 2000), p.878.；芝崎祐典「ドイツ統一とヨー
ロッパ再編―ミッテランとコール」益田実・小川浩之編『欧米政治外交史 1871～2012』（ミネルヴァ書房，
2013年），264頁。 
31 USIA調査部門のデータによる。USIA調査部門は，1989年 12月 6日と 8日に，英国，フランス，西
ドイツの 18歳以上の 500名を対象とする世論調査のデータを収集した。データは，英国の Social Survey，
フランスの IFOP，西ドイツのエムニート研究所との協力の下に収集されたものである。“West European 
Public Say Malta Meeting a Success, Cold War Coming to An End, But Still Believe NATO and U.S. 
Military Presence Necessary”, Research Memorandum (United States Information Agency, Office of 
Research), December 14, 1989, Box46, RG306, NARA. 
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米国内の国防予算削減派に釘を差し，西側同盟の結束を繰り返し訴えた32。東西関係が改善
しつつあるという認識の下，CFE 条約調印を待たずに，一方的に自国兵力の削減を示唆す
るベルギーなどのNATO同盟国に対する名指し批判は避けつつも，『タイム』誌のインタビ
ュー記事で，タフト NATO 米大使は「相当の〈負担分断〉をしている国々は削減をあまり
要求していないのに，いくらかの国々は〈平和の配当〉に取り込もうとしている」と辛辣に
述べている33。 
 だが，ブッシュ政権としても時流に遅れることは許されなかった。というのも，マルタ会
談でゴルバチョフと軍縮の進展について確認しており，さらには，ソ連国内で，東欧の〈喪
失〉やペレストロイカ不振を理由に，ゴルバチョフが政権の座を保守派や軍部に奪われる可
能性が浮上しつつあったからである。このため，ゴルバチョフ政権の安定を損なわない形で，
かつ西側同盟内で指導権を発揮するような形での大胆な提案をすることがブッシュ政権に
求められた。検討作業は，急を要するものであると同時に慎重さを要するものであった。 
 ブッシュは，自らの提案が刻一刻と変容する国際環境によって形成されるのではなく，今
後の国際環境を形作るようなものであることを望んでいた。政権内では，すでにゴルバチョ
フが通常戦力の斬新な新提案を行うことが噂されており，彼に先んじて〈ビジョンなるも
の〉を示すべく，ブッシュは 1月 31日の一般教書演説を政権側の提案披露の場として設定
した。迅速な決定と徹底した秘匿性を要することから，1月 4日以降，ホワイトハウス内で
外交・安全保障に携わる数名の閣僚のみが招集され，軍縮提案の検討作業が始まった34。 
 次の三つの案を軸に議論が進んだ。第一は，在欧米軍の上限を 27万 5,000人で押え，さ
らなる削減を行わないとするチェイニー国防長官，パウエル JCS 議長，ジョン・ガルヴィ
ン（John Galvin）陸軍大将の案である。第二は，削減は不可避であるとした上で，在欧米
軍を 20万人まで削減し，CFE交渉での合意を目指すスコウクロフトや NSCスタッフの案
である。第三は，CFE交渉の合意までは上限を 27万 5,000人とし，合意後，一方的措置と
して 20 万人まで削減するというベーカーの案であった35。ブッシュは第二案を好んだが，
第二案は少数派であった。閣僚全体の雰囲気は，27 万 5,000 人という数値に固執する雰囲
気に満ちていた。これに，「世界は変化しており，我々もそれに合わせて変化していくしか
ない。なぜいつまでも同じような兵員や爆弾の数にこだわるのか。（…）我々は決定的に今
までと異なることをする絶好の機会を手にしている」とブッシュは発言し，苛立ちを隠さな
かった。16日の会合でも議論の構図は変わらなかった。ここでチェイニーは，「ソ連は大き
な問題を抱えている。同時に，欧州からの撤退も我々にとって困難である。なぜさらなる削
減の交渉を行うのか。同盟国に問題を突きつけるだけだ」と反問した。これにブッシュは，
「そのことこそが，まさに私が修正したいことだ」と強い調子で返した36。 
 22 日の会合では，在欧米軍削減案の検討作業に同盟国の視点が加えられた。すでに，ス
コウクロフトは，さらなる在欧米軍削減案について西ドイツ側の CFE交渉担当官と意見交
                                                   
32 The Washington Post, November 18, November 27, December 5, 1989. 
33 The Times, January 31, 1990. 
34 Bush & Scowcroft, A World Transformed, p.209. 
35  Philip Zelikow & Condoleezza Rice, Germany Unified and Europe Transformed: A Study in 
Statecraft (Cambridge: Harvard University Press: 1995), pp.169-170. 
36 Bush & Scowcroft, A World Transformed, pp.209-210. 
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換済のジェームズ・ウールジーCFE 交渉担当官から，西ドイツは同案を好意的に受け止め
るだろうと報告を受けていた。また，欧州歴訪から帰国したパウエルも，さらなる在欧米軍
削減案を西ドイツは支持すると考えており，さらに，英国は同案に反対し，フランスの反応
は不明であるとする情報を提供した。こうした考えを背景に，パウエルは，米ソの軍事力不
在の状態でドイツが統一することについては，欧州は神経を尖らせているが，すべての国々
は，現在の水準よりもさらなる戦力削減を期待していると述べた37。 
 これはブッシュ大統領がまさに待ち望んでいた言葉であり，ブッシュは，「ブレント案の
線に沿う大きな一歩だ」と言い放った。東欧からのソ連軍撤退には賛成していたチェイニー
はここで，一方の兵力を他方と同等な分だけ削減する〈パラレリズム〉の問題を出した。こ
の点，閣僚全体で〈パラレリズム〉を拒否することでは一致していた。激しい議論の末，政
権内では，米ソ双方に同等の削減数を設定するのではなく，先の通常戦力の軍縮提案と同様，
米ソともに欧州で維持できる上限の具体的数値を設定することでまとまった。結果，米ソと
も戦力の上限を，1994年までに中欧にて 19万 5,000人，「大西洋からウラルまで」の欧州
全域にて 22万 5,000人とする案がまとった。この案によれば，在欧米軍の四分の一のみの
削減になる米国に対し，ソ連は，在欧ソ連軍の大部分を削減することとなり38，東欧からの
大規模なソ連軍撤退を望む閣僚を満足させるだけでなく，米国内の国防予算削減派からの
要請をも満足させ，ソ連の勢力圏から脱する東欧革命を加速化させる効果を有するもので
あった。 
 ブッシュは，最終的に同盟国の支持の取り付けに動いた。ブッシュは 26日から 2日間に
かけて同盟国首脳に電話でこの旨を伝えた。イタリアのアンドレオッティ首相と西ドイツ
のコール首相は同方針に賛成の意を表明した。ミッテランとの会話の中で，ミッテランは統
一ドイツの中立化につながると懸念を示したが，19 万 5,000 人という数字には異論はない
とした39。サッチャーは，ドイツ統一の動き如何で，この削減案が米ソ駐留軍の全軍撤退な
どを導きかねないことを強く懸念していた。29 日に訪米したダグラス・ハード英国外相と
の会談の中で，ドイツ統一についてのサッチャーの見解をブッシュは直接尋ねたところ，ハ
ードは「首相は統一を認めることに乗り気ではない，反対ではなく乗り気ではないのだ」と
答えた。会話の終わりに，ブッシュは「我々は〔中欧での兵力上限として〕19 万 5,000 人
という線で行くからこのことをマーガレットに伝えて欲しい」とハードに伝えた40。そして
31 日には，急な連絡を詫びた上でゴルバチョフに同方針を伝え，ゴルバチョフからの同意
を取り付けた41。かくして同日の一般教書演説にて，ブッシュは，米ソ双方の戦力の上限を
                                                   
37 Ibid., p.210. 
38 Zelikow & Rice, Germany Unified and Europe Transformed, p.170. 
39 “Memorandum of Telephone Conversation, Subject: Telephone Conversation with Prime Minister 
Andreotti of Italy (The White House, January 26, 1990)”； “Memorandum of Telephone Conversation, 
Subject Telephone Conversation with Chancellor Helmut Kohl of the Federal Republic of Germany (The 
White House, January 26, 1990)”； “Memorandum of Telephone Conversation, Subject: Telephone 
Conversation with President Mitterrand of France (The White House, January 27, 1990)”, OA/ID 91111-
005, Presidential Telcons Files, GBPL. 
40 “Memorandum of Conversation, Subject: Meeting with Douglas Hurd, Foreign Secrertary of the 
United Kingdom (The White House, January 29, 1990)”, OA/ID 9117-007, Presidential Memocons Files, 
GBPL. 〔  〕内は筆者による補足。 
41  “Memorandum of Telephone conversation, Subject: Telephone Conversation with Mikhail 
Sergeyevich Gorbachev, Chairman of the Supreme Soviet of the USSR (The White House, January 31, 
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中欧で 19 万 5,000 人，欧州全域で 22 万 5,000 人とする軍縮提案を発表し，ゴルバチョフ
に先んじ，軍縮提案を発表することに成功した。やがて，1990 年 2 月 13 日，オタワでの
東西同盟全加盟国が参加したオープン・スカイ会議の際に個別の米ソ外相会談を行ったベ
ーカーとシュワルナゼは同提案に合意し，欧州での通常戦力の軍縮に拍車がかかり，ブッシ
ュ提案は，結果的に，CFE交渉の加速に資するものとなった。 
 ほぼ同時期，ブッシュは 1990年 1月末，連邦議会に 2,950億ドルの 1991会計年度予算
案を提出した。国防予算削減派は〈平和の配当〉が少なすぎることを批判したが，同予算案
には国内外の 60におよぶ米軍基地の閉鎖案が盛り込まれており，これだけで米兵 1万人と
支援スタッフ 2万人の削減が見込まれる措置であった（表 5－1）。こうした米軍基地の閉鎖
措置は，これらがNATO戦力の一部を構成していたため，CFE交渉における米軍の削減数
として数えられることとなった42。 
 
（表 5－1）海外の米空軍基地に関する具体的措置（NATO加盟国のみに限定） 
基地名，国名 具体的措置 
Greenham Common（英） GLCM部隊の活動停止と再配置は INF全廃条約に基づき進行中。 
Wethersfield（英） 第 819施設隊，第 2166戦闘通信隊，基地支援隊の活動停止。 
Fairford（英） 第 11戦略グループと 13機の KC-135の配置転換。 
Comiso（イタリア） GLCM部隊の活動停止と再配置は INF全廃条約に基づき進行中。 
Zweibrucken（西ドイツ） CFE条約に基づく部隊の配置転換。 
Erhac，Eskisehir（トルコ） 米空軍の支援活動の停止。 
Hellenikon（ギリシャ） 第 922戦略飛行隊と 2機の RC-135の再配備。全部隊の活動停止。 
（注）INF全廃条約で GLCM（地上発射巡航ミサイル）廃棄が既に決定していた。 
（出典）”Fact Sheet on FY 91 Public Announcement (Department of the Air Force, January 29, 1990)”, 
OA/ID 29187, John Sununu Files, GBPLを参照し，筆者作成。 
 
 その後，欧州における米ソ両軍の兵員数の議論については，以下の推移を辿った。1988
年 12 月からの 2 年間で在欧ソ連軍の規模は 425 万 8,000 人から 375 万 8,500 人に縮小し
ていた（ソ連軍 50万人の削減）。また 1991年中葉までにソ連軍全軍の撤退について東欧諸
国とソ連との二国間交渉が進み，ソ連軍撤退が加速した。これら CFE交渉枠外でのソ連軍
の大幅削減により，ブッシュ政権が 1989 年 5 月の NATO 首脳会談と 1990 年 1 月の一般
教書演説で提示してきた兵員の上限はもはや意味をなさなくなった。結局 1990 年 8 月初
旬，ベーカーとシュワルナゼは，CFE 交渉から兵員の上限設定を取り除くことに合意し，
10月初旬にニューヨークで両者は，通常戦力の兵員数に関する CFE-IA交渉（1990～1992
年）の妥結まで兵員の上限設定を議論しないことを確認した。CFE条約は 1992年 7月 17
日に暫定発効し，各国の批准が完了した 11月 9日に正式発効することとなった。これに先
立つ 7 月 10 日には，同条約調印後に別途進められた兵員上限を定める協定（CFE-IA：
Concluding Act of the Negotiation on Personnel Strength of Conventional Armed Forces 
                                                   
1990)”, OA/ID 91111-005, Presidential Telcons Files, GBPL. 
42 SIPRI Yearbook 1990, p.477. 
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in Europe）がまとめられ，1991年 12月のソ連崩壊後のロシアは 145万人，米国は 25万
人を駐留戦力の上限とすることが合意された43。 
 このように収束することとなったブッシュ政権の在欧米軍削減決定を，米国の軍縮政策
から対欧政策に視点を移して眺めてみると，在欧米軍削減決定は在欧米軍駐留継続決定と
も捉えることができる。この視点は，長らく在欧米軍の戦略論的根拠となっていた大規模な
ソ連軍のプレゼンスが減退する中であっても，〈欧州国家〉として米国が，削減はするもの
の，在欧米軍の全軍撤退ではなく，20 万強の在欧米軍の駐留継続を決定した論理を把握す
る上で重要である。東欧革命，ドイツ統一問題，ソ連軍の東欧撤退により，欧州秩序の再編
が進み，国内外から在欧米軍の（全軍）撤退がささやかれる中にあって，ブッシュ政権はこ
うした言説を否定し，欧州政治の攪乱を防ぐためには，米国の欧州への軍事的関与が不可欠
であるという〈戦間期の教訓〉から，欧州秩序の〈安定要素〉（stabilizer）として相当数の
在欧米軍の駐留継続を通じた米欧関係の維持を追求したのであった。 
 バランス・オブ・パワーの信奉者サッチャーのみならず，他の欧州諸国も，欧州新秩序の
安定要素としての在欧米軍の積極的役割を理解していた。西ドイツは，周辺諸国の警戒心や
統一ドイツがNATOに加盟する意味を理解していた。統一ドイツがNATOに加盟しなけれ
ば，米国は在欧米軍の物理的基盤を通じた対欧関与ができなくなり，ドイツの中立化はドイ
ツの核武装論にもつながり得る。そのため，統一ドイツを NATO に帰属させ，米軍も継続
してドイツに駐留させる必要があるとコール自らブッシュに伝えている44。東欧諸国の指導
者との会談の中で，ブッシュは，〈欧州国家〉米国の対欧関与継続を力説し，東欧諸国も，
米国を東欧一帯の〈力の空白〉を埋める〈安定要素〉として歓迎する旨を示していた45。も
はや，東欧諸国は，〈欧州共通の家〉に参画し，その秩序に組み込まれることを望んではい
なかった。ソ連の支配下から脱却し，〈ドイツ問題〉を懸念していた東欧諸国にとって，ソ
連でも統一ドイツでもなく，米国こそが，欧州新秩序の安定要素として映ったのである。 
 相当数の核戦力，通常戦力を前方展開させ，米国は欧州に居続ける。〈欧州国家〉として，
米国は欧州の同盟国の将来と共同防衛に関与し続ける。このブッシュ政権の対欧政策方針
を貫徹させるには，NATOを通じて在欧米軍の大部分（米陸軍 20万人，米空軍 4万人）の
駐留を引き受けるドイツが引き続き NATO に加盟することが決定的に不可欠であった。米
国の欧州への軍事的関与の拒否や NATO 解体，1987 年の INF 全廃条約後も配備されてい
る SNF全廃，ドイツ統一，統一ドイツの NATO加盟の否定（統一ドイツの中立化），これ
らのいかなる要請を断固拒絶しつつ，ゴルバチョフ外交を「西側に宥和的」と不満を抱く保
守派によりゴルバチョフ政権が転覆されないよう，ソ連国内の保守派を刺激せず，ソ連の面
子を立てつつドイツ統一政策を遂行する慎重さが，ブッシュ政権に求められていた。 
 
                                                   
43 SIPRI Yearbook 1991, pp.415-417, pp.435-439. 
44 “Memorandum of Conversation, Subject: Meeting with Chancellor Helmut Kohl of the Federal 
Republic of Germany (June 8, 1990)”, OA/ID 91107-010, Presidential Memocons Files, GBPL. 
45 東欧諸国はミッテランの〈欧州国家連合〉構想にも最終的に反対する。東欧諸国は，全欧的秩序を目指
す同構想が，米国の排除を企図し，東欧諸国の NATOや EC加盟を妨げる構想として認識していた。Marie-
Pierre Rey, “’Europe is our Common Home’: A Study of Gorbachev’s Diplomatic Concept”, Cold War 
History, Vol.4, No.2, (January 2004), pp. 57-59. 
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第 6章 「2プラス 4」という解 
 
第 1節 「10項目提案」とその余波 
 
 1．西ドイツ連邦首相府のイニシアティヴ 
 ベルリンの壁崩壊は，西ドイツとしても全く予期せぬ出来事であり，当時の西ドイツ政府
は，こうした事態への対応策を用意していなかった。壁崩壊は，祖国統一の可能性を惹起さ
せるものであったから，西ドイツとしては事態に主体的に取り組みたい意図があった。そう
した中，11月 17日，東ドイツのハンス・モドロウ（Hans Modrow）首相は人民議会で施
政方針演説を行った。モドロウは，東ドイツの政治改革の目標は主権を持つ社会主義国家と
しての東ドイツの正統性の確立であるとし，「統一に関する非現実的で危険な憶測は断固拒
否する」と述べ，〈二つのドイツ〉は共存し，これまでの条約と〈欧州共通の家〉構想に基
づき，条約共同体を構築することを提案した1。壁崩壊直後，東西ドイツの将来を東ドイツ
が先手を打って対外的に示したのである。統一を主体的に推進したい西ドイツには，早急な
対応策を練ることが喫緊の課題となった2。 
 11月 23日，西ドイツ連邦首相府での会合で，コールの外交顧問テルチクは，統一実現に
向けた具体案作成を提起した。この機会を逃せば，西ドイツ主導の統一達成の可能性の道が
遠のくとテルチクは考えていた。〈奇襲効果〉を失わぬよう，野党 SPDはもちろん，ゲンシ
ャー外相といった閣僚に対しても，連邦首相府の動向は極秘とされた。統一実現に向けた具
体案作成というテルチクの案に対し，翌日の会合で早速異議が唱えられた。ルドルフ・ザイ
タース（Rudolf Seiters）連邦首相府長官とクラウス・ドゥイスベルク（Claus Duisberg）
両独関係政策企画局長は，コールが今，統一計画を公にすることは賢明なのか，東ドイツや
関係諸国はどう反応するだろうか，むしろ逆効果になりはしないかと問うたが，結局，三人
は計画案をコールに報告し最終判断を委ねた3。コールはテルチクの案に賛同し，モドロウ
の条約共同体案に対抗するため，国家連合（confederation）構想を提示するものの，国家連
合であると〈二つのドイツ〉を永遠に認めてしまうことになるため，連邦（federation）構
想についても検討するよう指示した。再度テルチクがこれの検討に当たり，25 日夕刻には
完了した。これが 11月 28日の連邦議会で「10項目提案」としてコールの口から発表され
た。演説を終え，議会の閣僚席に戻ったコールに，何も聞かされていなかったゲンシャーは
こう言った。「ヘルムート，素晴らしいスピーチだったよ」。「10項目提案」の内容は次の通
りである4。 
  ①何よりもまず，早急な措置が必要である。西ドイツ政府は，援助がまさにいま必要と
されているところに，即時に具体的な援助をなす準備がある。 
  ②西ドイツ政府は，東ドイツ政府とのあらゆる領域における協力を継続する。 
                                                   
1 高橋進『歴史としてのドイツ統一―指導者たちはどう動いたか』（岩波書店，1999年），159頁。 
2 Kristina Spohr, “German Unification: Between Official History, Academic Scholarship, and Political 
Memoirs”, The Historical Journal, Vol.43, No.3, (September 2000), p.876. 
3 リヒャルト・キースラー&フランク・エルベ（田中謙次訳）『ドイツ統一の舞台裏で―六角形の円卓会議』
（中央公論事業出版，2003年），46，51-52頁。 
4 Ibid. 53-57頁。 
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  ③もし東ドイツの政治，経済体制の根本的変革が拘束力をもって決定され，後戻りでき
ないまでに進行すれば，西ドイツ政府は援助と協力を大幅に拡大する。 
  ④モドロウ首相が提案した条約共同体に，西ドイツ政府は着手する用意がある。 
  ⑤西ドイツ政府は，さらに決定的な一歩を踏み出す用意がある。すなわち，ドイツの両
国家の間に国家連合的構造を，その後に連邦を創出する目的をもって，発展させる用
意である。 
  ⑥東西ドイツ関係の展開は，全欧的過程と東西関係に組み込まれる。 
  ⑦ECの求心力と魅力は，全欧的発展の不変の要素である。 
  ⑧CSCEプロセスは，全欧的秩序の中核であり，精力的に促進させなければならない。 
  ⑨欧州分断とドイツ分断の克服は，軍縮・軍備管理の順調な進展を必要としている。 
  ⑩我々は，このような広範な政策をもって，ドイツ人が自由な自決により統一が達成で
きるような欧州の平和を目指し，働きかける。再統一，つまりドイツの国家的統一の
再獲得が，西ドイツ政府の政治的目標であり続ける。 
 コールの〈奇襲〉に，英国やフランスは苛立ちを隠さず，ドイツ統一の可能性に動揺した
ことは，第 5章で見た通りである。西ドイツ連邦首相府が，壁崩壊後の東ドイツ情勢を掌握
し，統一に向けたイニシアティヴを発揮しようとした「10 項目提案」の発表により，ドイ
ツ統一問題が国際社会の一大トピックとなった。 
 
 2．ホワイトハウスの反応 
 「10 項目提案」は，ブッシュ政権としても全くの驚きであった。提案が発表されたその
日，ホワイトハウスでコールがドイツ統一計画を発表したと報じる CNNニュースを見たフ
ィッツウォーター報道官は，スコウクロフトのオフィスに駆け込んだ。そこにはスコウクロ
フトと NSCのブラックウィルがいた。スコウクロフトは，ちょうどテルチクからコールが
「10 項目提案」を発表した旨の電話を受けた直後だった。フィッツウォーターには，間も
なく始まるホワイトハウスの定例記者会見用のホワイトハウスの公式見解が必要だった。
スコウクロフトとブラックウィルは，フィッツウォーターに，米国はコールの計画を支持す
ると記者団に言うよう指示した。この時，二人とも西ドイツ政府から「10 項目提案」の事
前説明を受けておらず，具体的内容はほとんど把握していない状況であったが，「米国は統
一そのものを支持していた」し，「とにかく何の事前連絡も受けていなかったという印象は
与えたくなかった」彼らのとっさの判断から，西ドイツの立場を支持する米国の公式見解が
示された5。「10 項目提案」の発表後，コールはすぐにブッシュに親書を送り，同提案の概
要とともに，近日中にゴルバチョフとの会談に臨むブッシュに，マルタ会談を〈第二のヤル
タ〉にしないでほしいとする西ドイツ側の要望を伝えた。ブッシュは西ドイツの要請を守り，
マルタ会談に臨んだことは，すでに第 4章で触れた。 
 この頃，国務省政策企画室では，フランシス・フクヤマがドイツ統一についての政策文書
を作成していた。同文書には，米国が政府としてのドイツ統一問題についての何らかの原則
を打ち出すことが，国際交渉の場で米国がリーダーシップを発揮できると記載されていた。
フクヤマの政策文書が土台となり，米国政府として，「4 項目提案」を提示することについ
                                                   
5 Ibid., 54頁。 
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てブッシュ政権中枢で確認された。「4 項目提案」は，マルタ会談の翌日，ブリュッセルの
NATO首脳会談の場で，ブッシュの口から米国政府の政策方針として発表された。 
  ①ドイツのことは，ドイツ国民自らの判断で決定する。 
  ②ドイツが NATO，ECに引き続き加盟することが，統一の前提条件である。 
  ③統一は，漸進的で，平和的で，段階を追ったプロセスであること。 
  ④「ヘルシンキ最終議定書」で合意された通り，国境の不可侵性が尊重される6。 
 1990 年 1 月下旬，ホワイトハウスとケネバンクポートの大統領別邸で，連日にわたり，
一般教書演説で公表すべき在欧米軍削減決定について，大統領はじめ主要閣僚が忙殺され
る中，NSC と国務省スタッフはドイツ統一についての米国の具体的方針の策定に取り組ん
でいた。まずNSCである。NSCはドイツ統一についての四つの課題を整理し，それぞれに
結論を下していた。第一に，統一のスピードであり，これについては早急な統一が好ましい
とした。統一に時間をかければかけるほど，ソ連をはじめ関係諸国は，西ドイツから NATO
加盟，駐留米軍および SNF 配備問題などの点で，譲歩を得る機会が多くなるからである。
第二は，統一の対外的側面をコントロールするために，どのようなプロセスをとるのかであ
り，戦勝 4 ヵ国，西ドイツ，選挙で選ばれた東ドイツ新政府が統一に伴う講和条約を検討
し，それを CSCEに提出・報告する方式を考えた。第三に，統一ドイツのNATO加盟であ
り，これについては旧東ドイツ領内を非軍事化するとしても，統一ドイツは NATO に加盟
するとした。第四に，統一ドイツでの米国の軍事プレゼンスについては，たとえ在欧米軍を
削減しても，相当数の米軍をドイツに駐留させることとした。これは政権中枢の意見と合致
している。次に国務省である。西欧局も同様の検討作業を開始しており，西欧局の結論は
NSC案に比べて，よりソ連に譲歩したものであった。統一ドイツはNATOに加盟するもの
の軍事機構からは脱退し，ドイツ配備の SNFも撤去し，米ソのドイツ駐留部隊撤退につい
ては別途ソ連と交渉するとした7。 
 ドイツ統一の米国の方針をめぐり NSCと国務省の間で省庁間協議がもたれた。統一ドイ
ツの NATO 加盟については NSC の見解が優勢した。大統領をはじめ主要閣僚は，NATO
を通じた相当数の核，通常戦力を備えた在欧米軍を前方展開させ，米国が欧州秩序の安定化
に貢献することのみならず，大西洋主義の下，米欧関係の紐帯を引き続き維持しようとして
いたから，統一ドイツの NATO 軍事機構脱退や SNF 撤去という案は受け入れられるもの
ではなかった。1 月 31 日の一般教書演説で，米国は NATO を通じ，20 万強の米軍の駐留
を継続させるとブッシュは公表したが，大多数の米軍の受入国ドイツの統一問題を扱う国
際会議の形態をめぐって，NSCと国務省の間で議論が紛糾している状況だった。 
 
 3．ソ連外交の目標 
 ヤルタ会談でドイツの東西分割に合意し，東ドイツをはじめ，東欧諸国を勢力圏に置き，
東欧一帯を緩衝地帯とすることで対独安全保障を確保してきたソ連は，ベルリンの壁崩壊
とその後の展開にどう対応しようとしていたのだろうか。ゴルバチョフの外交政策担当補
                                                   
6 ジェームズ・ベーカー（仙名紀訳）『シャトル外交―激動の四年＜上巻＞』（新潮文庫，1997 年），349-
350頁。 
7 Philip Zelikow & Condoleezza Rice, Germany Unified and Europe Transformed: A Study in Statecraft 
(Cambridge: Harvard University Press: 1995), p.160；高橋『歴史としてのドイツ統一』，209-210頁。 
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佐官チェルニャーエフは，壁崩壊の翌日につけた日記にこう記している。 
  ベルリンの壁が崩れた。社会主義体制の歴史におけるすべての時間は終わりを迎えた。
ポーランド統一労働者党とハンガリー社会主義労働者党に続き，ホーネッカーは去っ
た。今日，〔中国共産党の〕鄧小平と〔ブルガリア共産党の〕ジフコフの「引退」の報
を受けた。我々の「親友」は，カストロ，チャウシェスク，金日成しかいない。（…）
東ドイツ，そしてベルリンの壁は大きな問題である。「社会主義」との関連だけでなく，
世界の力のバランスの変革との関連があるからである。ヤルタ〔体制〕は終わった8。 
 チェルニャーエフが記しているように，壁崩壊は，欧州のバランス・オブ・パワーを変容
させる〈ドイツ問題〉を生起させるものであった。12 月末には，チャウシェスクも市民の
手により銃殺刑に処せられた。〈ドイツ問題〉に対応すべく，ゴルバチョフは官僚機構の制
約を排し，アドホックな政策決定の手法をとった。その中には，安全保障やドイツ専門家の
ほとんどが招集されず，シュワルナゼをはじめとするゴルバチョフの側近のみが集められ
た。ゴルバチョフは東ドイツの国内情勢に終止受動的であり，当初，東ドイツ国内問題やド
イツ統一問題を，安全保障としてではなく，自らが推進するソ連国内のペレストロイカの成
功と関連させて捉えていた。ソ連経済を再建すべく推進されたペレストロイカは停滞を見
せており，自らのペレストロイカの正当化する上でも，東ドイツが自らペレストロイカを断
行し，東ドイツの国内危機を克服することをゴルバチョフは期待していた。それでいて，〈欧
州共通の家〉建設のためには西ドイツとの協力が不可欠だったことから，西ドイツが示す統
一への道筋を大きく覆すことはできないとも認識してもいた。ゴルバチョフ自身，こう認識
していたが，ソ連指導部にとって，統一が不可避であった場合のドイツ統一の安全保障形態
こそが問題の核心であった。ゴルバチョフの側近のほとんどは，安全保障問題としてドイツ
統一問題を捉えており，ソ連に有利な論理で統一ドイツのパワーを抑制させる方法を模索
していたのは，独ソ戦の記憶が根強く残るソ連の歴史に鑑みれば，当然であろう。シュワル
ナゼやユーリ・クヴィチンスキー（Yuri Kvitsinsky）駐西ドイツ大使は，東ドイツ国家が
消滅してしまう前に〈二つのドイツ〉から構成される国家連合（confederation）構想を西ド
イツに提案することを，チェルニャーエフは，西側とは別の論理でラッパロ条約（1922年）
のような独ソ二国間条約を締結し，〈欧州共通の家〉に統一ドイツを深くコミットさせるこ
とを，それぞれ提案していた9。 
 だが，ドイツ統一への動きはソ連の予想を超える形で加速していた。東ドイツのみならず，
ソ連の国内情勢の不安定化も，ソ連指導部の頭を悩ませた。東ドイツ国内の反SED勢力は，
党幹部の追放，秘密警察解体などを要求していた。西ドイツへの東ドイツ市民の流出は止む
ことはなく，1990年 1月にはその数は一日に 2,000人に達していた。そのため，モドロウ
首相は，5月上旬に予定された人民議会選挙を 3月 18日に繰り上げることを 1月下旬に明
らかにした10。ソ連にも多くの国内問題があった。食糧供給問題が深刻だった。さらには，
ソ連中央とジョージア，リトアニア，アゼルバイジャンとの分離独立問題が発生していた。
                                                   
8 “Excerpt from Anatoly Chernyaev’s Diary, (10 November 1989)”, Cold War International History 
Project Bulletin, Issue 12/13, (Fall/Winter 2001), p.20.〔  〕内は筆者による補足。 
9  Vladislav M. Zubok, “Gorbachev and the End of the Cold War: Perspectives on History and 
Personality”, Cold War History, Vol.2, No.2, (January 2002), pp.87-91. 
10 高橋『歴史としてのドイツ統一』，206頁。 
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こうした国内問題に忙殺される中，ソ連指導部はドイツ統一問題について，1990年 1月 26
日，党中央委員会執務室で「危機スタッフ会議」を開いた。ゴルバチョフ，チェルニャーエ
フ，シュワルナゼ，ニコライ・ルイシコフ（Nikolay Ryzhkov）首相，ウラディミール・ク
リュチュコフ（Vladimir Kryuchkov）KGB議長，アフロメーエフ元帥，党中央委員会国際
部からドイツ専門家のファーリンとラファイル・フョドロフ（Rafail Fyodorov）が参集し
た。会議の冒頭，ゴルバチョフはこう述べ，ソ連外交の見直しを要請した。「一つの点を除
いて，すべての前提を見直してよい。それは我々の武力による行動はないという前提だ」。
ここでチェルニャーエフは「ドイツ統一を止めることはできない」とし，これがソ連指導部
内での統一見解となった。彼はまた東西ドイツ 2 ヵ国と戦勝 4 ヵ国でドイツ統一問題を討
議する「6ヵ国委員会」開催も提案した。これはほぼ同時期に，偶然にも，米国国務省内部
で同様の案が検討されていたものであった。会議中，保守派の筆頭ルイシコフは統一ドイツ
の軍事的地位や国境画定についての懸念を表明した。ソ連の勢力圏であった東欧を失い，東
欧一帯でソ連の安全を担保してきたワルシャワ条約機構が解体の一途を辿る中，強大な統
一ドイツが対ソ軍事同盟 NATO に引き続き加盟することは，ソ連の保守派にとり，到底受
け入れられるものではなかった。オーデル・ナイセ線を越えて，統一ドイツの国境が〈東進〉
することも重大問題だった。「もし，我々がコールにすべてを与えてしまったら，ドイツ人
は 20 年から 30 年にわたる新たな戦いを仕掛けてくるかもしれない」とルイシコフは主張
した。会議中，ゴルバチョフはアフロメーエフ元帥に，東ドイツのソ連軍を撤退させる可能
性について準備するよう指示している。東ドイツからのソ連軍が撤退は，完全な東欧の喪失
を意味するものであったが，ゴルバチョフのこの指示の真意は不明である。というのも一方
で，東ドイツからのソ連軍撤退計画準備を言明しながら，他方で，米軍が駐留し続ける限り，
ソ連軍もドイツに居続けることもできようとも発言していたからである11。4時間におよぶ
討議の末，ゴルバチョフはドイツ統一問題に関するソ連外交の方針として，次のように要点
をまとめ上げた12。 
  ①ペレストロイカを成功させるべく，ドイツ統一のプロセスをできる限り遅らせる。 
  ②ドイツ統一を認めるのと引き換えに統一ドイツの中立化を要請する可能性もある。 
  ③〈反ヒトラー連合〉の名の下に集まるすべての関係国が参加する会議を招集する。 
 このような論理から，ソ連は，パワーの強大化が予想された統一ドイツを，いかなる軍事
同盟にも参画させない統一ドイツの中立化を，度々，対外的に発信するのである。東欧革命，
ワルシャワ条約機構と COMECON解体，東ドイツ国家消滅の危機は，ソ連の面子を大いに
傷つけるものであった。東欧の喪失はソ連の西部国境の大後退，安全保障環境の劇的な変化
を意味するから，これを甘受しない保守派がゴルバチョフ率いる指導部に反旗を翻すこと
は何としても回避したい。こうしたことから，当面の間，東ドイツの存続を前提とした〈二
つのドイツ〉，そして西ドイツとの統一が不可避となれば，統一ドイツの中立化の要求を，
高まる保守派からの圧力を前に，ゴルバチョフやシュワルナゼは，ソ連外交の軸に据えざる
                                                   
11 Vladislav M. Zubok, “With his back against the Wall: Gorbachev, Soviet Demise, and German 
Reunification”, Cold War History, Vol.14, No.4, (October 2014), p.634.；William C. Wohlforth (ed.), Cold 
War Endgame: Oral History, Analysis, Debates (Pennsylvania: The Pennsylvania University Press, 
2003), p.55.；Bertrand Dufourcq, “2+4 ou la négociation atypique”, Politique étrangère, Vol.65, No.2, 
(Summer, 2000), pp.469. 
12 高橋『歴史としてのドイツ統一』,207-208頁。；Zubok, “With his back against the Wall”, p.633. 
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を得なくなる。選択の幅が急速に狭まりつつある彼らにとり，西側諸国から，ソ連の現体制
を支えるような何らかの保証が必要となった。 
 
第 2節 「重要なのは東西ドイツだ」 
 
 1．国務省と西ドイツ外務省のイニシアティヴ 
 ソ連は当面，〈二つのドイツ〉を要求し，西ドイツとの統一が不可避となれば，統一ドイ
ツの中立化の要求することを，外交の軸に据えた。統一を主体的に達成したい西ドイツは，
無論，これに反対しよう。ソ連としては，上記の目標を貫徹するには，ドイツ統一を討議す
るいかなる会合からも，東西ドイツの参加を排除することが必要であった。早速，ソ連は戦
勝 4ヵ国会合の開催を提案してきた。そこには，英国，フランスを巻き込んで，ドイツに対
する戦勝 4ヵ国の責任を恒久的なものにするソ連の思惑があった。1989年 12月 11日，18
年前に締結されたベルリン大使級協定に基づき，4ヵ国の大使がベルリンに集った。ソ連の
ヴァチェスラフ・コチュマーソフ（Wjatscheskaw Kochemasov）駐東ドイツ大使は，西側
3ヵ国の代表（いずれもボン駐在の駐西ドイツ大使）に，欧州の安定化や今後の東西ドイツ
関係に関する戦勝 4ヵ国の責任を確立することを提案した。1週間前に開かれたキエフでの
ソ仏首脳会談にも触れて，こうも言った。「両者〔ソ連とフランスの両首脳〕の考えが近い
ことはすでに示されている。同様のことはサッチャーにもいえよう」。西側 3ヵ国の代表は
ソ連大使の発言に耳を傾けなかった。会談後に撮影された 4 ヵ国代表の写真は，ドイツの
将来を当事者たるドイツを抜きに話し合っているかのような印象を与える〈この年最悪の
写真〉（ウォルターズ駐西ドイツ米国大使）であり，西ドイツにとって屈辱的なものであっ
た。ここでの写真に，西ドイツ政府，とりわけゲンシャーの心に，統一を戦勝 4ヵ国だけの
問題とさせてはならないとする決意が生まれた。数日後，ブリュッセルでの NATO 外相会
議の際，米・英・仏・西独 4ヵ国外相の朝食会の場で，ゲンシャーは例の写真について「こ
の演出はドイツ国民の名誉を汚すものであり，NATO と EC にドイツが加盟していること
とも相いれないものだ。こんな会合は今後止めてもらいたい」と怒りをあらわにした。「ハ
ンス・ディートリッヒ，よくわかった」と彼の腕をとってなだめたベーカーの言葉を受け，
ゲンシャーはようやく落ち着きを取り戻す始末であった13。 
 関係諸国はドイツ統一を話し合う国際会議の形態に非常に神経を尖らせていたのである。
米国も例外ではなく，その形態として，次の三つの可能性を考えていた。一つは，CSCEの
枠内で〈ヘルシンキ II型〉会議を開催する案だが，これは非現実的であった。「大西洋から
ウラルまで」のすべての欧州諸国が参加する国際会議は，第一次世界大戦の〈敗者〉ドイツ
に懲罰的措置を強いたヴェルサイユ講和会議を彷彿させる。そればかりか，ドイツの将来に
ついての交渉を，CSCEの全加盟国 35ヵ国で展開できるとは考えいにくく，こうした類の
国際会議の設定には相当の時間がかかる。安全保障問題についてのソ連からの要請の可能
性を狭めたい米国としては，ドイツ統一交渉に時間をかけることの利点はなにもない。二つ
は，当事者ドイツを排した戦勝 4ヵ国会合である。〈第二のヤルタ〉方式は，ソ連としては
                                                   
13 キースラー＆エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』，75-77 頁。；ホルスト・テルチク（三輪晴啓・宗宮好和
訳）『歴史を変えた 329日―ドイツ統一の舞台裏』（NHK出版，1992年），87頁。〔  〕内は筆者による
補足。 
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望ましく，西ドイツとしては悪夢であった。〈第二のヤルタ〉をとれば，第二次世界大戦の
〈勝者〉（米・英・仏・ソ）と〈敗者〉（ドイツ）の区分が国際社会に晒される。三つは，ド
イツ自身による解決の可能性である。実際のところ，統一問題のほとんどが国内問題である
から，外部からの干渉を受けずに，東西ドイツがこれらの問題を解消し，統一が完成した暁
に残っている法的権限についての問題を戦勝 4ヵ国が解決すればよいとするものである。 
 ブラックウィル，ハッチングスら NSC欧州ソ連担当は，東ドイツ消滅の危機に立たされ
たソ連が，大戦中にドイツと戦ったすべての欧州諸国を〈ドイツ講和会議〉に招くと分析す
るメモをスコウクロフトに送付していた。〈講和会議〉を開催することで，ソ連はドイツ統
一を，ドイツの中立化・非軍事化を条件に進めることができる。こうしたことから「我々の
目的はソ連にイニシアティヴをとらせないこと」と NSCは結論づけた14。 
 ソ連にイニシアティヴをとらせないとなれば，NSCとしては第三案が好ましいとしたが，
ベーカーはこれにも満足していなかった。先般訪問したポツダムで，ドイツ国民が早急な統
一を今にも望んでいることを肌で感じ，国内世論がコールやゲンシャーに強烈な圧力とな
る恐れがあるとベーカーは感じていた。さらに厄介なことに，東ドイツには依然 38万人の
ソ連軍が駐留しており，ソ連国内の保守派からの圧力により，これらの軍事力を動員し，ド
イツ統一を実力で阻止する可能性もあった。そのような状況下で，東西ドイツだけに統一へ
と進む〈馬車〉の〈御者〉を任せては，大きな事故を招くだけである15。では，米国はもち
ろん，ソ連，英国，フランスにも〈御者〉の役目を与えるにはどうすればよいのか。 
 1990年 1月下旬，この問題についてベーカーは国務省顧問のゼーリックと政策企画室長
のデニス・ロスと議論していた。ここで，政策企画室のスタッフが立案したとある案が紹介
された。東西ドイツ 2 ヵ国と戦勝 4 ヵ国の 6 ヵ国でドイツ統一問題を協議するという案で
ある。この方式の利点は明白だった。東西ドイツは統一の国内問題を，戦勝 4ヵ国は対外的
側面に取り組むことができる。西ドイツとしても，ドイツの将来を討議する国際交渉の場に
参加できることに異論はない。さらに米国としては，独ソがブレスト・リトフスク条約（1918
年），ラッパロ条約（1922 年），独ソ不可侵条約（1939 年）のような二国間条約を締結し，
欧州秩序を混乱させる独ソ接近も阻止できる。6 ヵ国方式案には，〈戦間期の教訓〉も作用
していた。だが，6 ヵ国方式については，NSC は消極的で，国務省内，特に西欧局に反対
意見があった16。 
 1 月 31 日，この日，ゲンシャーはミュンヘン郊外のトゥッツィングのプロテスタント・
アカデミーで統一ドイツと新しい欧州の安全保障体制の関連について演説を行っていた。
ゲンシャーは「ソ連が再統一を容認するのであれば，ソ連国境付近まで NATO が拡大する
ことはない」と自説を展開していた17。この日，ゲンシャーの首席補佐官フランク・エルベ
（Frank Elbe）は，彼の指示でワシントンを訪問していた。翌日，国務省のゼーリックのオ
フィスで，エルベはゼーリック，ロスと協議をもった。ゼーリックとロスは，NSC と議論
を交わしている最中であったドイツ統一の国際交渉の形態，すなわち東西ドイツ 2 ヵ国と
                                                   
14 Zelikow & Rice, Germany Unified and Europe Transformed, pp.154-155. 
15 ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，406-411頁。 
16 Ibid., 411-412頁。 
17 Joshua R. Itzkowitz Shifrinson, “Deal or Not Deal? The End of the Cold War and the U.S. Offer to 
Limit NATO Expansion”, International Security, Vol.40, No.4, (Spring 2016), p.22. 
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戦勝 4 ヵ国の 6 ヵ国方式を米国が検討している旨をエルベに伝えた。協議後，エルベは直
ちにダレス国際空港に向かい，到着したばかりのゲンシャーを出迎えた。国務省へと戻る車
中，エルベは，ゲンシャーとディーター・カストルップ（Dieter Kastrup）政務総局長に，
国務省側との会談内容を伝えた。ドイツの将来を話し合う交渉から自らが排除されないよ
うな形態を望んでいた西ドイツとしては，ゼーリックらが示した 6 ヵ国方式は満足のいく
ものだったが，これにゲンシャーは一つだけコメントをした。「それは『2プラス 4』と呼ば
なければならない。重要なのは我々東西ドイツなのだから」。国務省でゲンシャーを迎えた
ゼーリックとロスは，6ヵ国方式に満足している西ドイツの反応に安心した。国務省として
は，西ドイツの同意は，同方式がソ連に余計な発言権を与えることになることを懸念してい
た NSCを論破する上で重要なことだった18。ここでベーカーは「NATOは旧東ドイツ領内
ましてや東欧諸国のいかなる土地にも拡大しない」との考えについて，ゲンシャーから説明
を受けた19。 
 ベーカーがゲンシャーとワシントンで会っていた頃，スコウクロフトとブラックウィル
はミュンヘンで開催された安全保障の国際会議（Munich Security Conference）に参加し，
時間を見つけてテルチクと会っていた。ここでスコウクロフトはテルチクから，数日後に控
えたモスクワ訪問でコールはゴルバチョフに統一ドイツの中立化はあり得ないことを伝達
すること，キャンプデーヴィッドでのブッシュとの会談では SNF近代化問題について討議
したい旨を聞いた。テルチクは，西ドイツが統一事業への戦勝 4 ヵ国の干渉を快く思って
いないこと，ソ連が英国やフランスと結託して統一過程を妨害する懸念，CSCE サミットが
〈ドイツ講和会議〉になることを嫌がっていることもスコウクロフトに伝えた。この時，国
務省の一部が編み出した「2プラス 4」案をスコウクロフトは知っていたが，ソ連の参加す
る同方式はかえってドイツ統一のペースを遅延させるものと捉え，同提案に賛同していな
かったため，6ヵ国方式による交渉案をテルチクに提示しなかった20。 
 スコウクロフトはじめ，NSCは「2プラス 4」に関する国務省の動きを快く思っていなか
った。NSC とのすり合わせが十分行われていないにもかかわらず，ドイツ統一交渉の方式
についての〈生煮え〉の案を西ドイツ側に伝えたことに，スコウクロフトは苛立っていた。
ブッシュ大統領は「2 プラス 4」の計画には直接介入しない姿勢をとっていたが21，国務省
の動きは，ホワイトハウスの，ベーカー，国務省，さらにはボンに対する信頼感が揺らぎか
ねなかった。厳しい緊張を孕みつつ，ホワイトハウス・国務省間で数度にわたる協議が開か
れ，「2プラス 4」をめぐる省庁間対立の沈静化が図られた22。後述するが，オタワでドイツ
統一交渉を「2プラス 4」で行うとした 6ヵ国外相声明を発表するときにあっても，スコウ
クロフトは同方式に懐疑的であり，ブッシュにそれに反対するよう助言さえもしていた。結
局のところ，ホワイトハウスと国務省が一丸となって「2プラス 4」方式のドイツ統一交渉
に取り組むのは，オタワで同方式が〈既成事実化〉してからであった。 
                                                   
18 キースラー＆エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』，88-91頁。 
19 Shifrinson, “Deal or Not Deal?”, p.22.  
20 Zelikow & Rice, Germany Unified and Europe Transformed, pp.177-178. 
21 Ibid., pp.193-194. 
22 “The Oral History Roundtables: The Bush Administration National Security Council”, The National 
Security Council Project, University of Maryland and the Brookings Institute, (April 29, 1999), pp.14-
15. 
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 2．ベーカーのシャトル外交 
 国務省に残された課題は，英国，フランス，ソ連から，同方式について同意を取り付ける
ことであった。西ドイツ外交団訪問の直前，ベーカーは英国外相に就任してから初めてワシ
ントンを訪れたダグラス・ハードと会談していた。ここでベーカーは，明示的に 6ヵ国方式
の構想を示さなかったが，それを暗示させる発言をした。「もはや戦勝 4ヵ国でドイツの将
来を話す時代ではない。（…）そのために，特別な方策を考える必要がある。ドイツも参加
でき，ソ連の安全を脅かさないで穏やかに決着させる方法だ」。ハードはこうした方策の必
要性に同意した。英国外相，西ドイツ外交団との会談を終えたベーカーは，2月 7日から 9
日までソ連を訪問する予定だった。モスクワまでの道中，中継地のアイルランドのシャノン
空港で，ベーカーはフランスのデュマ外相と会い，「2 プラス 4」についての同意を取り付
けた23。そして，ベーカーはモスクワに乗り込んだ。ベーカーはゴルバチョフに統一ドイツ
は NATO に留まらねばならぬとする西側の立場を明確にした。彼はゴルバチョフに，ドイ
ツのような経済大国が統一後の中立国でいられるなどと考えるのは非現実的と述べ，中立
ドイツが自己防衛の道を進む危険すらあると指摘し，先般のゲンシャーとの会談を踏まえ
て，こう語った。 
  米国が NATO を通じてドイツに米軍を駐留させ続けるとすれば，NATO の管轄権
（jurisdiction）や軍事プレゼンスを，1インチたりとも東側に拡大することはないと保
証することが，ソ連だけでなく欧州諸国にとっても，重要であることを米国は理解して
います24。 
 これにゴルバチョフはこう答えた。「ドイツのことはよく考えてみる」。「2 プラス 4」に
ついては，「基本的にはあなた方の考え方に賛成です」25。 
 ベーカーがモスクワを離れるのと入れ替わりに，コール，テルチク，ゲンシャーがモスク
ワ入りした。モスクワでベーカーは西ドイツ外交団と会うことを避けた。米国と西ドイツが
ソ連に対して何か企んでいる印象を持たれるのを避けるためであった。無論，米・西独間で
は綿密な調整が行われていた。今回の場合，二つの書簡が利用された。この頃，ワシントン
では国務省とNSCがコール宛のブッシュの親書を作成していた。このうち，NSC案には，
コールに対する全面支持，統一ドイツの NATO 加盟，在欧米軍駐留および核抑止の継続が
記載されており，国務省案には，旧東ドイツ領内の安全保障について別途措置することを強
調されていた。スコウクロフトは二つの案をモスクワのベーカーに送り，彼の意見を求めた。
ベーカーはスコウクロフトとNSC案で一致し，これが 9日付の第一の親書であった。同親
書には，①ドイツ統一の支持，②戦勝 4ヵ国会合開催の反対，③米軍駐留，核抑止を継続さ
                                                   
23 Dufourcq, “2+4 ou la négociation atypique” p.470. 
24  Kristina Spohr, “Precluded or Precedent-Setting? The “NATO Enlargement Question” in the 
Triangular Bonn-Washington-Moscow Diplomacy of 1990-1991”, Journal of Cold War Studies, Vol.14, 
No.4, (Fall 2012), p.22.；Mary Elise Sarotte, “Not One Inch Eastward? Bush, Baker, Kohl, Genscher, 
Gorbachev, and the Origin of Russian Resentment toward NATO Enlargement in February 1990”, 
Diplomatic History, Vol.34, No.1, (January 2010), p.129.；Mary Elise Sarotte, “Perpetuating U.S. 
Preeminence: The 1990 Deals to “Bribe the Soviets Out” and Move NATO in”, International Security, 
Vol.35, No.1, (Summer 2010), p.117. 
25 キースラー＆エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』，85-98頁。；ベーカー『シャトル外交＜上巻＞』，413-
428頁。 
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せた統一ドイツの NATO 加盟支持，④東ドイツからのソ連全軍撤退を条件に，旧東ドイツ
領の〈特別の軍事的地位〉（special military status）の承認が記載されていた。同親書には，
ベーカー・ゴルバチョフ会談で議論されたような「NATO の『管轄権』を東に拡大させな
い」とする表現は取り除かれ，代わりに旧東ドイツ領内の〈特別の軍事的地位〉が明記され
た26。〈特別の軍事的地位〉とは，旧東ドイツ領内は NATO軍事機構には組み込まれないが，
NATO の管轄権は適用されるとの方式を指す27。もう一つの書簡は，10 日付のベーカーか
らコール宛の書簡である。ゴルバチョフとの会談を終えたベーカーは，モスクワの飛行場で，
西ドイツのクラウス・ブレッヒ（Klaus Blech）駐ソ大使に伝達した。10日付の第二の書簡
で，ベーカーはゴルバチョフとシュワルナゼの抱くドイツ統一についての懸案事項を列挙
し，「2プラス 4」方式を提案することで，彼らの懸念を払拭させることを試み，ソ連側から
「2プラス 4」方式といったやり方も考えられるとの言質を得たと説明した。ベーカーの書
簡はこう続いた。「私は彼〔ゴルバチョフ〕にこう質問を投げかけた。NATOから離脱・独
立し，米軍の駐留しない統一ドイツを見たいですか，それとも，NATO の管轄権が現況か
ら 1 インチたりとも東側に拡大しないという保証の下で，NATO に繋ぎ止められた統一ド
イツのどちらを見たいですか」。ゴルバチョフはこの件について，「よく検討しておく」と回
答し，「NATO領域（zone）のいかなる伸長も認められない」と付け加えたことも書簡に記
載されていた28。 
 米国のドイツ統一への強力な支持，ゴルバチョフがドイツ統一に関する諸問題をどう考
えているかについての情報を得たコール一行はクレムリンへ向かった。2 月 10 日，コール
一行はゴルバチョフと 2 時間半におよぶ会談をもった。ここで，ゴルバチョフはこう述べ
た。「どんな方法で，またどんな速さで統一を達成するかは，ドイツ人自らが解決する問題
である」。この言葉を聞いたテルチクは「これは画期的な打開だ」と感じた。西ドイツは，
ソ連がドイツ統一の可能性を認めたシグナルと捉えた。会談を終え，ボンへと帰還する政府
専用機の中で，コールは上機嫌でシャンパンを持ってくるよう言った。ゲンシャーは少しや
り過ぎだとは感じながらも，コール一行は乾杯した29。 
 実はこの時，西ドイツでは国防相と外相，米国ではホワイトハウスと国務長官の間に緊張
が走っていた。ゲンシャーやベーカーは，西ドイツが東ドイツを吸収・合併した統一ドイツ
は NATOに加盟する，ただし，NATOの管轄権は旧東ドイツ領内には及ばないと説明して
いた。ボンではシュトルテンベルク国防相が，旧東ドイツ領内を NATO の管轄権から除外
して，どのように祖国を防衛するのかとゲンシャーを批判していた。ホワイトハウスでも，
スコウクロフトが「NATO の管轄権は 1 インチたりとも東側に拡大しない」というベーカ
ー発言を非常に憂慮していた。スコウクロフトは，防衛不可能な旧東ドイツ領を獲得するこ
とは統一ドイツにとって意味のある解決策にはならないと考えており，統一ドイツの批准
する北大西洋条約が，国家の東半分には適用されないという方法の理解に苦しんでいた30。 
                                                   
26 Spohr, “Precluded or Precedent-Setting?” p.25. 
27 Shifrinson, “Deal or Not Deal?”, p.26. 
28 Sarotte, “Not One Inch Eastward?” p.129.；高橋『歴史としてのドイツ統一』，227-228頁。 
29 Ibid., 228-231頁；キースラー＆エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』，99-101頁。 
30 Sarotte, “Not One Inch Eastward?”, pp.132-138.ベーカーは，「1インチ発言」は旧東ドイツ領内を指
し，東欧諸国のことは念頭に入れていなかったと冷戦史家サロッテとのインテビューで答えている。 
122 
 
 一方クレムリンでは，米国，西ドイツの想定を超えるほどのドイツ統一反対論の声がゴル
バチョフに圧力としてかかっていた。保守派のみならず，ゴルバチョフの盟友たちもこうし
た声を上げていた。報道官としてゴルバチョフのペレストロイカを支えてきたアンドレイ・
グラチョフ（Andrei Grachev）は，東欧での反共主義，反ソ感情の再燃，レーニン像の破
壊，ドイツ軍との戦闘で落命したソ連軍兵士の墓地への蛮行を嘆き，こう残している。 
  我々の欧州の隣人たちはソ連をヴァイマール共和国のような地位に追い込まぬように
気をつけるべきだ。我らは戦争で敗北したわけではないのだから。 
 グロムイコ元外相の側近ゲオルギー・コルニエンコ（Georgy Kornienko），ファーリンや
彼の側近ポルトガノフらソ連指導部は，シュワルナゼやヤコブレフに，ドイツ統一を容認し
ないよう迫っていた。ヤコブレフ自身は，ドイツ統一問題よりもソ連国内問題への対処が喫
緊の課題と考えていた31。ソ連指導部は混乱していた。 
 とはいえ，西ドイツはゴルバチョフから統一についての原則的同意を得て，「2プラス 4」
方式で統一交渉を行いたい米国国務省と西ドイツ外務省の思いが，戦勝 4 ヵ国の指導部に
伝達された。1990年 2月に入る頃には，ドイツ統一の可能性について前進があったことは
確かである。だが，「2 プラス 4」で交渉を進めることに 6 ヵ国がそもそも合意すること，
「2 プラス 4」の具体的なアジェンダ設定などが，米国と西ドイツの次なる課題であった。 
 
 3．オタワでの一幕 
 舞台はカナダのオタワに移った。そこは，2月 13日に，NATOとワルシャワ条約機構の
全加盟国の外相が一堂に会する最初で最後のオープン・スカイ会議の開催場所であった。こ
の場で，米国と西ドイツがドイツ統一について提起してくることは明らかであった。ソ連は
それを回避しようとし，あえてドイツ専門家を代表団に帯同させなかった32。会議前日，ベ
ーカーとゲンシャーは会談し，「2 プラス 4」に関する 6 ヵ国外相の合意をオタワで公式発
表する互いの意思を確認していた。ゲンシャーは「2プラス 4」の承認と内容が確定されな
いかぎり，オタワを離れない覚悟であった。13日早朝，NATO外相会議で慣例の西側 4ヵ
国による朝食会が西ドイツ大使公邸で開催され，ベーカー，ハード英国外相，フランスのデ
ュマ外相，ゲンシャーは「2プラス 4」方式についての意見の一致を見た。同じ日，オープ
ン・スカイ会議の合間をぬってはベーカーとゲンシャーは，シュワルナゼ，東ドイツのオス
カル・フィッシャー（Oskar Fischer）外相と断続的に個別会談を行った。「2プラス 4」に
シュワルナゼは強固に反対していたが，午後 3時にはようやく同意した。「相手の感情を思
いやることなく，激しく議論した」とシュワルナゼは回顧する33。その後，フィッシャーか
らの同意も得て，「2 プラス 4」方式に関する 6 ヵ国外相の合意が成立した。ポーランドの
意向をくみ，同交渉のアジェンダにはポーランドと統一ドイツの間の国境の最終確定問題
を設定することも決まった。その結果，発表予定の最終的な声明には，6ヵ国外相は「隣国
の安全保障問題を含むドイツ統一の対外的側面を討議するために」会合する，そして「事務
レベルでの予備会談は近く始められる」という文言が盛り込まれた。フィッシャーの提案で，
                                                   
31 Michael Beschloss & Strobe Talbott, At the Highest Levels: The Inside Story of the End of the Cold 
War (Boston: Little Brown & Co., 1994), p.186-187. 
32 Zubok, “With his back against the Wall”, p.630. 
33 エドワルド・シュワルナゼ（朝日新聞外報部訳）『希望』（朝日新聞社，1991年），210頁。 
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東西ドイツ外相をまじえた記念写真が撮影され，記者会見が開かれ，声明が発表された。「2
プラス 4」についての合意は，オープン・スカイ会議の場にいた NATO 同盟国の外相たち
にとっては寝耳に水であった。会議場では，ドイツの〈隣国〉イタリアのジョバンニ・デ・
ミケリス（Giovanni de Michaelis）外相やオランダのファンデンブルック外相は憤慨し，
両国もドイツ統一交渉に加わるべきだと主張した。確かに，「2プラス 4」交渉は，ドイツの
〈隣国の安全保障問題〉を話し合う場であったが，ここでの〈隣国〉はポーランドを指して
いた。これを説明するのにゲンシャーは苦労した。混乱はあったものの，「2プラス 4」は各
国の理解を得て，会議は閉幕した。その日の夜，ブッシュはコールからの電話を受けた。コ
ールはモスクワ会談の前に，ブッシュとベーカーから受けた支援に感謝の意を表した。ブッ
シュとコールは，オタワで示された「2プラス 4」に関連する統一ドイツのNATO帰属とい
った安全保障問題を，近々予定しているキャンプデーヴィットでの首脳会談で話し合う約
束を交わした34。 
 「2 プラス 4」の採用が〈既成事実化〉した今，スコウクロフト率いる NSC は国務省と
協調し，来る「2プラス 4」交渉に備えるほか選択肢はなかった。オタワ会議の翌日，NSC
のブラックウィル，ゼリコウ，ライスはすぐさま「2プラス 4」方式の検討作業に取り組ん
だ。この過程で，彼らは「2 プラス 4」に反対していた国務省西欧局のレイ・ザイツ（Ray 
Seitz），ジェームズ・ドビンズ（James Dobbins）と省庁間協議を持ち，NSCと国務省の共
同歩調を図り，最終的に「米国は交渉姿勢を明確にし，同盟国との協調が重要」との結論を
下した。この結論は大統領に報告された35。この方針に基づき，省庁間の不一致をすぐさま
修復した米国は，ドイツ統一をめぐる同盟国との調整に乗り出した。 
 
第 3節 米国の「2プラス 4」交渉方針 
 
 1990年 2月 13日にオタワで合意された「2プラス 4」交渉開催に先立ち，西側 4ヵ国の
政務局長級の準備会合（通称「1プラス 3」）が，2月 28日にロンドンで開催された。これ
に参加した米国のゼーリック国務省顧問，ザイツ欧州担当国務次官補，西ドイツ連邦首相府
のピーター・ハルトマン（Peter Hartmann）外交問題担当部次長，カストルップ西ドイツ
外務省政務総局長，エルベ西ドイツ外相首席補佐官，英国のジョン・ウェストン（John 
Weston），フランスのバートランド・デュフルク（Bertrand Dufourcq）らは，外相級「2プ
ラス 4」の進め方について，以下の点で合意した。第 1回会議は 5月 5日にボンで開催し，
その後の会議開催地は，ドイツ語のアルファベット順による各国の首都とすること，開催国
の外相を議長とする「2プラス 4」は円卓形式で行われ，決定はコンセンサス方式とする36。
この時には，交渉におけるアジェンダについての具体的議論はまだ行われていなかった。 
 ブッシュ政権としては，「2 プラス 4」交渉では，ドイツとベルリンに関する戦勝 4 ヵ国
の法的権利と責任のドイツへの返還と，統一ドイツとポーランドの国境画定を話し合うべ
きとしており，ドイツ連邦軍の規模，統一ドイツの NATO加盟，および在欧 SNF配備など
                                                   
34 高橋『歴史としてのドイツ統一』，232-234 頁。；キースラー＆エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』，102-
107頁。 
35 Zelikow & Rice, Germany Unified and Europe Transformed, pp.208-209. 
36 キースラー&エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』，122-125頁。 
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の安全保障・軍備管理は，「2プラス 4」交渉ではなく，CFE交渉といった既存の交渉で議
論されるべきとしていた。ソ連がこうした問題を「2プラス 4」で提起しようとしてきたら，
西側はこれを頑なに拒否することが肝要であった37。 
 3 月の「1 プラス 3」会議には，再度ゼーリックが派遣されることになっていたが，これ
を予定していた国務省西欧局は，3 月の「1 プラス 3」で取り上げる議題として，ソ連への
対処方針としてのアジェンダ限定という戦略を練り上げ，ゼーリックに報告していた。 
  「2 プラス 4」では，全ての問題は議論されるが，米国はソ連に対し「2 プラス 4」で
は，ドイツ統一の多くの側面は決定されないことを明確にするつもりである」と西側 3
ヵ国に説得すべきである38。 
 これを受け，3 月 13 日の「1 プラス 3」で，西側 4 ヵ国は，外相級「2 プラス 4」では，
①戦勝 4 ヵ国の権利と責任に関連する法的問題，②統一ドイツの国境問題，③最終議定書
（後のドイツに関する最終規定条約，「2プラス 4」条約とも言われる）について議論・決定
することで合意した39。この「1 プラス 3」会議で，米国と西側 3 ヵ国が，上記以外の安全
保障・軍備管理などについて「2プラス 4」で「決定される」と確認した文言は資料上見当
たらない。あくまで「議論される」という記載に留まっている。つまり，西側は安全保障・
軍備管理が議論される余地を「2プラス 4」に残したものの，それらの決定は「2プラス 4」
とは別の交渉で行われるといった具合に，交渉アジェンダを限定する対ソ方針で同調して
いたといえよう。 
 4月 11日に行われた「1プラス 3」では，改めて，5月の「2プラス 4」のアジェンダに，
安全保障・軍備管理を含めないという暫定的コンセンサスが西側 4ヵ国の間でまとめられ，
「2プラス 4」で，例えばソ連が核問題などを取り上げてきたら，こうした問題は今後の軍
備管理交渉で議論されるべきと応答する対処方針が固められた40。交渉アジェンダの限定，
すなわち，安全保障について決定できないような交渉アジェンダを設定することで，「2 プ
ラス 4」における懸案事項を提起する機会を，米国はソ連側から閉ざした。こうした入念な
米国の「2プラス 4」の交渉方針は，国務省西欧局，国防総省，NSCのゼリコウ，ライスか
らなるインフォーマルな省庁間タスクフォース（German Task Force）での議論が原型と
なっている。「『2プラス 4』で何をアジェンダとして扱うか」を検討したタスクフォースは，
ドイツがソ連の安全保障の脅威となることを阻止することおよび当地における米国の軍事
プレゼンスを蝕むという伝統的なソ連の対独政策から推測するに，「2 プラス 4」でソ連が
米国製 SNF 配備問題を取り上げ，〈欧州の非核化〉を提唱してくることを想定していた41。
NATO を通じ，核，通常戦力の同盟国配備を通じ，米欧関係を維持したいブッシュ政権と
しては，米国の安全保障政策を貫徹する意味においても，上記の交渉方針は重要であった。 
                                                   
37 CRS Report for Congress: The Unification of Germany: Background and Analysis of the Two-Plus 
Four Talks, April 1990, pp.22-24. 
38  “Briefing Memorandum to Mr. Zoellick from Ray Caldwell, Pierre Shostal (United States 
Department of State)”, OA/ID CF00721-012, Condoleezza Rice Files, GBPL.下線強調は原文ママ． 
39 “Memorandum for the President from Brent Scowcroft (The White House)”, OA/ID CF00721-008, 
Condoleezza Rice Files, GBPL. 
40 “Memorandum for Brent Scowcroft from Condoleezza Rice (National Security Council April 18, 
1990)”, OA/ID CF00721-013, Condoleezza Rice Files, GBPL. 
41  “Germany Task Force Paper: Settlement of the German Question,” OA/ID CF00721-008, 
Condoleezza Rice Files, GBPL. 
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 ところで，「2 プラス 4」交渉でドイツ統一のペースを遅らせるため，ソ連が提起する可
能性があった懸案事項として何があったのだろうか。これまでの議論を整理すれば，以下三
点にまとめられる。第一に，統一ドイツの NATO 加盟である。これは保守派に限らず，独
ソ戦の記憶を根強く抱くソ連国民にとって受け入れがたいものであった。これを回避する
ためには，統一ドイツが NATO に代わる新たな欧州安全保障体制の構築に尽くし，これに
深くコミットすることがソ連には望ましい解決策であった。方法として，ソ連には統一ドイ
ツのNATO軍事機構から脱退した上で，NATO加盟国としての地位を認める〈ドゴール型〉
から，統一ドイツの NATO，ワルシャワ条約機構への〈二重加盟型〉の案などがあった。 
 第二に，統一ドイツ連邦軍の上限問題にもソ連は関心を寄せていた。当時の西ドイツ連邦
軍の兵員数は 49万 5,000人で，東ドイツ軍の兵員数は 10万～17万人であった。単純合計
すれば，統一ドイツの兵員数は最大 67万人にのぼり，主要国の軍事力の中でも上位に位置
するものであった。ソ連指導部には，20 万人まで統一ドイツの兵員数を制限する案があっ
た。統一ドイツの軍事力制限を，ソ連が「2 プラス 4」で提起してくることも予想された。 
 第三に，統一ドイツとポーランドの国境問題である。戦後の国境であるオーデル・ナイセ
線を越えて，第二次世界大戦の敗北で失ったオーデル川およびナイセ川以東の〈失地〉を統
一ドイツが回復し，統一ドイツの領域が〈東進〉してくることも，ソ連にとっては拒否すべ
きことであった。国境問題についてもソ連は「2プラス 4」で討議されるべきで，ここでの
合意を 11月開催予定の CSCEパリサミットで報告することも考えられた42。 
 これらの懸案事項は，パワーが衰退の一途を辿るソ連の立場からすれば，統一ドイツのパ
ワーの強大化をいかに防ぐかという問題と密接に関連していた。米国が目指していた
NATO を通じた在欧米軍の駐留継続（その大部分は在独米軍）については，ブッシュ政権
のタスクフォースの観測とは裏腹に，ソ連は「〔ドイツにおける米国の軍事プレゼンスは〕
脅威とは考えておらず，これは独米関係の問題」（シュワルナゼ）との立場であった43。 
 1990 年 5 月 5 日，第 1 回「2 プラス 4」会議がボンで開催された。6 者協議とはいえ，
事前に西側 4ヵ国が「1プラス 3」で交渉戦略を調整していたから，ボンにやってきたシュ
ワルナゼ外相が 6 者協議を「1 プラス 5」と感じたとしても無理はない44。35 年前のこの
日，西ドイツは主権を回復し，NATOに加盟した。第 1回「2プラス 4」では，第 2項目を
唯一の例外として，先の数度の「1プラス 3」会議で西側が調整してきた項目を反映した次
のアジェンダが合意された。 
  ①統一ドイツとポーランドの国境画定問題 
  ②欧州に適した安全保障体制の構築に配慮した政治・軍事問題 
  ③ベルリン問題 
  ④戦勝 4大国の法的権利と責任の解消と国際法に基づく最終的解決 
 この中でも，ソ連にとって難しい判断を求められていたのは，統一ドイツの国境画定問題
（第 1項目）と統一ドイツのNATO加盟問題（第 2項目）であったことは言うまでもない。
前者については，7 月 17 日にパリでの第 3 回「2 プラス 4」会議にポーランド外相を参加
                                                   
42 CRS Report for Congress, pp.29-30. 
43 シュワルナゼ『希望』，224頁。〔  〕内は筆者による補足。 
44 Ibid，205-227頁。 
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させることで決着した。後者について，シュワルナゼは統一ドイツの NATO 加盟はソ連と
して受け入れられないと発言しており，6 月 22 日の東ベルリンでの第 2 回「2 プラス 4」
に際しても，シュワルナゼはこう述べている。この日は独ソ戦が始まった日であった。 
  我が国民の心の中には，まだまだ傷跡が残っている。我らは，自国の平和回復のために，
そしてそれを通して欧州諸国およびそれ以外の国々の平和のために，言語に絶する犠
牲を払ったのだ45。 
 シュワルナゼ発言は本心でもなければ感情論でもなかった。保守派から「西側に宥和的」
として，ゴルバチョフ，シュワルナゼが強烈な突き上げを受けていたことを踏まえる必要が
ある。国内からの圧力を前に，ゴルバチョフやシュワルナゼには選択の幅が急速に狭まりつ
つあった。彼らは，7 月 2 日から 13 日の間に予定している第 28 回共産党大会での権力闘
争で生き抜かねばならなかった。実際，シュワルナゼはソ連国内向けにはドイツ統一を認め
るべきとの主張さえしていた。党大会で，シュワルナゼは，統一反対の論陣を張るのではな
く，むしろソ連外交の脱軍事化，脱イデオロギー化を主張し，米国，欧州，ドイツとソ連は
協力していくべきと強く訴えていた。保守派のエゴール・リガチョフ（Egor Ligachyov）
は，西ドイツが東ドイツを飲み込むのをゴルバチョフが容認していることを強く非難し，軍
も東欧を西側に売り渡したとゴルバチョフ，シュワルナゼ，代議員として参加していたクヴ
ィチンスキーら改革派への攻撃を緩めなかった。保守派は，西側諸国が東欧のソ連友好国内
での変革やドイツの軍事的地位の変更を利用して，ソ連を〈二流国〉の座に引きずり落そう
としているとまくし立てた46。辛うじてゴルバチョフは党書記長に再選されたが，ゴルバチ
ョフへの保守派の激しい反発とその必然的帰結，つまりは反ゴルバチョフ派のクーデタが
現実味を帯びてきた。ゴルバチョフにとって，保守派の攻撃をかわし，体制を保証するよう
な西側からの何らかの提案が決定的に欠かせなくなっていた。 
 こうした保証措置を西ドイツは米国とともにソ連に提供していかなければならなかった。
だが，米・西独間には，国際環境の変容によって再燃した在欧 SNF配備問題をめぐる対立
の火種が燻ぶろうとしていた。 
                                                   
45 キースラー&エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』,133-136頁。；ゲルト・ヨアヒム・グレースナー（中村登
志哉・中村ゆかり訳）『ドイツ統一過程の研究』（青木書店，1993年），248頁。 
46 キースラー&エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』,168-169頁。 
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第 7章 ドイツ統一問題の決着 
 
第 1節 在欧 SNF配備問題 
 
 1．問題の再燃 
 西ドイツ政府には，コール，ゲンシャーをはじめ統一ドイツの NATO 加盟方針があった
が，ゲンシャーは汎欧州主義も掲げていた。ゲンシャーにはゴルバチョフの〈欧州共通の家〉
のような，「大西洋からウラルまで」の安全保障体制の構想があり，究極的には，ドイツ領
内からの核戦力撤去も目指していた。第 3章で詳述した SNF近代化問題が西ドイツで政治
問題化していた 1989年初頭，ゲンシャーは西ドイツ連邦議会の閣僚席に向かってこう熱弁
をふるったことがある。 
  短距離核ミサイルについての決定は，第二次世界大戦で言語に絶する苦難を味わった
ポーランドとチェコの国民を射程に入れる武器にかかわるものであり，同時に我々の
祖国のもう一つの部分にまで届く短距離核ミサイルにかかわることなのだ。（…）連邦
政府の閣僚はドイツ国民の幸福のために全力を尽くすと宣誓したではないか。（…）こ
の宣誓に基づく義務は，ドイツの中央を走る境界線で消えてしまうものではないのだ1。 
 ドイツ領内からの核戦力撤去という考えは何もゲンシャーに特有のものではなかった。
野党 SPDの政治家の中には，〈欧州の非核化〉を目指す者も少なくなく，こうした主張は，
NATO 加盟をドイツ統一の前提条件としない論理とも結びついていた。これは彼らの所属
する政党のイデオロギーのみならず，ソ連国内の動向も反映していた。SPD の安全保障政
策顧問エゴン・バールらは，ソ連で台頭する保守派の動向を考えれば，ソ連が統一ドイツの
NATO加盟を容認することなどあり得ないと考えていた。一方，統一ドイツがNATOに加
盟せず，中立の道を選べば，近隣諸国に不安と恐怖を呼び起こすことにもなると考えていた
ゲンシャーは，統一ドイツの NATO 加盟を断固拒否するソ連に，ドイツが予測可能な国で
あるために，欧州の国際制度に固く組み込んでおく必要があることを理解させる必要性も
感じていた。この点，SPD の考えと趣を異にしており，大西洋主義者コールの意見とも合
致していた。SPD の中でも，元連邦首相で名誉党首ウィリー・ブラントも統一ドイツの
NATO加盟を支持していた。『シュピーゲル』誌上で，ブラントはドイツの中立化について
反対を表明し，「ドイツ連邦共和国がまるでサッカークラブから脱退するのと同じように
NATO から脱退することはあり得ないことだ」と述べている2。ドイツの同盟方針として，
SPD内が NATO残留派と離脱派に分かれていることを，ウォルターズ駐西ドイツ大使がワ
シントン宛に公電で伝えている3。 
 コールとゲンシャーの考える欧州秩序像の違いと同様，二人の間には個人的亀裂があっ
た。第 6 章で見たように，1989 年 11 月 28 日の「10 項目提案」の作成はコール率いる首
相府が仕切り，ゲンシャーは蚊帳の外に置かれていた。翌年 1月 31日，ゲンシャーはトゥ
                                                   
1 リヒャルト・キースラー&フランク・エルベ（田中謙次訳）『ドイツ統一の舞台裏で―六角形の円卓会議』
（中央公論事業出版，2003年），23頁。 
2 Ibid., 85-87頁。 
3 “FM AMEMBASSY BONN TO SECSTATE WASHDC PRIORITY, Subject: SPD Leadership Positions 
on German Membership in NATO (MAR 90)”, Department of State, FOIA. 
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ッツィングのプロテスタント・アカデミーで演説を行った。そこは，1963 年，東方政策の
立役者バールが〈接近による対話〉を訴えた場所であった。ゲンシャーは，統一ドイツは
NATO やワルシャワ条約機構といった軍事機構ではなく，東西両軍事同盟の機能を吸収し
た新しい全欧的な安全保障体制の中に組み込まれると演説した。演説には，ドイツ領内の
SNF についても米軍についても言及がなかった。ゲンシャーの〈爆弾発言〉はコールとの
相談なしに行われた4。無論，ゲンシャー演説は，何ら拘束力をもたぬものであったが5，ゲ
ンシャー演説は大西洋主義の下で結束し，ドイツ統一について，政策調整に腐心するホワイ
トハウスとボンの間の信頼関係を損なう可能性があった。そのためコールは，2月中旬のキ
ャンプデーヴィッドでのブッシュとの首脳会談にゲンシャーを帯同させなかった6。会談が
開催される頃には，西ドイツ配備の SNF近代化問題が，国際・国内環境の変容により，米・
西独間，さらには西側同盟内で，再度，頭をもたげようとしていた。 
 1989 年 5 月末に棚上げされたランス・ミサイル近代化問題は，ベルリンの壁が崩壊し，
ドイツ統一の可能性が急浮上した 1990年に入って再燃するが，その土壌は以下の国際・国
内環境の変容によって醸成されていた。第一に，CFE 交渉の実質的進展と交渉枠外での東
欧からのソ連軍撤退の進展である。1989年 11月 9日時点で CFE交渉は，すでに第 4ラウ
ンドを迎えており（ラウンド計 7回），ソ連軍撤退についても，1988年 12月のゴルバチョ
フの国連演説を受けて，その後 2年間で，50万人のソ連軍撤退が完了していた（表 7－1）。 
 
（表 7－1）ソ連全軍の削減状況，1988～90年 
海外駐留 ソ連領内 
西部（東ドイツ） 
中部（チェコスロヴァキア） 
南部（ハンガリー） 
北部（ポーランド） 
モンゴル 
総計 
4万 2,000人 
5万 7,000人 
4万 4,000人 
1万 5,500人 
4万 2,000人 
20万 500人 
極東 
南部 
中央部 
西部（「大西洋からウラルまで」） 
戦略空軍 
総計 
12万人 
6万人 
―― 
11万 9,500人 
―― 
29万 9,500人 
  削減されたソ連軍全軍総計 50万人 
（出典）SIPRI Yearbook 1991, p.434を参照し，筆者作成。 
 
 第二に，コール政権が直面した内政・外交面での難しさである。対内的には，紛争時に東
西ドイツを主戦場に使用される SNFに批判的な西ドイツ世論に十分配慮することは，1990
年 12月の東西両ドイツに跨る全ドイツ選挙を控え，これに勝利したいコールにとって必須
                                                   
4 Kristina Spohr, “Germany, America and Shaping of Post-Cold War Europe: A Story of German 
International Emancipation through Political Unification, 1989-90”, Cold War History, Vol.15, No.2, 
(April 2015), pp.236-237.；“FM AMEMBASSY BONN TO SECSTATE WASHDC IMMEDIATE 3704, 
Subject: Genscher Outlines His Vision of a New European Architecture (Feb 90)”, NSA-EBB, No. 613, 
Document 1. 
5  Kristina Spohr, “Precluded or Precedent-Setting? The “NATO Enlargement Question” in the 
Triangular Bonn-Washington-Moscow Diplomacy of 1990-1991”, Journal of Cold War Studies, Vol.14, 
No.4, (Fall 2012), p.49. 
6 Sphor, “Germany, America and Shaping of Post-Cold War Europe”, p.239. 
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課題であった。対外的には，「対ソ抑止としての SNF維持か，〈欧州の非核化〉か」をめぐ
り，コールは米ソの狭間でゆれていた。ドイツ統一の行方を左右する鍵を，米・英・ソとい
った対独戦勝国が握っている事実がこの悩ましさに拍車をかけていた。2月 3日，ミュンヘ
ン安全保障会議に出席していたスコウクロフトは，テルチクと接触し，ドイツ配備 SNFに
ついて，西ドイツ政府はその廃棄を希望しており，コール首相訪米の際に，同問題を取り上
げたい旨を伝えている7。 
 第三に，国防予算削減派の声が強まる連邦議会による FOTL（ランスの後継機種）予算の
承認をめぐる米国政治の状況である。第 5章で見たように，東欧からのソ連軍撤退を受け，
連邦議会は国防予算の大幅削減の圧力をブッシュ政権にかけていた。FOTL の予算不承認
に傾く議会の動向に，ホワイトハウスが敏感になるのは当然であった。FOTL配備先である
西ドイツも，事態の推移を注視していた。 
 1990 年 2 月 24 日から 2 日間の日程で，キャンプデーヴィッドでコールはブッシュと会
談をもった。SNFの今後をめぐる米国内の議論の様子を尋ねたコールに，ブッシュは FOTL
計画の予算不承認に傾く連邦議会の様子に鑑み，「FOTL は完全に死んでいる」と答えた。
「もし〔ソ連との〕SNF交渉に FOTLを含めれば，連邦議会への助けともなる」とするベ
ーカー，「5月までに FOTL予算はなくなる」とするスコウクロフトの発言を受けたコール
は，一方で，「イニシアティヴは連邦議会ではなく，あなた方〔政権側〕のものであるべき」
と述べ，ブッシュ政権の手によるイニシアティヴの必要性を訴えた。他方，コールは「もし
〔対ソ〕SNF交渉が失敗し，近代化 SNFをあなた方が連邦議会に要請したら，私は現状よ
りもさらに悪い立場に追われてしまう」と懸念も示していた8。この発言には，同年 12月の
全ドイツ選挙までに FOTL 計画を表出させないよう，暗にブッシュ政権に慎重な対応を要
求するコールの意図があった。今後，SNF 近代化問題が西ドイツにおいて，コール政権の
行方を左右する全ドイツ選挙に向けた各政党の選挙キャンペーンの争点として取り上げら
れることは明白であった。 
 24日には，統一ドイツの NATO加盟問題も議論された。コールは，統一ドイツは中立の
道を歩むことはないとした上で，こうブッシュに語った。「NATOに所属する西ドイツ連邦
軍も含めて NATO 軍を東ドイツに駐留させるわけにはいかないでしょうな。ソ連軍が，無
期限に東ドイツ駐留を続けるのも具合が悪い。ドイツの主権を侵害することになりますか
ら」。コールはドイツ警戒論を持つ英国に対する嫌悪感も吐露した。「マーガレット・サッチ
ャーにはもうお手上げですね。彼女のことが理解できない。（…）英国はまたドイツからの
大いなる代償を恐れています。（…）西ドイツ国民は腹を立てています。私たちは 40年あま
りも信頼すべきパートナーとして振舞ってきた。なぜ評価されないのか。いくら理屈を振り
回しても，何の役にも立たないのです」。ブッシュが割って入った。「米国の見方は違います。
マーガレットはそのようだが，我々は過去の亡霊を恐れていません。しかしあなた方と私た
ちはあくまでも話し合いを進める努力をしなくてはならない。歴史に例を見ないほどの，重
                                                   
7 高橋進『歴史としてのドイツ統一―指導者たちはどう動いたか』（岩波書店，1999年），222頁。 
8 “Meeting with Helmut Kohl, Chancellor of the Federal Republic of Germany (The White House, 
February 24, 1990)”, OA/ID 91107-008, Presidential Memcons Files, GBPL.〔  〕内は筆者による補
足。 
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大な任務を負っているのですから」9。 
 25 日，5 月末にゴルバチョフとの二度目の会談を控えていたブッシュとコールは統一ド
イツのNATO加盟問題について引き続き意見交換した。「やはり中心課題はドイツのNATO
加盟問題でしょうな。最終的には，この件をゴルバチョフはあなたと容認することになると
思いますが」とコールが切り出した。「何がそのようなディールの決め手になろうか」と問
うたブッシュにベーカーが援護する。「まずゴルバチョフは，ドイツが完全な地位でNATO
に留まるのか否かの確約を必要としていますね。それに，ソ連の安全保障上の利益がしっか
りと考慮されているかも気にするでしょう」。これについてコールの補佐官テルチクは，技
術的な問題を指摘した。「我々は NATOの『管轄権』（jurisdiction）という用語を旧東ドイ
ツ領内について論じる際に使用すべきではないでしょう。それよりも『戦力』（forces）」と
いう用語を使うべきですね。決定的な違いがありますから」。ベーカーは「その通り」と返
したが，テルチクの発言はベーカーへの〈牽制球〉だった。そもそも，2月のゲンシャーや
ゴルバチョフとの会談で，ベーカーは NATO の「管轄権」は旧東ドイツ領に適用されるこ
とはないと発言してきた。ベーカーとしては，こう表現した方が，曖昧でソフトな感じを醸
し出し，ソ連にも受け入れられやすいと思ったからと振り返るが，これは無理のある自己弁
護である。「NATOの『管轄権』が旧東ドイツ領に適用されない」と言うと，法的に解釈す
れば，同地域には北大西洋条約第 5 条および第 6 条が適用されない，つまり旧東ドイツは
NATO の防衛ラインから除外されることを意味する。そのため，ブッシュも同席する状況
下でコール一行と「管轄権」という用語を今後使用しないと合意した意味は大きい。米・西
独首脳会談で，ブッシュとコールは旧東ドイツ領内には〈特別の軍事的地位〉が付与される
との考えで一致した10。この方式によれば，旧東ドイツ領内にもNATOの「管轄権」が及ぶ
ことができるからである。米国と西ドイツが協調して〈歴史に例を見ないほどの重大任務〉
を遂行する心構えは，ブッシュの言葉ににじみ出ている。「私たちはゲームに勝つ。しかし，
上手に勝たなくてはなりません」11。 
 3 月になると，この心構えは西ドイツの国内政治状況によって押しつぶされそうになる。
先の会談でブッシュやコールが懸念を共有したように，SNF 近代化問題が西ドイツで政治
問題化していた。3 月 20 日，野党 SPD は声明「プログレス 90」を発表した。そこには，
12月の全ドイツ選挙で勝利した暁には，SPD政権が軍縮政策に取り組む旨が示された。連
邦首相候補と目されていたオスカール・ラフォンテーヌ（Oskar Lafontaine）を首班とする
SPD政治家が起草した「プログレス 90」には，ドイツ領内からの全ての核・化学兵器の撤
廃，NATOの核抑止・前方展開戦略廃止が盛り込まれていた。米国の安全保障政策の変更，
西ドイツの NATO からの離反を予想させる同声明に，ホワイトハウスは困惑した。スコウ
クロフトは，ブラントやホルスト・エームケ（Horst Ehmke）副党首といった SPDの有力
政治家が統一ドイツの NATO 帰属の可能性を排除していないことから，「『プログレス 90』
                                                   
9 ジェームズ・ベーカー（仙名紀訳）『シャトル外交―激動の四年＜上巻＞』（新潮文庫，1997 年），482-
484頁。；“Meeting with Helmut Kohl, Chancellor of the Federal Republic of Germany (The White House, 
February 25, 1990)”, OA/ID 91107-008, Presidential Memcons Files, GBPL. 
10 Shifrinson, “Deal or Not Deal?”, p.26. 
11 ベーカ 『ーシャトル外交』，482-484頁；“Meeting with Helmut Kohl, Chancellor of the Federal Republic 
of Germany (The White House, February 25, 1990)”, OA/ID 91107-008, Presidential Memcons Files, 
GBPL. 
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は SPDの公式見解ではないのでは」とブッシュに伝えている12。 
 4月に入ると，ゲンシャー訪米が予定されていた。この頃，オタワで合意された「2プラ
ス 4」で，「何をアジェンダとして取り扱うか」について，関係国は神経を尖らせており，
米国も例外ではなかったことは第 6章で述べた。ゲンシャーが対ソ SNF交渉の早期開始や
〈欧州の非核化〉を繰り返し唱えていたことから，訪米時にゲンシャーが SNF撤去問題を
切り出してくることをスコウクロフトは懸念していた。またスコウクロフトは，ゲンシャー
自身が支配的な役割を演ずることのできる外相級「2プラス 4」の早期開始や，米国の対欧
政策の根底に関わる安全保障問題をも「2プラス 4」で議論するというソ連の要求にゲンシ
ャーが傾倒していることも警戒していた。スコウクロフトはブッシュに，ゲンシャーとの会
談で，ゲンシャーが SNF の行方について提起してきたら，「今後も十分な在欧米核戦力の
プレゼンスを維持する必要がある」とする当たり障りのない返答をするよう忠告している
13。実際のところ，4月 4日に訪米したゲンシャーは，統一ドイツのNATO帰属，ドイツ連
邦軍の規模，CSCEなどの問題を持ち出し，SNF配備問題は議論されていない14。 
 
 2．FOTL計画中止 
 同じ頃，ブッシュ政権内では NSCスタッフが，SNF問題の検討作業を行っていた。その
核心は FOTL計画の今後であった。1991会計年度に約 1億 2,600万ドル計上された FOTL
予算が今年春にでも議会により承認されないという想定の下，2 月中旬に NSC は，①同盟
国との協議を経た後に FOTL 計画中止，②少なくとも 1990 年中は FOTL 計画を継続，と
いう方向性の異なる二案を検討し，これらの議論をスコウクロフトに通知した15。 
 3 月になると，NSC は新たな政策文書をスコウクロフトに提出した。文書の中には，①
「2プラス 4」におけるソ連による〈欧州の非核化〉の提唱（1990年春から夏），②全ドイ
ツ選挙の前段階での SPDによる核問題の争点化（1990年夏から秋），③CFE条約調印後の
SNF の軍備管理交渉に向けた実質的準備（1990 年末から 1991 年初頭）といったように，
長期にわたり SNF 問題が再燃することへの懸念が記された。NSC は先の二案を膨らませ
る形で，FOTL計画の今後について，以下四つの案を提示した。 
  ①FOTL予算の大規模縮小。連邦議会に同計画のための小規模な予算配分の要請。 
  ②翌月中に FOTL 予算の撤回，計画中止を表明。既存のランス・ミサイルの維持。 
  ③昨年のNATO首脳会談の決定に沿い，SNF削減交渉の開始を翌月に提唱。FOTL予
算の撤回，交渉期間中の FOTL開発のペンディング。 
  ④在欧 SNFの将来についての新たな NATO決定の文脈での FOTL計画の中止。 
 いずれの案も，連邦議会の予算削減に対し，政権側が先手を打つ内容であった。特に後者
二案は，米国が「広範な SNF戦略の文脈の中に FOTL決定を位置付けることによって，モ
                                                   
12 “Memorandum for President from Brent Scowcroft (The White House, March 26, 1990)”, OA/ID 
91116-005, German Unification Files, GBPL. 
13 “Meeting with Foreign Minister Hans-Dietrich Genscher of the Federal Republic of Germany (The 
White House, April 4, 1990)”, OA/ID CF01413-014, Robert L. Hutchings Files, GBPL. 
14 “Meeting with Foreign Minister Hans-Dietrich Genscher of the Federal Republic of Germany (The 
White House, April 4, 1990)”, OA/ID 91107-008, Presidential Memcons Files, GBPL. 
15 “Memorandum for Brent Scowcroft from Michael Fry / Philip Zelikow (National Security Council, 
February 16, 1990)”, OA/ID 91120-007, SNF Files, GBPL. 
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スクワとドイツの〈社会主義者〉の手からイニシアティヴをもぎ取ろうとする判断を反映し
た」ものであった16。上記四つの案の相違点をまとめれば，第一に，FOTL 維持（第 1 案）
と計画中止（第 2～4案），第二に，在欧米核戦力（旧型ランス）維持（第 2案）と削減（第
3，4案），そして第三に，新たなNATO決定の必要性（第 4案）となる。 
 文書の末尾に，NSC はスコウクロフトに，同文書を基に外交・安全保障に携わる閣僚と
FOTL計画の今後を議論するよう要請しており，これを受けてスコウクロフト，ベーカー，
チェイニー国防長官，パウエル JCS議長は 4月上旬に協議を行い，次期NATO首脳会談に
て核戦力に関する宣言を行う方針で合意した17。NSC 案の第 4 案が採用されたのである。
ブッシュ政権内で合意を得た同方針は，去年春の段階で SNF 近代化問題をめぐり，〈共闘
関係〉にあった英国のサッチャー首相に伝えられるのを待つ段階にあった。 
 4月 13日，英領バミューダで米英首脳会談が行われた。ブッシュは次期NATO首脳会談
での宣言に含むべき事項として，①新欧州における NATOの役割，②CFE後の核・通常戦
力，③SNFの軍備管理，④将来の CSCEとの関係を挙げた。続いて，ブッシュは，米国内
での FOTLをめぐる政治的現実を伝えた。NSCの政策文書の観測通り，連邦議会が FOTL
予算を承認しないことは明らかであった。だが，ブッシュは「西ドイツを含む欧州に展開す
る核戦力維持への我々の関与は固い」と語り，今後も核戦力を維持する方針を伝えた。これ
に続き，ベーカーは今後の FOTL 計画中止への流れを意識し，TASM（戦術空対地ミサイ
ル）開発着手に言及した。核戦力について，サッチャーは「ソ連にこのような防衛問題を『2
プラス 4』で議論させるつもりはない」と返答している18。この頃，次期 NATO首脳会談の
開催国として白羽の矢が立っていた英国は，準備を十分するために同年秋の開催が望まし
いとしていたが，米国は早期開催を求めていた。サッチャーの目には，ブッシュは FOTL計
画の中止を発表したがっていると映った。米国内政治状況から FOTL 計画を断念せざるを
得ないことについて，「どうすることもできないこと」であるとし，サッチャーは米国の方
針に理解を示した19。バミューダ会談でサッチャーからの理解を得て，5月 3日，ホワイト
ハウスでの記者会見で，ブッシュは FOTLを含む SNF近代化計画の中止と SNFの軍備管
理への構えを発表した20。翌日のオクラホマ州立大学での演説でも，ブッシュは次期NATO
首脳会談の早期開催を訴え，CFE 条約の早期調印とその後の SNF 対ソ軍備管理交渉開始
を主張し，FOTL計画中止も改めて示した。またブッシュは統一ドイツの NATO 加盟を支
持する米国の立場にも触れている21。これらのイニシアティヴは，NATOはソ連にとっての
脅威とはならないと知らしめる意味合いも込められており22，対西ドイツ国内向けのイニシ
                                                   
16 “Memorandum for Brent Scowcroft from Philip Zelikow / Michael Fry (National Security Council, 
March 5, 1990)”, OA/ID 91116-004, German Unification Files, GBPL. 
17  Philip Zelikow & Condoleezza Rice, Germany Unified and Europe Transformed: A Study in 
Statecraft (Cambridge: Harvard University Press: 1995), pp.239-240. 
18 “Meeting with Prime Minister Margaret Thatcher of Great Britain (The White House, April 13, 
1990)”, OA/ID 91107-009, Presidential Memcons Files, GBPL. 
19 マーガレット・サッチャー（石塚雅彦訳）『サッチャー回顧録―ダウニング街の日々＜下巻＞』（日本経
済新聞社，1993年），434頁。 
20 Lee Feinstein, “Bush ‘Terminates’ New Lance”, Arms Control Today, Vol.20, No.4, 1990, p.27. 
21  President Bush, “NATO and the US Commitment to Europe”, Current Policy (United States 
Department of Stats Bureau of Public Affairs), No.1276, Box4, RG59, NARA. 
22 Robert L. Hutchings, American Diplomacy and the End of the Cold War: An Insider’s Account of U.S. 
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アティヴでもあった。全ドイツ選挙で SNF 全廃を掲げるラフォンテーヌが勝利すれば，
NATO を通じた核を備えた米軍のドイツ駐留という米国の安全保障政策の根幹が揺らぎか
ねない。そうであったから，ブッシュ政権は FOTL 計画を押し通し，西ドイツで核問題が
必要以上に政治問題化し，対米関係を重視するコールの立場を弱めることを回避しようと
した。ここで重要なのは，ブッシュ政権は短射程ミサイル・ランスに絞った近代化計画の中
止の発表にとどめ，西ドイツに配備が集中するその他の種類の在欧 SNF全廃は示さなかっ
た点である。FOTL計画は中止するものの，米国は同盟国への SNF配備を安全保障政策の
柱に据えていた。 
 
 3．TASM導入論 
 米国の SNF 配備政策の柱となるはずの FOTL の代替案として TASM 開発計画があった
が，これをめぐり米・西独間で問題が再び表出する。米英首脳会談の際，ブッシュとサッチ
ャーは TASM の英国配備にも合意していたが，TASM とは，米国の F-15，F-11，F-16 戦
闘機，英・西独共同開発のトルネード戦闘爆撃機に搭載される戦術核ミサイル（射程距離：
300㎞）を指し，英米安全保障情報協議会の報告によると，配備先として，西ドイツ 144基，
英国 128 基，トルコ 54 基，イタリア 30 基，ベルギー，オランダ，ギリシャ各 11 基の計
389基を予定していた。すでに米国は，450基の TASM導入のための研究開発費 3億 3,900
万ドルを計上していた23。 
 TASM導入論も西側同盟に大きな波紋を呼んでしまう。5月 7日，ブッシュとの会談で，
ヴェルナーNATO 事務総長は次のような懸念を示している。「全ドイツ選挙で TASM が争
点となるでしょう。これは危険です。（…）TASMが西ドイツ国内で政治問題化してしまう
と，前年の FOTLと〔その構図は〕酷似しているからです」24。同じ頃にカナダのカナナス
キスで開催された NATO 国防相会議では，FOTL 計画放棄と対ソ SNF 削減交渉促進とい
った 5 月 3 日のブッシュ提案が歓迎される一方で，TASM の欧州配備についての決定は加
盟国間の対立により先送りされた25。戦闘機に搭載される上空発射型の TASM 導入論は，
地上発射型の FOTLとは単に発射形態を異とするだけで，「対ソ抑止か軍備管理か」をめぐ
る前年の同盟内対立の構図と何ら変わるものではなかった。当事者である西ドイツ外務省
は，ゲンシャーが西ドイツ紙と行ったインタビュー内容を公表した。ゲンシャーは「新たな
核武装競争を招き，ドイツ統一と欧州統合を危うくするもの」と TASM 導入論に反対意見
を表明した26。『シュピーゲル』誌も，「ピストルを銃と交換する」という見出しの下，「ワシ
ントンは単に旧式兵器を断念しようとしているだけだ」と批判を展開した27。振り返れば，
前年の FOTLをめぐる SNF問題は，米国の核政策に対する西ドイツのコール政権による反
対の声を発端に，米・西独対立，やがては同盟内対立にまで発展し，西側同盟の盟主として
                                                   
Policy in Europe, 1989-1992 (Washington DC: The Woodrow Wilson Center Press, 1997), pp.128-129. 
23 『讀賣新聞』1990年 5月 4日。 
24 “Meeting with Manfred Wörner, Secretary General of the North Atlantic Treaty Organization (The 
White House May 7, 1990)”, OA/ID 91107-009, Presidential Memcons Files, GBPL.〔  〕内は筆者に
よる補足。 
25 『讀賣新聞』1990年 5月 10日。 
26 『讀賣新聞』1990年 5月 13日。 
27 Der Spiegel, Mai, 7, 1990. 
134 
 
の米国の地位を揺るがせた。ブッシュ政権が何も手を打たない道理はなかった。 
 TASM導入論を発端とする SNF問題によって再び悪化が予想された米・西独関係の見通
しについて，ホワイトハウスと国務省は敏感に反応した。すぐさまイーグルバーガー国務副
長官はゲンシャーと非公式に接触し，「全ドイツ選挙を控えた今年中に西ドイツと TASMを
めぐる公の議論をすることを望んではいない」と伝えている28。ゲンシャーとの議論を踏ま
え，イーグルバーガーは，数日後に控えた米・西独首脳会談に臨むブッシュ大統領宛メモの
中で，FOTL 計画中止，SNF 交渉の早期開始の決定を好意的に受け止めている一方で，
TASM に対しては多くを語りたがらないコールの様子に鑑み，「コールから TASM につい
ての言質を取ることは困難であろう」と記している。同時に，イーグルバーガーはブッシュ
に「我々は在欧米核，通常の混成戦力を維持していくことをコールに印象付けるべきだ」と
も進言していた29。スコウクロフトも，同様の認識で，先の TASM の西ドイツ配備反対の
ゲンシャー発言を引用しながら，現段階で，米国は西ドイツから TASM 配備の言質を取る
ことはない，とコールに示すことをブッシュに提案した30。 
 5 月 17 日，ワシントンで米・西独首脳会談が行われた。ブッシュは，イーグルバーガー
やスコウクロフトの助言を踏まえて，「あなたとあなたの選挙に有益であるような仕方で計
画を遂行したいと考えています。我々は TASM についてのゲンシャー発言に注目していま
す」とコールに伝えるにとどめている。これに対しコールは「ちょうど一年前，FOTL を
我々は議論していた。（…）私は公にはおとなしくしていようと思います。自身を守り，不
必要にトラブルを起こさないようにします」と返答した31。この頃のコール自身の最大の目
標は自らの手でドイツ統一を完成させることであり32，これを達成するには，何よりも良好
な米・西独関係の維持が不可欠であった。TASMへの言及を避けたブッシュとの会談中，コ
ールは終始自制的であった。この様子は，同盟内対立を引き起こした前年の突然の方針転換
―FOTL計画延期案の提示（1989年 4月）―の時のコールの様子とは対照的である。12月
の全ドイツ選挙で対決する SPDのラフォンテーヌ候補と人気度が拮抗していた西ドイツ国
内世論の状況もコールの自制心を固めた一助となったとも考えられる33。 
 ところで，米国と西ドイツの共通目標であるドイツ統一には戦勝 4 ヵ国からの容認が必
要であった。この関連でソ連にドイツ統一を容認させることが最大の課題であった。第 6章
で論じたように，ソ連は安全保障上の理由から，統一ドイツの NATO 加盟を断固否定して
                                                   
28 “Information Memorandum to Robert Zoellick from James F. Dobbins, Acting (Department of State)”, 
OA/ID CF01354-005, Philip Zelikow Files, GBPL. 
29 “Memorandum for the President from Lawrence S. Eagleburger (Department of State)”, OA/ID 
CF01354-006, Philip Zelikow Files, GBPL. 
30 “Meeting with Chancellor Helmut Kohl of the Federal Republic of Germany (The White House)”, 
OA/ID CF01354-006, Philip Zelikow Files, GBPL. 
31 “Meeting with Chancellor Kohl, Federal Republic of Germany (The White House May 17, 1990)”, 
OA/ID 91107-010, Presidential Memcons Files, GBPL. 
32 Kristina Spohr, “German Unification: Between Official History, Academic Scholarship, and Political 
Memoirs”, The Historical Journal, Vol.43, No.3, (September 2000), pp.873-876. 
33 当時，エムニート研究所が行った「首相を直接選挙で選ぶ場合，どちらに投票するか」という質問への
人気度調査によると，1988年から 1990年 5月までは，ラフォンテーヌがコールに差をつけていた。しか
し統一への取り組みへの進展，特に 7月 1日の通貨同盟の発足後は，コールがラフォンテーヌを上回った。
具体的な数値，人気度逆転の考察については，以下を参照。坪郷實『統一ドイツのゆくえ』（岩波新書，1991
年），124-130頁。 
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いた。東欧を射程に収める FOTL（射程：450km）計画中止だけでは，統一ドイツが加盟し
たとしても NATO はソ連の脅威とならないとソ連側に認識させるのに十分ではなかった。
統一ドイツの NATO 加盟を容認させるために，FOTL計画中止以上の，何らかの対ソ保証
措置が必要だった34。そもそも，この頃の NATO は国際環境の変容によって自らの存続を
問われる逆説に直面していた。NATOの前方展開戦力が〈導火線〉となり，核を持つ米国と
の全面戦争につながる恐れをソ連に惹起させ，武力行使を抑止させる〈対ソ封じ込め〉と，
西ドイツの軍事力を抑制させる〈瓶の蓋〉として機能する〈対独封じ込め〉の二重機能を持
つ NATO は，東欧の脱共産主義化と当地からのソ連軍撤退，ドイツ統一といった国際秩序
の再編期にあって，いかなる存在意義を持つのかが厳しく問われていた。 
 NATOの再定義が必要だった。 
 
第 2節 NATO再定義問題 
 
 1．英国のドイツ統一支持 
 第 5 章で見たように，欧州統合に組み込まれる限りにおいて統一ドイツを容認するとの
態度であったフランスに対しては，コールは EC統合のための西独・仏協調を打ち出せばよ
かった。問題は英国だった。3 月 24 日，サッチャーは英国首相の別荘のあるチェッカーズ
で著名な英国のドイツ研究者たちと懇談をもった。発起人であるサッチャーの外交顧問の
チャールズ・パウエル（Charles Powell）は，サッチャーに「我々はドイツ人にとってナイ
スであるべき」ことを説得する狙いがあった。29 日，毎年恒例の英・西独会議に参加する
ためケンブリッジを訪問したコールとゲンシャーをサッチャーは迎えた。晩餐会の席上，コ
ールはペーパーナプキンをウェストのところに広げて，サッチャーにこう言った。「これは
白旗です。あなたに対する私の降伏のしるしです」。晩餐会のテーブル演説で，サッチャー
は統一ドイツの NATO 加盟と米軍の駐留継続を主張するコールの断固とした立場を歓迎す
る言葉が続いた。「コール首相はつねに北大西洋同盟に対する確信に満ちた，信頼できる同
調者であった。（…）NATO軍の中心戦力は引き続きドイツに駐留しなければならない」。3
月 30日，サッチャーは英独協議での演説で統一の条件として三つを挙げた。 
  ①統一ドイツの NATO加盟。 
  ②ドイツ領内でのNATOの核戦力の配備継続。 
  ③米英軍のドイツ領域への駐留継続。統一後，英軍の一部 5万 5,000人の撤退。 
 これは米国と西ドイツの構想と同じものであり，西ドイツはサッチャーがようやく改心
したと判断した。4 月 2 日，ボンに戻ったコールは，連邦首相府のテルチク，ザイタース，
カストルップとゲンシャー外相，シュトルテンベルク国防相，国防省参謀本部のクラウス・
ナウマン（Klaus Naumann）少将らと会合を持ち，北大西洋条約第 5条および第 6条は全
ドイツに適用されなくてはならないことで一致した。同条約が旧東ドイツ領内に適用され
るのは統一の日からかソ連全軍の撤退完了日かについては今後の課題とした。ここでコー
ルはソ連軍撤退の時期を明確に取り決めるべきと主張した。またコールは，先日のサッチャ
                                                   
34 Mary Elise Sarotte, 1989: The Struggle to Create Post-Cold War Europe (Princeton: Princeton 
University Press, 2009), pp.169-173. 
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ーとの会談の様子に言及し，サッチャーとの和睦に成功したことを報告した35。 
 米国，西ドイツにとっての課題はソ連の統一ドイツの NATO加盟容認のみとなった。 
 
 2．米ソ首脳会談 
 5月 16日から 19日の旅程で，5月末に予定している米ソ首脳会談の準備のためベーカー
はモスクワを訪問した。最初の 2日間，ベーカーはシュワルナゼと会ったが，実りのない会
談に終わった。軍縮については STARTで進展が見られず，ソ連軍部の突き上げがあってか，
シュワルナゼは統一ドイツの連邦軍の兵力上限を「2 プラス 4」で扱うよう要求してきた。
ベーカーはこうした問題はCFE交渉で扱われるべきとこれを拒否した。さらに悪いことに，
ソ連では分離独立問題が緊迫していた。発端は 3 月のリトアニアのソ連からの独立宣言で
あった。分離独立問題が抱えるソ連中央にとっての大問題をジョージア出身のシュワルナ
ゼはベーカーにこう伝えている。「リトアニアのソ連からの分離を認めると仮定しましょう。
次に何が起きると思いますか。いいですか，モルダヴィアが同じことを言いだします。ジョ
ージアも，アルメニアも，アゼルバイジャンも，ウクライナも。そうなると最悪の事態を招
きかねません」。最悪の事態とはソ連解体を指していることは言うまでもない。ソ連が経済
問題，分離独立問題という国内問題を山積する中，とても軍縮問題やドイツ統一問題に取り
組める状態ではないという印象をベーカーは感じ取った36。 
 ベーカーがシュワルナゼとの会談を終えたその日の夜，翌日からのソ連側との事務協議
を持つにあたり，ベーカーと同行した国務省のゼーリックはロス政策企画室長，ザイツ欧州
担当国務次官補，NSC のライスをホテルの自室に呼び出し，ある案を披露した。それは，
これまで「2 プラス 4」政務局長レベルで積み上げてきた審議概要を整理したものであり，
ソ連側の持つ多くの懸念に答えることが期待される以下の「9項目保証」であった。 
  ①中欧を含む欧州全域の通常戦力削減交渉を継続し，CFE条約の早期調印を目指す。 
  ②CFE条約調印後，SNF軍備管理交渉を推進する。 
  ③ドイツは核，生物，化学兵器を製造も保有もしないという約束を再確認する。 
  ④NATO は，状況の変化に対応するような通常戦力および核戦力双方の兵力規模と戦
略について総合的な再検討を行う。 
  ⑤ドイツは，ソ連軍が東ドイツから撤退するための移行期間を設けることに同意した。 
  ⑥NATOの戦力は，移行期間中，旧東ドイツ領に駐留しない。 
  ⑦ドイツは，その国境線について確固たる約束をし，統一ドイツの領土は西ドイツ，東
ドイツ，およびベルリンに限ることを明確にする。 
  ⑧CSCEプロセスをさらに強化する。 
  ⑨ソ連とドイツの経済的結びつきは，ペレストロイカを促進するように，満足のいくよ
う処理されねばならないと米国は考えている。もちろんこの問題は，二つのドイツ国
家がソ連と討議するものである。 
 翌日，事務協議に参加するゼーリックはソ連側のクヴィチンスキーらに「9項目保証」を
提示したが，彼は検討すると応じるのみであり，統一ドイツの NATO 加盟に反対するばか
                                                   
35 高橋『歴史としてのドイツ統一』，279頁。；ホルスト・テルチク（三輪晴啓・宗宮好和訳）『歴史を変え
た 329日―ドイツ統一の舞台裏』（NHK出版，1992年），218-220頁。 
36 ベーカー『シャトル外交』，512頁。 
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りであった37。同じ頃，ベーカーはゴルバチョフと会談していた。この時，ゴルバチョフは
以前には見られなかったような米国のソ連に対する態度への疑問を投げかけた。 
  「米ソ関係の重大な局面を注意深く眺めると，米国がソ連よりも有利な立場を確保しよ
うとしているように感じることがあります。以前なら，私はこの印象を心に留めたまま，
密かに監視し続けました。しかしいまの米ソ関係を考えると，私には打ち明ける義務が
あると思ったのです」 
 その例として，東欧問題が言及された。 
  「私は，米国の政策の一部は，東欧をソ連から引き離す目的で推進されてきたとの情報
を得ています。ご存知の通り，私は東欧諸国自体がソ連から離れることを望んでいるな
ら引き留めないという態度です。それについては問題ありません。しかし何者かが彼ら
にそうするよう仕向けたとなれば，話は違います。」 
 ドイツ統一問題が続く。 
  「〔ドイツが統一すれば〕そうなると，戦略的均衡にきわめて深刻な変動が起きます」 
 さらにゴルバチョフは，米国がソ連の EBRD（欧州復興開発銀行）加盟を阻もうとして
いることにも不快感を示した。 
 これにベーカーは「米国にはモスクワの難儀につけこむつもりはないし，東欧をソ連から
引き離すつもりもありません。（…）ソ連がなおもキューバ，ヴェトナム，カンボジアなど
に年間 100 億から 150 億ドルの巨額の援助を続け，きわめて高い国防予算を計上している
状況では，EBRD を通じた融資という形で，米国の納税者のカネを使って対ソ経済援助を
行うことを正当化するのは難しいのです」ときっぱり返答した。ここでベーカーはゼーリッ
クから伝えられた例の「9項目保証」をゴルバチョフに伝えた。ゴルバチョフはベーカーの
説明を聞きながらメモを取り，これらの対策には大いに賛成だと言明した。しかし統一ドイ
ツのNATO加盟は認められないと述べた。シュワルナゼも口をそろえてこう発言した。「そ
んなことになれば，ペレストロイカは終わりです。ソ連国民は我々を〈勝者〉ではなく〈敗
者〉と見なすでしょう」38。米国外交団はソ連が置かれている厳しい国内状況からドイツ統
一問題，具体的には統一ドイツの NATO加盟を容認することは難しいということを把握し，
帰国の途についた。米国には統一ドイツのNATO加盟以外の〈プラン B〉はなかった39。 
 第 6章で触れたように，ソ連には統一後のドイツの同盟方針として，NATO，ワルシャワ
条約機構への〈二重加盟論〉などを検討していたが，同案はアイディアの域を出ていない状
況であった。マトロック駐ソ大使は，むしろソ連はドイツ統一容認との関連で，西側からの
〈型破りの方策〉（unconventional recipes），例えば，ドイツ連邦軍の上限設定，ドイツ配
備の地上発射型 SNFの撤去，暫定的なソ連軍のドイツ駐留などの措置を求めていると分析
していた。マトロックは，ワシントン宛の公電で，抜本的な NATO 戦略の改革がカギとな
ろうと結論付け，「2プラス 4」が進展し，ソ連の立場が明確になり次第，西側の〈型破りな
方策〉の内容を詰めていく方針を示していた40。 
                                                   
37 Zelikow & Rice, Germany Unified and Europe Transformed, pp.263-265. 
38 ベーカー『シャトル外交』，513-521 頁。；キースラー&エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』，150-152 頁。
〔  〕内は筆者による補足。 
39 “Condoleezza Rice on German Reunification”, Spiegel Online, September 29, 2010. 
40 “FM AMEMBASSY MOSCOW TO SECSTATE WASHDC IMMEDIATE 6886, Subject: Can a United 
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 ベーカーのモスクワ訪問と入れ替わりで，先に言及したようにコールは訪米していた。両
首脳は，後に中止が発表された FOTL計画のみならず，統一ドイツの NATO加盟との関連
で，米国の軍事プレゼンスについても議論していた。ブッシュは「ソ連軍撤退は欧州におけ
る米軍部隊の駐留問題と絡ませてはいけない」と強調した。〈パラレリズム〉の懸念である。
コールは次のように返答した。「米国の軍事プレゼンスが同盟の核心的要素であることに変
わりはありません。欧州とドイツに米軍が配備されないような NATOは想像もできません。
CSCEはNATOの代わりになりません。NATOが解散するようなことがあれば，ノルウェ
ーやベネルクス三国のような小国の安全は脅かされることになります。ソ連兵はわずか
600km，米兵は 6,000km も撤退することになるのです。（…）欧州の人々が米国の欧州か
らの撤退を許すなら，それは政治上，戦後最大の誤りとなります。それゆえ，大統領からゴ
ルバチョフにドイツが NATO の一員であることはドイツ人にとっても米国にとっても死活
問題であると伝えることが重要でしょう」。会談後の記者会見で，ブッシュは「ドイツ統一
の方法と目標の問題で完全に意見が一致した」とし，「1989年 5月，西ドイツに『リーダー
シップのパートナー』となることを提案したが，いまやそれは完全に現実のものとなった」
と述べた41。 
 ブッシュ政権は 5 月末から 6 月初めにかけて，ワシントンでゴルバチョフとの首脳会談
を目前に控えていたが，この頃には，ゴルバチョフがソ連国内で置かれている厳しい政治的
立場を把握しつつ，西ドイツとともに NATO 加盟を継続した形でのドイツ統一の共同歩調
を盤石なものにしつつあった。政権中枢は，今回の米ソ首脳会談でドイツ統一問題を大きく
進展させることを睨んでいた42。5 月 30 日，ワシントンにゴルバチョフ率いるソ連外交団
が到着し，米ソ首脳会談が始まった。ブッシュ政権の予想通り，会談中，ドイツ統一の NATO
加盟問題がソ連の最重要事項として多くの時間が割かれた。なお，昨年のマルタ会談直後に
策定された対ソ方針として，ジャクソン＝バニック修正条項を放棄し，ソ連に最恵国待遇を
認め，ソ連との経済協力を推進するという方針は，リトアニア情勢をめぐり，見送られた。
5 月 1 日，上院は 73 対 24 で，ソ連がリトアニア問題を解決するまで，米ソ間貿易を自粛
する決議を採択したばかりであった。この頃，ソ連に対して「ソフト」であると批判されて
いたブッシュ政権であったから，米ソ間貿易自粛の判断は議会の民主党員や共和党保守派
への配慮の側面があった43。 
 ともかくもドイツ統一問題が会談の主要議題であった。ゴルバチョフはブッシュにこう
言った。「あなたも船乗りだったからお分かりと思いますが，錨は一つあれば良いですが，
二つあればもっと良いでしょう」。統一ドイツを東西両同盟に加盟させる〈二重加盟論〉が
出された。「錨は二つもあると，どう考えても巧く機能するとは思えませんね」。ブッシュは
こう答え，NATO に加盟する統一ドイツこそが最善策だと強調した。ブッシュは国家の同
                                                   
Germany remain in NATO? Many Soviets Think So, But Seek “Unconventional Recipes”, and More 
Ideas from the West (MAY 90)”, Department of State, FOIA. 
41 “Meeting with Chancellor Kohl, Federal Republic of Germany (The White House May 17, 1990)”, 
OA/ID 91107-010, Presidential Memcons Files, GBPL.；テルチク『歴史を変えた 329日』，276-278頁。 
42 “Document No.96: Memorandum from Scowcroft for the President: Scope Paper-the Gorbachev 
Summit (Late May 1990)”, in Svetlana Sevranskaya & Thomas S. Blanton (eds.) The Last Superpower 
Summits: Gorbachev, Reagan, and Bush Conversations that Ended the Cold War (Budapest, Central 
European University Press, 2016), pp.653-655. 
43 George Bush and Brent Scowcroft, A World Transformed (Alfred A. Knopf, 1998), pp.225-227. 
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盟選択権を主権事項として尊重することを謳った「ヘルシンキ最終議定書」を持ち出し，議
定書に沿って考えれば，ドイツは自ら同盟を選択する権利を有するのではと切り出した。
「その通りですね」。肩をすくめてゴルバチョフはこう答えた。瞬く間に部屋は静まり返っ
た。ソ連外交団随員として同席していたアフロメーエフもファーリンは目配りをし，ひどく
狼狽した。ブラックウィルがブッシュに脇からメモを渡し，ゴルバチョフからもう一度同じ
発言を引き出すよう促した。「米国は統一ドイツのNATO加盟を支持します。もし彼らが離
脱を望めば，それも尊重します」。これにゴルバチョフは「同意見です」と答える。「〔私の
発言の〕後半部分にですか」とブッシュは問う。「すべての部分にです」とゴルバチョフは
きっぱりと答えた。アフロメーエフもファーリンも動揺を隠さなかった44。統一ドイツの
NATO加盟を容認することなど，共産党政治局の総意ではなかったからである45。米国にし
ても，この発言は驚くべきものだった。一連の会談が終盤に差し掛かった 6 月 2 日の晩，
ブラックウィルとライスはワシントンのソ連大使館を訪問し，翌日の共同記者会見で，ゴル
バチョフが統一ドイツは同盟選択権を有していることを是認する発言をしたことを発表し
て良いか問い合わせた。問題であればNSCに電話をする手はずとなっていた。ライスは一
晩待ったが，ソ連大使館からの電話は鳴らなかった46。6月 3日，米ソ首脳の共同記者会見
が開かれ，「我々はヘルシンキ最終議定書に則って，同盟選択問題はドイツ人によって決定
されるとの完全な合意に達した」と会談の成果が強調された47。首脳会談を終え，ホワイト
ハウスを離れるゴルバチョフにブッシュは言葉を投げかけた。「どうかお元気で。幸運を！」
48。ゴルバチョフにとっての課題は，ソ連国内の保守派からの攻撃に耐え，政権を存続させ
ることであった。このことは，ゴルバチョフとともに統一ドイツの NATO 加盟問題を決着
させたい米国と西ドイツにとっての課題でもあった。 
 
 3．NATO首脳会談 
 統一ドイツの NATO 加盟問題に懸念を示すソ連への保証措置としての NATO 再定義の
必要性については，ブッシュ政権内では特にベーカーが強く主張し，ゲーツ国家安全保障担
当次席補佐官を議長とする省庁間会議 ESSG（欧州戦略運営会議）による宣言案の検討作業
がすでに進められていた。すでに ESSG は 6 月に数度の協議を重ね，事務レベルで以下の
パッケージをまとめた。 
  ①旧敵国に対し，NATOに常駐リエゾン代表部を設置するよう呼びかける 
  ②CFEⅡ交渉に参加する国々が，最大で通常戦力の半分を削減すると約束する。 
  ③NATO の通常戦力を，複数国合同の指揮下に入る多国籍部隊に大きな重点を置く形
で再編する。 
                                                   
44 Jeffrey A. Engel, When the World Seemed New: George H.W. Bush and the end of the Cold War (New 
York: Houghton Mifflin Harcourt, 2017), pp.282-283. 
45 Vladislav M. Zubok, “With his back against the Wall: Gorbachev, Soviet Demise, and German 
Reunification”, Cold War History, Vol.14, No.4, (October 2014), p.639. 
46  “Condoleezza Rice on German Reunification”, Spiegel Online, September 29, 2010.；Michael 
Beschloss & Strobe Talbott, At the Highest Levels: The Inside Story of the End of the Cold War (Boston: 
Little Brown & Co., 1994), p.227. 
47 “News Conference of President Bush and President Mikhail Gorbachev of the Soviet Union (1990-
06-03)”, PPP. 
48 Beschloss & Talbott, At the Highest Levels, p.228. 
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  ④米国の核砲弾を撤去し，核備蓄を大幅に削減し，核兵器の最終手段（last resort）ド
クトリンを打ち出す。 
  ⑤SNFに関する軍備管理交渉において野心的で新しい目標を発表する。 
  ⑥NATOは柔軟反応と前方防衛に代わる新たな軍事戦略を策定すると約束する。 
  ⑦新たな CSCE機構を目指して，NATOは新たな紛争防止センターの設置に取り組む。 
 6 月 19 日，スコウクロフトのオフィスにベーカー，チェイニー，パウエル，その他関係
スタッフが集まり，ESSGの作成したパッケージについて議論した。まず，ワルシャワ条約
機構と NATO が常駐リエゾン代表部を設置することについては，国務省のゼーリックや
NSC のブラックウィルが提案したものであったが，これにバーソロミュー軍備管理・国際
安全保障担当国務次官や国防総省は「ひどいアイディア」と強く反対していた。だが，ベー
カーやスコウクロフトはすでにこのアイディアに賛成していたので，同案は残された49。
NATO・ワルシャワ条約機構の関係改善については，国務省のロス政策企画室長が，NATO
は不可侵を宣言し，ワルシャワ条約機構にもそれを求めるという一文を入れることを提案
した。通常戦力削減については，NSC の半減案が提示されたものの，スコウクロフトやザ
イツ欧州担当国務次官補は，こうした提案は時期尚早と反対意見を出したため，最終的に
「攻撃能力の一層の大幅な削減を模索する」という文言に落ち着いた50。核兵器に関する何
らかの宣言の必要性については，FOTL計画中止を議論していた時点で，スコウクロフト，
ベーカー，チェイニー，パウエルは合意していた。核兵器の最終手段ドクトリンの提案は
NSC のブラックウィルが発案したものであり，その意味するところは，核による防衛に依
存する度合いをより少なくし，早期第一撃という古い戦略から離脱することであった51。 
 こうして次期 NATO 首脳会談で発表予定の NATO 再定義の内容を盛り込んだロンドン
宣言案の骨子が固まった。ブッシュはこの大胆な提案を確実に実現するためには，通常の
NATO 本部での交渉を経るやり方は適切でないと考えた。というのも，官僚機構に宣言案
の交渉を委ねれば，内容のインパクトが弱まるばかりかリークの恐れもあったからである。
そこでブッシュは，コール，サッチャー，ミッテラン，イタリアのアンドレオッティ，そし
てヴェルナー事務総長に限って直接提案を送るという異例の手法をとった。米国の原案に
ついてコールとヴェルナーは賛成したが，英仏が反対してきた52。 
 6 月 27 日，ボンでは，テルチクが米国の原案の西ドイツ修正案を完成させ，コールから
の了承を受けていた。コールはゲンシャーと話し合った後，連邦首相府のテルチクとカスト
ルップ，国防省参謀本部のナウマン少将をロンドン宣言の調整のため極秘にワシントンに
派遣することを決定した。同日午後，NSC のブラックウィルに西ドイツ側からその旨が知
らされたが，すぐさまスコウクロフトから西ドイツ側に返電があり，テルチクらの訪米中止
が要請された。スコウクロフトは，米・西独間で話し合いを進めると，サッチャーが神経を
尖らせることを懸念しており，こうした事態を避けるようにヴェルナーからも要請があっ
                                                   
49 “Interview with Robert M. Gates”, George H.W. Bush Oral History, Conducted by the Miller Center, 
University of Virginia. 
50 高橋『歴史としてのドイツ統一』，339-340頁；森聡「ドイツ統一と NATOの変容―統一ドイツの NATO
帰属合意をめぐる政治と外交」菅英輝編『冷戦と同盟―冷戦終焉の視点から』（松籟社，2014年），270-271
頁。 
51 高橋『歴史としてのドイツ統一』，340頁。 
52 Ibid., 341-343頁；森「ドイツ統一と NATOの変容」，271-272頁。 
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たことを伝えた。以後，米・西独は宣言案のすり合わせ作業を，電話を通じて行うこととな
った53。最終的に，西ドイツ側による修正を経て，ロンドン宣言最終案に「大西洋同盟の中
の統一ドイツは（…）安定に必要不可欠な要素である」という文言が盛り込まれた。NATO
ロンドン首脳会談に向けた取り組みは，実質的にボンとワシントンが牽引し，これに NATO
が追従したことにより実現した54。 
 NATO 再定義は 6 月に二度にわたり開催されたゲンシャーとシュワルナゼの間のソ・西
独外相会談においても議論されていた。6 月 11 日，ベラルーシのブレストで二人は会談を
もった。かつてドイツ軍との戦闘で，シュワルナゼの兄弟の一人はブレスト要塞防衛戦で戦
死している。シュワルナゼとしては，ブレスト会談は独ソ戦の記憶を西ドイツ側に理解して
もらいたい狙いがあった。だが，当地はブレスト・リトフスク条約（1918 年）が締結され
た場所でもあることから，意味深なシグナルを与えかねなかった。早速ポーランドの新聞は
これに言及し，批判的な論調を展開していた。ゲンシャーはポーランド外相に事前に電話を
し，会談場所についての誤解することのないように説明に腐心した。ブレスト会談では，東
西の軍事同盟間に新たな関係を打ち立てることが確認された。この精神はすでに米ソ首脳
会談と 6月 7日のNATO外相会議で発表された「ターンベリー声明」として確認されてい
たものである。6 月 18 日には，西ドイツのミュンスターで，ゲンシャーとシュワルナゼは
再び顔を会わせた。当地は近代主権国家体制を確立させたウェストファリア条約（1648年）
が結ばれた場所である。シュワルナゼはゲンシャーに「ターンベリー声明」に満足し，今後
の進展はこの声明がどう実行されていくかにかかっていると伝えた55。翌月の第 28 回ソ連
共産党大会を控え，ここで保守派や軍部に巻き返しを図りたいシュワルナゼにとり56，西側
からのドラスティックな提案，つまりは NATO 再定義が必要だった。すでに西側には，ブ
ッシュ政権の事務レベル（ESSG），主要閣僚，ボンが中心となって策定したロンドン宣言
という答えがあった。 
 7 月 5 日，ロンドンで NATO 首脳会談が開催された。ここで，ブッシュは西側同盟にと
っての四つの課題を掲げた。第一に，NATO が以前の敵に協力の手を差し延べることであ
り，ブッシュは NATO にゴルバチョフを招待し，ワルシャワ条約機構加盟国の連絡事務所
を設置することを提案した。第二に，通常戦力の構造を変えること，第三に，核戦力は最終
手段としてしか投入してはいけないこと，第四に，CSCEの枠内で新欧州を創設すること，
をそれぞれ発表した。同時に，ブッシュは〈欧州の非核化〉は否定するが，ソ連全軍がドイ
ツから撤退すれば，核砲弾を撤去する用意があるとも表明した57。6日には，ロンドン宣言
が発表された。先のブッシュ演説の要素を盛り込んだ同宣言では，欧州分断の克服としての
ドイツ統一を歓迎する文句が謳われ（第 3パラグラフ），NATOはワルシャワ条約機構をも
はや敵とみなさず，不可侵を約束し（第 6パラグラフ），ソ連・東欧諸国とともに NATOに
リエゾン代表部を設置することを提案する（第 7パラグラフ）が示された。また，戦争抑止
のための核戦力の保持（第 15パラグラフ），欧州の政治的，軍事的変容に伴い，今後 SNF
                                                   
53 テルチク『歴史を変えた 329日』，335頁。 
54 Sarotte 1989, p.176. 
55 キースラー&エルベ『ドイツ統一の舞台裏で』，157-161頁。 
56 森「ドイツ統一と NATOの変容」，269頁。 
57 テルチク『歴史を変えた 329日』，346-347頁。 
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の役割が著しく低下していくこと（第 16パラグラフ），前方防衛から離れ，核戦力への依存
低下を反映させるために柔軟反応を修正する意向（第 20パラグラフ）などが明記された58。
ロンドン宣言は，第 28回ソ連共産党大会でゴルバチョフ，シュワルナゼがソ連指導部にと
どまるための追い風として働いたが，ソ連軍部や保守派には不満が燻ぶっていた。アフロメ
ーエフ元帥は，ロンドン宣言を〈プロパガンダ・レトリック〉に過ぎないと捉えていた59。
高まる保守派の不満を抱えながらも，ペレストロイカを進めなくてはならなかったゴルバ
チョフには今度は，実質的な西側からの経済援助を引き出すことが緊急課題であった。 
 なお，NATO の核の最終手段ドクトリンを支える戦力である TASM 導入論については，
NATO 国防相会議で議論される運びとなったが，10 月 18 日のイタリアのタオルミーナで
開催された国防相会議で，米国は TASM 導入中止を発表した。チェイニーは「上空発射型
ミサイルの構想をすべて放棄するものではない」としたものの， 12月に全ドイツ選挙を控
えたコール政権への配慮から，米国は TASM 導入を事実上棚上げにした。同会議では，
TASM導入中止以外に，在欧 SNFの 80％削減も発表された60。 
 
第 3節 ドイツ統一，ソ連解体，冷戦終結 
 
 1．西ドイツの対ソ経済支援 
 東西ドイツ間では統一の対内的問題の解決が著しく進展していた。1990年 7月 1日，東
西ドイツ間で，経済・通貨・社会同盟の創設に関する国家条約（第一国家条約）が成立し，
東ドイツに西ドイツのドイツ・マルクが通用するようになった。7月 6日からは，西ドイツ
基本法 23条に基づいて東西ドイツを統一させる統一条約（第二国家条約）交渉が開始され，
8月 31日に調印された。東ドイツの再編も進み，7月 23日には東ドイツの県が廃止され州
が導入された。1990 年 12 月に予定している統一ドイツの最初の連邦議会選挙である全ド
イツ選挙を施行する選挙条約については，8月 22日に東ドイツ人民議会が可決している61。
ソ連指導部が当初好ましいとしていた〈二つのドイツ〉は名実ともに消滅しつつあった。 
 NATOロンドン宣言に後押しされ，ゴルバチョフは辛うじてソ連指導部にとどまったが，
ソ連国内といえば，深刻な政治・経済的危機にあった。1990年 4月下旬，ソ連国内の銀行
は破綻寸前にあり，当地で営業する西側の銀行は次々とソ連から引き揚げ始めていた。西側
の銀行なくしては，ソ連は輸入製品の支払いができない。ソ連各地の空港や商業港には，支
払いを待つ消費財を含む輸入製品が山積みになり，それらの都市部への輸送が滞り始めて
いた。さらに，ソ連の銀行は，東ドイツに駐留するソ連軍将兵の給与や駐留コストを賄えな
くなっていた。ソ連の経済状況はゴルバチョフ体制の危機につながりつつあった。もとより，
ソ連は深刻な食糧供給問題に直面しており，都市部には消費財が輸送されず，ソ連国内の商
店の棚には製品が空っぽという状況が何日も続いた。国民はこうした経済状況を打開でき
                                                   
58 ロンドン宣言全文は以下を参照。〈http://www.nato.int/docu/comm/49-95/c900706a.htm〉2018年 8月
25日閲覧。 
59  Andrei Grachev, Gorbachev’s Gamble: Soviet Foreign Policy and the End of the Cold War 
(Cambridge: Policy, 2008), p.190. 
60 『朝日新聞』1990年 10月 18日。 
61 高橋『歴史としてのドイツ統一』，365頁。 
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ないゴルバチョフ政権に怒りの矛先を向け始めた。5月 1日，モスクワの「赤の広場」での
メーデーに出席したソ連共産党政治局幹部はレーニン廟を離れざるを得ない事態にまで追
い込まれた。急進派と合流したソ連国民が大挙して「赤の広場」に乱入したからである。西
側のメディアはこの様子を，国際情勢の不安定化につながり得るソ連の危機と報じた62。急
進派の旗手はボリス・エリツィン（Boris Yeltsin）であった。 
 こうした状況下のソ連は西ドイツとの経済協力を模索していた。1990年 1月 7日，シュ
ワルナゼ外相の指示を受けたクヴィチンスキーは，テルチクに電話をかけた。その内容はソ
連が西ドイツからの食糧援助を欲しているというものであった。1月 8日，コールを交えて
の新年最初の朝の情勢協議が連邦首相府内で開かれた際，テルチクは昨日のソ連側からの
要請について報告した。これを受けコールはイグナツ・キーヒレ（Iganz Kiechle）農業大
臣に電話をし，西ドイツとして短時間でどれだけの食肉が用意できるかを調べるよう指示
した。コールはキーヒレ農業大臣からすぐに回答を得た。西ドイツ側には 4 週間から 6 週
間以内に 12 万トンの食肉を援助する用意があるというものであった。5 月初旬，今度は，
ソ連は金融支援の要請を西ドイツ政府にしてくるが，これにコールは，ゴルバチョフを支援
すべく，50 億マルクの借款を行うことを決心した。ゴルバチョフ政権が倒れれば，ドイツ
統一の可能性は一段と遠のいてしまう。そうであったから，西ドイツはゴルバチョフ政権を
支えなくてはならない。ドイツ統一を見据えていたコールは対ソ支援が早ければ早いほど
その効果が大きいと確信していた63。コールは，弱体化しつつあるゴルバチョフ政権を存続
させ，ドイツ統一の言質を引き出すべく，対ソ経済支援をどの西側諸国よりも積極的に打ち
出すのであった。西ドイツのこの方針が具体性を帯びるのは，5 月 22 日にコールからゴル
バチョフに送られた一通の書簡であった。22 日の夜，テルチクはソ連の駐西ドイツ代理大
使にコールの書簡を手渡した。書簡には，次のことが記載されていた。 
  私〔コール〕は，ゴルバチョフ大統領が目前に迫った難しい経済的局面を打開し，国際
金融関係の新秩序をつくるのを支援する決心をしました。西ドイツ政府が保証する 50
億マルクの無条件の金融借款を緊急に〔ソ連に〕供与することを申し出ます。これは西
ドイツ政府にとって極めて大きな政治的努力を要するものです。したがって，ソ連政府
がこれと同じ精神で「2プラス 4」会議の枠内で万全を尽くし，年内にも懸案の問題の
建設的な解決がみられるように，必要な決定を引き出すことを期待します。 
 ここで記された対ソ長期借款問題について，コールは「すべての西側諸国が共同で努力す
ることが必要である」と指摘し，米国政府，EC，G7などのパートナーと協力するつもりで
あるとした64。これはゴルバチョフにとっては望ましい提案であった。コールの言う「懸案
の問題」とは言うまでもなく，NATO に加盟した形でのドイツ統一にソ連が言質を与える
か否かの問題である。 
 西ドイツとは異なり，米国からの対ソ経済援助の見込みは少なかった。ブッシュ政権は，
ソ連が国家資源を軍事部門から引き揚げたり，地域紛争を助長する国々への支援を止めれ
ば，対ソ経済援助はあり得るとの態度をとっていたからである。統一の言質をソ連から得る
                                                   
62 Zubok, “With his back against the Wall”, pp.636-637. 
63 テルチク『歴史を変えた 329日』，115-116，262-273頁。 
64 Ibid., 282-283頁。〔  〕内は筆者による補足。 
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ためには多額の経済援助も厭わないとしていた西ドイツには，すでにその用意があった。西
ドイツ政府内では，統一後の連邦軍の兵員に上限を設けることを条件に旧東ドイツ領内か
らのソ連全軍の速やかな撤退をゴルバチョフに求めることについても議論されていた。こ
の件を，7月 9日から 2日間開催された G7ヒューストン・サミットを活用し，テルチクは
スコウクロフトに伝えている。これに当初スコウクロフトは消極的だったが，やがてテルチ
クとともに，同案について西ドイツ政府は連邦軍の兵員上限について CFE条約調印を機会
に拘束的義務を負うとし，その実行は旧東ドイツ領内からのソ連全軍撤退と連携させると
の見解で一致した65。ドイツが自国の軍事力に自ら制限を課すことでソ連に撤退を要求する
正当性を得られると同時に，ソ連軍撤退問題を，西ドイツとソ連の二国間問題と捉えること
で，米ソ全軍撤退を結びつける〈パラレリズム〉を阻止できることから，同案はブッシュ政
権にとって重要な意味があった。G7サミットを終え，ホテルに戻ったテルチクはボンのソ
連大使館がコール宛のゴルバチョフからのメッセージを伝えてきたと報じるテレックスを
受けとった。そこには，スタヴロポリでソ連と西ドイツの首脳会談を行いたい旨が伝えられ
ていた。西ドイツはこれを，ドイツ統一の対外的問題解決に向けた，さらなる進展が見込め
る機会と捉えた66。 
 
 2．ソ連のドイツ統一容認 
 西ドイツとソ連の首脳会談は，モスクワで行い，そこからスタヴロポリに場所を移す日程
が組まれた。モスクワへ向かうコール一行には，ドイツ統一問題を解決できるという期待は
大きかった。すでに対ソ経済支援の一環として食糧援助や 50億マルクの借款から，SNF近
代化計画中止を含む核ドクトリン変更を盛り込んだロンドン宣言といった安全保障上の保
証措置を，西側はソ連に向けて与えていたからである。コールとしては，今回の首脳会談で
三つの合意，①旧東ドイツ領内からのソ連軍撤退，②統一ドイツの NATO 加盟，③統一に
よる完全な主権の回復を期待しており，その見返りとして，西ドイツとしては，①対ソ経済
支援，②ドイツ連邦軍の上限設定，③ソ連に対し広範な安全を保証する二国間協定締結の用
意があった。無論，コールはこうした二国間の取り決めが，〈ラッパロの再来〉と映らない
ように努めることを理解していた67。 
 7 月 15 日の朝に始まった首脳会談には通訳以外にテルチクとチェルニャーエフのみが同
席した。ゴルバチョフはコールに対してこう語った。「私は戦争が始まったとき 10 歳でし
たが，何が起こったかは今も非常によく覚えています。だから我々の世代が特殊な体験をし
ているとのコール首相の考えに同意します。もし今，大きなチャンスの扉が開かれているの
であれば，それを利用し，活かすのが我々の世代の課題です。その際，誰が勝ち，誰が負け
たかはさして問題ではないという事実は，とりわけ私にとって感銘深いです。世界は一つで
あるとの理解は共通のものですから」68。この日の会談で，コールははっきりと今回の会談
で合意したい事項として，①旧東ドイツ領内からのソ連軍撤退，②統一ドイツの NATO 加
                                                   
65 Ibid.,355-358頁。 
66 Ibid., 359頁。 
67 Hans Jürgen Küsters, “The Kohl-Gorbachev Meetings in Moscow and in the Caucasus, 1990”, Cold 
War History, Vol.2, No.2, 2002, p.198. 
68 テルチク『歴史を変えた 329日』，370-371頁。 
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盟，③ドイツ連邦軍の上限設定の三点をゴルバチョフに伝えた。これにゴルバチョフは「万
物は流転します」と言い，「いますべての問題を解決し，将来のための作業について決断を
下すべきときが来ました」と語った。ゴルバチョフはブッシュ大統領の進めた米ソ関係の改
善が非常に重要であったとし，先般の米ソ首脳会談が大きな意味を持ったとコールに伝え
た。コールは，ドイツ・ポーランド国境は〈東進〉することはないと説明し，ゴルバチョフ
は国境問題に加えて，統一ドイツは核，生物，化学兵器の保有をしないこと，旧東ドイツ領
内に NATO の軍事構造は拡大されてはならず，旧東ドイツ領内のソ連軍駐留については，
移行期の取り決めが必要であること，戦勝 4 ヵ国の権利と責任は消滅されるべきことをコ
ールに伝えた。コールは即座に反応した。「このこと〔戦勝 4ヵ国の権利消滅〕は統一と同
時にドイツが完全な主権を獲得することを意味しますか」。「もちろんです」とゴルバチョフ
は返答した。さらにコールはこう切り出した。「NATOの〔活動〕範囲は，ソ連全軍撤退後
に，旧東ドイツ領内に拡大すべきということですか」。ゴルバチョフはこれにこう答えた。
「統一ドイツは NATOに残留できましょう。しかし実際には（de facto），旧東ドイツ領内
にソ連軍が駐留する限り，旧東ドイツ領内は NATO の〔活動〕範囲には属さないでしょう
ね。（…）「法的には（de jure），ドイツはNATOに加盟できます」。コールはソ連軍の地位
についての協定作成を直ちに始めることをゴルバチョフに伝え，これにゴルバチョフは，戦
勝 4ヵ国の権利と責任は消滅する，統一ドイツは完全な主権を回復する，統一後の 3～4年
間，旧東ドイツ領内のソ連軍駐留に関する別個の条約が必要である，と要点をまとめた69。 
 モスクワでの会談を終えた二人は飛行機でスタヴロポリに向かい，スタヴロポリ空港か
らヘリコプターでアルヒーズ村へと向かった。スタヴロポリは独ソ戦の最中にドイツ軍の
侵攻にあっている。7月のコーカサス山脈麓のアルヒーズ村は，ちょうど収穫が終わったば
かりの豊かな穀物畑が広がっていた。ゴルバチョフはスタヴロポリとアルヒーズにコール
を招待したことについてこう振り返る。「目まぐるしく状況が変わるなかで，モスクワから
多少距離を置いたところで話をしたいと思ったからです。（…）我々は，喧嘩をするのでは
なく，話し合いをするために集まるのですから」。自分の故郷で西ドイツとの会談をもった
理由として，「自分はこのような環境に住み，こんなきれいな場所で育ったことをコールに
伝えたかった」と随行したソ連の儀典局長はゴルバチョフの心境を推し量る。ゴルバチョフ
は，ドイツ統一容認という答えを出す前に，独ソ戦の辛い過去をコールの心に刻み込んでも
らいたかった。少年時代，ゴルバチョフはドイツ占領下の故郷で悲惨な体験を強いられてお
り，コールもルートウィヒハフェンで連合軍の爆撃を経験している70。 
 コーカサスの会談場所に到着した一行はリラックスした状態で小川を散策し，親交を深
めた。宿舎に戻る途中，ゲンシャー外相は誰かが腕を引っ張るのを感じた。ライサ・ゴルバ
チョフ（Raisa Gorbachev）夫人であった。「ゲンシャーさん，ドイツもここで約束しなけ
ればなりません。ドイツも何かを与えなければなりません。ゲンシャーさん，あなたはそれ
を守らなければなりません。すべてです」。ゲンシャーはライサの手を握り，こう語った。
「信じてください。我々はどの問題でも歴史から学びました。あなたのご主人がここで何を
                                                   
69 Küsters, “The Kohl-Gorbachev Meetings in Moscow and in the Caucasus, 1990”, pp.200-211.〔  〕
内は筆者による補足。 
70 山内聡彦・NHK取材班『ゴルバチョフが語る冷戦終結の真実と 21世紀の危機』（NHK出版新書，2015
年），211-213頁。 
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なすか，私は十二分に知っています。すべてはうまくいくでしょう」71。 
 アルヒーズでの首脳会談で，コールとゴルバチョフは共同記者会見を行い，両首脳が合意
した 8項目が発表された。 
  ①統一ドイツは，西ドイツ，東ドイツ，ベルリンで構成される。 
  ②統一が完了した時点で，4ヵ国の権利と責任は完全に廃止され，統一ドイツは一切の
規制なき主権を享受する。 
  ③統一されたドイツは，CSCE最終議定書に沿って，自らが所属する同盟を選ぶことが
できる。西ドイツ政府は，統一ドイツが NATO 加盟国になるべきとの見解を有して
おり，この見解は東ドイツによっても共有されていると確信している。 
  ④統一ドイツとソ連は，3～4 年以内に東ドイツからソ連軍が撤退するための協定を結
ぶ。同時に，東ドイツへのドイツ・マルクの導入の影響には，暫定協定で対応する。 
  ⑤ソ連軍部隊が旧東ドイツ駐留を続ける限り，NATO 構造（部隊）は旧東ドイツに配
備されることはない。北大西洋条約第 5 条および第 6 条は統一後即時に適用される。 
  ⑥ソ連軍が旧東ドイツに駐留を続ける限り，西側 3 ヵ国の部隊はベルリンに留まる。
西ドイツは，西側 3ヵ国の政府とベルリンでの駐留部隊に関する協定を結ぶ。 
  ⑦西ドイツ政府は，ウィーンでの CFE交渉において，3～4年の間に統一ドイツの兵力
水準を 37 万人にまで削減するとのコミットメントを宣言し，その削減派 CFE 条約
の発効時に効力を発するものとする。 
  ⑧統一ドイツは，核，生物，化学兵器の開発と備蓄，使用を放棄し，引き続きNPTの
加盟国となる。 
 ソ連はついに NATO に加盟した形でのドイツ統一を容認した。その後，ソ連と西ドイツ
はソ連軍撤退経費などに関する四本の二国間協定を決着させ72，西ドイツが旧東ドイツ領内
からのソ連軍撤退経費を賄うことで合意した。会談を終えたコールはブッシュに電話をか
け，会談内容の報告を行った。詳細な報告を行うコールに，ブッシュはただ簡潔に「感動的
だ」と言い，ソ連軍撤退とパラレルに米軍撤退をゴルバチョフが要求したかどうかについて
のみコールに尋ねた。「ジョージ，その問題は全く問題にならなかったし，ゴルバチョフも
言及しなかったよ。私はドイツに米軍が駐留し続けることは当然と伝えたし，彼もこれを否
定しなかった」とコールは答えた。これを聞いたブッシュは「おめでとう。我々はあなたの
リーダーシップと成果を歓迎し，あなたのことを誇りに思う」と賛辞の言葉を送った73。 
 アルヒーズの寒村でのゴルバチョフの決断により，ドイツ統一問題は実質的に決着した。 
 7 月 17 日，アルヒーズ会談を終えたシュワルナゼ外相は第 3 回「2 プラス 4」会議に出
席すべく，パリへと向かった。シュワルナゼの側近セルゲイ・タラセンコ（Sergei Tarasenko），
ステパノフ（T. G. Stepanov-Mamaladze）は自分たちの仕える外相からソ連がドイツ統一
を容認したとの事後報告を受け，驚きを隠さなかった。「長い間頑なに反対してきたのに，
どうしてほんの数時間でドイツ統一のすべての障壁を取り除いてしまったのか」とステパ
                                                   
71 高橋『歴史としてのドイツ統一』，359頁。 
72 森「ドイツ統一と NATOの変容」，275-276頁。 
73 “Memorandum of Telephone Conversation, Subject: Telcon with Chancellor Helmut Kohl of Germany 
(July 17, 1990)”, OA/ID 91111-007, Presidential Telcon Files, GBPL. 
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ノフはいぶかっていた74。パリの第 3回「2プラス 4」，シュワルナゼは先般の西ドイツとの
二国間会談での合意事項を関係国外相に伝え75，モスクワで開催予定の第 4回「2プラス 4」
会議（1990 年 9 月 12 日）で戦勝 4 ヵ国の権利と責任を放棄し，統一ドイツが完全な主権
を享受することを規定するドイツ最終規定条約に調印することで合意した。パリではポー
ランド外相も出席し，ドイツ・ポーランド国境問題も解決し，その成果が 11 月 14 日に調
印されたドイツ・ポーランド国境条約となった。ドイツ統一の期日については，当初の計画
では，モスクワでの「2 プラス 4」会議が終了し，戦勝 4 ヵ国以外の欧州諸国に対しては，
11月の CSCEパリサミットで報告をした後とされていた。しかし，東ドイツ国内情勢によ
り統一が早まったため，戦勝 4ヵ国以外の欧州諸国に対しては，10月 1日から 2日にニュ
ーヨークで開催された CSCE 外相会議で急遽説明がなされた。統一がさらに急がれた。東
ドイツのロタール・デメジエール（Lothar de Mazière）首相は，人民議会で次の決議を採
択した。「人民議会は〔CSCE外相会議直後の〕10月 3日を期して，ドイツ民主共和国が基
本法 23 条に従ってドイツ連邦共和国基本法の適用領域に加入することを宣言する」76。か
くして，1990 年 10 月 3 日，東西ドイツは統一を果たした。その日の夜，分断の象徴たる
壁が取り壊されたベルリンでは，統一を祝福する 100 万人の群衆が集まった。ベルリンの
壁の崩壊からわずか 1 年足らずで，米ソの直接武力衝突を誘発することなく，平和的にド
イツは統一したのであった。 
 
 3．ソ連解体と冷戦終結 
 1990年 11月 19日には CSCEパリサミットが開催され，ブッシュ，ゴルバチョフを始め
とする 34ヵ国代表と EC，国連関係者が一堂に会した。サミットに際し，16ヵ国のNATO
加盟国，6ヵ国のワルシャワ条約機構加盟国は，CFE条約，NATO・ワルシャワ条約機構の
敵対関係終結を謳う「22ヵ国共同宣言」に調印した。パリで，全参加国 34ヵ国からコール
はドイツ統一の承認を受けた。サミット 2 日目の 20 日，コールは次の諸点を挙げながら，
統一ドイツが欧州新秩序の平和の礎となることを強調した。まず 11 月 14 日のドイツ・ポ
ーランド国境条約で，オーデル・ナイセ線を両国間の国境と確認したことを改めて示した。
続いて統一ドイツは，引き続き，NATO，EC，NPTに加盟することを述べ，さらには前日
に調印された CFE条約に付加された「連邦軍の兵員上限に関するドイツ政府宣言」を踏ま
え，統一ドイツの兵員を 37万人とすることを提示した。最終日には，東西対立終結を謳う
「パリ宣言」が採択され，欧州新秩序の到来を予感させるムードが漂った。だが，ソ連軍部
や保守派の不満は頂点に達しようとしていた。CFE 条約調印式に参加していたソ連のヤゾ
フ国防大臣はソ連側随行員にこう言い放った。「この条約は，一発の銃弾も放たれずに，我々
が第三次世界大戦に敗北したことを意味する」77。 
 ドイツ統一を見届けたブッシュ政権にはソ連と核問題に取り組むという次なる課題があ
った。戦略核については，移動式 ICBMも限定的に規制対象とする78，STARTⅠが 1991年
                                                   
74 Zubok, “With his back against the Wall”, p.642. 
75 エドアルド・シュワルナゼ（朝日新聞外報部訳）『希望』（朝日新聞社，1991年），226頁。 
76 坪郷『統一ドイツのゆくえ』，69-70頁。〔  〕内は筆者による補足。 
77 Grachev, Gorbachev’s Gamble, p,190. 
78 STARTⅠでは，ソ連の SS-24，SS-25，米国の MX ミサイルはこれまで移動式 ICBM として実験され
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7月に調印された。SNFについては，対ソ軍備管理交渉開始の前提条件である CFE条約調
印がなされたため，米国の SNFの軍備管理政策が本格始動しようとしていた。NATOロン
ドン宣言の作成を担当していた ESSG は，SNF 交渉の検討作業に取り掛かった。NSC は
ゲーツ ESSG 議長に対し，検討作業の方法として次の二案を提示していた。一つは，省庁
間協議で扱う問題群は，それぞれ政治問題については国務省，軍事戦略は国防総省，軍備管
理は NSC が中心となり検討し，後の各検討案は ESSG に提出されるという政策決定であ
る。いま一つは，NSC が中心となる小集団を傘下に，ESSG が主体的に検討作業を行うと
いうものである。こうした政策決定過程の変更に加えて，NSC 事務局は SNF の対ソ軍備
管理の具体案についても提言していた。今や西側同盟は，SNF の軍備管理を議論するフォ
ーラム設置を必要としており，イニシアティヴ発揮という点から，米国がその役を担うこと
が期待されていた79。だが，これは難解で荷の重い役目であった。なぜなら，SNFの軍備管
理は，同盟国が保有する核砲弾や発射基の扱いといった問題と密接に関連するものであり，
さらには，核抑止政策を維持しながら，SNF 問題が全ドイツ選挙で争点化することを回避
する米国の目標も同時に貫徹しなくてはならなかったからである。これらの点を議論する
フォーラムとして，NSC 国防・軍備管理担当のカンターは，西側同盟内で米国が議長を務
める常設諮問会議（Standing Consultative Group）設置を検討していた80。1990年 7月末
にはカンターが議長を務める省庁間協議で常設諮問会議設置が合意され81，SNF の対ソ軍
備管理交渉の実質的な枠組が確立しようとしていた。 
 この時，ソ連は連邦構成共和国の厳しい分離独立問題に直面していた。すでにバルト三国，
モルダヴィア，ジョージア，アルメニアはソ連中央からの分離独立を宣言しており，ゴルバ
チョフは，ソ連を従前の中央集権体制から広範な自治が認められた共和国から構成される
緩やかな国家連合に再編すべく，新連邦条約を準備し，これの調印を控えていた。調印を翌
日に控えた 1991年 8月 19日，クリミア半島フォロスの別荘で休暇中のゴルバチョフを「国
家非常事態委員会」メンバーが軟禁し，ここに「8月クーデタ」が発生した。首謀者は，ゲ
ンナジー・ヤナーエフ（Gennady Yanayev）副大統領，ボリス・プーゴ（Boriss Pugo）内
務大臣，ヤゾフ国防大臣，クリュチュコフ KGB議長らであった。彼ら保守勢力は成果に乏
しいペレストロイカ，ドイツ統一容認，大幅な軍縮などのゴルバチョフの政策に，クーデタ
という形で異議申し立てをしたのである。ブッシュ政権が恐れたゴルバチョフ政権の内部
崩壊というシナリオが現実のもとなってしまった。「8 月クーデタ」そのものは 3 日間で収
束した。首謀者は逮捕され，長年仕えてきた祖国が崩壊する様に失望したアフロメーエフ元
帥は失意のうちに拳銃自殺した。クーデタ後，ゴルバチョフの権威は大きく失墜し，ソ連解
                                                   
たことはなかったが，相互主義の観点から同様に移動式 ICBM として扱われた。STARTⅠでは移動式
ICBM について，以下の限定的規制がかけられた。いずれの側も，250 基を超えて移動式発射用の非配備
の ICBMを保有できない。それらの保有ミサイルの中で，鉄道移動式型の非配備 ICBMの保有量は，125
基を超えることができない。非配備の移動式 ICBM 発射基にも，110 基という数量制限があり，そのうち
非配備の鉄道移動型 ICBM 発射基は 18 基を超えることができない。ジョゼフ・ゴールドブラット（浅田
正彦訳）『軍縮条約ハンドブック』（日本評論社，1999年），53-54頁。 
79 “Two-Plus-Four Issues Needing Early Decision”, OA/ID CF00721-011, Condoleezza Rice Files, GBPL. 
80 “Memorandum for Robert Gates from Philip Zelikow / Mike Fry / Heather Wilson, (National Security 
Council July 14, 1990)”, OA/ID 91120-008, SNF Files, GBPL. 
81 “Memorandum for Brent Scowcroft from Mike Fry (National Security Council August 6, 1990)”, 
OA/ID 91120-009, SNF Files, GBPL. 
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体を進める急進派のエリツィンが実権を握ろうとしていた82。 
 クーデタの混乱に乗じ，ソ連国内の分離独立運動も過激化した。エストニアとラトビアは
ソ連からの独立を宣言し，8 月 24 日にはウクライナ最高会議も独立宣言を採択した。保守
派のクーデタ失敗とソ連国内の共和国の独立派の存在感の高まりが重なり，ソ連国内の混
乱が予想された。9月 5日，ブッシュは NSCを招集し，ソ連解体に伴う核拡散問題とソ連
国内の共和国の独立支持問題が討議された。前者について，ブッシュ，スコウクロフト，ベ
ーカーは大胆な核軍縮提案の発表を決心していたが，チェイニーは「〔こうした提案は〕時
期尚早で軽率であり，〔議会が〕国防予算の大幅削減の圧力をかける道具となってしまう」
と消極的であった。「我々はこれを，権力の座に指導者がいるうちに成さなければならない」
と述べ，スコウクロフトはチェイニーを説得し，彼を核軍縮提案発表路線に引き込んだ83。
後者について，チェイニーは，米国は独立を希望するソ連国内の全共和国に領事館を設置し，
直ちに人道支援を行うべきと主張した。スコウクロフトとベーカーは，そういった米国の動
きはソ連解体を促進しかねず，〈第二のユーゴスラビア〉になりかねないと慎重だった84。
この日の NSC での議論を基に，9 月 27 日にブッシュは，米国は地上発射型 SNF の核砲
弾，ミサイルの核弾頭廃棄，移動式 ICBM・MXおよびミジェットマン開発中止を発表した。
この「ブッシュ・イニシアティヴ」にゴルバチョフも誠実に対応し，ソ連も相互主義の観点
から同様の措置を講じ，米ソ核軍縮がさらに進展した。ここに，レーガン政権から〈遺産〉
として引き継いだ ICBM と SNF の近代化計画は幕を閉じた。米国のイニシアティヴを受
け，NATOもコミュニケ（1991年 10月）を発表し，地上発射型 SNFの核砲弾とミサイル
の撤去，航空機搭載型 SNF 大幅削減を謳い上げた85。11 月のローマでの NATO 首脳会談
では，新戦略概念が採択された。その骨格として，冷戦期からの米欧関係の一体化が確認さ
れる一方，地上発射型 SNF の廃棄方針が掲げられ，柔軟反応戦略修正も明示された86。か
くして地上発射型 SNF は完全撤去され，航空機搭載型核爆弾 B-61 が在欧米軍（その大半
はドイツに駐留）に残され，ソ連全軍撤退（1994年完了）後のドイツに B-61を備える米軍
が駐留する現在の構図が完成した。 
 ソ連国内の共和国の独立支持問題については，1991年 9月時点で明確な方針が定まらず，
11月下旬の NSCにて再度議論された。11月のNSCでは，ウクライナ独立を承認するかど
うかに議論が集中した。一方でチェイニーは，米・ウクライナ関係を進展させ，ソ連解体に
とどめをさすことを主張し，他方ベーカーは，ソ連は平和的に
．．．．
解体すべきであり，ロシアと
ウクライナ間の何らかの衝突は避けるべきと訴えた。最終的に折衷案としてブッシュは，ウ
クライナ独立はいずれ承認するものの，時期については急がないとする「承認遅延（delayed 
recognition）」方針を定めた87。しかしウクライナを含めソ連国内情勢は米国の想定を超え
                                                   
82 詳細は以下に詳しい。ミハイル・ゴルバチョフ（福田素子訳）『世界を震撼させた三日間』（徳間書店，
1991年）。 
83 David Rothkopf, Running the World: The Inside Story of the National Security Council and the 
Architects of American Power (New York: Public Affairs, 2005), p.284.〔  〕内は筆者による補足。 
84 Bush & Scowcroft, A World Transformed, pp.540-541. 
85 松山健二「戦術核兵器の現状と核戦略におけるその役割」『レファレンス』第 595 号，（2000 年 8 月），
50-56頁。 
86 金子譲『NATO北大西洋条約機構の研究―米欧安全保障関係の軌跡』（彩流社，2008年），272-275頁。 
87 James A. Baker, The Politics of Diplomacy: The Revolution, War & Peace, 1989-1992, (New York: 
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る勢いで進展していた。ミンスク会談（12 月 7 日～8 日）でロシア，ウクライナ，ベラル
ーシはソ連解体と CIS（独立国家共同体）結成を宣言した。同月 21日，カザフスタンのア
ルマ・アタでソ連の 11 の共和国は CIS 条約に調印し，25 日にゴルバチョフはソ連大統領
を辞任，ソ連国内の全共和国は独立を果たした88。ソ連は解体した。冷戦は終結し，「歴史」
となった。
                                                   
Putnam), 1995, pp.560-561.強調は原著による。 
88 12月 26日，ブッシュはテレビ演説で，米国はソ連解体に伴う CIS諸国の独立を承認することを公表し
た。The New York Times, December 26, 1991. 
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終章 国際秩序の再編と米国外交 
 
第 1 節 要約―ブッシュ政権はいかにドイツ統一に対応したか 
 
 本博士論文では，ジョージ・H・W・ブッシュ政権のドイツ統一政策の分析を行った。ド
イツ統一問題は新たな欧州の安全保障秩序をめぐる問題でもあり，欧州への〈関与〉と〈孤
立〉でゆれる米欧関係の今後を方向付けるものでもあった。第 1 章では，ブッシュ政権の
ドイツ統一政策を米欧関係史の文脈に位置付けるべく，米国の欧州への軍事的関与政策史
を建国期にまで遡り瞥見した。米国は建国以来，〈孤立主義〉的発想の下，欧州のバランス・
オブ・パワーや同盟政治との結合を忌避した。第一次，第二次世界大戦勃発により，米国
は欧州政治に巻き込まれるものの，一方で，戦間期に米国は〈孤立〉へ回帰し，他方で，
第二次世界大戦後に米国は欧州への〈関与〉を継続させた。冷戦の発生がその一大契機で
あった。欧州での米国の軍事的地位を保障したのは NATO であった。1949 年のドイツの
東西分断，1955 年の西ドイツの NATO 加盟，ワルシャワ条約機構結成により，ドイツ，
欧州の東西分断が決定的となり，米ソの相互撤退の機会は失われた。1950 年代以降，西ド
イツを中心とする同盟国に核戦力を備えた在欧米軍 30 万人の 4 個師団体制が確立した。
NATOそれ自体は，第一義的には，NATOの前方展開戦力が〈導火線〉となり，核を持つ
米国との全面戦争につながる恐れをソ連に惹起させ，武力行使を抑止させる〈対ソ封じ込
め〉と，第二義的には，必要以上に西ドイツの軍事力を増大させない〈瓶の蓋〉としての
〈対独封じ込め〉の二重機能を果たしていた。在欧戦域核や在欧米軍は，米欧間の〈カッ
プリング〉の象徴であると同時に，東西紛争がドイツのみに限定される〈ディカップリン
グ〉の懸念や，東西分断の固定化でドイツ統一の可能性を減じさせてはならないとするド
イツ・ナショナリズムを惹起させてしまう存在でもあった。ソ連の〈平和攻勢〉やデタン
トの進展などがこうした動態の国際要因となっていた。1970年代以降には，カーター政権
期の中性子爆弾問題，レーガン政権期の〈ユーロ・ミサイル危機〉のような核危機が国際
問題化すれば，米国は同盟国への核配備を通じ，同盟の結束を強めようとすればするほど，
同盟国が米国から離れ，ソ連との軍縮を追求するという米欧関係のパターンが生まれた。 
 第 2章では，ブッシュ政権の政策決定過程の構造とソ連，東欧，同盟，軍縮などの問題
群に対する同政権の外交政策方針を整理した。ブッシュ大統領をはじめ主要閣僚は，歴代
政権で主要人事を歴任しており，実務経験が非常に豊富であった。1970年代にデタントの
崩壊とレーガン政権の対ソ政策を間近で見ていた彼らは，ソ連にゴルバチョフという新た
な指導者が誕生しても，対ソ警戒心を抱いていた。ブッシュ大統領は国際・国内環境の変
化に応じ，フォーマルな政策決定過程を狭小化したり，インフォーマルな政策決定グルー
プをアドホックに形成し，そこでの討議内容を主要閣僚に報告し，決定を行うスタイルを
しばしば採用した。大統領が参加する会合では，ブッシュは閣僚たちと徹底的に議論をし
た上でのコンセンサスを重視した。スコウクロフト大統領補佐官とベーカー国務長官は，
ニクソン政権期のキッシンジャー補佐官とロジャーズ国務長官，カーター政権期のブレジ
ンスキー補佐官とヴァンス国務長官の確執を再現しまいと，良好な二人の関係を維持する
ことに務めた。ブッシュ政権の外交政策方針は，①ソ連が外交の脱軍事化・脱イデオロギ
ー化を成し遂げれば，国際社会に歓迎する，②米国は東欧革命を道義的，経済的に支援す
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る，③米ソ双方に大幅な軍縮を呼びかける，④国際環境が変容する中にあっても NATO を
重視するという四つの柱から成り立っていたが，この包括的な外交方針も国務省のゼーリ
ック顧問，ロス政策企画室長，NSC のブラックウィル，ライスらのインフォーマルな政策
研究をベースに策定されたものであった。 
 第 3章では，ブッシュ政権が発足直後に直面した NATO 同盟内の SNF 近代化計画問題
を取り上げた。ゴルバチョフの〈新思考外交〉により，ソ連軍の東欧撤退が開始し，国際
環境が変容する中，近代化 SNF（FOTL）配備先である西ドイツをはじめ，同盟国では SNF
近代化反対の声が高まっていた。米国が同盟国への核配備を通じ，同盟の結束を強めよう
とすればするほど，同盟国が米国から離れ，ソ連との軍縮を追求するという米欧関係のパ
ターンがここでも表出し，SNF 近代化問題は〈二度目のユーロ・ミサイル危機〉として，
ブッシュ政権にとっての喫緊の課題となった。ベーカーは，数度の同盟国やソ連との会談
を踏まえ，SNF 近代化の戦略論的根拠であった東側の通常戦力を大幅に削減させる CFE
関連のイニシアティヴを米国がとり，FOTL 計画を一時棚上げし，CFE 条約調印後に，ソ
連との SNF の軍備管理交渉の準備に取り掛かるという方式を編み出した。ブッシュをは
じめ主要閣僚も同方式に合意した。1989 年 5 月末の NATO 首脳会談で，ブッシュは FOTL
計画の一時棚上げと CFE 関連の軍縮提案を発表し，同盟内対立ではなく，NATO の結束
を演じきった。 
 第 4章で見たように，1989年夏にはポーランド，ハンガリーで脱共産主義化が進展し，
その変革の波は 11 月 9 日のベルリンの壁崩壊につながった。ドイツ，欧州の東西分断を
基調とする国際秩序の再編が予想された。ポーランド，ハンガリー歴訪を終えたブッシュ
は，東欧の変革についてソ連とともに協議を持つことの必要性を感じた。ブッシュ政権は，
ソ連，西ドイツの国内環境も注視していた。ポーランド，ハンガリー，ベルリンの出来事
に米国が諸手を挙げて称賛すれば，当地に依然として展開するソ連軍が民主化運動を粉砕
するかもしれないという〈天安門の教訓〉がブッシュやスコウクロフトの脳裏にあった。
それでいて，ベルリンや東欧情勢を米ソ二超大国が当事者抜きで管理しようとすれば，西
ドイツが反発しよう。こうしたことから，1989 年 12 月のマルタ首脳会談で，ブッシュは
ゴルバチョフと東欧革命やドイツ統一について何らかの合意を交わすことはしなかった。
米国は〈ヤルタ方式〉を否定したのであった。1989年 1 年間の米国外交を振り返ると，ブ
ッシュ政権は，第 2章で整理した外交政策方針に忠実に則っていたことが分かる。米国は，
1989 年 5 月末に西側に NATO の結束，東側に軍縮提案を打ち出し，7 月には東欧を歴訪
し，米国が東欧革命を道義的，経済的に支援することを明かした。同盟，東欧，軍縮政策
が一通り固まった上で，ブッシュはゴルバチョフとの会談に臨んだのだった。唯一，想定
していなかった事態は，ベルリンの壁崩壊とドイツ統一問題の急浮上であった。 
 第 5章で議論したように，東欧革命，ドイツ統一問題，ソ連軍撤退により，欧州の再編
が進み，国内外から在欧米軍（全軍）撤退がささやかれる中にあっても，ブッシュ政権は
こうした言説を否定し，欧州秩序の安定要素として相当数の米軍の駐留継続を通じた米欧
関係の維持を表明した。この決定には，米国の軍事プレゼンスが不在であれば，欧州秩序
が不安定化するという〈戦間期の教訓〉が働いていた。在欧米軍の駐留継続決定について
は，英国をはじめとする NATO同盟国のほか，東欧諸国も，ソ連軍撤退による東欧一帯の
〈力の空白〉をソ連でも統一ドイツでもなく米国が埋め，欧州が安定すると歓迎した。 
153 
 
 第 6章では，西ドイツの「10項目提案」から「2 プラス 4」方式誕生の過程を詳述した。
〈ヤルタ方式〉によるドイツ統一問題解決を忌避する西ドイツは，連邦首相府主導で「10
項目提案」を作成し，統一の工程表を発表した。事前連絡を受けていなかった米国ではあ
ったが，米国は統一そのものを支持していたことから，すぐさま西ドイツへの支持を示し，
ブッシュ政権は国務省政策企画室が編み出した「4 項目提案」を，米国の統一政策方針と
して発表する。ソ連は，当事者たるドイツ抜きで統一問題解決に向けたイニシアティヴ発
揮を画策するが，ドイツ統一の国際会議の形態として，結局，「2 プラス 4」方式で落ち着
く。ベーカー，ゼーリック，国務省政策企画室の一部のみで編み出した同方式は，〈ヤルタ
方式〉を拒む西ドイツとしては好ましい解であった。「2 プラス 4」に臨む米国は，交渉方
針として，在欧米軍駐留と直接関係する統一ドイツの NATO加盟や在欧 SNFの軍備管理
などを「2プラス 4」でソ連に提起させないというアジェンダ限定戦略を考えた。同方針は
国務省西欧局，国防総省，NSC のインフォーマルな省庁間協議で策定されたものであり，
同方針に則り，「2プラス 4」交渉が進むこととなった。 
 しかし，対独安全保障の観点からソ連が統一ドイツの NATO 加盟を認める見込みは希薄
であった。第 7 章で見たように，1990年には，ゴルバチョフの〈新思考外交〉は「西側に
宥和的」と保守派や軍部からの厳しい批判にさらされていた。ブッシュ政権としては，反
ゴルバチョフ派がクーデタを起こし，ソ連国内が混乱するシナリオを憂慮した。そのため，
ドイツが統一しても，統一ドイツが NATOに加盟しても，ソ連の脅威にならないとソ連に
安全保障上の保証措置を提供する必要があった。ブッシュ政権は，1990 年 5 月の FOTL
計画中止から 7 月の NATO ロンドン宣言に至る一連の対ソ保証措置を発表し，統一ドイ
ツの軍事力を抑制させる上で NATO は必要であり，NATO のソ連敵視政策も放棄すると
したのである。ブッシュ政権の対ソ保証措置の後押しを得て，7 月 16日のアルヒーズでの
ソ連・西独首脳会談で，「2プラス 4」の議題として外された統一ドイツの NATO加盟を容
認する決断をゴルバチョフは下した。かくして，一方で，旧東ドイツ領内からソ連全軍が
撤退し（1994年完了），他方で，統一ドイツの加盟する NATO を通じ，核を備えた在欧米
軍 30 万人のおよそ 8 割（在独米軍 24万人）が駐留する形で，ドイツ統一は完成した。 
 以上が本博士論文各 7 章の要約である。このようにまとめてみると，ブッシュ政権は国
際秩序が再編する中でも，欧州での軍事プレゼンスの維持にこだわっていたことが分かる。
ブッシュ政権にはいかなる意図があったのだろうか。次節でこの論点を進めてみよう。 
 
第 2 節 評価―選択的関与政策としての米国のドイツ統一政策 
 
 1．理論と実際 
 伝統的に〈孤立主義〉の国である米国は，第一次，第二次世界大戦，冷戦に際し，大規
模な米軍を欧州に展開させることで，欧州政治に組み込まれていった。そして，戦間期に
米国は〈孤立〉へ回帰したが，第二次世界大戦後と冷戦後，米国は欧州への〈関与〉を継
続したことも史的事実である。このことから，まず，米国外交理論の論争軸として，域外
関与の程度の高低を抽出できる（X）。また，第二次世界大戦後，米国は NATOという協調
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的枠組を通じ1，対欧関与を行ったことから，（不）関与政策を行う外交的姿勢としての協
調主義と，その対抗概念の単独主義（一方主義）という米国外交の別の論争軸も抽出でき
る（Y）2。以上の X軸，Y軸を据えた座標軸は次のようになる（図終－1）。 
 
（図終－1）冷戦終結期の米国外交のビジョン 
（出典）筆者作成。 
 
 歴代政権中の個別的例外はあるものの，米国の冷戦外交の基調は概して，ソ連の軍事的
脅威に対抗する封じ込めと核抑止戦略であった。この米国外交の規定要因としてのソ連の
脅威は冷戦終結期に減退する。【図終－1】中の複数の外交ビジョンは，こうした構造的な
規定要因がゆらぐ中で模索されたものであった。以下では，四象限に定位される米国外交
理論を順に整理する。 
 
（1）第Ⅰ類型 
 米国の域外関与の程度が高く，かつ単独主義（一方主義）的傾向が強い第Ⅰ類型には，
優越（primacy）戦略が該当する。同戦略の背景には，冷戦終結期以降，議論の絶えない単
                                                   
1 国家間協調に基づき，国際の平和及び安全の維持を目的とする国連憲章の精神に則った北大西洋条約
の以下の条項に鑑みるに，NATO が協調的枠組であることに異論はないであろう。「締約国は，国際連合
憲章に定めるところに従い，（…）国際紛争を平和的手段によって，国際の平和及び安全並びに正義を危
うくしないように解決し（第 1 条）」，「締約国は，（…）平和的かつ友好的な国際関係の一層の発展に貢献
する（…）（第 2 条）」，「締約国は，（…）締約国の一又は二以上に対する武力攻撃を全締約国に対する攻
撃とみなす（…）。従って，締約国は，右の武力攻撃が行われたときは，各締約国が，国際連合憲章第五
一条の規定によって認められている個別的又は集団的自衛権を行使して，北大西洋地域の安全を回復し
及び維持するために，（…）右の攻撃を受けた一以上の締約国を援助することに同意する（第 5 条）。」「北
大西洋条約」松井芳郎編『ベーシック条約集』（東信堂，2010 年），921-922 頁。 
2 通説的に，二国間主義（bilateralism）や多国間主義（multilateralism）と同列に扱われる一国を前提
とした単独主義=一方主義（unilateralism）を，最低二国間で行われる外交の性質に鑑み，前二者と区別
し，単独主義（一方主義）を外交的姿勢に区分した論考として，以下を参照。滝田賢治「多国間主義の再
定義とアメリカ外交―協調主義と単独主義の相克」『国際政治』第 133 号，（2003 年 8 月），15 頁。 
                    単独主義（一方主義） 
                Ⅱ         Y       Ⅰ 
                  孤立主義      優越戦略 
                （米国第一主義） 
                        
                                      X 
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極（unipolar）の世界像がある。その代表的論者であるネオコン「第二世代」のチャール
ズ・クラウトハマー（Charles Krauthammer）は3，米国の〈孤立主義〉と，現実主義者
の多極（multipolar）的世界像を強く否定する。米欧関係の文脈で米国の〈孤立主義〉と
言う場合，米国の西欧防衛放棄を意味するが，1980 年代中葉の論考で，クラウトハマーは，
米国がこの選択肢をとれば，欧州の民主主義国が全体主義の波に飲み込まれ，ひいては米
国自身の安全保障が危険にさらされると危惧を示した4。冷戦終結を迎える過程で，現実主
義者が，冷戦秩序解体後，米国，欧州，日本，中国，弱体化したソ連（後のロシア連邦）
を新たな力の中心とする多極的世界の出現を主張する一方で5，クラウトハマーは唯一の超
大国，米国を頂点とする単極的世界像を活写した6。 
 後に単極論を理論化したウォールフォースらが提唱した米国外交政策とは異なり7，米国
を頂点とする単極的世界像とハード，ソフト双方のパワーで他を圧倒する米国の単独主義
が結び付いた時，優越戦略が生み出される。優越戦略は，その目的にグローバル・レベル
での米国の支配的地位の維持と民主主義の拡大を据え，米国的世界の創造をその到達点と
する。そして，米国が国益に反すると判断した場合，ユーラシア大陸での敵対勢力出現を
阻止すべく，軍事力行使も厭わない形でのアグレッシブな介入政策を想定している8。その
片鱗は，すでに，レーガン政権期のレーガン・ドクトリンやブッシュ政権末期内部のネオ
コンの手による『国防計画指針』（1992 年発表）に見られた9。以上の特徴を持つ第Ⅰ類型
                                                   
3 新保守主義（Neoconservatism）を研究するマリア・ライアン（Maria Ryan）は，冷戦終結を境にネ
オコンを二つの世代に区分している。「第一世代」は，レーガン政権期の反デタント派，強硬な対ソ封じ
込め政策支持者であった I・クリストルやカークパトリックが該当する。冷戦の「勝利」を目指した「第
一世代」は，敵対勢力なき後の米国の行動として，やがて孤立主義傾向を示すが，反対に「第二世代」は，
ソ連崩壊（冷戦終結）による米国の行動の自由を梃子に，ユーラシア大陸における敵対勢力の出現を，封
じ込め政策ではなく予防的に阻止するアグレッシブな外交政策の唱道を展開する。ロバート・ケーガン
（Robert Kagan），W・クリストルに代表される「第二世代」は，クラウトハマーにその源流を持つ。Maria 
Ryan, Neoconservatism and the New American Century (New York: Palgrave Macmilan, 2010)；
Brandon High, “The Recent Historiography of American Neoconservatism”, The Historical Journal, 
Vol.52, No.2, (June 2009), pp.475-491. 
4 Charles Krauthammer, “Isolationism: A Riposte”, The National Interest, Vol. 2 (Winter 1985-1986), 
pp.115-118. 
5 John J. Mearsheimer, “Back to the Future: Instability in Europe after the Cold War”, International 
Security, Vol.15, No.1, (Summer 1990), pp.5-56. 
6 Charles Krauthammer, “Universal Dominion: Toward a Unipolar World”, The National Interest, 
Vol.18, (Winter 1989-1990), pp.46-49.；Charles Krauthammer, “The Unipolar Moment”, Foreign 
Affairs, Vol.70, No.1, 1990-1991, pp.23-33. 
7 ウォールフォースらは，パワーを構成する全領域において米国が他を圧倒し，外部からの制約のかから
ない単極的世界下で，米国は抑制と寛容（restraint and magnanimity）政策を採用すべしと主張したが，
現実には，合衆国第 43 代大統領ジョージ・W・ブッシュ（George W. Bush）政権は，イラク戦争を開始
し，単独主義傾向を強めた。ウォールフォースらは，米国に作用するシステム的要因―均衡作用，国際組
織，経済的相互依存，正統性―が，米国にかつてないほどパワーのリソースが集中しているため，機能し
なくなっていることを理論的に論じている。Stephen G. Brooks & William C. Wholforth, World Out of 
Balance: International Relations and the Challenge of American Primacy (Princeton & Oxford: 
Princeton University Press, 2008). 
8 John J. Mearsheimer, “Imperial by Design”, The National Interest, No.111 (January/February 2011), 
p.19. 
9 『国防計画指針』には，冷戦に「勝利」した後，単極的地位を享受する米国の目的として，中東，欧州，
旧ソ連圏，東アジア，東南アジアでの敵対勢力出現を阻止することを掲げている。本博士論文第 2 章で触
れたジョージ・H・W・ブッシュ政権期のチェイニー国防長官率いる OSD 内のネオコン（第 2 章で挙げ
たリビー国防副長官，ウォルフォヴィッツ国防次官，ハリルザド国防副次官）の手によって策定された同
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においては，〈帝国〉としての米国の自画像が想起されよう10。 
 
（2）第Ⅱ類型 
 米国の域外関与への関心が低く，単独主義傾向の強い第Ⅱ類型には，「米国第一主義
（America First）」を基調とする〈孤立主義〉が該当する。古くは，ニクソンとの大統領
選挙戦の際に，民主党のマクガバン候補が，当時泥沼化していたヴェトナム戦争ばかりで
なく，グローバル・レベルの米軍撤退要求（Come home, America）を訴えていた。これは
リベラル派からの訴えだったが，冷戦終結期になると，保守派からも孤立主義傾向を示す
主張がなされた。例えば，ネオコン「第一世代」の I・クリストルは，ソ連との経済協力を
強化する同盟国が欧州防衛義務を怠っており，米国がその負担を過剰に担っていると不満
を呈し，同盟国により多くの負担を課すべく，欧州から米軍を撤退させ，NATOを全欧的
機構に改編すべきと主張していた11。また，「米国第一主義」を掲げる伝統的保守主義派
（Paleo-Conservatism）のパトリック・ブキャナン（Patrick J. Buchanan）は12，「我々
は在欧米軍の全軍撤退を提案する。赤軍が帰郷するのであれば，在欧米軍を維持する理由
もなくなる」とし，ソ連という明確な敵が消滅しつつある今，米国のグローバルな使命は
終了したと主張していた。ここでブキャナンは，不関与は軍縮を意味しないとする。北米
大陸に位置する米国は，その経済的・技術的優越を梃子に，強力な海・空軍力を整備し，
国土防衛に専念し，旧来のモンロー・ドクトリンを米国外交政策の基軸にすべきと自説を
展開した13。冷戦を戦い抜くという使命を終えつつあった米国が，単独主義的に域外関与
への関心を急速に失う時，恒常的な同盟関係を持たず，欧州のバランス・オブ・パワーと
決別するという〈孤立主義〉への回帰傾向が起きたのである。こうした第Ⅱ類型では，建
国期以降の旧来の米国の自画像が看取できる。 
 
（3）第Ⅲ類型 
 米国の域外関与の程度を低くしつつも，域外秩序の安定のために，米国が構築してきた
協調的な同盟枠組を駆使する第Ⅲ類型には，オフショア・バランシング戦略が該当する14。
その提唱者レインは，単極的世界は幻想であるとした上で，多極的世界下で，ユーラシア
                                                   
指針には，クラウトハマーやウィリアム・クリストルから賛同の声が寄せられていた。Ryan, 
Neoconservatism and the New American Century, pp.19-23. 
10 「帝国」の語も多義的である。「帝国」概念を整理したものとして，以下を参照。滝田賢治「アメリカ
帝国論―その論理と心理」『情況』第 4 巻，第 3 号，（2003 年 4 月）。滝田は，ネオコンのアメリカ帝国論
の特徴として，次のように述べている。「それは基本的には非公式帝国と理念の帝国の混合形態で，建て
前としては自由と民主主義を世界規模で実現することを理念として掲げながら，領土的支配は回避しつ
つ政治的・経済的・軍事的影響力を極大化しようとする世界大での非公式帝国建設の構想であるといえ
る。」滝田「アメリカ帝国論」，38 頁。 
11 Jeffrey Record & David B. Rivkin Jr., “Defending Post-INF Europe”, Foreign Affairs, Vol.66, No.4, 
(Spring 1988), pp.741-742. 
12 保守派におけるペイリオコンの位置づけについては，以下を参照。中岡望『アメリカ保守革命』（中公
新書ラクレ，2004 年）。 
13  Patrick J. Buchanan, “America First-and Second, and Third”, The National Interest, Vol.19, 
(Spring 1990), pp.77-82. 
14 米国がオフショア・バランシング戦略を遂行する上で，既存の協調的な同盟枠組を，より同盟国側に
パワーの分担を強いるように改編し，同盟国側から反発を受けた場合，同戦略は単独主義（一方主義）に
転じる可能性はありうる。 
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大陸における敵対勢力出現に対し，軍事力を行使してまでも阻止する優越戦略を，米国の
安全を強化するのではなく，むしろ米国を安全でない状態に追い込むことになると批判し
た。こうした論拠を基に，レインは，米国を最後のバランサーと捉え，域外秩序の安定は，
基本的に同盟国が分担すべきと喝破した15。 
 オフショア・バランシングの発現形態として，抑制（restraint）戦略がある。同戦略を
最初に理論化したハーヴェイ・サポルスキー（Harvey M. Sapolsky）らによれば，大幅な
米兵力と域外米軍基地の削減・閉鎖を基調とする同戦略では，同盟国に域外秩序の安定化
を求めることで，その負担から解放された米国に経済的便益が返ってくることが見込まれ
る。ただし，同戦略にとっての問題は，「核の傘」を提供してきた米軍撤退による同盟国（特
にドイツ）の核武装論である。ここで，抑制は孤立を意味するかと言えば，そうではない。
サポルスキーらは，米国が最後のバランサーとして域外関与する例外として，①域外の挑
戦国が，周辺諸国を脅かす程度にまで通常戦力を増強する場合，②挑戦国が，グローバル
な経済活動に対する米国のアクセスを脅かす場合，③域外の周辺諸国に核武装を促すよう
な挑戦国の行動，を挙げている。つまり，三つのいずれかのケースに際しては，米国は最
後のバランサーとして，再び域外関与することを想定しているのだ。サポルスキーらは，
自ら理論化した抑制戦略を「孤立の現代的形態」と捉えるが16，米国の域外関与の可能性
を全否定しない点において，明確に第Ⅱ類型とは異なることが分かるだろう。このような
特徴の第Ⅲ類型において，恒常的関与政策は行わないものの「最後のバランサー」として
の米国の自画像が浮かび上がってくる。 
 
（4）第Ⅳ類型 
 最後に，協調主義的，かつ第Ⅲ類型に比して，米国の域外関与の程度が高い第Ⅳ類型に
は，選択的関与（selective engagement）が該当する。選択的関与とは，既存の同盟枠組
を通じた，欧州，アジア，中東方面での前方展開戦略を意味する。恒常的に，前方展開兵
力を当該地域に維持することで，地域のバランス・オブ・パワーを制御できるだけでなく，
核拡散の防止も期待される。同戦略を遂行する上では，米国のパワーを一方主義的にひけ
らかしては，国家間協調が望めないことから，同盟国からの信頼を勝ち得るような米国の
指導権が欠かせない。また，同戦略の底流には，米国のパワーのリソースには限りがある
という認識があり，米国一国での地域秩序の安定化は不可能であるとする理由からも，同
盟国に対する米国の協調主義的な外交姿勢は重要である17。この第Ⅳ類型では，当該地域
のバランス・オブ・パワーに組み込まれる一国家として，米国の自画像を捉えることがで
                                                   
15 クリストファー・レイン（奥山真司訳）『幻想の平和―1940 年から現在までのアメリカの大戦略』（五
月書房，2011 年）。 
16 その他，〈孤立主義〉が指向する貿易政策における保護主義を否定する点においても，抑制戦略が第Ⅱ
類型に属するとは言い難いことが指摘できる。Eugene Gholz, Daryl G. Press, and Harvey M. Sapolsky, 
“Come Home, America: The Strategy of Restraint in the Face of Temptation”, International Security, 
Vol.21, No.4, (Spring 1997), pp.5-48.近時のより包括的な理論研究として，以下を参照。Barry R. Posen, 
Restraint: A New Foundation for U.S. Grand Strategy (New York: Cornell University Press, 2015). 
17 Mearsheimer, “Imperial by Design”, p.18.；Barry R. Posen & Andrew L. Ross, “Competing Visions 
for U.S. Grand Strategy”, International Security, Vol.21, No.3, (Winter 1996-1997), p.16.；Robert J. 
Art, “Geopolitics Updated: The Strategy of Selective Engagement”, International Security, Vol.23, 
No.3, (Winter 1998-1999), pp.81-82. 
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きよう。 
 以上，四つに類型可能な冷戦終結期の米国外交のビジョンの要点は，次の表のようにま
とめられる（表終－2）。では，以上の四類型のどこにブッシュ政権のドイツ統一政策は定
位できるのであろうか。 
 
（表終－2）四類型の要点 
類型 世界観 軍事プレゼンス 域外秩序維持の原理 米国の自画像 
Ⅰ 単極 グローバルに展開 パクスアメリカーナ／ 
パクスデモクラティア 
〈帝国〉 
Ⅱ 多極 北米大陸のみ限定 地域のバランス・オブ・パワー
（米国不在） 
旧来の自画像 
（孤立主義） 
Ⅲ 多極 オフショアに後退 地域のバランス・オブ・パワー 最後のバランサー 
Ⅳ 多極 限定的地域に展開 地域のバランス・オブ・パワー 地域のバランス・オブ・
パワーに組み込まれる
一国家。〈欧州国家〉 
（出典）筆者作成。 
 
 ブッシュ政権は，主に次の二つの理由から，単独主義ではなく協調主義的な外交姿勢を
示していた。一つは，ソ連国内でゴルバチョフの政治的立場が保守派に脅かされないよう，
ブッシュ政権は，レーガン政権の米国の単独主義に基づく対ソ強硬路線ではなく，弱体化
するソ連をあくまで「超大国」として扱いながら，米ソ関係における対ソ協調を示す必要
があった。いま一つは，レーガン政権の軍事・経済政策上の単独主義によりゆらいだ西側
同盟内における米国の指導権を回復させるべく，ブッシュ政権は，米欧関係における対西
側協調を示す必要があった。また，ブッシュ大統領は，スコウクロフトの助言もあり，当
初から戦間期のような米国の〈孤立〉への回帰を否定し，積極的な対欧関与を前提として
いた。これには，米国の〈孤立主義〉が第二次世界大戦勃発につながったとする〈戦間期
の教訓〉と，その教訓に基づいた，米国不在の欧州秩序の不安定化という認識があった。
このことから，まず，ブッシュ政権における，協調主義的な対欧関与の一面がうかがえる。 
 ブッシュ政権の世界観，とりわけ欧州については，米国と別の論理で統合が進む欧州が，
NATOの役割低下を伴うような新たな力の中心とありつつある認識があった。また，欧州
内部において，統一ドイツが NATOの枠組から外れ，その強力な軍事的・経済的リソース
を背景にパワーを行使し，周辺諸国が対独均衡を模索する欧州の古典的な「敵対関係」が
浮かび上がりつつあるという認識があった。ブッシュ政権は，欧州の多極化を認識してい
たのである。 
 この世界観を背景に，ブッシュ政権は，米国が変容する欧州の安定要素として，相当数
の軍事プレゼンスを欧州に展開させる方針を固めることになる。ソ連・東欧を含む欧州諸
国は，米国の軍事プレゼンスを欧州の安定要素として歓迎した。ブッシュ政権は，米国を
欧州のバランス・オブ・パワーに属する一国家と位置づけた上で，NATO を通じ，統一ド
イツを中心とする，在欧米軍の同盟国駐留を確保したのであった。ドイツにしてみても，
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コールが言うところの在独米軍と NATO という〈二つの屋根〉をドイツにかぶせること
で，周辺諸国の〈ドイツ問題〉への懸念を緩和させるばかりでなく，ドイツの核武装を封
じる効果が期待できるものであった18。このことから，米国の軍事プレゼンスがオフショ
アに後退することはなかったことが分かる。 
 欧州を安定化させる外交ビジョンにおいて，軍事プレゼンスだけでなく，ブッシュ政権
は民主主義の理念も度々打ち出しているが，これについては，ネオコンとは一線を画す認
識を持っていた。ブッシュ政権は EC 委員会との東欧支援競争に負けじと，独自の東欧支
援策として「民主主義部隊」の創設を提示したが，その機能は，①米国の民間主導型の支
援に役立つ情報収集，②東欧諸国が要請する技術的支援の受け手，③広範なボランティア
のリクルート活動を想定したものであった。つまり，脱共産主義化を達したものの，悪化
の一途をたどる東欧の経済状況に鑑み，政府主導型だけでなく，多くのセクターが参画す
る民間主導型の東欧支援策を調整する機能が「民主主義部隊」に求められた19。言い換え
れば，民主主義の拡大は，優越戦略が標榜する目的
．．
ではなく，東欧一帯の〈力の空白〉に
おいて，東欧諸国が民主化・市場経済化を達成し，確たる主権国家の地位を維持できるよ
うにするための手段
．．
なのであった。 
 以上のことから，在欧米軍駐留を基調としたブッシュ政権のドイツ統一政策は，欧州へ
の選択的関与であったと評価できよう。ブッシュ政権が米国を〈欧州国家〉と規定した理
由は，ソ連軍撤退，東欧革命，統一ドイツ出現に伴う欧州の変容に対し，欧州のバランス・
オブ・パワーに組み込まれる一国家として米国が〈孤立〉に回帰せず，〈関与〉する姿勢を
対外的に示すためであった。建国期以降の旧来の米国の自画像に鑑みるに，ブッシュ政権
期の〈欧州国家〉米国の自画像はいささか特異なように思える。けれども，冷戦秩序解体
というゆらぎと共振する形で起きた米国の自画像のゆらぎは決して否定的に評価すべきも
のではなかろう。確かに，高度な現実主義思考に基づく選択的関与は，ロマンを欠いたも
のかもしれない20。だが，冷戦終結期の米国を取り巻く世界が激変する中，結果的に欧州
秩序が不安定化することなく，ドイツの核武装といった地域の核拡散も起きなかった。こ
れはひとえに，〈欧州国家〉米国を率いたブッシュ外交の巧みな成果と評価できよう。 
 ブッシュ政権のドイツ統一政策を歴史的に分析すると，序章で触れた国際関係理論のう
ち，欧州新秩序の安定要素として在欧米軍を位置付けたヴァン・エヴェラ，統一ドイツの
パワーを抑制する国際制度の役割を肯定的に捉えたスナイダーを除けば，理論は実際の米
国，ソ連，西ドイツの行動や NATOの役割を的確に捉えていないことが分かる。ミアシャ
イマーが唱えたような対独均衡としての米ソ協調によるドイツ統一問題解決については，
〈ヤルタ方式〉に与しなかったブッシュ政権が明確に否定しており，ソ・仏・英間の協調
も，各国の思惑や政治指導者のビジョンのズレから実際には起きていない。オフショア・
                                                   
18 “Memorandum of Conversation, Subject: Meeting with Chancellor Helmut Kohl of the Federal 
Republic of Germany (June 8, 1990)”, OA/ID 91107-010, Presidential Memocons Files, GBPL. 
19 “Memorandum for Brent Scowcroft from Timothy E. Deal, Subject: Poland: Evaluation of the 
Reform Program (November 15, 1989)”, USSR Chronological Files, OA/ID 91125-002, GBPL.；
“Memorandum for the President from James A. Baker, Subject: Organizing Volunteer Assistance 
Activities in Central and Eastern Europe”, USSR Chronological Files, OA/ID 91125-005, GBPL. 
20 Posen & Ross, “Competing Visions for U.S. Grand Strategy”, p.20. 
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バランシングの一環で，レインは CFE 交渉を利用し，在欧米軍 2 個師団削減や SNF全廃
に向けた対ソ交渉を唱えていたが，ブッシュ政権はドイツ統一過程で，いくらかの米軍削
減を打ち出すが，第 5 軍団と第 7 軍団からなる 4 個師団体制に固執していた。第 7 軍団解
隊の契機は，CFE 交渉の果実ではなく，イラク軍との戦闘に参加すべく第 7軍団がドイツ
から中東に派遣された湾岸戦争であった21。SNF 削減については，「8月クーデタ」後に米
国はブッシュ・イニシアティヴとして発表しているが，地上発射型 SNF 全廃が盛り込ま
れているのであり，航空機搭載型 SNF 全廃までは言及されてはいない。これらの事実は，
既存の国際関係理論を安易に援用し，国際秩序の動揺期にとりうる国家行動を分析するこ
とに対し，研究者に時に自制的であることを知らしめる好個の素材である。 
 ではブッシュ政権のドイツ統一政策を選択的関与政策として評価した上で，次の課題を
考えてみたい。先行研究が指摘する，ドイツ統一過程からブッシュ政権内にはすでに
NATOの東方拡大構想があったか否かという問題である。 
 
 2．NATO 東方拡大論の批判的考察 
 ソ連が統一ドイツの NATO 加盟を容認する代わりに米国をはじめ西側は NATO を東方
拡大させないとする当事者間の〈約束〉をめぐって，現在，NATO・ロシア間で根深い相
互不信がある。一方で，ロシアは，ベーカー・ゴルバチョフ会談（1990 年 2 月）でのベー
カーの「1インチ発言」を引き合いに，西側は〈約束〉を〈裏切り〉，数度にわたりソ連の
勢力圏であった東欧に拡大してくる NATOを強く非難している。他方で，当時の政策決定
者，冷戦研究者，西側政府関係者は，そうした〈約束〉はなかったとの見解である。ブッ
シュ政権のドイツ統一政策を扱う本博士論文もこの議論から逃れることはできない。ここ
では，①ベーカーの「1 インチ発言」，②米・西独とソ連間の〈約束〉，③統一ドイツの NATO
加盟をめぐる米国の対ソ交渉，④ドイツ統一過程に際し米国が企図した冷戦後の欧州新秩
序構想，以上四つの点をめぐる解釈について検討を加えたい。 
 ここから先は解釈論である。 
 まず，ベーカーの「1 インチ発言」である。1990年 2 月初旬，ソ連を訪問したベーカー
はゴルバチョフにこう語った。 
  米国が NATO を通じてドイツに米軍を駐留させ続けるとすれば，NATO の管轄権
（jurisdiction）や軍事プレゼンスを，1 インチたりとも東側に拡大することはないと
保証することが，ソ連だけでなく欧州諸国にとっても，重要であることを米国は理解
しています。 
 ロシアはこの発言を度々引き合いに出し，西側を非難しているわけだが，歴史的見地に
立って，ベーカー発言を解釈してみよう。第一に，1990 年 2 月のベーカー訪ソの第一義的
目的は，国務省の一部と西ドイツ外務省で合意された「2 プラス 4」方式でドイツ統一を話
し合うことについてゴルバチョフから同意を得ることであった。同方式をめぐっては，
NSC事務局や国務省西欧局から反対を受けており，各国指導部から同方式への支持を取り
付け，ワシントンの省庁間の確執を打開しようとしていたベーカーは〈独走状態〉にあり，
これまで良好な人間関係を維持してきたスコウクロフトと深刻な亀裂を生じさせていたほ
                                                   
21 “Interview with Richard Cheney”, George H.W. Bush Oral History, Conducted by Miller Center, 
University of Virginia. 
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どであった。さらにベーカーは，曖昧でソフトな感じを醸し出せそうだから，2 月の会談
で「管轄権」という用語を使ったと回顧しているが，弁護士，財務長官の経歴を持つ言わ
ば法律のプロとしてのベーカーが果たして本当にこのような認識で発言をしたとは考えに
くい。ベーカーは不注意に発言してしまったと考えられよう。外交の場での不注意な発言
は慎まれるべきであろうが，ベーカー発言のごく一部を切り取り，これを西側の総意と解
釈するのはいささか論理が飛躍している。第二に，「1 インチ発言」は，ベーカー訪ソ直前
のゲンシャー外相との会談で，「NATO は旧東ドイツ領内ましてや東欧諸国のいかなる土
地にも拡大しない」というゲンシャーの考えを受けてのものであったが，ゲンシャーとは
異なり，ベーカー自身は「1 インチ発言」は東欧諸国ではなく旧東ドイツ領内を指してい
たと冷戦史家サロッテに答えている22。当事者たるベーカーが「1インチ発言」の際に，東
欧諸国を想定していなかったと言うのであれば，史的事実としてそう捉える他あるまい。 
 次に，米・西独とソ連の間の〈約束〉の有無についてである。上述の二点からベーカー
発言を〈約束〉と捉えることはそもそも無理がある。付け加えれば，ソ連との〈約束〉を
取り付けるほど，米国，西ドイツ政府内部は NATO東方不拡大論で固まっていたとは言い
難い。ホワイトハウスではスコウクロフトがベーカーの「1 インチ発言」に強く憂慮して
いたし，同様にボンでもゲンシャーはシュトルテンベルク国防相と対立していた。スコウ
クロフトもシュトルテンベルクも，NATO東方不拡大論に反対した理由は，将来の NATO
東方拡大の可能性を減じてしまうという理由からではなく，西ドイツが東ドイツを吸収・
合併し統一を果たし，統一ドイツは引き続き NATOの加盟するものの，旧東ドイツ領内は
NATO の管轄権が適用されないという方法そのものの理解に苦しんでいたからである。
1990 年 2 月下旬の米・西独首脳会談で，コールの補佐官テルチクから「旧東ドイツ領内の
将来を論じる際に NATO の『管轄権』という用語を使用すべきでない」とベーカーが釘を
刺されたのはこうした理由からであった。さらに言えば，1990 年 7 月中旬のアルヒーズ
会談での合意を踏まえて作成されたドイツ最終規定条約第 5条には，旧東ドイツ領内から
ソ連全軍撤退後のドイツ軍部隊の駐留を認めており，同条約第 6 条ではドイツの同盟選択
権は主権事項として認められている23。条約で旧東ドイツ領内からソ連全軍撤退後，NATO
の管轄権が旧東ドイツ領内に適用されるとされているわけであるから，NATOの旧東ドイ
ツ領内への拡大が，ロシアが主張する〈約束〉への〈裏切り〉と捉えるのは無理があろう。 
 統一ドイツの NATO加盟をめぐる対ソ交渉については，ブッシュ政権は慎重に行動して
いたと捉えるのが適切である。ブッシュ政権は統一ドイツの NATO加盟に反対する保守派
や軍部がソ連国内で暴走するシナリオを憂慮していた。そのため，ソ連が対独安全保障上
の保証措置を求めていることをブッシュ政権は正確に把握しており，ブッシュ政権は SNF
近代化計画中止や NATO ロンドン宣言のような安全保障上の保証措置をソ連に提供した
のである。ブッシュ政権は対ソ経済支援を渋っていたが，これは「統一ドイツの NATO 加
盟を容認しなければ対ソ経済支援を与えない」とするレバレッジの論理に拠るものではな
                                                   
22 Mary Elise Sarotte, “Not One Inch Eastward? Bush, Baker, Kohl, Genscher, Gorbachev, and the 
Origin of Russian Resentment toward NATO Enlargement in February 1990”, Diplomatic History, 
Vol.34, No.1, (January 2010), p.138. 
23 ドイツ最終規定条約全文は以下を参照。〈https://usa.usembassy.de/etexts/2plusfour8994e.htm〉2018
年 8月 25 日閲覧。 
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い。ソ連は社会主義諸国に軍事援助を継続しており，リトアニアの分離独立運動に対して
は軍事力行使の姿勢を示していた。ブッシュ政権の当初の外交方針は，ソ連が外交の脱軍
事化・脱イデオロギー化を果たせば米ソ協力を促進させるというものであったから，米国
が対ソ経済支援を渋っていたのは，単にブッシュ政権の方針に則って行動していたからで
ある。とすれば，「ソ連の行使できる影響力は限られているとの前提に立って政策を組み立
てていた」ブッシュ政権はソ連に対し，「米ソ間の力の差を前提とした政策を一貫して押し
通した」とする解釈は24，否定される。米ソ間の力の差があったからこそ
．．．．．．．．．．．．．．．
，米国
．．
は慎重だっ
．．．．．
たのである
．．．．．
。 
 最後に，ドイツ統一過程に際し米国が企図した冷戦後の欧州新秩序構想についてである。
冷戦史家サロッテは，独露間で安全保障のディレンマに直面するハンガリーやポーランド
を NATO に加盟させるべきとハーヴェイ・シチャーマン（Harvey Sicherman）がゼーリ
ック，ロスに充てた報告書（1990 年 3 月 12 日）を参照し，1990 年 3 月時点で米国には
NATO 東方拡大論があったとしているが25，この解釈にも異論を唱えたい。第一に，同報
告書が国務長官や政権中枢に回覧されたかまでは立証されておらず，一つの報告書の主張
をブッシュ政権の総意と読み取るのも論理の飛躍があるのであるまいか。第二に，スコウ
クロフトをはじめ政権中枢は，ドイツが統一し，ワルシャワ条約機構が解体し，ソ連が東
欧一帯を喪失すれば，ソ連の防衛ラインがウクライナ国境まで後退することを意味し，こ
れを快く思わない保守派や軍部がソ連国内で暴走するシナリオを恐れた。この事実を踏ま
えれば，なおさらドイツ統一過程から，NATO を東欧諸国まで拡大させる方針があったと
結論付けることは困難ではなかろうか。このように考えると，ブッシュ政権は米国の影響
力を東欧へ投射することを積極的に考えており，その手段が統一ドイツの NATO加盟であ
ったとするシフリンソンの主張にも異議が唱えられる26。繰り返しになるが，少なくとも
ドイツ統一過程の段階から，ブッシュ政権の総意として NATO の東欧拡大構想があったと
結論付けるのは無理があるし，ブッシュ政権は東欧革命で米国がイニシアティヴをとれば
とるほど，ソ連の保守派や軍部を刺激し，新たな〈天安門〉が起きる可能性が高まること
を恐れていた。撤退が進んでいたとはいえ，東欧には依然として大規模なソ連軍が駐留し
ていたのである。統一ドイツの NATO 加盟論と米国の影響力の東欧投射論を結びつけるの
は不適切である。 
 このように詳細な解釈を行えば，そもそもドイツ統一過程から当事者が度々使用した東
方拡大（Eastern Enlargement, Expansion）の〈東方〉（Eastern）とは多くの場合，東欧
（Eastern Europe）ではなく旧東ドイツ（former Eastern Germany）を指していたので
はとすら感じる。とすれば，NATO 東方拡大論の淵源をドイツ統一過程に求める視座はな
おさら意味をなさないと本博士論文は考える。 
 まとめると，ブッシュ政権はドイツ統一に対応する過程で，冷戦の〈勝者〉と〈敗者〉
という明確な区分を作らないよう，欧州新秩序形成に乗り出したのである。ブッシュ政権
                                                   
24 吉留公太「ジョージ・H.W.ブッシュ政権期の対外的強制力行使に関する政策論争」『国際経営論集』第
44 号，（2012 年 10 月），4-5 頁。 
25 Mary Elise Sarotte, “Not One Inch Eastward?”, p.137. 
26 Joshua R. Itzkowitz Shifrinson, “Deal or Not Deal? The End of the Cold War and the U.S. Offer to 
Limit NATO Expansion”, International Security, Vol.40, No.4, (Spring 2016), p.42. 
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は実に慎重だった。慎重なブッシュ政権が存在していなかったら，冷戦終結過程は根本的
に異なるものであったかもしれない27。以上のことから，本博士論文は冷戦終結にレーガ
ン，ゴルバチョフ，欧州政治の果たした役割と同じくらい，ブッシュ政権の存在も非常に
重要であったと評価したい。そして本博士論文は冷戦終結の米国外交の実態を〈米国勝利
論〉で総括することについては批判的な立場をとる。ブッシュ政権はドイツ統一問題を〈ヤ
ルタ方式〉で解決することにより，〈勝者〉（米ソ）と〈敗者〉（ドイツ）の区分が晒される
ことを避け，衰退するソ連を〈敗者〉として遇し米国が〈勝者〉として振舞えば振舞うほ
ど，ソ連崩壊の可能性が高まったため，ブッシュ政権はこれをも否定したのである。さら
に「冷戦の勝利後，唯一の超大国になった米国は単極的世界の形成に乗り出した」とする
一般的理解についても完全に肯定するわけにもいくまい。確かに外形的には，ソ連解体後，
パワーのリソースが米国に集中する単極的な国際体系が出来上がったが，冷戦終結の最終
局面に対応した時，ブッシュ政権は米国のパワーの限界も感じており，単極的世界を築く
という優越戦略も採用してはいない。国際関係理論の新古典的現実主義も構成主義も，政
策決定者の世界観は国際関係を見る上で重要と説いているが，そうであるなら，なおさら
国際関係論の研究者は国際体系の外形と政策決定者の認識の合致や乖離を正確に捉える必
要があろう。 
 現在，朝鮮半島と台湾海峡には〈二つのコリア〉と〈二つの中国〉という冷戦終結期に
解決されなかった分断構造がなお存在し，ドイツ統一交渉の際に，ソ連との〈約束〉を〈裏
切り〉，東方拡大を推し進める NATO への反発から，ロシアはジョージア，ウクライナに
軍事介入し28，ウクライナにいたっては事実上，国土が東西に分断されている状況である。
今後，ドイツ統一に匹敵するほどの国際秩序の再編が北東アジアや東欧で起こる可能性は
否定できず，ユーラシア大陸に〈自由と繁栄の弧〉を構築すべく〈価値観外交〉を展開す
る日本としても傍観者を決め込むことはできない。けれども，既存の国際関係理論を援用
し，国際秩序の動揺期にとるべき外交・安全保障政策の方針を考察することも決して容易
ではない。そうであるからこそ，我々には歴史上の事例を丹念に検証する視点が必要とな
ってくる。二度の大戦後の戦後秩序形成に匹敵するドイツ統一を平和的に遂行したブッシ
ュ政権の物語は，そのようなことを，我々に伝えるのである。 
 
 
                                                   
27 従来，冷戦終結の反実仮想法は〈ゴルバチョフ要因論〉に立脚していた。以下を参照。Gary Goertz & 
Jack S. Levy (eds.) Causal Explanations, Neccesary Conditions, and Case Studies: World War I and 
the End of the Cold War 2005
〈https://pdfs.semanticscholar.org/7be1/0372bb419c48e9b75d003cfc5d9bb0b8753c.pdf〉2018 年 8 月
25 日閲覧。 
28 ジョージア戦争（2008 年），ウクライナ危機（2014 年）におけるロシアの軍事介入の動機を，NATO
東方拡大に対する防御的措置として評価するものとして，以下を参照。Emmanuel Karagiannis, “The 
Russian Interventions in South Ossetia and Crimea Compared: Military Performance, Legitimacy 
and Goals”, Contemporary Security Policy, Vol.35, No.3, 2014, pp.400-420.；Laure Delcour & Kararyna 
Wolczuk “Spoiler or Facilitator of Democratization? Russia’s Role in Georgia and Ukraine”, 
Democratization, Vol.22, No.3, 2015, pp.459-478. 
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